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第3章 研究の変遷および主な業績

第1節 作物に関する試験研究

1.研究の変遷

(1) 中野時代

①育種

試験場の創立当初(明治33年〜36年代)は府 

内各地の米麦在来種を集めて、今日の品種比較 

試験に該当する試験を行い、主として府内在来 

種を選出することが行われた。その頃府内の篤 

農家間には、新品種を育成または選抜する傾向 

が認められ、例えば明治30〜35年頃、荏原郡駒 

沢町の清水藤蔵氏が陸稲「藤蔵橋」を選出(ま 

たは育成)した。明治 32 〜 33 年頃には豊島郡中 

新井村の金子丑五郎氏がサッマイモ「オイラン」 

の中から変り株として「金子」を発見し、また 

同氏は同じ時代に二条大麦「ゴールデンメロン」 

と六条大麦「四国」との混播交雑により、二条 

大麦「金子ゴールド」を育成したと伝えられる。 

陸稲「平山」は南多摩郡七生村大字平山の林丈 

太郎氏の発見により、裸麦「宗兵衛」も南多摩 

郡川口村の河合宗兵衛氏によって発見された。

このように創立当初の品種改良は民間におい 

てむしろ活発であったとも見られるが、農事試 

験場 は在来種の 中 から 優良品種の選出 という育 

種材料の収集期であった。

その後も、優良品種の選出は行われ、府内ば 

かりでなく他府県からも品種を集めて比較が行 

われた。こうして府内における優良品種として、 

水稲の「愛国」「無芒愛国」、陸稲の「藤蔵糯」 

「平山」［尾張糯」、大麦の「備前早生」「関取」 

「四国」「岡山」「金玉」、裸麦の「宗兵衛」等が 

確認された。これと平行して、優良品種につい 

て純系淘汰の育種法が大正5年から始められ、優 

良米麦品種の原種圃経営も始められた。

この例として陸稲「平山」を見ると、明治44 

年(大正元年ともいう)に南多摩郡七生村大字 

平山の林丈太郎氏は陸稲「凱旋」の畑から赤褐 

色の芒をもつ成熟の遅いものを見つけ、翌年こ 

れを播種したところ分離したため良形質のもの 

を選抜した。この種は早態に強く収量も多かっ 

たため、近隣農家に拡がり「丈太オカボ」と呼 

ばれるようになった。「丈太オカボ」はまだ固定 

されていなかったため、日野町豊田にあった府 

立農事試験場第一分場で、大正5年から選抜を始 

めた。草丈が低く 芒が紫褐色で長いも の を純系 

淘汰した結果、同7年に純系で優秀な系統が固定 

され、「平山」と命名された。「平山」は府にお 

ける優良配布原種として、採種圃でも栽培され、 

配布された。「平山」は全国に宣伝され、特に中 

国地方の砂地•乾燥地に歓迎された。

大正5年に始まった純系淘汰は水陸稲、大麦、 

小麦及び大豆にわたっているが、この最初の純系 

淘汰は大正9～13年の間に終わり、その後の主要 

品種、水稲の「東京無芒愛国」「末広糯」、陸稲の 

「東京戦捷」「東京平山」「東京藤蔵糯」、大麦の 

「岡山」「金玉」「四国」等の純系が成立した。

また、大正 2 年から は、耐肥性比較試験とい う 

特性検定試験の先駆 とも いう べき 試験が始め ら

れた。

②採種

米麦優良品種の改良を図るために、府におい 

て初めて採種圃を設置したのは明治44年頃であ 

る。当時の採種圃経営は組織づけられた もので 

はなく、郡市農会が経営主体となって、その一 

事業として、府の農事試験場で生産した成績良 

好な種子や、その管内において従来栽培されて 

いる適応性のある優良なものを選んで原種とし 

て、採種圃を経営した。府農会においては郡市 

農会採種圃経営に対し、その事業費に助成金を 

交付して経営を奨励した。

大正5年農商務省から米麦品種改良事業奨励規
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則を発布したので、規則に基づいて大正6年より 

原種圃を設置し、専任技術員をおき府農事試験 

場において、専ら原種の栽培経営を行った。各 

郡市農会が経営主体となって、その採種圃に対 

しては府においては申込により原種子を無償を 

以て配布し、郡市農会採種圃より生産した種子 

は町村農会を経て こ こ に初めて農家に種子が渡 

ることになった。府においては各郡市農会採種 

圃の経営成績を査定して、実際支出される経費 

に対して補助金を交付してその業務の改善に努 

めた。なお、大正7年より採種圃指導監督として 

専任技術員をおき、原種の配給関係は勿論、米 

麦栽培期を通じて管内採種圃の経営状況を指導 

督励し、各郡市農会には採種圃担当技術員を定 

め採種圃帳簿を置いた。

③栽培試験

明治34年から苗代日数、田植時期、水苗と陸 

苗、直播と移植除草法、灌排水の方法、裏作整 

地法との関係などについての試験が始められ、 

その後、耕鋤の深浅、坪当株数、栽植法、その 

他というようにほとんど耕種法の基準とすべき 

諸条件の多くのものについて試験が行われ、大 

正初期にはほぼ耕種法の基礎試験は一通り終了 

した。

なお創立の当時から数力年にわたり、付近農 

家の在来栽培法と試験場の標準栽培法の比較が 

行われており、また当時の肥料試験はすべてが 

「同価試験」と称して、反当 り肥料代金を一定金 

額に抑 え て それに合致す るよう に各種肥料 を組 

合せて、同じ費用で如何なる肥料の組合せが最 

も よいか を知 ろ う とする極めて平凡ながら農業 

的な試験が行われていることが注目される。

また、水陸稲豊凶考照試験は明治37年に始め 

られている。

畑作物の栽培試験も水田作と同様で、栽培試 

験の各項目から前後作関係、特に緑肥との跡地 

関係などに至るまで耕種法の基準を求める各種 

の試験がほとんど一通り行われ、耕種法の基準 

がほぽ確立された。また、水田作同様、在来農 

法 との比較、肥料の「同価試験」も行われた。

その他の作物については、明治期に油菜、麦 

稈真田用麦、藍、い草、油用落花生、トロロア 

オイ、翦弱などの試験が行われたが、その効果 

は特に認められなかったようである。 また、 

緑肥作物 (レンゲ、 モクシュク、緑肥大豆)の 

試験も行われたが、当時の普及効果がどれだけ 

あったかは不明である。

(2)立川移転後〜戦前

①育種

昭和に入って も、水陸稲、小麦、ビール麦等 

の一部の品種について純系淘汰を行ったが、そ 

の成果は大正末期ほ ど効果は得 ら れなかった よ 

うである。これはその材料となった品種 (水稲 

「信州」、陸稲「金子」、小麦「達摩」及びビール 

麦)が以前選出した品種に比べやや劣っていた 

こと と、同じ頃農林省を中心とした全国的細織 

による人工交配育種が始められ、農林番号の優 

良品種が出現したことによると思われる。人工 

交配に よ る新品種育成事業に よ っ て農林省指定 

試験地から配付を受けた育成系統の東京府農事 

試験場における試作は、水稲•小麦については 

昭和5年から、陸稲については昭和8年から始め 

られた。 こ の試作に先立ち、昭和2年東京府農 

事試験場が陸稲の人工交配を行い、 その後代系 

統の育成を昭和11年まで続けたが、これも農林 

省指定試験地からの優良系統が入るに至って廃 

棄された。これ以降、米麦雑穀に関する限り、 

狭い意味での育種は東京府農事試験場では行わ 

れず、農林省指定試験地から の農林系統の試作 

を行い、その中から優良品種を選出することが 

行われた。しかし、その試作法は、多肥、少肥 

その他各種の栽培条件を与えて特性検定方法が 

充実し、普及の地域性の判定に適格性を増し、 

品種選抜の手段としての試験方法が著しく進歩 

した。その結果、この期間に選出され著しく普 

及したものに、水稲では「農林8号」、陸稲では 

「農林12号」、「農林橋1号」などがある。

②採種

採種圃事業は昭和9年度からは府の採種圃補助 

規程を改正し、採種圃の経営組織も米麦一次制に 

改められた。これによって採種圃は各郡市農会を 

して経営せしめ、その生産される種子は直接農家 

へ有償配布の方法 に よって配布させることとし
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た。府では各郡市農会採種圃担当者に対して1 反 

歩5円以内の補助金を交付する こととなった。

これを期に、府では改めて奨励品種の普及計 

画を立てることになったのである。即ち府内の 

水稲10,068町歩、陸稲4,795町歩、大麦10,184町歩 

の8割に対して8カ年の更新方法によって府の奨 

励品種を普及させることとし、これに要する原 

種は農事試験場原種圃水稲3反歩、陸稲3反5畝と 

大麦5反5畝から生産しようとした。なお、昭和 

12 年度の採種圃面積は水稲 12 町8 反、陸稲13町8 

反、大麦20町5反であった。

③栽培試験

中野時代にすでに基準と して確立された耕種 

法について更にこれを検討改善する意味におい 

て栽植密度、施肥法等の諸試験が行われた。そ 

の後、引き続き栽培の基礎となるような諸試験 

例 え ば直播栽培、深耕等 について の試験が行わ 

れたが、特に取り上げられるような目ぼしい効 

果は得られなかった。

畑作物についても栽培の基礎となるような諸 

試験、例えば陸稲、麦類の播種法及び施肥に関 

する試験等が行われた。

特用作物については、昭和10年頃からﾡ、菜 

種の品種試験が行われたが、府の農業への影響 

はほとんどなかった。昭和13年からアルコール 

原料と しての甘諸及び飼料作物と しての トウモ 

ロコシの品種及び栽培法の試験が戦時下の特殊 

事情により行われたが、その効果は当時だけの 

ものであった。

緑肥作物については昭和に入って肥料試験の一 

部と してルーピンを中心と して試験が行われた。

(3)戦後〜農基法前

つ育種

水陸稲麦類については品種比較試験に農林省 

系統の育成地または各県より育成配付される新 

系統を供試して優良品種を選抜し、これを奨励 

品種として都内に普及した。例えば、昭和24年 

に奨励品種に採用 された陸稲「農林24号」は広 

く普及した。この奨励品種決定試験は昭和29年 

より原種決定試験という名に改められ、国庫補 

助のもとに行われるようになり、 作物の種類も

水陸稲麦類の他、大豆、トウモロコシも対象と 

されるようになった。

こ の試験に より優良と認めら れ奨励品種 と な 

った品種は次第に都内の在来品種に置き換え ら 

れて普及し、また栽培された奨励品種も年とと 

もに新たに採用される新品種によって次第に更 

新された。

②栽培試験

戦後、米国を主とする進駐軍が日本の科学技 

術を管理 した が、農業研究機関において もこの 

影響が少なからずあった。中でも試験設計及び 

成績の検討に統計学の方法を適用することを指 

示 さ れた こ とは従来の試験方法に一大改革を も 

たらした注目すべき事柄である。このため昭和 

25年より従来の2区制の試験方法を3区制以上の 

ランダム配列に改められ、成績の検討にも統計 

学によ る有意性の検定法を用いる よ うになった。 

③除草剤

米国 より 除草剤2, 4-D が輸入 され、これは昭 

和24年度 よ り 連合軍総司令部天然資源局の設計 

の下に全国9都県の連絡試験として水田の2, 4- 

Dによる除草方法が検討された。昭和26年には陸 

稲でも2, 4ーDの試験が始まり、昭和35年には甘 

請に対する除草剤PCP、CATの試験も行われた。

(4)農業基本法農政時代

①育種

水稲、陸稲、麦類、甘請、落花生の奨励品種決 

定調査が進められ、畑作物では小麦で「フジミコ 

ムギ」(昭35)、甘諸で「高系 14 号」(昭 35)、「タ 

マユタカ」(昭39)、落花生で「アズマハンタチ」 

(昭37) が奨励品種に採用 された。水稲では「コ 

シヒカリ」「マンゲッモチ」「日本晴」「オクマサ 

リ」「アキニシキ」が奨励品種に採用された。

水稲では奨励品種決定調査の他にも乾田直播、 

短期品種、稚苗移植適性、汚水田適品種等の品種 

比較試験が行われた。

②採種

種子生産は稲麦作付面積が急激に減少すると 

共に現地採種圃も年々縮小された。しかし、農 

業試験場原種圃場 は それ を カバー す る形で都種 

子協会に対し、補完的立場をとった結果、その
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配布量は昭和38年稲1005kg、麦426kg、42 年稲 

1295kg、麦422kgと それ程減少 しなかった。しか 

し生産量は昭和43年原々種圃設置事業となって 

から も減少 し、その傾向は続いている。昭和 53 
年の奨励品種種子配布実績は水稲337kg、陸稲95 

kg、小麦51kgである。

③栽培試験

昭和36年頃から省力栽培として直播試験で主 

に乾田直播の除草法、品種等を検討した。また 

植苗紙、稚苗移植機の出現により、その栽培試 

験が行われ、新奨励品種「日本晴」が適性に優 

れていることを明らかにし、移植適期幅は早生

品種の方が晩限が6月 中下旬 と 幅の広いことが分 

かった。一方、用水の汚染が甚だしくなるにし 

たがって、都市汚水の対策試験が昭和38年から 

始められ、耐汚水品種試験、節水栽培、沈殿池 

法等に関する研究報告を行った。昭和40年頃か 

ら水稲の前後作の有効化を狙った水田高度利用 

試験が組まれ、表作は水稲短期品種の選抜、前 

後作として枝豆、スウィートコーン、ハボタン 

の導入による作型改善等の試験が行われた。

陸稲ではマルチ栽培適品種と、倒伏、雑草防 

除の試験を行った。昭和40年代に入ると夏畑作 

物の栽培試験は除草剤試験以外は中止した。

麦類では研究の中心は、大麦から小麦に移り、 

小麦の ドリル栽培によ る 省力化、早生化の試験 

が行われた。

④除草剤

除草剤の試験は土壌処理剤 (PCP、CAT等)が 

出始めた昭和35〜36年から試験が多くなり、昭 

和53年頃まで行われた。水稲早期 ビニ ール畑苗 

代でPCP、CATやDCPAの除草体系試験、水稲直 

播、麦 ドリル播、t請、陸稲マルチ、落花生、 

水田等各種試験での利用効果、パラコート等非 

選択性接触型除草剤の特性検定、その混用、併 

用、残効も試験した。

(5)バブル崩壊から現在

①育種 ・採種

昭和50年代末から昭和60年代にかけて、都内 

で水稲に縞葉枯病が多発したため、縞葉枯病抵 

抗性を持つ水稲品種「月の光」を奨励品種に採

用し、平成7年には良食味・耐倒伏性品種「キヌ 

ヒカリ」を都優良品種に選定した。「キヌヒカリ」 

はその後徐々に作付面積を広げ、平成11年には 

19.9%を占めるに至った。

都においては平成 9 年に採種圃が、10年に原々 

種圃の事業がなくなった。これにより奨励品種 

決定事業も終了した。

2. 主な業績

(1) 立川移転後〜戦前

①水稲に関する試験

a.水稲育苗試験成績

水稲は早生種に比べ晩生種が多収になる傾向 

があるが、年によっては9月に急に気温が下がり、 

晩生種 は登熟不 良により大きな 被害 を受ける。 

このため早生 ・ 中生種の多収栽培と晩生種の熟 

期をは早めることを目的に、播種期、仮植、苗 

代、化学肥料について検討した。品種は早生種 

「農林 1 号」、中生種「無芒愛国」、晩生種「関東2 

号」を用いた。

早生 • 中生種では「無芒愛国」が畑苗代、4月 

1 日 播種、仮植1ヵ月半で最も多収 (461kg) で、 

出穂期8 月 23 日、成熟期10月10日であった。

晩生種「関東2号」では畑苗代、4月 1 日播種、 

仮植1ヵ月半で最も多収 (506kg) で、出穂期9月2 

日、成熟期10 月 25 日であった。冷床苗代、4月1日 

播種、仮植1ヵ月で、出穂期 8 月 27 日、成熟期 10月 

10日となり、収量 (455kg)は「無芒愛国」より 

やや少ない。化学肥料は在来肥料に比べ、出穂期、 

成熟期は変わらないが、収量は増加した。(特報 

昭13年度)

b. 東京府東部湿田地帯の稲作栽培

当地帯は水田は湿田にして一毛作である。水 

稲の耕種改善基準を定め増産を奨励しつつある 

今日、稲作改善上重要と考えられるのは以下の 

通りである。

①苗代は一部で行われている揚床式とし、薄 

播を奨励して強健な苗の育成に努める。②下肥 

の合理的施肥法を計る。③堆厩肥の如き有機質 

肥料を施して土壌の悪変を防ぐ。④夏蔬菜栽培 

と稲作との労力配分を円滑な ら しめるための早
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期栽培の選択。⑤奨励品種の普及 を はかる。(特 

報 昭15年度)

C.水稲の播種並に移植法の収量に及ぼす影響 

昭和13年の洪水は府内の水田地帯に相当の被 

言をもたらした。この時当局者は応急策として 

株分移植、残り苗の移植、遅播、直播、陸稲の 

補植等を指導した。災害が起こった場合如何な 

る処置を採れば最も被害を少なくできるか、ま 

た当時の労力不足による播種•移植の遅れから 

来る減収をくい止めるための対策が必要とされ 

た。こうして以下の試験が行われた。

(a) 水稲の遅播 と 遅移植

早生種「農林1号」では7月15日前後に播種、 

移植しても普通栽培の5割以上の収穫を得た。中 

生種「東京無芒愛國」、晩生種「銀坊主」では7 

月15日前後の移植では普通栽培の5割以上の収穫 

を得たが、播種では同程度の収穫を得るために 

は7 月1 日前後迄であった。何れにしても、でき 

るだけ播種•移植適期を遅らさぬようにし、遅 

れた場合は早生種を選んだ方が成績が良かった。

(b) 水稲株分移植法

水稲株分移植法 は早生種「農林1号」では元株 

と分株を合せても普通移植のものに及ばなかっ 

た。中生種「東京無芒愛國」、晩生種「銀坊主」 

についても7月下旬以降の株分では収量がひくい 

ため見込みは薄いが、7 月下旬以前では「東京無 

芒愛國」は成績が良かった。

(c)畑苗代による遅植

反当収量は早生種「農林1号」では移植期が遅 

れるに従い漸次減少の傾向を示すが、中生種 

「東京無芒愛國」、晩生種「銀坊主」では減少が 

緩慢であり、「東京無芒愛國」が最も成績が良か 

った。

(d) 陸稲の水田移植

水陸稲を通じて有望な「東京平山」は7月下旬 

に畑から水田に移植するならば、畑で栽培 し 

た場合より収量は増加した。(特報 昭16年度) 

②陸稲に関する試験

a.陸稲の施肥法並に疎密に関する試験 

最近、硫安の施用が増加し、陸稲農家も殆ど硫 

安を施用するようになった。陸稲栽培において硫 

安を施用する場合の施用時期と施用量を検討し 

た。また同時に栽植密度についても検討した。

元肥 と 追肥 2 回 と 何れ も 等分に分施 した方が成 

績が良かった。元肥のみ、元肥と追肥1回に半量 

ずつ施用したものは収量が劣った。栽植密度で 

は一尺間3本から10本で試験した結果、10本が収 

基が多くなった。(特報 昭15年度)

③麦類に関する試験

a. 昭和 12年春季の小麦の心枯れ

昭和 n 年6月 の小麦の穂発芽現象 と 昭和12年春 

季の小麦の心枯れは近年に於ける小麦災害の双 

璧と言えるもので、農家にとっては大きい痛手 

であった。心枯れについては、暖冬で小麦が軟 

弱に育ち、早生種で幼穂分化が進んだ時期に寒 

さ に犯されたこ とが誘因 と なった ものである。 

抵抗性品種の選択は勿論、充分茎葉を強剛にそ 

だてることが必要である。(特報 昭13年度) 

④甘語に関する試験

a.酒精原料甘諸の生育経過別特性並に生諸収

量と切乾歩留との関係

政府 におい て は 国防上の重大要件で ある燃料 

国策遂行のため、ガソリン混合用無水アルコー 

ルの国内補給を計画した。このため東京府に適 

す る 酒精原料甘諸品種 を 選定す る資料とするた 

め、甘諸の生育経過別特性並に生諸収量と切乾 

歩留との関係を調査した。

反当切乾収量の優れているものに三つの型を 

見た。第 1 の型は矮性の如く 切乾歩留は低いが生 

諸収量の著しく多い型。第2の型は「蔓無源氏」 

の如 く 生請収量は少ないが切乾歩留の著 しく高 

い型。第3の型は「蔓無飯郷」の如く 生諸収量、 

切乾歩留共に比較的多い型である。当地方に於 

いては反当切乾収量は、生諸収量の方が切乾歩 

留より強く作用する傾向があるため第1の型の方 

が第2の型より優位にあることが多い。しかし、 

第1の型は切乾労力を多く要し乾燥も困難で、黒 

班病に対する抵抗性も疑わしい。 生請収量と切 

乾歩留とは相反する条件ではあるけれども、第3 

の型で黒班病抵抗性の品種が望まれた。(特報 

昭15年度)

⑤棉に関する試験

a.東京府に於ける棉の試作

政府においては、中入原料綿の自給を目指し、
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関東以西の府県に奨励金を交付して、東洋棉の 

試作を行わせた。東京府においても昭和10年か 

ら3年間、各地に試作圃を設置し、検討したが、 

特殊な地域を除いて府内の農業経営の中に取り 

入れることは困難であった。

この原因としては、①積算温度が充分でない 

こと、②湿潤な気候のため立枯病、炭疽病等が 

発生し易く、開絮期にあたる9月下旬から 10月に 

雨が多いこと、③火山灰質壌土では茎葉の生育 

が旺盛でさくの着生、成熟、開絮が充分でない 

こと、④摘心、芽搔、枝えに相当の労力を要 

すが、夏秋蚕等のため充分に行えないことが挙 

げられた。(特報 昭13年度)

(2) 戦後〜農業基本法前

①水稲に関する試験

a. 米作の気象によ る豊凶差の品種間差

水稲収量はその年の気象によって左右される 

が、これは品種によって著しく異なり、安定し 

た品種を選ぶことが経営上必要である。調査の 

結果、「東山38号」と「農林8号」が豊凶の差が 

少なかった。

また、6月25日〜7月25日は気象の変異係数が 

大きく、この時期に幼穂形成期、花粉減数分裂 

期を迎えない方が良い。登熟期の日照時間は普 

通栽培よりも早期栽培の方が変異差が小さい。 

この様なことから早期栽培は豊凶差安定の上か 

ら も合理的な栽培法である。(特報 昭33年度)

b. 2 ・ 4-Dに関する試験

アメリカより除草剤2 • 4-Dが輸入され、これ 

は昭和24年度より連合軍総司令部天然資源局の 

設計の下に全国9 都県の連絡試験と して水田の 

2・4-Dによる除草方法が検討された。これは昭 

和25 年迄に水稲の栽植密度と 2 ・4-D及び中耕効 

果の関係が試験され、これによって2 • 4-Dの実 

用化がほぼ明らかになり、2・4-Dの使用は水田 

作業に一大革命をきたすようになった。その後 

種々の2 • 4-D剤が製造されて一般に広く普及使 

用 される ようになった。(特報 昭25年度)

c.中耕の効果に関する試験

2 • 4-D が水田除草剤と して使用されるように 

なって除草の労力が減り、除草のために従来行 

われていた中耕が稲の生育にどのよう な影響が 

あるかを検討する必要が起きてきた。このため 

昭和26年 より 3 カ 年間水田の中耕効果 と 施肥量 と 

の関係について試験された。その結果によると 

中 耕作業 は水稲の収量に は影響 を 与えない よう 

で、葉剤による除草を行えば、従来のような中 

耕除草作業は必ずしも必要ないと判断された。 

(60年史)

d. 培土に関する試験

寒地の湿田地帯では培土が水稲の増収に役立 

っているが、東京都内でも培土の効果があるか 

どうかについて昭和27年よ り3ヵ年にわたり試験 

した。

この結果によると、培土後水稲の茎葉が濃緑 

色になり、これは出穂期まで続き、培土した土 

壌中には新根の発生が多く見られるが、収量は 

培土した区が標準区に比べ劣っている。なお、 

都内の数カ所で現地試験を行ったが、その結果 

によると培土の効果は概して認められなかった。 

そのう ちの場所によ っては培土によ って増収し 

たところもあるが、これは水田に湧水のある強 

度の湿田で、培土によって高畦となってこれが 

効果をもたらしたと思われる。しかしこの試験 

の行われた昭和28年及び29年は何れも冷害気象 

の年であったので、培土の効果はあまりあらわ 

れなかったとも考えられた。(60年史)

②陸稲に関する試験

a.播種期及び早播晩播に関する試験

昭和25年より数年間、陸稲の播種期及び早播 

並びに晩播適応についての試験が行われた。播 

種期については4月下旬より6月上旬にわたって 

適当な播種期について検討されたが、一般に5月 

中下旬播種の成績が良かった。早播並びに晩播 

については農家経営の立場から麦間及び裸地で 

各適応品種の検討が行われた。(60年史)

b. 2・4ーDに関する試験

水稲にやや遅れて陸稲畑に除草剤 2 ・4-Dを使 

用する試験が昭和26年より行われた。散布方法 

としては播種後すぐに散布する方法と麦を刈取 

った頃の若苗期の陸稲畑に散布する方法がある。 

播種後すぐに散布する方法は沖積畑では、発芽 

時の薬害が甚だしく実用化は危険であった。洪
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積畑では使用量、方法に注意すれば実用できた。 

若苗期の散布ではその後の天候の影響が大きい 

ため注意が必要であった。使用量については反 

当たり50g程度が安全であった。(特報 昭 29 年 

度)

c.移植に関する試験

陸稲を早期に栽培して旱敏を避け、または畑 

作を有利に経営する目的で移植についての試験 

が昭和29年より2～3年間行われた。移植栽培に 

ついては移植の時期及び移植時の天候並びに地 

温、そして活着の良否が移植栽培の成否を左右 

することがわかった。(60年史)

d.水稲の畑地灌漑栽培

戦後、灌漑整備が進み、灌漑を畑作物の増収 

栽培法として考えられるようになった。陸稲は 

灌漑によって、ある程度増収させることは比較 

的簡単であるが、それ以上は困難である。この 

ため水稲を十分な灌漑の下、畑地で栽培試験を 

した結果、陸稲より高い収量を得た。しかし、 

玄米に腹白が多く、水田栽培の水稲より 品質で 

劣った。(特報 昭31年度)

③麦類に関する試験

a.夏作物の種類が麦作に及ぼす影響試験

昭和27年 よ り 5年間 にわたって 前作夏作物の種 

類と麦作との関係について試験が行われた。即 

ち陸稲、大豆、落花生、甘諸 (甘諸は蔓埋込と 

蔓搬出について比較した)を連作し、後作に大 

麦(昭和 27～29)、小麦 (昭和30～31) を 栽培 し 

て検討した。その結果によると、大麦と小麦と 

では幾分傾向が異なるが、次のような結果を得 

た。大麦では陸稲、大豆あとが成績がよいが、 

小麦では陸稲の あと は中位の成績である。甘請 

については蔓を搬出すると、大麦、小麦とも少 

収になるが、品質は良く なった。(60年史)

b. 晩霜害に関する試験

昭和30年4 月5日 及び昭和 33 年3 月 30、31 日に都 

内に大凍霜害があり、麦作に大被害を与えた。 

これについて各種の調査が行われたが、そのう 

ちの主なものは麦の幼穂幼茎伸長時期の品種差 

と晩霜被害の頻度についての調査及び凍霜害発 

生直後における茎の刈取りと収量についての調 

査である。これによると、立川では麦作に凍霜 

害を起こすよ う な低温の起こ る頻度は 3 月下旬よ 

り4月上旬までの間が最も大きい。凍霜害を起こ 

す時の幼穂長と幼茎長との関係にはあまり品種 

差が見られない。凍霜害直後の茎刈取り につい 

ては、刈取りによって減収した。また追肥の効 

果はあまり明らかでなかった。

小麦品種では秋播性 i~nの「関東53号」「関 

東56号」が「農林61号」「農林 26 号」に比べて凍 

霜害の被害が少なかった。(特報 昭32、34年度) 

c.省力多収栽培試験

麦価引下げの見通しにより、生産費引下げと 

労働生産性向上は麦の重要な課題となってきた。

麦類のドリル播栽培即ち密条播栽培について 

は昭和31年より試験された。ドリル播というの 

は条間10~20cm、株間5～6cmに2、3粒ずつ条播 

し、密植栽培する方法であって、この播種法と 

しては原則的に播種機を用い、施肥、覆上を行 

う省力機械栽培法である。ドリル播は多肥密植 

すれば従来の慣行栽培に比べて多収になるが、 

間作をする場合には多収よ り もむしろ省力の点 

を目的とした。このため作物研究室と農機具研 

究室と共同して人力用条播ドリル機を試作して 

昭和 32 年度 には本場及び現地でこれを 試用 し た ・ 

昭和 31 年には最初大麦「ムサシノムギ」を用い 

て単作栽培を行ったが、慣行栽培に比べて1～3 
割の増収を得た。昭和32年には間作型ドリル栽 

培を目的として品種、播種量及び施肥量等につ 

いて 試験 した。昭和 33 年 に は試作 ドリ ル機を使 

用して間作型ドリル栽培の小麦の適応品種、追 

肥時期等について試験を行った。

凍霜害との関係では大麦は「ムサシノムギ」 

「東山皮6号」「北関東皮3号」がいずれも手播き 

より被害が増加し、有望品種は見当たらなかっ 

た。小麦では強稈、耐病、穂重型の品種「関東 

56号」がもっとも有望であった。(特報 昭34年 

度)

④大豆に関する試験

a.大豆の栽培試験

大豆については栽培試験として、株間、施肥 

法及び培土等の試験が行われ、中生3品種による 

株間試験では、生態型Ib、Ic、mcと順次晩生 

になるに従って株間に対する反応が敏感になっ
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た。この3品種の範囲では唯2尺では株間7.5寸 

～1 尺の 1 本立が実用上安全であ る.

また、来歴不明の都内在来大豆の生態型を調 

査した結果、西多摩郡と南多摩郡の山寄りでは 

mc型、南多摩郡浅川から神奈川県津久井地方に 

かけてはIc型、南多摩郡の南寄りではIb型が 

作付けされていた。

種子場の問題について関東各県の連絡試験とし 

て検討されたが明らかな結果は得られなかった。 

(特報 昭34年度)

⑤甘語に関する試験

a.甘諸早掘栽培

食料事情の好転に伴い甘薯は普通堀取りでは 

不安定な作物となり、早掘栽培による早期出荷 

への転換に迫られて来た。

早掘栽培の場合、従来の5月中旬植では、充分 

な収量も望めないが、4月下旬植では各品種とも 

好成績を収めた。品種では「高系14号」「機林1号」 

が生育、収量、商品価値よりみて適している。

また、裸地より も麦間に植付けた方が初期生 

育も良く優れた。栽植密度は「紅農」の場合、 

畝 巾 70cm では株間30 〜 40cm が い も 肥大 も良く有 

利である。(特報 昭35年度)

b. 甘諸に対する除草剤実用化試験

甘諸は斜陽作物となり、栽培も省力化せざる 

を得なく、除草剤の実用化を図った。

植付前のPCPna、PCPcu、CAT、活着後の 

PCPeuの散布により初期生育はやや抑制される 

が、中期には影響は認められず、収量について 

も差は認め られなかった。

散布回数は1回、薬量は a 当たり 植付前成分量 

にしてPCPna60～90g、 CAT6～9g、 植付後散布 

する場合はPCPcu60～90gの散布が実用的と思わ 

れる。(特報 昭35年度)

(3) 農業基本法農政時代

①水稲に関する試験

a. 水稲深耕多肥密植栽培に おける 品種 と 栽培 

様式

大型トラクター利用の水稲多収栽培の基本試 

験として2年間にわたり深耕、多肥、密植栽培に 

向く品種の検討と最適栽植様式を探った。

深耕密植区は1株穂数は減少するが、面積当た 

りの穂数の増加は著しい。普通耕区は熟期と収 

量に相関はないが、深耕密植区は負の相関があ 

った。深耕密植区では8月第6半旬成熟の品種を 

頂点として、熟期の遅れるものほど減収した。

同じ栽植密度でも、条間の狭いものは面積当 

たりの茎数の増加が早く、最高茎数でも多いこ 

とがあるが、無効茎も多く、穂数では必ずしも 

多くない。「ギンマサリ」は条間如何に関わらず、 

密植ほど増収の傾向があった。(特報 昭37年度)

b. 水稲稚苗移植における移植適期巾に関する 

試験

移植適期の早限は中晩生種で4月下旬播種、5 

月上旬植でも高収量が期待できた。晩限は出穂 

期で決まり、早生種では 6月中〜下旬、中晩生種 

で6月上旬植まであった。(年報 昭 45 年度)

c.稚苗移植における適品種選定試験

早生種では「ト ヨニシキ」が多収であったが、 

草型は稚苗移植向でない。中生種では「日本晴」 

次いで「ヤマビコ」が安定しているが、小粒化 

する傾向があった。(年報 昭45年度)

d. 水田高度利用試験

水稲短期栽培により、閑田期間を長くし、水 

稲の前後に蔬菜 •花卉を作付け し、水田の総合 

的な利用体系を組み立てる。この目的に沿って 

以下の試験を行った。

(a) 水稲短期栽培用品種選定試験

6 月下旬移植、9月下旬収穫で生育日数140日位 

では、「トネワセ」「レイメイ」が有望であった。

「ト ヨニシキ」「東北99号」はやや生育日数が長 

くなるが、「日本晴」より約10日早く収穫出来た。

(b) 前作蔬菜が水稲に及ぼす影響試験

蔬菜が一般に多肥栽培であることから、水稲 

は長稈化し、倒伏しやすくなる。従って、蔬菜 

後には耐倒伏生品種を作付ける必要があ り、「東 

山38号」程度の強稈品種であれば、慣行施肥量 

でも大き な危険はない。

(c) 枝豆後作の水稲

施肥量が少ないため、肥料の残留は少なく、 

後作稲作に対する影響は小さかった。

(d) カリフラワー・レ タス後作水稲

生育量が増大し、倒伏を招くことがある。耐
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倒伏生品種「ヤマビコ」「東山38号」は生育量の 

増大が増収につながった。(年報 昭45年度) 

C.水稲汚水害対策試験

用水が汚濁している水田で育苗すると、汚水 

中 の 内容成分に よる障害と汚水中 に混入す る 浮 

遊物に よ る物理的な障害が生 じ る。

(a) 水稲の発根•幼苗に対する汚水の影響

種籾の発芽発根については、汚水が流入して 

も発芽には影響ないが、根の伸長阻害は著しい。 

汚水の主成分は窒素であるため、地上部の伸長 

量は多く、ころび苗、流亡、倒伏の原因となっ 

ている。

強度の還元状態を示している水田に移植され 

た苗は発根が阻害され、活着に長時間を要し、 

欠株の原因となる。発根阻害には品種間差があ 

り、「東山38号」「ヤマビコ」「ギンマサリ」「コ 

シヒカリ」は比較的発根が良かった。また、畑 

苗のものは汚水田においても活着が早いが、後 

半生育過剰や病害等で難点があった。他に浮遊 

物が茎葉に付着し、倒伏の原因となっている。

(b) 栽培型による汚水害対策

いずれの栽培方法でも汚水区は繁茂型の生育 

を示し、倒伏、病害が増加した。籾摺歩合、千 

粒重、品質も汚水区で低下した。汚水田ではい 

ずれの栽培方法でも減収になりやすいが、極早 

生品種 (「フジミノリ」「ワタラセ」等)の5月 

上旬移植の早期栽培は減収にならなかった。普 

通期栽培では汚水害が出易いが、早生で耐倒伏 

性の品種を選べばある程度被害を軽減出来た。

耐肥性が高い品種でも倒伏、病害等の増加に 

より減収となる品種があり、耐肥性だけで汚水 

適応性品種を選定することは出来ない。

栽植様式では、栽植密度が高いと汚水害が出 

易く、18.5株/m以下の正方形植に近い様式が適 

していた。

(c) 殿池の効果

汚水中の浮遊物は、還元、窒素過多、物理的 

障害等により汚水害を助長するため除去する必 

要があり、金網等によ る 濾過法 と 沈殿池 •迂回 

路によ る 沈殿法があ る。 殿池を検討した結果、 

沈殿池を通ってきた水で栽培した稲は正常な生 

育をしたので、沈殿池の効果は認められた。

(d) 汚水適応性品種選抜試験

「フジミノリ」「関東80号」「東北99号」「タマ 

ヨド」「日本晴」「ヤマビコ」が有望であった。

(e) 汚水田 における乾田直播栽培

汚水田で直播すると、過繁茂となり、生育が 

遅延し、倒伏、病害が増加する。汚水区での減 

収度 は移植田 に おける 汚水での減収 より大きく、 

汚水田での直播栽培は不利であると思われた。

(f) 汚水田における稚苗移植用品種比較試験

生育中期以降の生育状況、耐倒伏性、収穫物 

調査の結果、「日本晴」「ヤマビコ」が良好であ 

った。各品種間の初期の根の活力等には差が見 

られなかった。

(g) 中性洗剤の水稲に及ぼす影響

根の伸長抑制は高濃度では甚だしいが、低濃 

度では伸長を促進する場合も あり、10倍液以上 

では根の伸長抑制 はない。圃場試験では水稲生 

育期間中 350Ppm (5倍液) 程度の洗剤が流入 して 

も、水稲の生育に大きな影響はなく、収穫物に 

ついて も濃度に よ る差は明ら かではなかった。

(h) 水稲青立枯対策試験

昭和44年頃から、用水が汚濁 し、水田土壌が 

異常還元になっていることから出穂後20～25日 

頃、急激に萎凋し、倒伏枯死する現象が発生し 

た。

調査•試験の結果、キャベッ鋤込、強度中干、 

出穂後早期落水により青枯を助長する。過酸化 

石灰、リン酸•カリ施用区および全期湛水栽培 

で発生が少なかった。発生区では収量が低下し、 

屑米歩合が高かった。

⑴カドミウム汚染田対策試験

幼穂形成期より節水栽培した場合、玄米の力 

ドミ ウムの吸収量は極めて高く、またそれ以降 

の 節水栽培 と 間断灌漑 とで は明 らかな差は認め 

られなかった。乾田日数と玄米カドミウムにつ 

いて8月〜9月合計乾田日数と高い相関がある。 

以上から、玄米のカドミウム抑制には湛水栽培 

が有効である。また、土壌phを6.5に上げた区で 

カドミウムの含量が少なかった。(研報告 1967 

第4号 年報 昭46・47・48年度)

d. 水稲乾田裸地直播栽培品種試験

早生群では「関東80号」「東北 90 号」「東北 99 号」
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がやや有望であった。中生群では「関東74号」 

「関東77号」「タマヨ ド」がやや有望であった。

(年報 昭41年度)

e. 奨励品種決定調査

昭和 37 年に良食味品種「コシヒカリ」を採用した。 

昭和42年には、有望中生品種と して都下一円に適応 

し、湿田適応性も高い「日本晴」を、江東地区の 

湿田〜半湿田向けとして「オクマサリ」を採用し 

た。更に昭和55年に「日本晴」に代わる良品質、良 

食味品種として、「アキニシキ」を採用した。

②陸稲に関する試験

a.陸稲連作害の原因と対策

陸稲休作年数 が長いほど害の 程度 は減 る が、 

休作4年でも 完全 に回復しなかった。(特報 昭 

35年度)

b. 陸稲マルチ栽培試験

マルチ栽培に適する早生、強稈で、多収な品 

種を選定した。

マルチ、早播により、何れの品種も早熟化し、 

多収となった。「ミズハタモチ」「ハタキヌモチ」 

「関東橋83号」「ハッサクモチ」が有望であった。 

(年報昭45年度)

③麦類に関する試験

a. 畑作麦の省力栽培に関する試験(ドリル栽 

培)

(a) 東西畦 と 南北畦の比較

麦類の間作型ドリル播では、その畦間に夏作 

を入れることを前提とするが、東西畦では麦の 

北側と南側とでは生育にかな り の差があ る こ と 

が認められる。本試験は畦の方向による麦の生 

育収量及び唯間地温の変化と、それに間作 した 

夏作への影響を検討した。

小麦、陸稲、大豆、甘請について試験したが、 

小麦、陸稲、大豆については南北畦が東西畦よ 

り収量等の点でわずかに良いが有意な差ではな 

い。甘諸については東西畦では麦の南側、南北 

畦では麦の西側が乾燥に よ り 活着が悪 く 低収で 

あった。収量は東西畦では麦の北側、南北畦で 

は麦の東側の収量によって左右されるが、畦の 

方向による差はないと考えられた。

(b) 追肥試験

小麦のドリル播したものと、慣行の手播のも

のとでは当然生育相に差があると思われる。そ 

こで施肥法、特に追肥の方法につき手播のもの 

と同じで良いか検討した。追肥の有無により穂 

数、収量は追肥区が無追肥区に比べ、やや多か 

った。(特報 昭37年度)

b. 小麦の早生化の可能性

大麦が減少し、小麦の作付比率が高まってき 

たため、労力配分の上から、早生の品種の必要 

性が強くなってきた。そこで早生品種の利用、 

春化処理による早生化及び若刈りの3点から、早 

生化の可能性を調べた。

(a) 早生品種利用の可能性

現奨励品種「農林26号」より 早生であったの 

は「中国81号」だけであった。早生化は晩霜害 

によ る幼穂凍死の危険率を高める。「中国81号」 

は「農林26号」に比べ幼穂凍死が大きい。登熟 

期間の短縮も早生化のひとつであるが、 小粒で 

収量が低くなりやすく、天候不順だと品質低下 

がひどい。以上から「中国81号」は期待が持て 

なかった。

(b) 春化処理及びジベ レリ ン利用

春化処理により幼穂形成は早まったが、出穂 

期は3〜5日、成熟期は2〜3日の促進にすぎなか 

った。ジベレリンは越冬歩合を低下させ、却っ 

て出穂 • 成熟と も遅れた。東北 •北陸の品種に 

も「農林26号」より早生化出来そう な ものはな 

かった。

(c)若刈り試験

若刈りは粒が細くなりやすく、中間質やガラ 

ス質粒を増すので、大きな期待は持てなかった。 

(特報 昭38年度)

④甘語に関する試験

a. 有望品種特性調査

「早生紅高系」は外形、食味、早堀適性等で 

有望であった。

「ベニコマチ」は疎植肥大性が高く、コガネ 

ムシ・ハリ ガネ ムシの食害は「高系14号」よ り 

大きく、「金時」より小さく、ツルワレには弱い。 

また、「高系14号」、「金時」と比較して、生体中 

の全糖は最も少ないが、澱粉は最も多く加熱す 

ると澱粉は糖に変化するため、最も甘い品種と 

なる。(研速 昭52 年度)
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⑤除草剤に関する試験

a. 除草剤パラコートとダイコートの作用に関 

する試験

アオミドロへの効果、他の土壌処理除草剤と 

の混用及び秋冬期の低温時の効果について試験 

した。

パラコート3ppmでアオミドロは枯死し、稲の 

薬害は回復可能程度のため実用化の望みがあっ 

た。ダイコー トでもでアオミドロは枯死するが、 

稲の薬害が大きく実用困難であった。

ダイコート とATAの夏期の併用はハマスゲ防 

除に効果はあったが、混用及び春期の併用では 

効果は不十分であった。各種薬剤とパラコート 

への混用はパラコー ト の効果を弱めた。

秋冬期散布は雑草が枯死するまで時間が掛か 

り、4月散布では枯草が農作業の邪魔となり、11 
月下旬散布が良い。(特報 昭39年度)

b.新除草剤の防除体系に関する試験

リニュロン、SA-41、 フライ トA、NPA、 

STA100、G-34162、CAT、SWEP を始め とする 除 

草剤が出てくると、水稲乾田直播、甘諸、落花 

生に対する処理法、防除効果、薬害の試験を行 

い、各種除草剤の特性を把握した。更に非農耕 

地、畦畔、休耕田、水田秋期防除の試験を行い、 

防除体系を確立した。(特報 昭41年度)

(4)バブル崩壊から現在

①水稲に関する試験

a.優良品種の選定

品種比較試験を行い、平成2年に縞葉枯病抵抗 

性品種「月の光」を奨励品種として選定し、平 

成 7 年に は食味良好 • 耐倒伏性品種「キヌヒカリ」 

を優良品種として選定した。糯種としては平成 

11 年に縞葉枯病抵抗性 • 耐倒伏性 良品質品種 

として「モチミノリ」「あゆみもち」を選定した。

b.平成5年大凶作の検討

平成5年は北日本の冷害、西日本の台風等によ 

り、大凶作となった。全国では作況指数「75」、 

反収373kg、東京都において も作況指数「94」、 

反収335kgであった。

東京都における減収の原因は、生育期間中の 

日照不足と低温のため、 十分な穂数が確保で 

きなかったこと、②生育の遅延により、十分に 

登熟しないうちに、秋冷が訪れ、登熟不良•千 

粒重の低下が生じたことである。

この様な遅延型冷害が予想される場合、健苗 

を育成する、窒素肥料を控える、水温を高める、 

いもち病を防除する等の対策が必要である。(研 

速 平5年度)
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なつかしの在来品種たち

大西 公一

千代大豆 と私が命名 したの は八王子市の小澤千代松氏の大粒 白 目 の秋大豆 (mc型)。昭和天皇 も 来場 さ れた東京都農産 

物品評会 (ステートフェアと当時称した) に出品されたものを譲り受けて試作したが、品質優秀、まさに芸術品だった。

黄粒糯粟の古里1号は今も献穀に使われているが、滝島英策専技の呼びかけで普及組織をあげて都内在来品種を集めた 

時、古里村の 1 農家が持っていたもの。試作成績でも収量、品質とも優れ、品種としての純度が高く、すばらしい採取技 

術に感動した。当時の資料が失われ、農家名が分からないのが残念でならない。

八王子市川 口町の河井宗兵衛氏(2 代目)育成の裸麦宗兵衛は早く から奨励品種と して東京都の裸麦の主力品種だった。 

裸麦は東海以西の水田裏作が主産地だが、宗兵衛は黒ボクの畑にも適応し多収だった。形質に多少の変異が認められた 

ので純系分離し、耐寒、多収の1系統を残したが、数年後、やはり少しの変異が認められた。案外、これが優れた適応性 

の要因かもしれない。

大麦が1万町歩をこえていた頃は、私も育種に着手した。2条麦と6条麦を交配して変異を大きく し、当時の最新技術だ 

った集団育種法で選抜。強稈、耐病、多収、草姿も美しい新品種を育成。だが、その頃は大麦面積も半減、新奨励品種 

の必要はなくなり、品種保存も打ち切った。

標の葉がまばらに出る年は晩霜があるという。後年、これか とわかった。一斉に芽ぶく 年は春の遅い年、だから晩 

霜はもうないのだ。これは平野七蔵技術助手、通称七さんから教わった。

農家こそわが師。篤農とは心。芸術。私が一生かけて学んだのはそのことだ。あの頃の農家は使命感を、誇りを持っ 

ていた。日本人はみんなそうだった。今は一億総サラリーマン時代?

私には自然ばかりがなつかしい。

作物研究室の こ と

中島嗣郎

農業試験研究100年誌の刊行、まことにおめでとうございます。私が農業試験場に在籍したのは、この 100年の間の僅 

か18年間であり、先輩が残してくださったもの、後輩の皆さんが新たに作り上げてこられたこと を見るにっけ、いかに 

も、18年は短かったと云う気がします。

しかし、この18年は私にとっては貴重な経験でありましたし、明治以来試験研究の主流であった作物(主穀類)に 関 

す る研究が大き く 方向転換し、農業試験場の研究方針 も 園芸の方に シフ ト した時期でも あ り ます。 私が栽培部作物研 

究室に配属されたのは、昭和32年6月であります。

作物研究室の主な試験研究対象は、この頃はまだ水陸稲、麦類、雑穀でありましたが、中でも、水陸稲、麦類の原種 

決定試験 (後に奨励品種決定試験と改称)が中心的な試験課題でありました。簡単に云えば品種比較試験であり、零細 

補助金ではありますが、法に定められた国庫補助事業であり、全国一律に定められた基準があって、予備試験、本試験、 

現地試験と、奨励品種を決めるまでの手順が細かく定められております。また、この品種比較試験は、当時盛んであっ 

た米作 日 本一競技会に参加す る 農家に とっても、品種選定上大変参考に なったようです。

_しかしその後、この奨励品種決定試験については、東京では、水田の潰廃がすすみ稲の栽培面積も減少 したことから、 

行政側か ら は行政対象が減っ たこと を理由に試験課題の変更が求め られました。ところが、こ の試験は国庫補助事業で 

あ り、東京が全国一律で実施 しているこの事業から 脱落す る と、他の都市化の進んでいる府県からも 同様の ことが起こ 

る恐れがあるため、国は東京都の申し出を認めませんでした。国は、一方では零細補助金をカットする方針があるため、 

こ の東京都の 申 し 出の取 り 扱い に苦慮 したよう です。こ の 問題 も 時代の波には抗 し き れず、東京都の 申し出 は認め ら れ、 

事業規模を縮小して都単の事業の中で実施する ことになりま した。

この頃から作物研究室の課題に対する考え方がだんだんと変わり、作物部門だけでなく他の部門も課題と して取り組 

むことになりました。

折しも環境保全についての課題設定が求められるなかで、その関連で緑化事業に着手することになりました。作物だ 

けを手掛けてきたものにとっては大きな方向転換でありますが、今にして思えば東京の農業自体が農地の潰滅、宅地並 

み課税の問題などで大きな曲がり角に立たされた時期でもあり、農業試験場に とっても将来の変化にどのように対応す 

るかが求められた、大変厳しい時期であったと思います。
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第2節 野菜に関する試験研究

1. 研究の変遷

(1) 野菜の栽培史

我が国における農耕の始まりは稲作が伝わった 

弥生時代といわれているが、近年、ゴボウやアブ 

ラ ナ類のタ ネ が縄文時代の遺跡か ら 出土 されて お 

り、その頃から焼畑栽培が行われていたとの説も 

ある。元千葉大学教授の青葉高氏によれば、日本 

の事情を記した三世紀の『魏志』倭人伝に、倭の 

地は温暖で冬夏生菜を食べ、薑、茗荷もあったが、 

当時イン ドや中国原産のシ ョ ウガなどが日本で栽 

培されていたとしている。また、正倉院文書の記 

載から奈良時代の食生活の状況を調べてきた関根 

眞隆氏は、記載の度数と量などからみて、アザミ 

のような日本に野生する植物と栽培種との利用の 

割合は、半々ぐらいと述べている。

江戸時代に宮崎安貞が完成させた『農業全書』 

(1697年) では、蕪は長時間食べ続けて も体を害す 

ることがないので、毎年多くの種を蓄え、凶作の 

糧にせよと述べている。このほか大根や芋などの 

ような主要な野菜ばかりでなく、チョロギやユリ 

なども、土地の広い所では多く作って飢を助くべ 

しと記している。また『農業全書』の中では野菜 

の栽増技術についても個々の種類について具体的 

に栽培法を詳述している。共通的な事項としては、 

①品種の選択と採種、②適地の選定といや地、③ 

害虫駆除と農薬、④このほか瓜類では芯と側枝の 

つみ方、葱では中国と違い日本では白根が重要な 

ので、白根を伸ばす栽培法なども記述している。

信長が天下を統一した頃、欧州では大航海時代 

で、トマトなど新大陸原産の作物が初めて欧州に 

伝わった。信長は外国船の入港を認め、鉄砲ばか 

りでなく多くの西洋の文物を積極的に導入したと 

いわれ、新大陸原産のカボチャやトウガラシなど 

がこの安土•桃山時代に渡来している。 またソラ 

マメ、スイカ、ホウレンソウなどの新野菜もこの 

頃中国から伝わったとされている。

江戸時代には戦乱が止み、多くの農書が著され、 

農家の栽培技術は向上した。例えば『百姓伝記』 

という農書では、ウドと ミツバの項で、秋に株の 

上にゴミアクタ と呼ばれるものを被せておく と、 

正月下旬から2月には芽が出て食べられると、早出 

し栽培法を述べている。農書では種採りの大切さ 

が述べられており、各地で独自の品種も誕生して 

いる。1735年に幕府が行った諸国産物調査の資料 

では、多くの藩でさまざまな品種名をあげられて 

いる。そして '練馬、みの早生、二年子' などの 

ダイコンの品種や、'聖護院蕪’などは、江戸時代 

に生まれたと伝えられている。

明治政府は あらゆる 分野で欧米化政策 をとった。 

野菜では 60 種類、266品種という多くの種苗を導入 

し、東京の新宿試験場と三田育種場で試作された。 

しかし、それらの特性を知らずに試作したことや、 

気候風土の違いから不成功に終わったものも多く、 

導入は中止された。それでも導入した種苗の中に 

は篤農家や試験場などで持ち続けたものもあり、 

キャベツやタマネギなど は明治の末には農林統計 

表に栽培面積などが記されている。

(参考文献、①青葉高：野菜の日本史•八坂書房. 

1991、②青葉高： たべもの日本史総覧. 歴史読本 

特別増刊事典シリーズ17. 新人物往来社. 1993.)

(2) 中野時代 (明治33年～大正12年)

①蔬菜の品種改良

そ菜の品種改良事業は当場設立当所から精力的 

に行われていた。品種改良において、キュウリで 

は 砂村節成、馬込半白節成、豊島サス成、高井 

戸節成'、ネギでは’砂村一本太葱、千住赤柄、 

千住合柄 など、その他 ’山茄子、内藤南瓜、早
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生小南瓜、滝の川人参、三寸人参、滝野川牛勞、 

練馬大根’、蓮根、うど、みつばその他各種そ菜 

品種の沿革と、それらが東京原産であることを明 

らかにした。また、ダイコンの 練馬、宮重、方 

領 等は系統 (品種)比較試験から 選抜育種 され 

るとともに、普及が図られた。

②蔬菜の栽培試験

そ菜の栽培に関する試験研究は当場設立当初以 

来行われてきたが、当初は種々のそ菜の試作及び 

肥料試験に重点が置かれた。肥料試験ではダイ コ 

ン、サトイモ、ニンジン、ゴボウ、シロウリ、ネ 

ギ、ハクサイ等の15種類について、一要素多量試 

験、同価試験、燐酸肥料試験が行われた。またキ 

ユウリのベト病、ナスの立枯病、青枯病に対する 

防除試験が行われ、その防除方法が普及された。

明治末期から大正前期には引き続き、さらに多 

くのそ菜については三要素試験、施肥法試験等が 

行われたほか、播種期、播種法、裁植距離、更に 

は移植法及び移植回数、整枝、摘心、花粉媒助等 

今日の基礎となるべき栽培要点事項の科学的検討 

がはじめられた。

明治44年からは木框による促成栽培の試験がはじ 

められ、これに向くものとしてナスでは砂村丸、キ 

ュウリ では 針が谷'、トマトでは ベスト・オ 

ブ・オール'、その他インゲン、トウガラシ等が普 

及された。また温室促成栽培も、大正3年より着手 

され、メロンの育苗方法、品種、収益等の試験やキ 

ユウリ、トマト、インゲンについても試験された。

いも類の試験では、明治末期から大正前期主に 

ジャガイ モの品種比較試験が行われ、 ァーリー 

ローズ(あか) などを選定し、一般に普及した。 

ジャガイモの三要素試験、施肥量試験、作期試験 

ﾡ法・ﾡ 除

係
的
乳
を
へ 

融
；

ジ ャ ガイモの除けつ試験結果の図説

(早植え)、栽培法 (除けつ) 並びに疫病防除試験 

などもこの時期に行われた。

(3) 立川移転後 (大正13年～昭和20年)

①蔬菜の品種改良

この時期から、系統分離育種が盛んに行われ 

るようになった。大正時代から昭和初期には、 

覆下子かぶ、赤柄葱、京菜、結球ハクサイ、イ 

チゴ、キャベツなどの新系統を作出すると とも 

に、ダイコンでは ’新練馬’、スイカでは ’多摩 

川'、イ チゴでは '昭和’、ハクサイ の 包頭連 

を作り あげて発表し、その間ナスの新優良品種 

として ’萩中長、真黒1号 などの選定普及を行 

い、さらに果菜類の一代雑種利用を盛んにして、

ナス交配1号、2号'、キュウリ 交配1号'、ト

マトの 東農1号、東農2号'、キュウリの '馬込 

3号、高井戸節成 1号' などを生んだ。しかし、 

上記の品種系統の多く の ものは戦時中の農家経 

営の急変により失ってしまった。また、ダイコ 

ン では沢庵用 としての 練馬尻とがりや宮重、 

聖護院' など、ナスでは '山茄、砂村丸茄、真 

黒茄’ など、トマトでは 'ポンテローザ、ベス 

トオブォール などが選定普及し、大正末期よ 

り昭和初期の品種比較試験からはダイ コンの 

'練馬尻とがり、練馬詰り、美濃早生’、ゴボウ 

の 滝の川、中の宮’、ニンジンの 滝の川、国 

分'、トマトの ポンテローザ、ベストオブオー 

ル、 ジ ョ ンベア、ナスの真黒、山茄子、橘田'、 

キュウリ の 落合、針が谷、馬込半白’、カボチ 

ャの デリシャス、改良内藤'、スイカの 大和、 

甘露'、カンランの 中野早生、サクセッション、 

結球ハクサイの’包頭連、松島’、ネギの'千住 

赤柄、千住合柄 など が優良 と 認められ、一般 

に普及した。昭和中期には、戦争の影響により 

品種比較試験 も 収量 の 多 いもの に 重点 がおかれ、 

トマトでは'交配世界一、東農二号、福寿、ポ 

ンテローザ など、ナスでは 橋田、萩中長、 

橘真’ など、キュウリ では 馬込半白、高井戸 

節成、サス豊島 など節成性の高いもの、カボ 

チャでは 黒皮早生、中村早生、白皮砂糖’ な 

ど、 カンランでは 中野早丸、サクセッション 

など、サトイモでは 赤芽、唐の芋、八ツ頭’
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などの親いも用品種、石川早生、早生土垂’ な 

どが選定され普及した。

なお、農業試験場の先輩達は、この時代に数 

百点におよぶ有用な各種野菜品種の記録を細密 

画としてプロの画家に託しており (主に昭和10 
年代)、それらの細密画は今でも古典品種の貴重 

な記録と して農業試験場に所蔵されている。

②蔬菜の栽培試験•

大正後期より昭和初期にかけては、前期に引 

き続き各種そ菜について試作、肥料試験、栽培 

試験が行われた。肥料試験では基礎的な試験は 

ほぼ終わり、人屎糞尿施用並びに清浄栽培(金 

肥施用)の試験、栽培法試験では、播種期、定 

植期、仮植、裁植距離のほか、裁植位置整枝法、 

灌水、更に畦立法等がナス、トマト、キュウリ、 

ハクサイ、ダイコン、キャベツを用い新たに行 

われた。また木框促成、温室促成の栽培法試験 

は、品種比較、播種期、連作及び一般管理につ 

いての栽培条件の基礎的分析的試験に入り、品 

種、栽培法の改良が進んだ。

昭和初期に有望とされたナス

今では幻と 

なった 

滝の川人参

中央の馬込半白キ ュウリ は最近復活 をはじめた

昭和の中期より終戦後の野菜統制撤廃期の昭和 

24年までには、植付浅深、土寄、岐根発生、越冬、 

忌地、更に自給肥料試験、早期栽培、収穫期の短 

縮間作栽培法、温床育苗の醸熱踏込材料、踏込法 

の試験等、自給蔬菜と乏しい資材活用を中心とし 

て試験が行われ、木框促成栽培法については、イ 

チゴ、ナス、ミズゼリ、トマト等の陽熱利用、定 

植期試験、メロン、トマト、キュウリ、インゲン 

等の温室栽培試験が行われた。

ジャガイモでは、大正後期より昭和初期に入 

ると品種比較試験の結果、アーリー ローズ、男 

爵、メークインなどが普及し、裁植距離、種い 

もの切り方などの基準が明らかにされた。昭和 

中期から戦後の昭和24年には、アーリーローズ、 

メークインの代わりに紅丸、男爵が普及した。 

高度輪作畑へのジャガイモ早掘栽培の導入を普 

及したのもこのころであった。

(4)戦後〜農業基本法以前(昭和20年〜昭和36年) 

①蔬菜の品種改良

昭和24年農林省立川改良事務所より引続いた耐 

病性練馬中長大根の育成において、練馬長尻大根 

野田系X高倉系長大根(後の高倉大根)より、耐 

病性一系統を選出して’あづま大根’と命名(昭 

和28年) 発表し、引続き耐病性の維持、向上を図 

る とと も に昭和29年より耐病性西町系理想大根の 

育成に着手し、優良数系統を得ている。

キュウリ では 相模半白、高井戸節成、大仙 4 

号’などの系統分離、交雑育種を進め、昭和29 

年には '新緑’(相模半白系 X 高井戸節成 1号)、 

’むさし半白’(相模半白系統分離)、昭和33年に
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ネギの肥料試験結果の図説

は あづま半白 (相模半白系X大仙4号) を発 

表 し原種採種及び交配採種を継続 している。

トマ トでは耐病性早生豊産性品種の育成を行 

い、昭和29年に ’一代交配むさしピンク’ (ジマ 

ンピンク X 理想)、 むさし赤 (ノヾリアン トXジ 

ュンピンク)、昭和33年には、 あづまピンク 

(栗原*前原) を育成発表、ナスでは昭和28年早 

生豊産性品種なる'一代交配種黒陽'(萩中長X 

東京真黒)、’紫黒'(萩中長X橘田)、'東京橘真 

(橘田 X 東京真黒)を育成発表し、引続き一代交 

配、系統分離、並びに固定種の育成を続けてお 

り、ネマトーダの被害増大により、ネマトーダ 

抵抗性品種の育成途上で概ね系統分離を終わ り、 

経済性のある新品種の育成を目指した。その他、 

夏蒔早生系カンラン、耐病性早生系結球白菜、 

ウイルス 病抵抗性葱等の育成 を行った。

②蔬菜の栽培試験

昭和25年以降は生活も安定し、食糧事情も好 

転し、蔬菜の需要も伸びるに従い、蔬菜の作付 

は増加し、ビニールの農業利用、輸送園芸の発 

達により都下の蔬菜栽培も次第に早熟、半促成 

へと進むとともに、栽培同時法も集約化し技術 

的面での要求も増大した。

洪積土壌におけるネギの栽培法試験では、春 

まき育苗の播種適期、病害防除の必要性と4尺畦 

の2条植が良 く 中耕の効果が大 きいことを明らか 

にした。またタマネギの栽培法試験では霜柱の 

立つ前に根の伸長を促進すること、越冬障害対 

策 と して仔球の利用が効果的であ ることを明ら 

かにした。

ダイコンに関する試験では、トマトの後作ダイ 

コン はネマ トーダの被害が大き く、土壌消毒が効 

果の大きいこと、ネマトーダの害の少ない作物と 

の輪作を考える必要性を明らかにするとともに、 

子葉の形と岐根の発生には関係がなく、土壌条件 

によるもので深耕、障害物の除去が岐根を少なく 

することを明らかにした。また、根菜類の連作に 

関する試験では、サトイモの連作害は品種間差異 

があるが、石灰欠乏土壌の酸性化、ネマトーダの 

害などが考えられ、ゴボウ、ニンジンの連作害は 

ネマトーダによるもので、土壌消毒により連作が 

可能であり、生育、品質の向上が考えられ、ダイ 

コンはネマ トーダの害はあるが連作害は少な く、 

輪作する場合は前作物の選択が問題であ ることを 

明らかにした。これらの成績から土壌消毒による 

ネマトーダ防除対策が徹底普及し、生育、収量、 

品質の向上、肥料の節約、さらに輪作上極めて効 

果的であった。

果菜類の育苗に関する試験では、踏込が十分 

で床温があればある程度夜温を下げても良いこ 

と、 キュウリでは10Cの変温が効果的であるこ 

と、またキュウリでは高温と多湿とが生育を促 

進し、乾燥は雌花節位を乱し、収量を減少する 

ことなどを明らかにした。また、育苗時の株間 

と定植後の生育、収量については、トマト、キ 

ュウリにおいては粗植、特に第2回移植の粗植が 

苗質、収量に有効であるが、ナスは収量におい 

て差を認められないことを明らかにした。これ 

らの技術は、早熟栽培はもちろん、ビニールト 

ンネル、ビニールハウス等を用いた早植、早採 

り栽培の場合にも応用され、急速に普及徹底し、 

育苗技術の向上によって前進化栽培は飛躍的に 

進歩した。

豆類の試験では、インゲンの生態調査におい 

て、高温はインゲンの落花を多くするが、高温 

必ずしも落花の絶対条件ではないこと、品種に 

よる温度感応度の差により高温型、中間型、低 

温型の3型に分類でき、高温型品種は他の2型の 

品種にして開花数、特に有効開花期間中の開 

花総数が多く、結実の絶対数も多く、東京では 

高温型を選ぶべきことを明らかにし、またイン 

ゲンの落果に は養分の不均衡に よ る 初期落果、
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花相互の養分争奪に よ る 中期落果と栄養体の不 

良 と 高温によ る 後期落花の 3 つの波があ る ことを 

明らかにした。また、エンドウの忌地現象では 

連作土の石灰加用が効果的であり、豆粉加用は 

生育良く重量も多くなるが、忌地の現象は生育 

初期に強く現れることを明らかにした。

ウリ類の摘心に関する試験において、カボチ 

ャの摘心は着果率を高めるが、果実が小さくな 

ること、マクワ ウリ では放任が果実の肥大、着 

色を良くし、糖度を高めることを明らかにした。

果菜類のホルモン処理について、 種々試験さ 

れたが、ナスの着果、果実の肥大に及ぼす植物 

ホルモンの影響では、第1番花のような着果、肥 

大の悪い時期の処理は効果大きく、着果肥大を 

よくするが、授粉ホルモン処理併用が最も良く、 

ホルモン処理のみによる単為結果は着果、肥大 

悪く、果実の組織に及ぼす効果も、同一傾向で 

あることを認めた。

結球ハクサイの練床試験では、モミ殻燻炭5割 

混用が根の伸長、生育が最も良く、練床の物理 

性が良好なるために育苗容易で生育が揃うこと 

を明らかにし、練床育苗の安定性を図った。

洪積火山灰土地帯における冬まき越冬そ菜の防 

寒栽培法試験においては、ビニールトンネル、特 

に大平型トンネル及びヨシズ覆下併用丸型ビニー 

ルトンネルが被覆効果が大きく、冬蒔き、早春蒔 

き を可能にする ととも に、生育期間の短縮が出来、 

洪積地帯においても冬まきのホウレンソウ、コカ 

ブ、シュンギク等の軟弱そ菜栽培が可能であるこ 

とを明らかにし、洪積地帯に限らず沖積地帯にも 

広く普及され、早春端境期の出荷に効果を上げて 

いる。またビニールハウスの構造試験では、安価 

で耐風、風雪性のあるハウスの作製に成功し、天 

窓と側面よりの換気の必要性を明らかにし、都内 

に同型或いは改良型が普及し、ビニールハウス栽 

培の発展に寄与した。

その他ダイコンの微量要素施用試験、施肥法 

と根形との関係試験、ハクサイ の軟腐病防除試 

験、春まきハクサイの播種期、被覆栽培法試験、 

サトイモの芋形成に関する試験、畦型に関する 

試験等が行われ、栽培法の改善に寄与する所が 

多かった。その他軟化ウド、ミツバ、ショウガ 

の根株養成、軟化栽培管理及びホルモンによる 

休眠打破試験、スプリンクラー散水氷結による 

凍霜害防止、重油ヒーターによる加温試験等が 

検討された。

いも類の試験では、昭和25年より現在までに 

は昭和 25～28 年の生産力検定試験、昭和29年よ 

り の原種決定試験の結果、ジャガイモでは 男 

爵、紅丸の外、農林1号、農林 2 号、ケネベック、 

オオジロ'、秋作用として ホイラ、ウンゼン 

等が普及した。

また育苗法の試験では太陽熱利用の冷床育苗 

試験を現地と共同で行い、極めて効果的なこと 

がわかり、都下に急激に増加しており、更にビ 

ニールマルチング併用の効果も認めている。

ジャガイモの栽培に関する試験では、ジャガ 

イモの産地別、標高差別種いもの比較検定を行 

ったが、長野県産、群馬県産、福島県産等も北 

海道産に何ら劣らず、価値の高いことを認め普 

及するとともに、標高の差により栽培型を変え、 

標高の低い産地のものは早堀栽培向け、標高の 

高い産地のものは普通栽培向けにすることの合 

理性を明らかにした。また、29 年の冬期種いも 

輸送試験(農林省外の共同試験)では、冷蔵庫 

の性能が良好で0℃前後に維持出来れば、冬期輸 

送も可能で、萌芽、生育、収量において何ら劣 

らないことを認め、その他水稲早期栽培の増加 

に伴う裏作利用の秋作ジャガイモの試験を行い 

普及している。

(5) 農業基本法農政時代 (昭和36年～昭和56年) 

①品種に関する試験

品種改良では、都下トマト栽培において、昭 

和 20 年の後半 よ りサッマイモネコ ブセンチュウ 

の被害が発生し始めたため、32年にハワイその 

他から育種素材を導入して抵抗性品種の育種を 

開始した。本害虫の抵抗性育種の途中で新しく 

トマト萎ちよう病の被害が多発してきたので、 

前害虫の抵抗性にさらに萎ちよう病を含む複合 

抵抗性品種の育種に発展させ、39年に複合抵抗 

性の固定種 NFR1・2・3 の育成を完了 した。 

続いて NFR 系Xフ ース ト 系との交配により 45 
年に 東農交配あずまトマト の育成を行い普
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及に移し、本病害虫の被害を完全に防いだ。し 

かし45年頃より、上記病害虫の発生にあわせて 

トマト半身萎ちよう病の被害が急速に広がり栽 

培を不安定にしてきたので、47年本病抵抗性育 

種に着手 し、TropiRedXNFR2の後代から51年に 

NFVR固定系の育種を完了した。続いてNFVR 

系Xファースト系との交配により、55年 東農 

交配ふじみトマト'を育成し普及に移して、好 

評を得てきた。

品種改良では、都下主要野菜を中心に トマ ト 

は豊産良質、キュウリでは白いぽ豊産、ナスは 

豊産良果さらに半身萎ちよう病、キャベツの秋 

冬どりでは萎黄病、耐寒性、初夏どりでは豊産 

良質、ハナヤサイでは作型別良質花らい、耐病 

性、ブロッコリーでは作型別良質花らい、耐病 

性、豊産、結球、ハクサイでは耐病、豊産、ダ 

イコンでは各作型別豊産、耐病、抽台性、良質、 

ニ ン ジンでは作型別豊産良質を主目的に有望品 

種を選定し、それぞれ普及に移した。

ウドにおいては、新品種育成事業として昭和 

50年に普及所、うど連、各区市のうど組合の協 

力によって有望系統を収集し、昭和51年から農 

業試験場において特性検定を開始し、昭和58年 

には周年軟化において能力が発揮できる2品種 

「都」、「多摩」を生産者と ともに発表 した。

②施設野菜栽培に関する試験

39 年より 3 カ年、施設栽培管理の省力化のため 

の試験し、ノズル方式によりかん水、薬剤散布、 

施肥をほぼ可能にし、さらに簡易シャッターの 

考案による保温、ダンプキャリアによる堆肥運 

搬の労力軽減を図った。41年より2ヵ年、ムシロ 

にかわ る プラスチック 保温資材につ いて検討し、 

プラスチック 保温資材 は外温が マイナス2Cにな 

る までは従来のムシ ロ と 同等の保温力 をもつが、 

マイナス 2C以下で は保温力 はムシロより 低下す 

る。しかし透光性のある資材では朝夕の温度は 

高く、キュウリの トンネル栽培では増収が認め 

られた。45年より5カ年 トマト抑制栽培を検討し、 

ハウス無暖房栽培でアポロFNR、鳳を供試、6月
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中下旬は種、裁植本数3.3m当たり10本、ホルモ 

ン処理はジベレリ ン混用の2 ・ 4-D30万倍液処理 

で栽培が安定し、パイプハウスは高温期サイ ド 

寒冷紗張り とし、マルチはアスパール、黒ポ

・ シルバーポリで地温上昇を抑えることで作 

柄はさらに安定した。44年より3ヵ年、育苗の省 

力化のため赤土育苗を検討した。 赤土にあらか 

じめ過ﾡ酸石灰を1m当たり5～10kgを混合した 

ものを培地とし、その後は育種苗中培養液を施 

用することにより、従来とかわらない各種野業 

苗の育苗が可能なことを明らかにした。50年よ 

り5カ年隔離床栽培を検討し、従来の栽培と異な 

り一定量の隔離した土壌でもキュウリ、トマト 

栽培 が安定 してでき ること を立証した。

③露地野菜栽培に関す る 試験

36年よ り 開始 し た洋菜類栽培試験ではセル リ 

一、レタス、ハナヤサイ、ブロッコリーを中心 

に試験し、なかでも玉レタスでは初夏どりで、 

11月冷床播種や12〜n月播種のハウス加温で苗 

を作り、マルチとポリネッ ト ト ン ネルの被覆栽 

培で作柄が安定し、さらに3月上旬直播きでも十 

分栽培が出来ることを明らかにした。4月どりで 

は11月冷床播種や1月温床播種でパイプハウスに 

植付けることにより4月収穫ができ、この作型で 

発生の多いすそ腐病については、播種床、移植 

床とも低温で罹病が多いが、床土消毒の励行で 

本病を防ぐことができるとした。ハナヤサイに 

ついては39年より10ヵ年その生態と作型開発を 

行い、花芽分化、異常花らいの発生原因を究明 

し、さらに品種と作型の関係もいち早く明らか 

にし、なかでも正常花らいの花芽分化は、ごく 

早生種で18～25C、早生種で 13〜 18℃ の遭遇が 

好ましく、これより低温ではライ シー、高温で 

リーフィーの発生が多くなり、春、初夏どりで 

11月～2月中旬、秋 •初冬どり で6 月中旬 ～7 月中 

旬が播種適期であることも明らかにした。42年 

より4ヵ年夏キュウリの生態と作型を検討し、夏 

系白イ ボキュウ リの栽培が増加傾向のなかで、 

品種の タ イ プ別着果習性を作型別に明ら かにし、 

品種は主枝型から側枝型までに分類でき、育苗 

温度は春キ ュ ウ リ 程度の温度管理で能力 を発揮 

出来ることを明らかにした。44年より3ヵ年苗冷 

蔵について検討し、ハナヤサイ、キャベツでは 

マイナス2℃〜マイナス1℃で30日、レタス、セ 

ルリ ーでプラス1C〜プラス2Cで30～40日間冷 

蔵し、その後畑に植付けても収量に影響は少な 

く、収穫期の調整と労カピークの緩和ができる 

ことを明らかにした。

イ チゴ栽培に関しては、30年代の初頭より草 

勢の退化と収量減が目立ち始めた。 この原因究 

明を36年より4ヵ年試験し、その結果苗の産地別 

の生産力差はみられるが、生産力の回復は出来 

なかった。その後40年代に入り生産力低下の原 

因はウイルス汚染によることが明らかになり、 

ウイルスフリー苗の要望が強くなった。50年に 

ウイルスフリー苗増殖施設を建設し、本格的配 

付を53年から現在まで継続しており、その後は 

収量の向上と作柄安定が可能となった。また苗 

冷蔵、マルチ栽培についてもその技術を開発し 

てきた。

④ウド栽培試験

都下主要特産野菜であるウドについて33年以 

降有望品種の選定、根株養成、軟化技術の開発 

試験を行い、品種では’紫'が最も優れ、なか 

でも 北系8、10 が有望であった。植付時期は 

従来よりも早い3月下旬にポリマルチで植付け、 

種株は大芽を用いることで充実した根株養成が 

でき、軟化栽培では、東京産根株と 比較 して 自 

然休眠あけは、山梨、群馬、福島、北海道産根 

株の方が30〜40日早く、休眠打破はジベレリン 

処理後は2〜3日間かり伏せし、のち本伏せする 

ことにより、軟化生産力は安定して増加するこ 

とを明らかにした。

⑤ワサビ栽培試験

奥多摩町、檜原村を中心として栽培の多い特 

産ワサビは、墨入病等に起因する品種の退化対 

策と有望品種の育成、苗の確保が重要課題であ 

るため、52年より苗の実生繁殖法と有望品種の 

育成試験に取り組み、種子の休眠打破はジベレ

ン100ppm、浸漬温度5～15℃で3〜4日間の種子 

浸漬が最も発芽が安定し、橋種は11月で春〜初 

夏植付苗の確保ができる。品種では現在 ’奥多 

摩3号 が最もバラつきも少なく多収であるとし 

た。さらに新品種の育成に取り組んだ。
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⑥除草剤試験

野菜に対する除草剤利用試験を36年より開始 

し、17品目の野菜についての各種除草剤の実用 

化の可否を検討し、なかでもミッバ、ニンジン 

などのセリ科野菜について、播種前、播種後、 

生育中の実用化技術を確立し、あわせて主要40 

数種の野菜についての除草剤使用基準を作成し 

普及に移した。

⑹バブル崩壊〜現在(昭和56年以降〜平成11年) 

①品種に関する試験

品種改良では、トマト を55 年に 東農交配ふじ 

み’を育成した以降、精力的な取り組みは一時期 

みられなくなった。その間、主要野菜の多くは民 

間の種苗メーカーによって、耐病性、生育揃い、 

食味等の優れた一代雑種(交配種)品種が次々と 

育成、販売されてきた。そして、独自の品種改良 

よ り も民間育成品種の中から各作型に適した有望 

品種を選定する試験のウェイトが強まってきた。 

しかし、平成に入ってからは、種苗メーカーであ 

ま り取り上げられない品目での品種改良が見直さ 

れるようになった。ウドについては昭和50代から 

系統選抜試験を行っていたものの中から、さらに 

根株重が大きく、軟化茎の品質が良い系統(北系 

10) を選抜し、平成10年に都香 として種苗登 

録の申請を行った。そのほか現在ではサトイモ 

(平成6年〜)、イチゴ(平成8年〜)、ワサビ(平 

成 6 年〜)、アシタバ(平成 4 年〜)等の系統選抜 

試験を行っており、将来的には品種登録まで至る 

ことを期待している。

都下主要野菜 を中心にし た 品種比較試験 に お 

いて、トマトでは半促成•普通•抑制作型にお 

いて耐病性◆完熟•多収•高糖度•生理障害果 

の少ない品種等の選定、キュウリでは半促成• 

普通•抑制作型において耐病性•多収品種の選 

定、ナス では大部分が’千両2号' から 千黒2 
号’に変わり、むしろ抵抗性台木品種の選定、 

キャベツ、ブロッコリー、カリフラワー、ダイ 

コン (主に青首品種)、ニンジン(主に5寸)、コ 

カブ、ネギ、スイートコーン (60年以降はバイ 

カラー系が増えたが、平成8年度あたりから高甘 

系イエロー種が再認識された)、エダマメ、ハク 

サ イ 等の露地型野葉では主要作型 と 新しい作型 

開発も含め、省力、機械化向きとしての均一 

性•上物率♦耐病虫性•耐寒性•外観的品質と 

食味等からの有望品種を選定し、それぞれ普及 

に移した。

②施設野菜栽培に関する試験

56 年か ら61年に かけ ては施設野菜の輪作体系 を 

確立する一環として、パイプハウスを利用した作 

型開発試験が行われた。このうち半促成トマトで 

は栽植距離、畝の高さに関する試験、抑制キュウ 

リの整枝法、•ミニトマトの房どり試験、夏まきホ 

ウレンソウでは白黒マルチ利用試験、種子の大小 

と生育に関する試験、エダマメは3月まき作型開 

発、セルリーの栽植密度試験、雨水の効率的利用 

試験などが行われた。61 年以降は様々な簡易被覆 

資材が開発され、新しいべたがけ、トンネル、マ 

ルチ資材利用試験がダイコン、スイートコーン、 

葉菜類などで行われ、この時期からべたがけ栽培 

が急速に普及した。平成2年度からは、トマトに 

おいて完熟トマトの高品質化に向けた内容成分の 

動態研究や結実性向上のための振動受粉、マルハ 

ナバチ利用の試験などが行われた。平成8年度以 

降では、施設トマトの高品質、安定生産技術の開 

発として、半促成、促成、抑制作型において食味 

と上物収量の高い品種選定試験が行われ、(半) 

促成では「ろく さんま る、ハウス桃太郎、マイロ 

ックなど」、抑制では「桃太郎 ヨーク」などを有 

望品種とし、普及に移した。また、抑制栽培の生 

産安定化においては育苗法や灌水管理法の試験が 

行われてきた。
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減農薬栽培に役立つ、長繊維不織布を利用したコマツナのべたがけ栽培 セル成型苗上で接ぎ木された トマ トの幼苗

③露地野菜栽培に関する試験

56年度以降の露地野菜に関する試験において、 

エ ダ マメ では実用 的な 移植栽培法 を 明らかに し 

た。ギャベツでは周年栽培にあたっての問題把 

握と栽培改善のための資材利用や作期別有望品 

種の選定を図った。サトイモでは生産安定化と 

して水位との関係や親いも利用の試験が行われ 

た。カリフラワーでは規格化のための栽植密度 

試験、ブロッコリーでは高温害(小花枯死)の 

実態解明とその対応策、スイートコーンでは無 

除げつ栽培の有効性を明らかにした。61年には 

西多摩特産「ノラボウ業」の作型開発も図った。 

平成3年度からは6年間にわたり同一圃場におい 

て土壌消毒をしなくても作物の相性を活かした 

作付け体系 と してスィー ト コーン と葉根菜類 と 

の混•輪作技術を確立した。新しい省力化対応 

技術として、平成3年から11年にはセル成型苗の 

生産および利用に関する試験として、葉茎菜類 

や果業類などを中心に良苗生産に向けた育苗方 

法や定植方法など多数の試験が行われ、セル成 

型苗は現地にも急速に普及していった。また、 

省力化を前提にキャベツ類の自動定植機、ネギ 

類の「ひっぱりくん」、葉菜類のシーダーマルチ 

ヤー、手押し式の精密播種機などの実用性が高 

いこ とも評価し、現地に急速に普及させた。明 

和60年代から平成に入ってから現地での直売所 

が増えたことから、平成6年より直売用野菜に関 

する試験を開始し、端境期を中心とした新作型 

開発(ミニハクサイ、秋まきキャベツ、ノラボ 

ウ菜、秋どりインゲンなど) を図った。

④環境保全型野菜生産に関する試験

平成4年からは有機栽培のための技術開発試験 

をプロジェクト研究として取り組み、専用の有機 

圃場で7年間をかけて実用的に可能な品目とその 

作型について検討してきた。そして有機栽培の収 

量は慣行栽培に比べて同等 も し く は70%程度の収 

量になる品目も見られるが、減農薬•減化学肥料 

栽培による一般栽培指針ではトマト、カボチャ、 

キャベツ、コマツナ、ホウレンソウ、ニンジン、 

サトイモなど約20種類以上の作目とその作型を明 

らかにした。また、無農薬 •無化学肥料栽培によ 

る特別栽培指針ではコマッナ、ホウレンソウ、二 

ンジン、タマネギ、カボチャ、レタス、ジャガイ 

モ、サトイモ、ダイコン、サッマイモ、オクラ、 

サヤインゲン、ラッキョウの13品目についてその 

作型を 明らかに した。平成10年からは生ごみコン 

ポスト施用による野菜の栽培指針づくりの試験に 

着手し、完熟したコンポストであれば種々の野菜 

において慣行の堆肥類と同等の収量が得られるこ 

とを実証してきた。

有機栽培の確立に向けた試験圃場
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環境に優しい農業資材 (農業用廃棄プラスチ 

ック対策) として、平成10年からは各種分解性 

農業資材の利用研究を開始した。資材の種類と 

しては、紙マルチ・生分解性プラスチックマル 

チ、ハウス用フィルム、不織布、分解性ポッ ト、 

誘引ひもなど全般に適用試験を行ってきている。 

現状では一般品に比べて3〜5倍以上のコストが 

ネックとなっているが、生分解性マルチの適用 

性を評価したところサトイモ、スイートコーン、 

ダイコン、ナスなどでは実用上可能である結果 

を得ている。

⑤ウド栽培試験

都の特産野菜であるウドについては、56年か 

ら行った根株の能率的増殖法と して挿し木繁殖 

の実用性を見出した。また59年までには生産安 

定化のためにクロールピクリンによる土壌消毒 

やベンレート による 種株消毒方法 を明らかにし 

た。軟化技術に関しては、59年に周年利用軟化 

施設を開発し、以後は軟化環境(炭酸ガス濃度、 

温度、土壌水分、換気量) と品質、収量との関 

係を明らかにした。62年からは、ウドの短茎化 

に取り組み、平成2年にはその指針として、品種 

は 紫 が適し、軟化温度は20℃以下、早期収 

穫の徹底、袋つめの有効性など、平成6年には短 

茎化のための根株養成法を明らかに した。平成3 
年から は実生株に よ る 根株養成法 を検討 したが、 

実用的には個体間のバラツキがネックになるこ 

と を確認した。平成9年からは周年軟化技術の中 

で抑制軟化の安定化を図るため、根株の貯蔵方 

法や貯蔵期間 と 適性芽数等 を明らかにした。

⑥ワサビ栽培試験

奥多摩を中心として栽培の多い特産ワサビは、 

墨入病等に起因する品種の退化対策と有望品種 

の選定や育成と苗の確保が重要課題であるため、 

56 年か ら 平成3年 までに は実生繁殖の ため の基礎 

試験として、種子発芽に適した採種時期、貯蔵 

期間、薬剤処理、育苗のための施肥適量、苗の 

大きさと収量などを明らかにしてきた。また、 

平成4年か ら 7年には実生系統 と 新たな組織培養 

苗を導入し、収量、揃い、品質などから 天城 

にしき、真妻セレク トNol、G系2、小泉’ を有 

望品種と選定した。平成9年から10年にも27品種

(系統) の系統選抜試験を行った中では、さらに 

奥多摩在来系や伊豆実生系の中に有望な系統が 

見出されており、現在、奥多摩に適した新品種 

の選抜育成に取り組んでいる。

2.主な業績

ここでは、都の野菜生産に関わる試験研究成果 

をできる だけ網羅 し、研究の成果から時代の背景 

や研究の変遷が読みとれ、今後の都の野菜研究を

進めるうえでも参考となるように成果のタイ トル 

を中心に記した。野菜の研究業績として、学術雑 

誌や専門書に著されたもの、広く報告はしていな 

くても農業試験場での開発技術が現地に定着した 

栽培技術や育成品種などを含めた試験成績書など 

の内容数は数えきれない。このため、野菜に関す 

る主な業績は、農業試験場で発行した特別報告

特報)、研究報告 研報)、研究速報(研速)、成 

果レポート (成レ)などを基に10年ごとに取りま 

とめることにした (なお、各報告書に重複する研 

究成果はその代表となる報告書を1つ選定した。ま 

た、1900 (明治33) 年から1923 (大正12) 年まで 

の中野時代は、記録が少ないことから研究の変遷 

の項を参照していただきたい)。

(1) <1930 (昭和5) 年からの10年>

昭和5年は農業恐慌(農産物価格大暴落)、前年 

には世界恐慌、昭和6年には満州事変や東北地域 

の大凶作、昭和9年にも東北•北海道は大冷害。

この時期は、 立川に移転してからの試験研究成 

果がまとめられ始めた。主要な果菜類である トマ 

ト、ナス、 キュウリなどの実用的な採種条件や着 

果習性などを解明するとともに、いくつかの生理 

障害果発生の原因究明などが図られた。 主な成果 

としては、以下のようなものがあげられる。

①果菜類

トマト、ナスでは、蕃茄、茄子並胡瓜種子の 

日乾程度(1938、特報1)、蕃茄實割れに関する 

研究(1938、特報1)、キュウリ では、キューカ 

ンバーの採種量及びこれに及ぼす条件に就いて 

(1938、特報1)、短日操作及び移植の節成胡瓜に 

及ぼす影響(1938、特報1)、節成胡瓜の雌花着
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生と短日及び低温との関係(1938、特報1) 餘 

播胡瓜の結果習性に関する調査(1939、特報2)、 

礎馴芯止り防止に関する試験(1939、特報2) な 

どの報告がある。

②根菜類

バーナリゼーショ ンの大根に於ける生育及び 

収量に及ぼす影響(1939、特報2)。

(2) <1940 (昭和15) 年からの10年>

昭和16年太平洋戦争勃発、昭和20年の農地改 

革“農民解放指令”、昭和21年日本国憲法公布、 

食糧増産時代。

ダイ コ ンのバーナリ ゼーシ ョ ンに関する一連の基 

礎的研究の成果が取りまとめられるとともに、ダイ 

コンの作型開発に大きな拍をかけた。また、野菜 

の促成栽培に向け た育苗床の活用法や こ れに伴 う 増 

収技術を確立した。戦時中のため成果としてはやや 

少ないが、以下のようなものがあげられる。

①果菜類

蔬菜早期育苗 と 増収例(1941、特報4)、蕃茄 

新品種育成試験に就いて(1942、特報5)、温床 

醸熱材料として米糠と脱脂米糠(米糠油粕)と 

の比較(1942、特報 5)などの報告がある。

②根菜類

機械耕起の大根作に及ぼす影響 (1940、特報3)、 

バーナリゼーションの大根生育及び収量に及ぼす 

影響(1940、特報3)、大根苗の移植に就いて 

(1940、特報3)、バーナリゼーションの大根に於 

ける生育及び収量に及ぼす影響(1941、特報4)、 

バーナリ ゼーショ ンの大根に於ける生育及び収量 

に及ぼす影響(1942、特報5)、蔬菜の増産と一代 

雑種の利用 (1943、特報 6) などの報告がある。

(3) <1950 (昭和25) 年からの10年>

昭和25年朝鮮戦争勃発、昭和27年農地法公布、

昭和30年から高度成長期。

これまでの食糧増産時代の背景をふまえ、主要 

野菜類における増収技術の確立のほか、様々な野 

菜における作型開発、輪作技術を取り入れた作付 

体系を確立した。また、新しい野菜類 (レタスや 

セルリー)の生理生態特性などの究明も行われ始 

めた。主な成果としては、以下のようなものがあ 

げられる。

①果菜類

トマトでは、果菜類の一代雑種について 

(1952、特報8)、東京都における輪作に関する調 

査 (1953、研報1)、果菜類の育苗試験(1953、 

特報9)、トマトの一代雑種について(1954、特 

報10)、トマト の育苗株間 と 定植後の関係(1955、 

特報11)、果菜類の育苗環境が定植後に及ぼす影 

響について(1956、特報12)、果菜類の育苗に関 

する研究(1957、研報2)、カボチャでは、南瓜 

の結実に関する研究(1952、、特報8)、東京都下 

の蔬菜の栽培と 品種の沿革(1953、研報1)、キ 

ユウリでは、キュウリの一代雑種利用について 

(1953、特報9)、ナスでは、ナスのホルモン処理 

について(1957、特報13)、イ チゴでは、洪積火 

山灰土壌におけるイチゴ品種検定試験(1957、 

特報13) などの報告がある。

②葉茎菜類

ネギでは、根深葱の二條植試験成績(1952、特 

報8)、春播ネギの播種期試験成績 (1954、特報10)、 

タマネギでは、玉葱の栽培に関する研究(1953、 

研報1)、レタスでは、玉ちしやの春播栽培に関す 

る 研究(1953、研報1)、玉ちしや の三要素試験 

(1956、特報12)、セルリーでは、セルリー に関す 

る二、三の栽培試験成績について(1955、特報11)、 

ハクサイでは、結球白菜の練床試験(1957、特報 

13)、結球白菜の品種について(1958、特報14)、 

ウドでは、春うどの休眠打破及びその後の生育に 

対するジベレリンの効果 (1959、特報15) などの 

報告がある。

③根菜類

ゴボウでは、牛蓄の生態に就いて(1950、特 

報7)、ゴボウの木灰液によるアク抜きについて 

(1953、特報9)、ジャガイモでは、馬鈴薯の種薯 

生産に関する晩植採取に就いて(1950、特報7)、 

種馬鈴薯の高冷地産と北海道産との比較につい 

て(1952、特報8)、馬鈴薯の萌芽に及ぼすMH- 

30の影響について(1954、特報10)、馬鈴薯の萌 

芽抑制に関する試験(1955、特報H)、秋作馬鈴 

薯の品種について(1958、特報14)、ダイコンで 

は、前作 ト マ ト が大根の生育に及ぼす影響 

(1954、特報10)、大根の岐根発生 と 子葉の形状
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との 関係(1954、特報10)、ニンジンでは、三寸 

人参の播種期試験成績(1955、特報11)、カブで 

は、カブ種子の新旧が根形に及ぼす影響(1956、 

特報12)、サトイモでは、里芋の親芋、子芋の肥 

大生長に関する研究(1956、特報12) などの報 

告がある。

④その他

当場育成蔬菜新品種の紹介(1955、特報11)、 

畑地かんがい栽培におけるソサイ類の灌水量と 

時期について (1956、特報12)、ビニールハウス 

の構造について(1958、特報14)、洪積地帯の越 

冬蔬菜防寒栽培試験(1958、特報14)、洪積地帯 

における越冬蔬菜の防寒被覆効果について 

(1959、特報15) などの報告がある。

(4)<1960 (昭和35) 年からの10年>

昭和36年に農業基本法公布、農林水産物121品 

目 の輸入 自由化、M和39年東京オリンピック、 

昭和41年野菜出荷安定法公布。

育種では、トマトのサツマイモネコブセンチュ 

ウ抵抗性品種の系統分離に成功した。実用的な各 

種農業用 プラスチックフ ィ ルム類が開発されてき 

たことから、これらの資材を活用した作期の拡大 

を図った。また、植物ホルモンや除草剤を利用 し 

た研究も盛んに行い、ウドの効率的なジベレリン 

処理法の確立や菜類の着果安定技術の土台を築い 

た。主な成果としては、以下のようなものがあげ 

られる。

①果菜類

トマトでは、トマトにおけるサッマイモネコ 

ブセンチュウ抵抗性の遺伝について (1960、特 

報16)、 トマ ト における サツマイモネコブセンチ 

ュウ抵抗性品種の育種に関する研究(1964、研 

報3)、イ チゴでは、イ チゴのプラスチックマル 

チについて(1964、特報20)、イチゴの草勢退化 

に関する試験(1964、特報20:1966、特報22)、 

イ チゴの抑制栽培に関する研究 (1968、特報24)、 

キュウリでは、夏キュウリ栽培に関する 2, 3の 

知見(1966、特報22)、夏キュウリ の生態 と 作型 

に関する研究 (1968、特報24:1969、特報25) 

などの報告がある。

②葉茎菜類

品種と作型に関する試験では、レタス、キャ 

ベツ、カリフラワーの作型別有望品種の選定試 

験が精力的に行われた。レタスでは、三多摩に 

おける玉レタスの栽培について(1962、特報18)、 

玉レタスの トンネル栽培試験(1963、特報19)、 

キャベツでは、秋まき早生かんらんの品種につ 

いて(1962、特報18)、初秋採りキャベツの品種 

について(1963、特報19)、春まきキャベツの品 

種について(1965、特報21)、12月～1月どりキ 

ヤベツの品種比較試験(1966、特報22)、カリフ 

ラワーでは、極早生花ャサイ の播種期と 1, 2の 

所見(1964、特報20)、9～10月どり極早生花ヤ 

サイ の品種について(1965、特報21)、極早生花 

ヤサイの花芽分化期と収穫期について(1967、 

特報23)、極早生花ャサ イ の花芽分化期花ライ 形 

成期の品種間差異と異常花ライ(1968、特報24)。 

ハクサイでは、結球白菜の品種について(1964、 

特報20)、ミツバでは、ミツバの低温貯蔵栽培 

(1964、特報20) などの報告がある。

ウドの栽培に関する試験では、主に根株の休 

眠打破法の実用的な手法を開発した。休眠中の 

うどに対するジベレリン処理(1961、特報17)、 

うどの ジベレリン処理について(1962、特報18)、 

夏ウド根株の冷蔵湿度と収量との関係(1965、 

特報21)、ウドのジベレリン処理方法試験(1966、 

特報22)、ウドの軟化中の土壌水分に関する試験 

(1967、特報23) などがある。

③根菜類

主にサツマイモ、ジャガイモの生産性向上に 

関する成果がまとめられた。サッマイモでは、 

甘諸の早掘栽培に関する試験 (1960、特報16)、 

甘諸の早掘栽培に関する研究 (1961、特報17)、 

ジャガイモでは、馬鈴薯の種場及び標高差と収 

量について(1960、特報16)、いも類に対する除 

草剤実用化試験(1961、特報17) などの報告が 

ある。

④その他

各種被覆資材を利用した新しい作型開発や除草 

剤利用の成果が取りまとめられた。資材では、洪 

積火山灰土における冬まきそ菜の防寒被覆栽培法 

試験(1961、特報17)、保温栽培室の特性(1964、 

特報20)、新しい保温材の保温効果試験(1967、
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特報23)、新保温資材の保温効果と透光性につい 

て(1968、特報24)、除草剤では、そ菜類に対す 

る 除草剤利用試験(1963、特報19:1964、特報 

20:1966、特報22) などの報告がある。

(5) 1970 (昭和45) 年からの10年)

昭和45年大阪万博開催、47年沖縄県本土復帰、 

48年10月石油ショック、54年第二次石油ショ 

ック、昭和50年の国内野菜自給率99%。

主要野菜においては、品種の数が急速に増えて 

きたことから、様々な作型で適品種の選定試験が 

定期的に行われてきた結果、有望な品種はスピー 

ディに普及されるようになった。育苗に関する試 

験では、赤土を主体とした実用的な配合土を明 ら 

かにするとともに、茎菜類では苗冷蔵技術を確立 

した。主な成果としては、以下のようなものがあ 

げられる。

①果菜類

品種育成関連では、複合抵抗性品種トマト 

「あずま トマト」の特性を報告 した。新品種「あ 

ずま トマト」について(1971、研速昭45)、トマ 

ト半身萎ちよう病抵抗性育種に関する試験 

(1976、研報10)。

品種と作型に関する試験では、トマト、キュ 

ウリ を中心と した作型開発試験が取り まとめ ら 

れた。キュウリでは、夏キュウリの生態と作型 

に関する試験 (1970、特報26)、キュウリの トン 

ネルおよびハウス抑制品種について(1973、研 

速昭47)、ナスでは、ナスの品種比較試験(1970、 

特報26)、メロンでは、ネットメロンの無加温栽 

培(1972、研速昭46)、トマトでは、トマトのノ、 

ウス抑制栽培について(1972、研速昭46)、トマ 

ト ・ハウス抑制栽培の品種とは種期について 

(1973、研速昭47)、パイプハウスにおける半促 

成抑制栽培 ト マ ト の着果ホルモ ン剤処理 (1974、 

研速昭48)、トマト •ナスの接ぎ木栽培における 

注意点(1976、研速昭50)、エダマメでは、エダ 

マメの品種特性(1972、研速昭46)、イチゴでは、 

イチゴ・ ウイ ルス • フ リ ー株の生育および生産 

力について(1979、研速昭53)。

②葉茎菜類

品種と作型に関する試験では、ホウレンソウ、 

カリフラワー、ブロッコリーの作期拡大を中心 

とした成果が取りまとめられた。ホウレンソウ 

では、ホウレンソウの作型と品種適応性試験 

(1970、特報26)、ホウレンソウの作型と品種適 

応性試験 (1971、研速昭45)、最近のホウレンソ 

ウ の 品種特性(1978、研速昭52)、ホウレンソウ 

の品種と栽培(1979、研速昭53)、キャベツでは、 

11月どりカンランの品種特性について (1971、 

研速昭45)、カンラン萎黄病の抵抗性品種(1973、 

研速昭47)、7月まき11月どりカンランの品種 

(1975、研速昭49)、春どりカンランの品種別の 

耐寒性、抽たい、収穫期について(1978、研速 

昭52)、カリフラワーでは、極早生ハナヤサイ の 

品種について (1971、研速昭 45)、5, 6月どりハ 

ナヤサイの育苗について (1971、研速昭45)、9 

月どりハナヤサイの直播栽培(1972、研速昭46)、 

極早生花ヤサイの生態に関する研究 (1973、研 

報7)、初夏どりハナヤサイ の育苗に関する試験 

(1978、研速昭52)、レタスでは、4月 どり レタス 

の育苗について(1971、研速昭45)、ブロッコリ 

一では、秋どりブロッコリーの品種について 

(1973、研速昭47)、春どりブロッコリーの品種 

とは種期(1974、研速昭48)、初夏どりブロッコ 

リーのは種限界と市場性について(1975、研速 

昭49)、初夏どりハナヤサイ •ブロッコリーの育 

苗について(1976、研速昭50)、ブロッコリーの 

栽植密度と収量 •品質について (1977、研速昭 

51)、ミツバでは、ミツバの省力根株養成につい 

て (1974、研速昭48) などの報告がある。

ウドに関する試験では、ウド根株の短期冷蔵 

とジベレリン処理効果(1978、研速昭52)、ウド 

半身萎ちよう病の発生状況(1978、研速昭52)、 

ウ ド養成畑におけるマリ ーゴール ド混作の可否 

について(1978、研速昭52)、ウド根株の植付け 

時期な らびにマルチと軟化生産力について 

(1979、研速昭 53) などの報告がある。

③根菜類

春まきみの早生ダイコンの品種について 

(1970、特報26)、春 •夏まきだいこんの品種に 

ついて (1977、研速昭51)。

④その他

そ菜の赤土育苗に関する試験 (1971、特報27)、
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そ菜苗の冷蔵に関する研究(1971、特報27)、果 

菜類のマルチ栽培における除草剤利用試験 

(1970、特報 26)、不織布、割布を使った 2, 3の 

トンネル野菜栽培(1975、研速昭49)、野菜の鉢 

栽培(1976、研速昭50)、野菜連作畑土壌の改良 

について (1978、研速昭 52) などの報告がある。

(6) 1980 (昭和55) 年からの10年)

M和55年以降低成長期を向かえる、56年食管 

法大改正、57年ワープロ普及、62 年東京の地 

下高ﾡ、64年 1 月裕仁天皇崩御。

NFVR系X ファース ト系との交配により、55 年に 

トマト 東農交配ふじみ を育成した。この時代 

も種苗メーカー各社より、様々な病害抵抗性や生 

育揃いの良い交配種が開発されてきたことから、 

各作型に適した有望品種の選定試験、それに伴う 

栽培法の改善試験、端境期をねらった新しい作型 

開発試験などが行われ、普及に貢献してきた。ま 

た、昭和55年以降からダイコンは青首ダイコンが 

急速に増えはじめた。

①果菜類

品種育成では、複合抵抗性品種のトマト「東農 

交配ふじみ」を発表した。トマト 東農交配ふじ 

み’ の育成経過と特性について(1980、研報14)。

品種と作型に関する試験では、トマト、キュ 

ウリ、エダマメ、 スイートコーンなどを中心に 

作型別有望品種の選定が行われた。キュウリで 

は、最近のキュウリ の品種について (1980、研 

速昭54)、エダマメ では、エダマメ の品種特性 

(1981、研速昭55)、エダマメの品種と播種期 

(1981、研速昭55)、エダマメの移植栽培につい 

て (1982、研速昭56)、トマトでは、トマト「東 

農交配ふじみ」の促成•半促成栽培における特 

性(1983、研速昭57)、簡易養液栽培システムに 

よる トマト の生産(1989、研速昭 63)、トマト 果 

実着色時における品質関連物質の変化 (1989、 

研速昭63)、スイートコーンでは、スイートコー 

ンの品種特性について(1983、研速昭57)、8、9 

月どりスイートコーンの品種と播種期(1985、 

研速昭59)、スイートコーンの品種特性(1987、 

研速昭61)、ナスでは、中長果ナスの品種比較試 

験 (V字型仕立) (1986、研速昭60)、インゲンマ

メでは、つるなしインゲン品種比較試験(1988、 

研速昭62) などの報告がある。

生理障害関連では、トマトの生理障害対策上の 

温度管理指針を示唆したものとして、 トマトの育 

苗における昼夜温が生育 •収量に及ぼす影響 

(1984、研速昭58)。また、この頃から全国的に問 

題となってきた、キュウリ急性菱ちょう症の発生 

について(1988、研速昭62)の報告がみられる。

イ チゴに関する試験では、イチゴウイルスフ 

リー株の生産力低下について(1982、研速昭56)、 

春季定植による露地イ チゴの生育 ・収量 (1985、 

研速昭59) などの報告がある。

②葉茎菜類

品種や作型に関する試験では、特に夏どりホ 

ウレンソウ、キャベツ、ブロッコリーの新作型 

開発試験の成果がまとめられ、現地にも多くの 

作型を定着させた。ホウレンソウでは、夏どり 

ホウレンソウ作柄安定化のための2, 3の試み 

(1981、研速昭55)、 ホウレンソウのトンネル栽 

培(1981、研速昭55)、キャベツでは、10月どり 

キャベツ主要品種の栽培特性(1981、研速昭55)、 

10月どりキャベツの品種、栽植距離ならびに育 

苗方法について(1982、研速昭56)、キャベツ 

(サワー型) の品種特性 (1984、研速昭58)、サ 

ワー型キャベツ (初夏どり) の品種特性(1985、 

研速昭59)、キャベツの播種時期と品種(1987、 

研速昭61)、夏どり、冬どりキャベツにおける適 

応品種と 問題点 (1987、研速昭61)、セルリーで 

は、青茎系セルリー(トップセラー)の栽培特 

性について(1982、研速昭56)、シュンギクでは、 

三多摩地域におけるシュンギクの冬期ハウス栽 

培(1983、研速昭57)、カリフラワーでは、ハナ 

ヤサイ の栽植密度と生育 •収量 ・ 品質(1983、 

研速昭57)、パイプハウス利用による4月どりハ 

ナャサイ栽培(1985、研速昭59)、ブロッコリー 

では、ブロッコリーの小花枯死発生原因と対策 

(1984、研速昭58)、パイプハウス利用による春 

どりブロッコリー (1986、研速昭60)、ブロッコ 

) 一 の摘心 に よ る 2花蕾 ど り 栽培技術に 関す る研 

究 (1988、研報21)、ノラ ボウ菜では、ノラボウ 

菜の栽培について (1987、研速昭61)、ノラボウ 

菜の播種期について (1988、研速昭62)、コマツ
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ナでは、軟弱野菜の無農薬栽培(1987、研速昭 

61) などの報告がある。

生理•生態的特性に関する試験では、主要軟 

弱野菜の花芽分化並びに抽だいに関する研究 

(1982、研報16)、ホウレンソウ種子の大小と発 

芽 •生育 (1983、研速昭 57)などの報告がある。

ウドに関する試験では、ウド根株に対するジ 

ベレリ ン処理条件 と 軟化物の収量 • 品質 (1980、 

研速昭54)、うど産地別根株の休眠とその生産力 

(1981、研速昭55)、ウド有望品種について 

(1982、研速昭56)、ウドの軟化栽培における換 

気の影響(1988、研速昭62)、ウドの短形化によ 

る2回どりについて(1989、研速昭63)、軟化温 

度がウド軟化茎の生育に及ぼす影響(1989、研 

速昭63)。ウドの軟化栽培における換気と色素の 

発現との関係 (1985、研速昭59)、ウドの軟化茎 

に及ぽす炭酸ガスの影響 (1986、研速昭60) な 

どの報告がある。

③根菜類

品種と作型に関する試験では、 主にダイコン 

やニンジンを中心に作型別有望品種の選定試験 

を 中心に、作期拡大試験の成果が取りまとめら 

れた。カブでは、最近のカブの品種特性(1980、 

研速昭54)、ニンジンでは、ニンジンの作型に関 

する 試験(1980、研速昭54)、ニンジンの作型と 

品種 (1981、研速昭55)、ニンジンの裁植密度と 

生育(1981、研速昭55)、ダイコンでは、春まき 

青首ダイコンの播種期と品種 (1984、研速昭58)、 

夏まきダイコンの被覆資材利用(1986、研速昭 

60)、夏まき ダイコンの被覆栽培について(1987、 

研速昭61)、春まき ダイコン のベタ がけ資材の利 

用(1988、研速昭62)、ベタ がけ被覆下における 

春まき ダイコン の花芽形成 (1989、研速昭 63)、 

サトイモでは、サトイモの親子兼用種における 

親いも の種子いも 利用(1984、研速昭 58) など 

の報告がある。

ワサビについては、種子の休眠や発芽に関す 

る基礎研究として。ワサビ種子の休眠と発芽 

(1980、研速昭54)、ワサビの ジベレリン処理条 

件と種子の発芽(1980、研速昭54)、ワサビ種子 

の発芽促進におよぼすGA, BAの交互作用につい 

て (1983、研速昭57) などの報告がある。

(7)<1990 (平成2) 年からの10年>

バブル経済崩壊、パソコンの普及 (ウィンド 

ウズ時代)、平成3年度以降に生鮮野菜類が急 

速に輸入、平成2年の野薬自給事91%、平成7 

年の野菜自給率は85%まで落ち込む、平成7年 

ウルグアイラウンド農業合意、平成8年にはイ 

タ リアで世界食料サミ ッ トの開催や0-157発 

生、平成11年から新しい農業基本法スタート、 

イ ンターネッ ト 元年。

この時代では種苗メーカー各社より、病害抵抗 

性は もとより、 トマト やス イート コーンなどでは 

食味を重視した品種、省力化を重視した機械化に 

向く品種な どの交配種が開発 されて きた こと から、 

これらに応じた有望品種の選定試験を行い、普及 

に貢献してきた。省力化の面ではセル成型苗の実 

用化研究、急増する直売経営への対応としては新 

作物 (品種) の作型開発などを行い、普及に貢献 

してきた。また、安全志向や環境問題への対応と 

しては有機農業や分解性農業資材の実用性評価試 

験などを通して、普及に貢献してきた。主な成果 

としては、以下のようなものがあげられる。

①果菜類

品種と作型に関する試験において、 トマトで 

は、トマト完熟用品種の収量と品種特性(1990、 

研速平元)、トマト自然結実性の品種間差異 

(1991、研速平2)、ミニトマトの品種比較(1991、 

研速平2)、セル成型苗を利用 した若苗定植 ト マ ト 

の生育・収量 (1994、研速平5)、振動受粉によ る 

トマトの効率的な着果法(1996、成レ平7)、加温 

半促成栽培トマトにおける品種の検討(1997、研 

速平8)、抑制栽培 ト マ ト における品種及び生理障 

害果の発生の検討(1997、研速平8)、施設 トマト 

の収量性および生理障害発生(1997、成レ平8)、 

雨よけ普通栽培 ト マ トのセル苗直接定植が生育 ・ 

収量に及ぼす影響(1998、研速平9)、トマトの生 

育•収量におよぼす断根,接ぎ木,2本仕立ての 

影響(1999、研速平10)、接ぎ木活着促進のた め 

の簡易養生法(1999、研速平10)、キュウリ では、 

キュウリの急性萎ちよう症発生原因の解明試験 

(1990、研速平元)、キュウリ の急性萎ちよう 症発 

生畑の実態と対策 (1990、研速平元)、キュウリ 

露地普通栽培における 品種の選定 (1996、研速平
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7)、無加温ハウス半促成キュウリにおける品種の 

生育 ・収量 (1997、研速平 8)、キュウリ 品種及び 

台木の種類 と 収量並びに うどんこ 病発生 との関係 

(1997、研速平8)、キュウリ セル成型苗における 

定植深度が生育•収量に及ぼす影響(1998、研速 

平9)、キュウリ支柱仕立てにおける側枝摘心法の 

検討(1999、研速平10)、無加温ハウス 半促成キ 

ュウリ の品種比較試験(1999、研速平10)、サヤ 

エンドウでは、サヤエンドウにおける種子の低温 

処理期間が生育 と 収量に及ぼす影響 (1991、研報 

23)、エダマメでは、トンネル早熟エダマメの品 

種比較(1992、研連平3)、エダマメ セル成型苗に 

おける定植深度と収量 •生育 (1998、研速平9)、 

初夏どり エダマメ の品種比較試験(1999、研速平 

10) スイートコーンでは、スイートコーンを主軸 

とする混・輸作技術 (1995、成レ平6)、スイート 

コーン と 葉根菜類 と の混 輪作技術(1996、研速 

平7)、分解性マルチ を利用 したスイートコーンの 

生育・収量 (1999、研速平10)、ナスでは、ナス 

およびピーマンの生育 ・収量に及ぼす混植の影響 

(1996、研速平7)、ナスの台木およびせん定頻度 

が生育 •収量に及ぼず影響 (1998、研速平9)、ナ 

スの長期穫り栽培に対するべたがけ被覆の有効性 

(1998、研速平9)、ナス台木 トルバム • ビガー’ 

に対する簡易変温発芽器の開発 (1999、研速平10) 

などの報告がある。

生理•生態的特性に関する成果では、小笠原 

におけるプリ ンスメ ロンの生育 •収量に及ぼす 

伸長の影響(1990、研報22)、小笠原のプリンス 

メ ロ ン栽培に お ける根の伸長促進法の確立 

(1990、研報22)、トマトセル苗の生育に及ぼす 

培地の影響と培地内溶液の濃度変化(1993、研 

速平4)、トマトの着果に及ぼす昼夜温度の影響 

(1995、研速平6)、仮植時期および苗床の窒素施 

肥量がイチゴの無花房株の発生に及ぼす影響 

(1996、研速平7)、効率的な受粉作業のための振 

動方法の検討(1996、研速平7)、種子数が トマ 

ト果実の糖および有機酸含量に及ぼす影響 

(1996、研速平7) などの報告がある。

品質向上に関する成果として、スイートコー 

ンでは、バイカラー系スイートコーンの収穫適 

期 と 品質(1991、研速平2)、トマト では、トマ 

ト主要品種の結実および花房振動処理の効果 

(1992、研速平3)、トマト 果実の発育 • 成熟に伴 

う呼吸速度、糖および有機酸の変化(1993、成 

レ平4)、半促成栽培 トマトの収量 •品質に及ぼ 

す振動受粉の影響(1994、研速平5)、半促成栽 

培トマトの収量•品質に及ぼすホルモンの影響 

(1994、研速平5)、受粉による着果が半促成栽培 

トマトの収量、品質に及ぼす影響(1994、成レ 

平5)、種子の有無が トマト 果実の品質に及ぼす 

影響(1995、研速平6)、マルハナバチがトマト 

の着果および品質に及ぼす影響(1995、成レ平6)、 

促成栽培トマトの収量.品質に及ぼす振動受粉 

の影響(1995、研速平 6) などがある。

有機栽培に関する成果では、果菜類でも取り 

組まれ、今のところカボチャ以外では若干の減 

収はあるものの実用的に は減農薬減化学肥料栽 

培区で有効としている。最近 (平成11年度) の 

試験ではオクラやサヤイ ンゲンでの有機栽培も 

実用性が高いことを実証している。有機栽培に 

おけるトマト、ナスの生育および収量(1994、 

成レ平5)、有機栽培における露地キュウリ の品 

種 と 収量(1995、研速平6)、有機栽培における 

露地カボチャの収量(1995、研速平6)、有機栽 

培におけるスイートコーンの生育と収量(1995、 

研速平6)、有機栽培エダマメ における播種時期 

と生育 •収量および害虫(1996、研速平7)、有 

機栽培カボチャにおけるマルチの種類と生育 • 

収量 (1997、研速平8) などがある。

②葉茎菜類

品種と作型に関する成果において、キャベツで 

は、夏まき秋どりキャベツの品種比較 (1990、研 

速平元)、夏まき秋どりキャベツの品質について 

(1991、研速平2)、春まきキャベツの品種比較一特 

に在圃性の比較(1996、研速平7)、夏まきキャベ 

ッの品種比較(1998、研速平9)、春まきキャベツ 

の品種比較試験(1999、研速平10)、ブロッコリー 

では、夏まき ブロッコリーの播種期と品種 (1991、 

研速平2)、冬どりブロッコリーの品種比較 (1999、 

研速平io)、ハクサイでは、直売用ミニハクサイの 

品種特性について(1995、研速平6)、直売用ミニ 

ハクサイ の裁植密度と生育 •収量 (1995、研速平 6 

年)、直売用ミニハクサイの播種期と生育・収量
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(1995、研速平6)、6 月下旬まきハクサイ における 

品種および栽植密度と収量•生育(1998、研速平9)、 

ノラボウ菜では、ノラボウ類の収量•品質(1998、 

研速平9) などの報告がある。

病害虫に関する試験では、ベタがけ栽培によ 

る 葉菜類の害虫防除技術(1992、研報24)、コマ 

ツナ耐病性系統の育成(1992、研速平3)、軟化 

栽培ウ ドの疾病及びその病原菌(1993、研「報25)。

ウドに関する成果としては、ウド優良系統の 

大量増殖法(1990、研速平元)、ウドの新商品、 

短茎化ウド“大江戸美人”について(1991、研 

速平2)、ウド軟化茎硬度の品種間差(1991、研 

速平2)、汎用水田におけるウドの根株養成と軟 

化収量 (1991、研速平2)、不定胚利用によ る ウ 

ドのクローン苗の作出(1992、研速平成3年)、 

ウドの品種特性(1992、研速平3)、ウド軟化生 

産における根株の摘芽処理が生育、収量に及ぼ 

す影響(1992、研速平3)、ウド水田養成根株の 

生産力(1992、研速平3)、軟化ウド生産におけ 

る 実生苗利用試験(1995、研速平6)、短茎化 ウ 

ドを目指した裁植密度と根株収量(1996、研速 

平7)、短茎化ウドを目指した裁植密度と軟化茎 

の形状(1996、研速平7)、ウド実生の発芽早晩 

性、胚軸色による選別が軟化茎の着色程度 

(1996、研速平7)、短茎化 ウ ド「大江戸美人」の 

生産技術と品質の特性 (1996、成レ平7)、ウド 

新品種 北系10 (仮称)の育成(1998、研速平 

9)、抑制軟化ウドの根株貯蔵と1芽当たりの根株 

重が軟化収量に及ぼす影響(1999、研速平10) 

などがある。

葉茎菜類におけるセル成型苗の利用に関する試 

験は、欧米からの新しい技術移入ということもあ 

り90年代から精力的に行われた。成果としては、 

キャベツ・ブロッコリーを中心に、ブロッコリー、 

キャ ベ ッセ ル苗の播種 日及びセルの大きさ が生育 

に及ぼす影響(1992、研速平3)、ブロッコリーセ 

ル苗の生育に及ぼす温度の影響(1992、研速平3)、 

キャベッセル苗の生育に及ぼす培養土の影響 

(1992、研速平3)、長繊維不織布を利用した新しい 

プラグ トレイ の考案(1992、研報24)、キャベッ及 

びチンゲイ セル苗の生育に及ぽす温度の影響 

(1993、研速平4)、ブロ ッ コ リ ー セル苗の生育に及 

ぼす 日長及び遮光の影響(1993、研速平4)、春 ま 

きキャベツの生育に及ぼすトレイのセル容積及び 

播種日の影響(1993、研速平4)、ブロッコリー及 

びキャベッセル苗の生育に及ぼす培地の影響 

(1993、研速平4)、ブロッコリー、キャベツにおけ 

る セル成型苗の低温貯蔵技術(1993、成レ平4)、 

野業におけるセル成型苗の生育と培他の関係 

(1993、成レ平4)、チンゲンサイ およびブロッコリ 

一のセル成型苗育成に及ぼす温度の影響(1994、 

研速平5)、ブロッコリー苗の定植時期がその後の 

生育に及ぼす影響(1994、研速平5)、培養液濃度 

が数種野菜の発芽および幼苗の生育に及ぼす影響 

(1994、研速平5)、キャベツにおけるセル成型苗の 

生育に及ぼす 日 長及び遮光の影響(1994、研速平5)、 

ブロッコリー、カリフラワー苗の低温貯蔵と定植 

後の生育(1994、研速平5)、葉茎菜類における セ 

ル成型苗の生産および利用技術 (1994、成レ平5)、 

高温条件がチンゲンサイ、ブロッコリー、キャベ 

ツセル苗の生長に及ぼす影響(1995、研速平6)、 

キャベツのセ ル成型苗における 高温障害 とそ の対 

策(1995、研速平6)、送風処理がセル成型苗の苗 

質および生産環境に及ぼす影響(1995、研速平6)、 

ブロ ッ コ リ ーのセル成型苗におけるマイ クロロン 

グ肥料の利用 (1995、成レ平6)、セル成型苗を利 

用した5月穫りブロッコリーの作型(1995、成レ平 

6)、低温貯蔵庫を利用したセル成型苗の効率的生 

産について (1996、研速平7)、セル成型苗キャベ 

ッ、ブロッコリーの育苗日数と生育との関係 

(1996、研速平7)、キャベッ セル成型苗の貯蔵条件 

が苗質に及ぼす影響(1996、研速平7)、キャベツ 

セル成型苗の貯蔵と品質との関係 (1996、研速平7)、 

キャベッ種子の大小と出芽、苗および収穫安定性 

との関係 (1996、成レ平7)、ブロッコリー種子の 

大きさ と出芽、生育及び収量との関係 (1997、研 

速平8)、市販ブロッコリー、キャベッ品種の種子 

重と種子径との関係 (1997、研速平8)、キャベツ 

セル成型苗の形質と品種に関する考察 (1997、研 

速平8)、セル成型苗の徒長防止に対する送風育苗 

システムの試作とその評価 (1997、成レ平8)、キ 

ヤベツ、ブロッコリーセル成型苗の定植方法が生 

育に及ぼす影響 (1997、成レ平8)、ブロッコリー 

のセル苗において観察される不良苗の外観的諸症
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状 (1998、研速平9)、キャベッセル苗の低温貯蔵 

および根切り処理が定植後の生育に及ぼす影響 

(1998、研速平9)、キャベッ,ブロッコリー, チン 

ゲンサイの発芽, 出芽および苗の生育に対する高 

温の影響 (1998、研速平9)、キャベツ、チンゲン 

サイ セル成型苗の生育に及ぼすセル ト レイ 色の影 

響(1999、研速平10)、ブロ ッ コ リーセル成型苗の 

生育におよほす生育時期別温度の影響 (1999、研 

速平10) などの報告がある。

有機栽培に関する成果では、有機栽培におけ 

る春どりキャベツの生育(1994、研速平5)、有 

機栽培における果菜の生育と収量(1994、研速 

平5)、有機栽培における キャベツの生育および 

収量(1994、成レ平5)、有機栽培における露地 

野菜類の品種と収量(1995、成レ平6)、有機栽 

培タマネギの品種および栽培法と収量(1996、 

研速平7)、有機無農薬による秋蒔き春穫りキヤ 

ベツの生育と害虫被害(1996、研速平7)、有機 

栽培ネギの品種と生育•収量(1997、研速平8)、 

秋まき春どりキャベツの品種比較(1998、研速 

平9)、有機栽培におけるタマネギ、ネギ、ラッ 

キョウの生育 (1998、研速平9)、有機栽培にお 

ける秋まき春どりキャベツ、秋まきレタスの栽 

培(1998、研速平9) などの報告がある。

③根菜類

品種と作型に関する成果として、ダイコンで 

は、春まき青首ダイコンの品種比較(1990、研 

速平元)、秋まき青首ダイコンの播種期と品種 

(1991、研速平2)、秋まき ダイコンの根部の割れ 

について(1992、研速平3年)、都内産の要望に 

あった春播青首ダイコン品種の選定(1995、研 

速平6)、葉ダイコン及び薬味用ダイコン品種の 

特性と商品性(1995、成レ平6)、春まき青首ダ 

イコンの品種比較(1997、研速平8)、野菜生産 

における機能性被覆資材の利用法(1997、成レ 

平8)、春まき青首ダイコンの品種比較試験 

(1998、研速平9)、ニンジンでは、夏まきニンジ 

ンの品種比較試験(1995、研速平6)、夏まき二 

ンジン 向陽二号1 の栽植距離が生育 •収量に 

及ぼす影響(1998、研速平9)、夏まきニンジン 

の播種日および収穫時期が生育•収量に及ぼす 

影響(1998、研速平9)、ニンジン栽培に おける 

少量播種の可能性(1999、研速平10)、夏まき二 

ン ジンの品種比較試験(1999、研速平10)、ワサ 

ビでは、都内産地に適したワサビ優良品種の選 

定(1995、研速平6)、奥多摩に適した ワサビ優 

良系統 •品種の選抜(1999、研速平10)、コカブ 

では、秋まきコカブの品種比較試験 (1996、研 

速平7)、春まき コカブの品種比較試験(1997、 

研速平8)、ジャガイモでは、秋作ジャガイモに 

おける品種,定植期,種イモ重芽かきの有無と収 

量(1998、研速平 9)などの報告がある。

有機栽培に関する試験は、平成4年頃かち成果の 

取りまとめが始められ、平成9年には有機農業一般 

栽培指針(暫定)19品目の栽培指針を作成、有機 

農産物(無農薬•無化学肥料栽培)の栽培指針に 

おいても平成9年に5品目、平成U年に3品目、平成 

12年にはさらに5品目を作成した。具体的には、ダ 

イコン 無農薬栽培に おける 資材を利用 し た病害虫 

の防除試験 (1993、研速平4)、有機栽培における 

秋どり ダイコン の生育(1993、研速平4)、有機栽 

培におけるバレイ ショ の品種と収量(1995、研速 

平6)、有機栽培における秋蒔きコカブの生育と耐 

病性品種の比較(1996、研速平7)、有機栽培にお 

ける春蒔きニンジンの生育とマリーゴール ドの導 

入効果(1996、研速平7)、有機栽培サトイモお よ 

びサッマイモの生育と収量(1996、研速平7)、有 

機黒ぼく 土壌における栽培実証と同ーマルチ連続 

栽培 (1996、研速平7)、有機黒ぼく 土壌における 

栽培とネグサレセンチュウの防除(1996、成レ平7)、 

有機栽培ニンジンにおける堆肥など有機質肥料と 

化学肥料の施用(1997、研速平8)、有機栽培カボ 

チャ栽培後の残効肥料と軟弱野菜及びカブの生育 

(1997、研速平 8)、無農薬 •無化学肥料栽培に おけ 

るカボチャ ・ ネギ ・ ニンジン等の生育および収量 

(1997、成レ平8)、有機栽培におけるニンジン(春 

まき)、有機栽培におけるサトイモのタネイモ重と 

生育 •収量 (1998、研速平9) などの報告がある。 

④その他

伊豆諸島特産アシタバの生産性向上に関する 

成果としては、 アシタバの抽だい・開花並びに 

種子発達特性に関する研究 (1991、研報23)、ア 

シタバの種子発芽に関する研究 (1991、研報23)、 

アシタバの光合成 •蒸散特性について (1995、
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研報26) 農業用廃プラ対策試験としては、分解 解性マルチの地温特性(1999、研速平10) など

性マルチの分解 •崩壊性(1999、研速平10)、分 の報告がある。

I和20～30年代の野菜研究課題

澤地信康

私が立川で最も仕事が出来たのは、農試に入った昭和 25 年 (1950)から、江戸川分場へ移った昭和 40 年 (1965)の間 

である。

最初は戦後どうにか主食中心から野菜に変わった年代で、生産安定と良質多収を目的に、果菜類のナス、トマト、キ 

ユウリの二代交配種及び、その固定化の育種の仕事であった。露地栽培で開花交配時期が大体同じであり、日曜も休日 

もなく 午前中は交配、午後から夕方は除雄袋掛けに没頭する日課で、このシーズンはそんな生活が数年続いた。お陰で 

各品種の特性を よ く覚えること ができた。

その頃、埼玉県新座にあった農業大学の農場を尋ねた際、場長のIさんからネマトーダレジスタンスのトマトがあるこ 

と を教えられ、お願いして分けて貰い育種材料とした。

その後その品種はアナフという メリ カ 産の 品種で あ る こと がわかったが、Iさんは種子を私に渡したこ とで、叱られた 

とのことであった。東京農試では後にネマトーダ、萎凋病抵抗性の経済品種「あずま」トマトを育成し、立派に実を結 

びご恩返しができたと思っている。秋作ではウイルス病抵抗性品種育成の最盛期で、昭和25年農林省立川農事改良実験 

所が組織改正で廃止とな り、そこ から練馬大根野田系と高倉大根の交配母本7株を引き継ぎ、育成 が始まったわけであ る. 

毎年網室で採取した種子を、生産現地の農家に栽培委託して抵抗性検定を行うのだが、最終の収穫物調査は晩秋で日没 

も早く、10 アール2 〜3千株を調べるのに、月光の下で友と二人で頑張ったこと、それが「あずま」大根として世に出た 

喜びが昨 日のことのようである。

昭和30年代に入ると、試験用冷蔵施設もでき、東京特産のウドの軟化試験が始まった。

正月出荷ができれば高値で売れる。多収良質の春ウド品種は高冷地栽培しても、やや無理であった。そんな時の昭和33 
年(1958)春の園芸学会で、ジベレリンがウドの休眠打破に有効なことが報告された。しかしその方法はジベレリン粉 

末をラノリンにねり混ぜて、ウドの芽に一つづっ塗る方法であった。とても実用化はできない。そこでその年の秋、水 

溶液として数種濃度で根株に噴霧する方法を試験した。その結果見事に成功し、ある濃度の ものは立派な軟化ウ ドが正 

月に生産できたのである。早速冬の研究発表会で東京の農家に発表 し、やがて新技術として普及して行ったわけである。 

一方昭和30年代の後半は、生活水準も高く なり、食生活に も 余裕がでて きた年代である。そこで現在は高級品 とされ、 

主として贈答品となっている温室メロンの需要も将来的には有望と考え、それには露地での トンネル栽培でネッ トメロ 

ンかできないかと考え着手した。先ずア メリカのキヤン タロープをベースに国内のメ ロ ン を交配 し検定 した。収穫期に 

は試食として研究室にて、うまいもの、まずいもの等わいわい言いながら味わった。この仕事は江戸川分場へ転勤とな 

り中断となったが、当時見学に来た千葉大の日本園芸生産研究所は全く 同じ目的で、後に「アムスメロン」を育成し、 

露地メ ロ ン時代を開いたわけであり、私の見込みも誤りではなかったと振り返っている。

第3節 花きに関する試験研究

1 研究の変遷

(1) 中野時代

①花き研究への機運の高まり

明治6年、「公園設置に付地所選択の件」が太 

政官から各府県に発行せられ、上野、芝、浅草 

をはじめとする数多くの公園が生まれた。それ 

までの武家屋敷、寺院などの広大な庭が公園に 

なったもので、植木や造園材料への需要は旺盛 

を極めた。明治期の本郷区駒込、巣鴨町などの
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植木•花き産地の発展には、こうした背景に負 

う ところが大きかった。明治18～19年、博物館 

(国立科学博物館の前身) に勤める藤野寄命は、 

上野公園のサクラ調査から、新種のサクラを発 

見する。そのサクラが巣鴨町染井あたり より運 

ばれたことから、「吉野桜」(ヤマザクラ) と 区 

別するために「ソメイヨシノ」と命名、同33年 

の園芸学会誌で発表した。

明治のはじめに開設された宮内省新宿御苑は、 

同 26～27 年に本格的な温室を建設し、洋ランや 

西洋草花等を栽培した。民間では西欧から導入 

された装飾温室 (コンサーベイ トリー型) が建 

てられたが、このような温室は華族や豪商らを 

中心とする人々が趣味の娯楽と して楽しむもの 

で「宮廷園芸」と呼ばれた。

明治4年、郵便規則制定は第三種定期刊行物及 

び第五種農産種苗(現在は第四種)を低料金で 

設定した。種苗の通信販売は、明治を代表する 

月刊誌「農業雑誌」の編集長•津田仙が始めた 

のがはじまりと言われる。交通不便な明治期に、 

雑誌というメディ アを利用した種苗の通信販売 

が園芸の普及に果たした役割は大きかった。都 

内では明治 30 年頃から、「東京興農園」、「東洋種 

苗園」などが種苗の通販売を開始している。

また、園芸の普及には出版物が担った役割り 

も大きく、明治36年、月刊誌「園芸文庫」、同38 

年「園芸の友」などの園芸雑誌が相次いで発行 

された。一般庶民には高嶺の花であった西洋草 

花も、欧米との貿易が盛んになるにしたがって 

輸入も増え、一般の人々にも名前が知られるよ 

う になっていった。

②全国唯一の花き研究開始

こうした時代背景の中、明治33年に府立農試 

は開場され、全国で初めての花き試験研究を開 

始した。同35 年に は、「フロックス ・ ドラモンデ 

' 一、貝細工、百日草、グラジオラス、以上四種 

ハ幾拾種ノ草花中、切花に適当ト認メタルモノ 

ナリ」(業務行程明治35年)と報告し、口絵に 

は「フロックス ・ ドラモンデー」の手書き絵を 

掲載した。西洋草花を中心に数 10品目が試作さ 

れ、播種や施肥の方法、花色、開花期などを明 

らかにしている。

西洋草花を中心とする新花きの生育の良否、栽 

培方法、開花などの研究は、その後も毎年続けら 

れた。ナデシコ、キンギョソウ、ルリ トラノウ、 

クジャクソウ、カンパニュラ、センニチコウなど 

が明治期に試作され、切花としての収益性が比較 

された (業務行程 明治 36～39年)。

明治40年には、「第1回全国園芸大会(日本園 

芸会静岡支部主催)」が静岡市で開催され、わが 

国で初めての園芸関係者の全国大会となった。

また、文部省は明治39年から小中学校に「学 

校園」の施設を奨励し、園芸と教育を結びつけ 

た。

③明治政府による園芸奨励

明治政府は園芸奨励事業を推進したが、この 

中には園芸品の輸出政策も重点項目に上げられ 

た。明治 23 年、駒込 •巣鴨の植木職人が中心 と 

なって始められた「有限責任横浜植木商会」は、 

同26年に名称を「横浜植木株式会社」とし、外 

国向け園芸カタログを作成して輸出を積極的に 

推進した。花き関係ではユリ (鉄砲ユリ、かの 

こユリ等) の輸出が大きな比率を占め、鹿児島、 

埼玉などからイギリス、アメリカ等に輸出され 

た。明治30年は約22万円だった輸出額が昭和5年 

に は 12 倍の 253万円に増加 している。

こうした動きに合わせ、大正5年より当場は輸 

出向け植物の種類 • 品種等の研究調査を開始し 

た。他県と異なり、府が対象として調査したの 

は、藤、青木、伊吹、松、椿、皐月、などの植 

木類が中心で、33種類226種を輸出有望対象の奨 

励植物として明らかにした。(業務行程 大正 5 

年)

④東京府による園芸奨励

大正元年発行の研究報告は、試験課題が増え 

て研究成果が具体的に記載されるなど、園芸流 

行が試験研究の内容にも現れている。「切花収益 

比較試験」の報告は、「切花ニ適スル各種ノ花卉 

37種二就キ其ノ収益如何ヲ知ランガ為ヘリ其ノ 

成績ニヨレバ各1畝歩ニ対スル収入最モ多カリシ 

ハダーリア(32 円 970餞)ニシテ桔梗 (23円464 
餞)鋸草(13円530餞)アイリス(11円340餞) 

カンナ(13円700餞)孔雀草(10円050餞)此に 

次ぎ石竹、金盞花、草竹桃、濱撫子、グラジオ
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ラス 等順次又之二次ゲリ」(業務行程 大正元年) 

と報告している。また、「切花及花壇用花卉試作 

各種ノ花卉ヲ栽培シテ切花ノ適否、水揚ノ比較 

研究及開花期、栽培ノ方法ヲ研究シ市価及需用 

ノ如何ヲ調査シ優良種ト認メタルモノハ採種育 

苗をナ シテ営業者及学校園等二配布 ヲナ シッ ッ 

アリ、目下栽培シッッアル切花及花壇用花卉ヲ 

挙グレバ左ノ如シ」として、春夏切花用花き61 

品目、夏秋切花用花き15品目、温室 •木框 (き 

わく) 栽培用切花花き29品目、春花壇用花き49 
品目、夏秋花壇用花き 49 品目 を有望として報告 

してい る。(業務行程 大正元年)

大正5年、東京府は副業奨励の一環として花き 

栽培を積極的に進め、「東京ノ如き大都会ニ於け 

る花卉ノ需要多大ナルハ多言を要セズ而シテー 

般社会の進歩ト富カノ増進トニ伴ヒ花卉ノ需要 

ハ年 ト共ニ著シク増加ノ傾向ア リ 之ガ供給ハ 

従米東京市近郊二於ケル花専業者= ヨルモノ 

スクナ カラズ ト 雖モ普通露地栽培 ノ 切花用花 

類ハ農家ノ副業的栽培ニ係ルモノ多シ•••」 

(府史行政篇第 3 巻、大正5年) と奨励した。

こうした中、大正9年には、ポインセチアの切 

花栽培と フリ ージアの促成栽培技術を明らかに 

した。ポインセチアは6寸の土鉢に植え込み、7 

～8 月間は葭葦 (よしず) で覆って短日処理を行 

い、11月23日から1月15日間に坪当たり99本を収 

穫し、8円 60 餞の収益を試算している。また、フ 

リージアは、9月10日に5寸の土鉢に定植したも 

のを11月2日より温室に搬入し、1 月25 日〜 2 月 28 
日間に坪当たり328本を収穫、12円60餞の収益が 

可能である と 試算 した(府立農試業務行程 :154 

～157、大正9年)。当時の温室の建設費は坪当た 

り20～25円であることから、かなりの収益性を 

見込めたことになる。

⑤球根冷蔵技術発祥の地 ・ 足立

江戸時代からの花の産地と して知られた足立 

では、大正 2 年に南足立郡梅島町 (足立区) の鴨 

下栄吉、金三兄弟はマーガレッ ト、ユリなどに 

取り組み、同5年にはスカシユリの暮れ出し、同 

7年にはテッポウユリで試み、球根の冷蔵処理技 

術による促成栽培を我が国で初めて成功を収め 

た。やがて二人は、球根冷蔵によ る促成栽培技

術をチューリップにも応用し、12月末からの切 

花出荷を実現した。このように、球根切花の半 

促成栽培技術は「足立」が我が国の発祥となり、 

その球根冷蔵技術は全国から注目 されるところ 

となり、足立の切花は大きく発展していった。

(2) 立川移転(大正 13年〜戦前)

①模範栽培園の設置

立川移転後は、温室、木框(きわく)、露地に 

おいての栽培の難易、促成及び抑制栽培の適否、 

用途等を調査研究し、新種の収集、優良種の選 

抜•採種と希望者に種苗の配布を行っている。

花き温室では、スイートピー冬咲き 品種の「ス 

ペンサー」を使った調査で、1月5日〜3月25日間 

に坪当たり1,280本の収穫を上げ、25円60餞の収 

益性を 試算 してい る (業務行種 大正13年)。ま 

た、この頃から、試験成果をもとにした現地での 

模範栽培園(現在の展示ほ場)を設置し、南多摩 

郡八王子萬町 (八王子市) の長島喜太郎はダリア、 

ジンジャー、アスターを各30坪試作した。(業務 

行程 大正13年)

②花き需要の増大と戦争による作付け制限

首都東京の急速な都市化は、花き需要の増大 

をもたらしていった。東京府からの花き栽培の 

副業奨励策も加わり、都下に於ける花き生産は 

益々盛んになった。こうした動きは生花市場の 

発足に も結びつき、東京府市場規則による生花 

市場の設立認可は、大正14年の1件、同15年3件、 

昭和2年3件、同5年3件と増えていった。

益々高まる花き需要に応じるため、試験内容 

は一層充実し、同9年の温室ではフリージア、ポ 

ッ トマム、カラジウム、ハイ ドランジア、サイ 

ネリア、プリムラ類、ゼラニューム、ベゴニア 

など28品目の花き類を試作した。また、木框 

(きわく) ではフリージア、サイネリア、ゴデチ 

イア、プリムラ類、チューリップなどが試作さ 

れた。チューリップは、12 月末から 木框 (きわ 

く)に夜間は葭葦(よしづ)と硝子障子で覆い、 

菰(まこも)をかけて防寒する もので、2月下旬 

か ら 4月 下旬間 に採花す る 半促成栽培技術 を 明 ら 

かにした。(業務行程 昭和9年) 露地栽培の品 

目 及び品種数 とも 増加 し、ダリア52 種、グラジ
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オラス45種、ヒヤシンス9種、スイレン33種、力 

ンナ13種をはじめ、パンジー、カレンジュラ、 

デージー、サルビア、ペチュニア、松葉菊など 

37品目が試作された (業務行程 昭和9年)。

昭和12～16年、球根冷蔵による促成栽培試験をチ 

ューリップ、フリージア、スイセンで実施した。チ 

ューリ ップは 12月採花を目的に8月上旬～9月下旬ま 

での 50 日間を 10℃ の冷蔵処理する もので、「ザーネ 

ンブルグ」が 12 月下旬に開花する こと を明らかに し 

た。(業務行程 昭和12年)

この間の露地栽培は、グラジオラスの抑制栽 

培が積極的に取り組まれた。4月上旬から2ヶ月 

間、球根を貯蔵した後に定植するもので、需要 

が増える秋の彼岸に合わせた定植時期は7月20日 

前後であることを明らかにした。(業務行程 昭 

和12年)

昭和16年9月、第2次世界大戦のため軍部から 

花き 栽培 を禁じる「不要不急作物作付制限規則」 

が発令され、花きは統制を受け、麦、いも類な 

どのへの転作を余儀なくされた。これによって、 

昭和17年以降花きに関する試験は無く なるが、 

昭和10～15年間は、露地を中心に数多く の品種 

が導入 されて調査 された。ダリア123種、グラジ 

オラス46種、ヒヤシンス8種、スイセン11種、力 

ンナ43種、スイレン37種等が供試され、花型、 

花色、花径、開花期など、切花としての適否が 

明らかにされた。(業務行程 昭和10～16年) 

③近代的温室経営の確立 (玉川温室村の発祥

と発展)

カーネーションの歴史は古く、江戸時代の八代 

将軍徳川吉宗の時代の伊藤伊兵衛政武は「オダン 

ダセキチク=アンジャベル」の名で図柄つきで紹 

介している。(地錦抄付録 1732年) 現在のカー 

ネーション栽培は、明治42年、豊多摩郡中野町 

(中野区城山)の沢田氏がアメリカ・シアトルか 

ら「パーペチュアル •カーネーション」などを帰 

国時に持ち帰り、試作 したのが始ま り と言われる。 

その後は営利目的に栽培が開始され、荏原郡目黒 

町(目黒区)の土倉竜次郎と豊多摩郡中野町(中 

野区沼袋)の伊藤貞作、南葛飾郡亀青村(葛飾区 

青戸)の加藤東七らが取り組んだ。中でも、土倉 

は「菜花園」を起こし、カーネーションの実用品 

種を開発・販売したことで知られる。明治44年、 

アメリカより導入した「エンチャントレス」「ビ 

クトリー」などの品種を使って栽培に成功し、わ 

が国で最初のカーネーション苗販売を手がけた。 

大正 7 年頃から は実生育種に取り組み、「業花1～3 

号」「桃山」「舞姫」「白雲」「旭日」「新夕映」「錦 

旗」などの優良品種を育成した。有名になった 

「菜花園」には多数の園芸見習生が集まるように 

なり、技術を収得した後に独立していった。後に 

「玉川温室村」を発足 した荒木石次郎、国分清三 

郎らも同園の見習生であった。彼は我が国でバラ 

の切花栽培を初めて大規模 (800坪)に経営した 

先駆者となる。

大正12年9月1日の関東大震災は、温室近代化 

の契機 と なった。大正13年、荒木石次郎は荏原 

郡東調布町 (大田区田園調布)に 100坪の温室を 

建て、昭和3年には300坪に拡大した。同14年に 

は、農業試験場の技術員だった森田喜平らが共 

同による温室経営を田園調布の河川敷にて開始 

した。また、アメリカ •オレゴン州で温室経営 

を学び、カーネーションの品種を多数持ち帰っ 

た犬塚卓一が加わり、アメリカ式の大型で屋根 

が高い温室を建設した。これが「玉川温室村」 

の始まりであり、我が国における温室栽培の発 

祥地となった。

昭和初期の温室村は全盛期を迎えた。昭和4年、 

早川源蔵、森田喜平、石渡善吉らによって「佳 

原郡園芸組合」が設立 され、同9年には「多摩川 

温室村組合」が発足した。同7年には、品種改良、 

生産者の情報交換等を目的とする「大日本カー 

ネーション協会」が設立され、会長に土倉龍次 

郎、副会長に犬塚卓一が就任、同年には協会主 

催による品評会が開催された。多摩川の河川敷 

が温室栽培地に選ばれた背景には、北側に台地、 

南西には多摩川があり、冬暖かく 水が豊富で、 

沖積土壌地帯にあった ことによる。また、当地 

は2戸の地主が所有するもので、土地を集団化し 

やすかったことも大きかった。

温室では、カーネーションが栽培され、戦前 

の主産地として名は全国に伝わり、多数の見習 

生が温室村に集まった。当地の栽培技術は全国 

に普及 し、温室村からは、優秀な花き経営者が
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表1 玉川温室村における温室面積の推移

年次 経営開始者数 温室延面積 経営者数

大正13年 1人 100坪 1人

14年 4人 1,218坪 3人

昭和 2年 5人 2,812 坪 10人

3年 3人 3,166 坪 13人

4年 5人 5,429坪 18人

5年 4人 6,498坪 22人

6年 4人 8,126 坪 26人

7年 3人 9,049坪 29人

12年 — 12,000坪 31人

14年 — 10,430坪 26人

全国に輩出された。

また、大正末年には「東京温室園芸細合」が 

伴田四郎、加藤東七、早川源蔵、鳥居忠一、稲 

田源太郎らによって設立された。昭和2年には、 

小杉喜四郎ら52名で組織する「東京温室栽培者 

組合」が設立され、燃料に使う石炭の共同購入 

を推進していった。

カーネーションを我が国に導入し、産地形成 

を導いた土倉龍次郎・犬塚卓一は「最近十年間 

の我が国花園芸中、カーネーションの発達は 

まことに著しく、現在ではバラと共に最も主要 

な花卉として取り扱われ、然もその栽培面積、 

生産量並びに取引額に於いては高級花卉中首位 

を占めている。ﾡふに著者がカーネーションの 

栽培に着手 した二十数年前には殆ど之に従事 し 

ている者もなく全く世間から認められていなか 

った当時を追憶すればま ことに隔世の感を深う 

する。」と懐述した。(「カーネーションの研究」 

昭和11年)

しかし、太平洋戦争が激しくなると燃料が不 

足し、温室は空襲の標的になるこ とから、これ 

らの一部が取り壊され、組織も解散された。

また、1914年 (大正3年)、アメリカ政府は 5 月 

の第2日曜日を「母の日」と定め、人々は母親に 

カーネーションを贈る習慣を始めた。それ以来、 

世界各国で行われるようになったが、わが国で 

は大正12年から始められた。

花供養として伝統を もつ九品仏浄真寺 (世田

谷区)の花供養は昭和5年頃からと言われ、同16 

年、花供養塔が境内に建設された。

(3) 戦後〜農基法前 (昭和20～36年)

①戦後復興と東京都花卉連の発足

第二次世界大戦後の数年間は、食糧を確保する 

ことが何よりも求められる時代であった。都市部 

の人々 は、買い出し列で農村に出かけ、衣装や 

貴金属などの品物との交換で食糧を得た。自給菜 

園は道端や河川敷、公園等でも作られ、人々の関 

心は衣食中心の生活で、花きを購入して住まいを 

飾るまでの生活の余裕をもたなかった。

そんな中にあって、東京の花き生産者の復興 

はいち早く、昭和23年「足立花卉農業協同組合」 

翌24年には「八丈島園芸農業協同組合」が設立 

された。また、都内20の生産団体が参加して 

「東京都花卉園芸組合連合会(花卉連)」)が設立 

され、「西部花卉農業協同組合荻窪園芸市場」が 

開場した。

朝鮮戦争による国民経済の成長は、花きの生産 

に結びつ き、暖地の露地栽培 を 中心 に キンセンカ、 

ス ト ックなど仏花用の切花生産が開始された。東 

京では、昭和25年から、八丈島のフニックス• ロ 

ベレ ニー の切葉出荷 が再開 されている。

昭和28年、新資材として農業用ビニールフィ 

ルムが市販され、大型トンネルやハウス栽培の 

技術が開発されていった。

②花きの品種改良事業開始

当場における花きの品種改良事業は、昭和28 

年、アマリリスから着手された。オランダより3 

力年をかけて49種の原種を輸入、自家受精種33 

系統3000個体、交配種291系統23,000個体か ら、 

昭和34年1月、「多摩の紅陽」「多摩の陽光」「多 

摩の粧」「多摩の紅」「多摩の夕映」「多摩の絞」 

「都の曙」「都の華」「東紅の輝」「東の平和」を 

新品種として発表 した。(東京農試 アマリリス 

の 品種改良成績 昭和34年)

昭和29年か ら 品種改良 に取り組んで きた プリ 

ムラ・ マラコイデスは、同34年に「グローリ・ 

オブ •リバーサイ ド」を親に「春がすみ」を、 

翌年には「やよい」を育成し、新品種として発 

表した。
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昭和30年、シクラメンの鉢用土試験を開始し、 

粘質土に腐葉土を均等割合したものに、バーミ 

キュライ ト を加えた配合用土の生育効果を明ら 

かに した。

また、花きに対する植物生長調節剤の使用試 

験を昭和33年から開始した。ジベレリン処理が 

生育に及ぼす影響を調査するもので、シクラメ 

ン、チュー リップ、ユリ、フリージャ、アイリ 

ス、マーガレット、シネ ラリ ア等の 12 品目 に供 

試している。シクラメンに対しては、 濃度10～ 

20ppm、9月下旬〜 10月上旬の 1 回散布が有効であ 

ることを明らかに した。(花き成績 昭和34年)

昭和26年、「関東東海花の展覧会」の前身「南 

関東花き共進会」は、東京都、神奈用県、埼玉 

県、千葉県及び各県の花連の参加によって開 

催された。同31 年に静岡県が加わって名称も今 

日のものになり、同35年には愛知県が加わった。

農林省統計「花き類の生産状況等調査」が開 

始されたのは昭和35年からで、花き生産が初め 

て行政的に調査の対象となった。 この時の都内 

花き生産農家は2,663戸で、翌36年には、関東ブ 

ロック花き試験研究協議会が開催された。

(4)農業基本法農政時代

①東京オリンピックと花壇苗需要の増大

昭和37年、果樹花き研究室は分離して花き研 

究室となり、都下の花き生産を背景とする本格 

的な試験研究が開始された。

時あたかも東京オ リ ンピック を昭和 39 年にひ 

かえ、都下の花き生産農家は花壇用花き の増殖 

を図る必要が生じた。新設される道路や公園の 

整備、そして競技場を中心とする造園工事など、 

官公庁、民間でも相当量の花壇苗需要が増大す 

ることが予想された。都下の花き生産農家も、 

こ う した需要に対応すべく生産計画を立てたの 

の、当時の花壇苗生産は、春花壇用の覆下栽培 

の地堀り苗がほとんどで、オリンピックが開催 

される10月に観賞する夏•秋花壇苗はキク以外 

にない状況であった。花壇苗生産を代表する江 

戸川地区において唯一、夏•秋花壇苗生産が行 

われていたものの、花壇苗生産に関する試験研 

究は行われていない状況であった。

こうした中、花き研究室は、緊急課題として 

夏•秋花壇苗生産に関する調査に取り組み、オ 

リ ン ピック開催前の昭和 38 年に は、9月上 • 中旬 

定植用の花壇苗として、サルビア、フレンチ・ 

マリーゴールド、 トレニア、テランセラ、ベコ 

ニア・センパフロレンス、ダリア、カンナ等を 

上げ、植え込み面積の大きさに合わせた種類、 

品目別の播種期を明らかにした。(花き成績 昭 

和38年)

オ リンピック を契機に花壇苗の生産は、新 し 

い分野の花き生産として急速に成長し、都全域 

に生産が広がった。生産費が少なく、短期間で 

出荷できるなどの経営上の利点の他に、都市の 

発展に伴い、公園、道路、駅等公共施設、工場、 

遊園地、商店の装飾等に花壇苗の需要が増大し 

た背景があった。花き研究室では、こうした需 

要増加に伴う生産課題に取り組み、季節•用途 

別の品目、播種期•開花期、品種特性及び経済 

性を明らかにし、昭和43年には、利用面の啓蒙 

開発と普及指導上の資料として「花壇用苗生産 

に関する資料」を発表した。翌 44 年の農林省統 

計「花き 類の生産状況等調査」から、「花壇苗」 

の項目が登場した。

昭和40年頃の花き温室

②東京オリンピック と植木需要

東京オリンピックは植木需要を導き、昭和39 

年2月、3法人18団体により、「東京都三多摩植木 

苗木生産団体連合会」が発足し、総計751,200本 

の植木類がオリンピック需要と して出荷された。 

その後も植木類の需要は続き、都下における植
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木類の作付面積は330ha、生産農家数1,600戸以上 

に及んだ。

こうした中、昭和41年、経営研究室は東京都 

の植木生産の実態を調査した。生産構造を都市 

近郊型産地と原木供給型産地に分類し、それぞ 

れの産地を例示したもので、わが国で初めて植 

木生産の形態を解析した。また、同年には、病 

理昆虫研究室が 中心となり「植木病害虫の防ぎ 

方」を刊行した。

当時の栽培部には植木研究を対応する研究室 

がなかったため、研究課題への強い要請にこた 

えて昭和43年より、当研究室は広義の花き研究 

の一環として植木研究にも着手した。庭園樹の 

土質の適応性を明らかにし、カイズカイブキ、 

ニッコウヒバ、ヒムロヒバ、サザンカなどの植 

木が肥料三要素に対する影響の現れ方を解明し、 

親株の肥培管理が挿 し木繁殖に与える影響を明 

らかにした。また、植木類の繁殖方法について、 

ミス ト繁殖における根の活力を調べ、挿し穂の 

養分消長を明らかにした。

戦後の高度経済成長は日本各地に大気、水質、 

土壌汚染などの公害を発生させた。当時の美濃部 

知事は国に先駆けて東京都の公害防止対策を打ち 

出し、都農試にも都内の大気汚染防止と街路樹の 

衰退に関する実態調査、再生対策などが要請され 

た。こうして昭和48年、東京都の環境保全と植木 

産業振興 を目的とし た新樹種開発試験及び街路樹 

保全対策試験が場内のプロジェク ト 事業 として 取 

り組まれた。コニファー類などの洋種観賞用針葉 

樹を中心とする繁殖率を明らかにし、ピートモス 

使用による街路樹保全対策を実証し、普及に供し 

た。しかし、植木研究はこれらプロジェクト研究 

終了とともに他に当該研究室ができたので、昭和 

52年度で打ち切った。

③鉢花生産プロ グラムの確立

昭和28年に新資材として農業用ビニールが市 

販されて以来、これを利用した大型トンネルや 

ハウス栽培が急速に普及し、施設栽培にともな 

う労力の過剰問題が大きな課題となった。こう 

した背景を受けて、昭和 39 年より 3 カ年、国の総 

合助成による「施設園芸管理技術確立に関する 

研究」を実施し、鉢物の灌水自動化試験、鉢物 

の省力生産技術開発試験などに取り組んだ。鉢 

物栽培におけるプラスチックノズル灌水が鉢内 

の水分変化に与える影響を明らかに し、これら 

の結果 をもとにアメリカ 人Kenneth Pos Tの考 

案した装置に改良を加えた灌水自動化装置を作 

成した。

また、グロキシニアを供試して頭上 •底面 • 

腰水の3つの灌水方法の違いが鉢内の三相割合、 

塩類集積などに与える影響を明らかにした。

素焼鉢は、重くて取り扱いにく く、壊れやす 

い等の欠点をもったが、戦後も広く利用された。 

昭和40年、プラスチック鉢が紹介される と、シ 

クラメン及びサイネリアを使い、素焼鉢とプラ 

スチック鉢の栽培上の特性を調査し、鉢内温度 

の上昇、乾燥ムラや病害発生の減少など、素焼 

鉢に対するプラスチック鉢の優れた点を明らか 

にした。

同40年、わが国の鉢花栽培には、はっきり し 

た施肥基準がなかったため、施肥量に関する試 

験を実施 し、サイネリア、カルセオラリア、ポ 

インセチア、シクラメン等の主要鉢花の養分吸 

収特性を明らかにした。

昭和43年、第17回日本花き生産者大会は都内 

で開催され、記念誌「東京の花」が東京都花 

連から発行された。同年には、「都市鉢花生産に 

おける環境の能率的制御並びに省力に関する試 

験」(総合助成)に取り組み、(1) 自動灌水並び 

に換気の自動化などの集中管理による環境制御 

技術、(2) 主要鉢花 • 観葉植物の生育適正環境、 

(3)ブラインドによる自動式光線調節の実用化、 

(4)蒸気によ る土壌消毒の効率化、(5)フリー 

ジア の温度処理 と 環境制御 に よる 開花等 を明ら 

かにした。これらの試験結果をもとに、昭和46 
年には、鉢花生産における自動灌水はノズルラ 

イン方式とチューブ方式を組み合わせることで、 

鉢花の全ての栽培課程を自動灌水化できるを明 

らかにし、普及に供した。また、温度、光、水 

分条件を集中管理できる自動制御装置を試作し、 

施設の規模に応じたプログラ ミ ングによる実用 

化を明らかにした。

④花き流通実態の解析

昭和 38 年、東京教育大学から株を入手して検
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討を加えていたポットマムは、同42年より国の 

総合助成事業「企業的ポッ トマム周年生産体系 

確立に関する研究」として実施され、周年生産 

のための技術開発、経営体系化などが解明され、 

その成果を普及に供した。

わが国における花き流通に関する実態は整備 

されてなく、昭和39年、「東京市場の生花 • 鉢物 

価格調査」を実施し、入荷量と価格の実態を解 

析した。調査は荻窪園芸市場を中心に行われ、 

当場の年度別取扱金額は、昭和35年から45年ま 

での10年間に35倍に増加したこと を明らかに し 

た。また、新規の鉢花は、その価値が消費者か 

ら確認されると高価格で取り引き され、その後 

は急激に増産される。そのため、数年後には一 

般鉢花として定着して高値を示さなくなり、ほ 

ぼ横這い状態で落 ち着くことを明らかにした。

昭和45年からは、鉢物栽培における省力栽培用 

土と施肥法に関する研究に取り組み、プリムラ類、 

サイネリアなどの鉢花に対する最適施肥濃度を明 

らかにすると共に、開花に対する肥料三要素の影 

響を解析した。また、有機物の異なる配合土にお 

ける無機及び有機質肥料の施用がシクラメンに与 

える影響などを明らかにした。これらの成果をも 

と に赤土 : 腐葉土 :ピートモス=5:3: 2 の東京 

都農試鉢物標準用土 を決定した。

また、ハイ ドランジアの花色に対する土壌酸 

度及び肥料三成分の影響 を明らかに し、その成 

果を普及に供した。

⑤オイルショックと施設園芸

昭和 49 年、エラチオール・ベコニアに関する 

試験が開始され、欧州より シュバベン ラント系 

15品種、アフロディーチ系6品種、ハイブレッド 

系26品種を導入し、わが国での生育適応を明 ら 

かにした。また、親株の日長・夜温管理が繁殖 

に与える影響を調査すると共に、形質要因を解 

析した。

昭和50年には、歌謡曲「シクラメンの香り」 

が大流行し、その年のレコード大賞を受賞した。 

同54年には、シクラメンに対するジベレリンと 

ベンジルアデニンの影響を 「バーバーク」など 

の3品種を供して調査し、ドイツより導入した切 

花用シクラメン3品種を試作、その実用性を明ら

かにした。

昭和48年の第1次、同53年の第2次のオイルシ 

ヨック以降、低温性花き作目への関心が高まり、 

こうした背景を受けて、切花用ガーベラに関す 

る試験に取り組んだ。欧州より33品種を導入し 

てわが国への生育適応を明らかにすると共に、 

ガー-ミラに適する耕土条件、地中暖房効果など 

を明らかにした。

昭和54年、わが国のメーカーによってわい化 

剤ウニコナゾール (スミセブン) が発表 された。 

これを受けて、ブバルジア、ポインセチアなど 

に対するわい化効果の実用性を明らかにし、そ 

の成果を普及に供した。

昭和62年、都は友好都市関係を結んでいた北 

京市から、国慶節 (10月1日) に開花するキクの 

品種を求める要請を受けた。これを受けて、都 

農試育成の 2 品種「白多摩」「黄多摩」を含む58 

品種を持参し、北京市農林科学院、花郷花木公 

司との共同研究に取り組んだ。その結果、翌63 

年には北京市の気象条件下において、国慶節に 

開花適応する9品種を明らかにし、北京市から要 

請のあった種苗交流を成功に導いた。

北京市農林科学院に てキク栽培を 指導す る 

故橋本貞夫氏 (昭和62年)

(5)バブル崩壊後から現在

花の万博と江戸東京館

1990年 (平成2年) 大阪で開かれた rExpo,90 

国際花と緑の博覧会」(花の万博)には、海外 83 

カ国、57国際機関、国内の各自治体、企業、趣
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味団体などの出展で、花博の歴史でも世界最大 

規模の展開となった。花博のそれまでの最高観 

客数「83ドイツ国際園芸博覧会」の 750万人の 3 

倍の 2,300万人となり、国民的大イベントとなっ 

た。「江戸の花と緑の文化」のテーマで出展した 

都のパビリオン「花の江戸東京館」は、江戸の 

高度な園芸技術による多用な花と緑を、最先端 

の開花調節技術を駆使して鮮やかに再現させた 

ほか、様々な展示手法で江戸の花と緑の文化を 

紹介し、未来の都市づくりに生かす道を探った。 

館内に は 18m X 15m高 さ12mのガラス室を設け、 

大名庭園を背景に現代の開花調節技術を駆使し 

て開花させて紹介したキク、フクジュソウ、ノ、 

ナショウブなど15種類で、1回平均500鉢の展示 

替えを13回実施した。当研究室は、園芸学専門 

の立場から技術指導を担い、栽培を都内8戸の花 

き農家が担当した。「花の江戸東京館」には、 

183日間の会期中に世界各国から296万人が訪れ、 

館内に咲き 続けた伝統ある 素晴 ら しい花と緑の 

文化は、たくさんの人々に大きな感動を与えた。

花博の開催を契機に、花と緑への関心は趣味 

家から一般の多く の人々が楽しむよ うになり、 

花イ ベン ト も全国へ波及していった。翌年には、 

花の国際交流を推進し、花の普及・進行を目的 

とする 「財団法人日本花普及センター」 が設立 

され、同年には「世界らん展日本大賞」が東京 

ドームで開催され、「花の文化展」は第30回を迎 

えた。

その後も 「ジャパンフラワーフェステバル」 

(日本花普及センター主催) や「ジャパンガーデ 

ンショウ」(家庭園芸普及協会主催)、平成5年か 

らは、農水・建設省提唱による「花のまちづく 

りコンクール」が開始された。

こうした中、平成3年にパンジーのセル苗冷蔵 

処理 と 播種時期 が生育と 開花期 に及ぼす影響 を 

明らかにすると共に、同7年にはニチニチソウ、 

ベコニア ・ センパフローレンス等の品種特性や 

品質の評価に対する形質要因を解析した。

また、シクラメンは海外から新品種導入を積 

極的に進め、その生育特性を明らかにしたのを 

はじめ、底面吸水栽培への適合用土を明らかに 

し、平成7年にはシクラメン芳香種の芳香物質成

分を解明した。

②全国園芸鉢物研究大会

平成7年、第 15回全国園芸鉢物研究大会は「消 

費者ニーズに対応した生産技術」 などを大会ス 

ローガンに都内で開催された。大会は、全国か 

ら約500名の鉢物関係者が一堂に会し、情報交換 

や生産技術向上など、熱心な研究活動が展開さ 

れた。記念誌「TOKY。 FLOWER」は、都内の 

鉢物生産者約200名を、経営内容 と 顔写真で紹介 

したもので、各方面の方々から好評を博した。

こうした時代の背景の中、河川敷や観光地な 

どに広い花畑を設置し、観光客や地域住民に潤 

いを与える手法が注目を集めるよ うになった。 

園芸草花を使ってワイル ド な雰囲気の花畑 を演 

出する もので、平成4年から国内外の品種を導入 

し、都下に適するブレンド草花種を明らかにし 

た。

バブル崩壊後とその後の契機低迷は、業務用 

やギフ ト用需要を篇重していた花き業界に大き 

な打撃を与えた。高級花の売上が落ち込み、ホ 

ームユースとしてのカジュアルフラ ワーへの関 

心が高まった。そんな背景を受け、平成8年より 

カジュアルフラワーに関する試験に取り組み、 

コスモスやヒマワリの切花生産に於ける播種時 

期と品種、栽植密度等の関係を明らかにした。

また、花博の会場をたく さんの花壇苗が飾っ 

たことなどが契機となり、花壇苗に対する需要 

は進展し、平成7年頃より「ガーデニングブーム」 

が到来した。これまでの花を買って楽しむこと 

から、草花は苗を育て、見せる装飾に発展して 

いった。

東京都種苗会は、都内に本・支社をもつ種苗 

会社で組織し、毎年 1〜2品目の草花を選んで種 

苗改普審査会を実施してきた。平成11年度には 

第41回日を迎え、サルビア23品種、ビオラ25品 

種の種苗審査会が実施 さ れた。

平成11年、「第49回関東東海花の展覧会」は、 

特別展示キ ーワードを「自然、都市、くらし」 

に、1部11県及び花き ・流通関係7団体の主催 

(当番県・東京都) により2,150点が出展され、 

盛大に開催された会場にはたく さんの人々が訪 

れた。
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2. 主な業績

(1)品種に関する試験

①新品種の育成

a. アマリリス

アマリリスの品種改良は、昭和28年4月より丸 

弁巨大輪種の育成を目的に開始された。オラン 

ダから49種の原種を輸入し、自家受精と品種間 

の交配を繰り返した。昭和32年までに自家採取 

種 33 系統3,000個体、交配種291系統23,000個体の 

選抜を行った。これより優良個体を選抜し、昭 

和34年1月新品種と して発表した。

「多摩の紅陽」

オレンジキング(Orange king) X ブリ リァン ト 

(Brilliant) 花径16～17cm、鮮やかな紅色の花色 

に、縦に縞が入る。

「多摩の陽光」

ピンクパーフェクション (Pink Perfection) X ブ 

リリアン ト(Brilliant) 花径15～17cm、明るいﾡ 

紅色の花色が特徴。

「多摩の粧」

ピンクパーフェクション (Pink Perfection) Xバ 

トンルージュ (Baton Rouge) 花径 15～16cm、桃 

色がか った洋紅色の花色に、濃洋紅色の覆輪が入る ・

「多摩の紅」

ピンクパーフェクショ ン (Pink Perfection) Xバ 

トンルージュ (Baton Rouge) 花径15〜17cm、鮮 

やかな濃朱紅色の花色で、弁先が反転する。

「多摩の絞」

ホワイ トジャイアント (Whaite Giant) X ピンク 

スターフラワー (Pinksterflower) 花径15cm、仮 

名弁の中央は白く、濃い桃色の縦縞が入る。

「多摩の夕映」

ピンクパーフェクショ ン (Pink Perfection) X ブ 

リリアン ト(Brilliant) 花径16～17cm、夕映えを 

思わせ るよう な光沢あ るアカ ネ色の花色が特徴。

「都の曙」

ミスマーガレッ トルーマン (Miss Margaret 

Truman) X ホワイ トジャイアント (Whaite Giant) 
花径15～16cm、やや緋色かかった桃色の花色に、 

白色の縞のぼかし が入る。 .

「都の華」

ミスマーガレッ トルーマン(Miss Margaret 

Truman) Xドリスリリアン(Doris Lilian)花径 

15～16cm、鮮やかな洋紅色の花色が特徴。

「東紅の輝」

レイブイデンスロー (Ray V Danslow) X ブリ 

リアン ト(Brilliant) 花径16～17cm、輝く 朱がか っ 

た紅色の花色が特徴。

「東の平和」

レイブ イデンスロー (Ray V Danslow) Xホワ 

イトジャイアント(Whaite Giant)花径15～16cm、 

純に外白地に外縁を残し桃紅色の条絞りで、下方 

はぼか してほとんど 白色の花色に な る ・

(東京農試 •アマ リリ スの品種改良成績 昭和34)

アマリリス「東の平和」(昭和34年)

b. プリムラ •マラ コイ デス

昭和29年より花型、花色、耐病性、開花時期 

など考慮に選抜育種を開始し、昭和34に「春が 

すみ」、翌35年には「春のかがやき」「やよい」 

を発表した。

「春がすみ」の原種は「ゴロー リーオブ リバ 

ーサイ ド」で、昭和32年、選抜育種により 突然 

変異を 1 株生じ、その後代から特に優れた系統を 

昭和34年に「春がすみ」と命名発表 した。花色 

は淡桃色で、美しい色彩と品のよい花型を特徴 

とする。(花き成績 昭和34年)

「春のかがやき」は、「ブリリアンシー イン 

プループト」を 原種 に、昭和29年より進抜育種 

を続け、花色は濃赤色、中輪、多花性で花弁の 

切り込みが深く、強い耐病性をもたせた。「やよ 

い」の原種 は「ゴローリー オブリ バーサ イ ド」
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を選抜した系統と「スノークイン」を昭和32年 ①戦前

に交雑した後代から優良な系統を昭和35年に 

「やよい」と命名発表した。花色は桃色で波状咲 

きで、強い草勢を特徴にもった。(花き成績 昭 

和35年)。

その後優良固定品種育成に加えて一代雑種品 

種の育成にも着手し、一代雑種品種が雑種強勢 

性が顕著であることを明らかにした。昭和53年 

には、優良な10系統から、固定種 3 系統 (TS-2、

TS-5、TS-10)、一代交雑 3 系統 (TF-25、TF 

-52、TF-2A) を実用種として発表した。

(研速昭53)

プリムラ・マラコイデス「春がすみ」(昭和34年)

②品種比較

花きは他作物と異なり、種類及び品種数が極 

めて多く、その消費形態も時代と共に変化し、 

時代の要請に応じた花き生産が行われてきた。 

種類及び品種の選定は、生産者に とって重要な 

経営能力の一つである。こうした背景を踏まえ、 

数多く の品種比較栽培を実施し、その成果を普 

及に供してきた。この中には、新品種として海 

外から導入された花きも数多く含まれた。品種

比較栽培の 品目 と 供試数 は以下の とおりである。

実施年度 品 目 供試数 品種例

昭和 9 年 チューリ ップ 9 ウイリアムピット

ダリア 52 金閣スノー

グラジオラス 45 レオタゴールド

ヒヤシンス 9 ニムロット

スイセン 33 オーロラサルタン

カンナ 13 パナマ

昭和12年 フリージア 5 チャプマニー

スイレン 4 エンプレス

チューリップ 8 カイザースクルーン

ダリア 108 白鳥

グラジオラス 46 アルバニア

カンナ 28 スノークイーン

昭和13年 ヒヤシンス 8 ミオソタス

スイセン 33 エンペラー

ダリア 108 黄金の司

グラジオラス 46 エローラ

ヒヤシンス 8 プリンスヘンリー

カンナ 28 サンゴールド

昭和14年 フリージア 8 レフラクタアルバ

昭和15年 フリージア 14 バターカップ

昭和16年 フリージア 14 チャ ップマニー

②戦後

実施年度 品目 供試数 品種例

昭和28年 プリムラ・メラコイデス 10 グローイ ングレッ ド

昭和32年 アスター 35 パウダーパフ

昭和33年 フリージア 30 ホワイトマリー

アスター 32 豊玉

昭和34年 スイセン 60 アスケロン

昭和36年 椿 22 天の川

昭和37年 花菖蒲 83 江戸紫

グラジオラス 79 ピエロ

カンナ 39 ナイト

昭和38年 江北里桜 24 江戸一葉

パンジー 8 アルペングロー

カンナ 31 白連月光

ペチュニア 12 アルプス

サルビア 4 ボンファイヤー

スイセン 51 セントマリー

昭和39年 ベコニアセンパ 6 桃園

昭和41年 シクラメン 65 ボンファイヤー

グロキシニア 12 バンザスカーレッ ト

昭和42年 シクラメン 、 69 アルバ

昭和43年 シクラメン 69 バ-バー ク

サザンカ 40 東紅

昭和44年 フリージア 8 ローズマリー

昭和45年 ジャーマンアイリス 23 ブルーデライト

昭和51年 ポイ ンセチア 11 シュープリーム

昭和55年 エラチオールベコニア 47 ニクセ

カラジューム 16 キャンディダム

ゼラニューム 8 スプリンターチェリー

シクラメン 21 サーモンスカーレット
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実施年度 品目 供試数 品種例

昭和58年 切花用ガーベラ 18 デルフィー

昭和59年 -" 30 クレメンタイン

昭和60年 ハボタ ン 41 紅ぼたん

昭和62年 サルビア 27 リ コ

平成元年 切花用コスモス 21 ピコティー

平成2年 ミニシクラメン 55 ブリジット

切花用ケイトウ 28 赤軸ダズラー

グロキシニア 9 クイックレッド

平成4年 ミニシクラメン 52 ドリームレッ ド

サルビア 21 カラビニエールスカーレット

平成5年 ミニシクラメン 39 ミ ラベルホワイ ト

ケイ トウ 26 アイスクリームコーンホワイ>

平成6年 イ ンパチェンンス 40 インパルスローズ

ミニシクラメン 16 ジゼル

シクラメン 38 バイオレッド

平成7年 ニチニチソウ 20 クーラーペパーミン ト

ベコニアセンパ 30 Fパーシティスカーレット

ヘリ ク リサム 14 帝王貝細工

平成8年 バーベナ 23 アムールホワイト

ユーギリソウ 12 ホワイ トパラソル

実生系ゼラニューム 30 ピン ト ローズ

平成9年 マリーゴールド 28 スパイスオレンジ

ビオラ 33 サビックバイオレット

ポッ トガーベラ 22 スカーレット

平成10年 シクラメン 29 パピオン

ペチュニア 27 Fロン ドピンク

パンジー 21 Fオ ト ノエロー

平成11年 サルビア 23 フラメックス2000

(2) 栽培に関する試験

①戦前

a.フリージア無加温促成切花栽培試験

1918年 (大正7年)、 オランダのブラウ 

(Blaauw) ら の共同研究者は、チューリップ3、ヒ 

ヤシンスなど23種の球根類の生理•生態を解明 

し、開花方法の基本的技術を明らかにしたが、 

その翌年、当研究室では、フリージア「ピュリ 

チー」の 無加温促成栽培試験 を 実施 した。8月下 

旬、鉢に植え付けた球根を、11月上旬に雨屋根 

式温室へ入室、フリージアは1月下旬〜2月下旬 

の間に、坪当たり約295本を収穫できる ことを明 

きらかにした。

(業務行程 大正8)
b.スイートピー無加温切花栽培試験

スィート ピー を9月下旬に播種して無加温式片 

屋根温室内に11月中旬に定植した。スイートピ 

一は、12月下旬一4月中旬に開花、坪当たり196 

本を収穫した。

(業務行程 大正8)
c.ポインセチア切花栽培試験

ポイ ンセチアはメキシコ原産の低高木で、短 

日条件下でほう葉が着色することから、ヨーロ 

ッパやアメ リ カに紹介されてからはク リスマス 

用の鉢物として広く利用されてきた。我が国に 

は明治期に渡来したが、大正9年、当研究室はポ 

インセチアの切花栽培試験を実施した。さし木 

を3月上旬に実施し、7〜8月間は苗をよしずで覆 

って10月上旬に片屋根式温室へ入室、11月下旬 

～1月中旬間に坪当たり99本の切花を収穫した。 

ポインセチアの切花栽培技術はその後現地に普 

及し、足立区では現在も栽培が続いている。

(業務行程 大正9)

d. チューリップ切花促成栽培

• 昭和9年、チューリップの無冷蔵球根による無 

加温促成切花栽培試験を実施した。「ウイ リア 

ム ・ ピッ ト」ら7品種を供試。11月上旬に球根を 

定植し、12月下旬から木框(きわく)によしず、 

1月上旬から硝子障子、同月末から菰(まこも) 

を掛けて防寒することで、チューリップは3月上 

旬〜4月下旬に開花、慣行よりも約2ヶ月早く収 

穫できることを明らかにした。

(業務行程 昭和9)

e.スィセ ン無加温促成切花試験

昭和9年、スイセンの球根を冷床処理すること 

で開花期が早まることを明らかにした。「キン 

グ・ アルフレ ッ ド」ら 4 品種を供試、10月上旬よ 

り冷床処理を行い、12月上旬に温室内に搬入し 

たところ、 スイセンは1月18日～3月12日にかけ 

て開花した。

(業務行程 昭和9)

t. 花菖蒲切花栽培試験

昭和13年、花菖蒲をよしずで霜除け し、1月上 

旬より 午後3 時 〜 午前 9 時 ま で水温16°Cの井戸水 

を流水して開花促進を図ったところ、5月15日に 

開花盛期を迎え、慣行よりも15日早く開花した。

(業務行程 昭和13)

g.キクのシェード切花栽培試験

7月下旬〜9月中旬、日照時間を午前8時より午 

後5時間の短日処理によるシェー ド栽培を実施 し 

た。中菊品種の「黄玉」「大正黄」「新湊」「大湊」
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は10月5日～11月20日間開花、小菊品種の「まぬ 

し」「しろがね」「名古屋」「城斜子」は7月20日 

～n 月 15 日間に開花し、種類・品種別のシュー 

ド栽培方法を解明した。

(業務行程 昭和13) (特報 昭和13)

h. グラジオラス抑制切花試験

昭和13年、秋の彼岸需要を目的に、グラジオ 

ラスの抑制切花栽培を実施した。「エレーン」ら 

8品種の球根を4月10日から屋根裏の高温環境下 

に貯蔵した後、7月1日、11日、21 日の 3 回に分け 

て畑に定植した。7月1日定植区は8月3日〜8月24 

日間開花、21日定植区は8月18日～9月12日間開 

花した。秋の彼岸需要用のグラジオラスは、「ナ 

ンシーハンクス」「アルバニア」「ミセス ・エ 

ル・エス・ シウーエッペ」等の晩生品種を使い、 

高温処理した後、7月中旬に球根を定植する抑制 

切花栽培技術を解明した。

(業務行程 昭和13) (特報 昭和15)
②戦後

a. ジフィーポット利用育苗試験

1953年 (昭和28年)、ノルウェーで開発された 

ジフィ ーポッ トが我が国に紹介されてまもなく、 

その利用技術を検討した。試験では、育苗に使 

用 し た場合の生育特性及び作業性など を 明らか 

にし、ジフィーポットが我が国の鉢物生産に利 

用でることを報告した。一連の研究成果は「ジ 

フィーポットを使った花き栽培」として冊子に 

取りまとめ、普及に供した。

(研究発表報告 昭41)
(ジフィーポットを使った花き栽培 昭43)

b.施設園芸の内部設備導入と省力化試験

昭和28年に新資材として農業用ビニールが市 

販されて以来、これを利用した大型トンネルや 

ハウス栽培が普及した。しかし、その大半は多 

くの労力を必要とする事情にあり、施設園芸の 

規模拡大と経営安定には、施設に内部設備を導 

入して作業能率を向上させ、省力化することが 

大きな課題であった。こうした状況から、昭和 

39年から3カ年、国の総合助成事業試験を実施し 

た。鉢物灌水の自動化に関する基礎試験として、 

灌水法比較、鉢内水分変化、天窓の自動化など 

の試験を実施し、一連の成果を普及に供した。

(施設園芸管理技術確立に関する研究 総合 

助成昭42)

c.シクラメンの鉢用土消毒試験

シクラメン は菱ち よ う 病などの土壌病害防除 

を目的に、焼土法による土壌消毒が長い間行わ 

れてきたが、製品仕上げまでに数回の鉢替えを 

行うシクラメンは、鉢用土も相当量を必要とし、 

効率的な土壌消毒法が求められた。

昭和 38 年、クロールピクリン剤によるシクラメ 

ン用土消の効果を実証した。40年には、蒸気消 

毒機の販売が開始されたことから、 クロールピク 

リン剤との防除効果、作業効率などを比較調査し 

た。その結果、蒸気消毒はクロールピクリン剤と 

同等の効果をもち、処理時間も短時間で処理でき 

ることを明らかにした。設備経費を考慮に、稼働 

率の高い経営では蒸気消毒法を、そうでない経営 

ではクロールピクリン剤による土壌消毒をシクラ 

メン用土消毒法として、普及に供した。

(花き 成績 昭40)

d. ポット マム繁殖技術の合理化に関する 試験

ポッ トマムは1鉢に5本植え付けることから、 

苗の使用本数は極めて多く、苗生産は作業労力 

の20%を占めた。このため、苗を合理的に生産 

する繁殖技術試験が実施された。試験は、(1) 

発根剤の実用効果検定及び処理方法の合理化、 

(2)さし穂採取方法の実用性評価、(3)さし穂 

の低温貯蔵技術などを実施し、良質の苗を安定 

して生産する 技術体系 を確立した。

(企業的ポットマム周年生産体系の確立に関 

する研究 昭 45)

e.ハイ ドランジア花色安定化試験

強酸性のピートモスを主体にする外国の鉢花栽 

培に対し、都内の鉢花農家は腐葉土を中心とする 

用土を使用しているため、多く がアルカリ側に近 

く、ハイ ドランジアの青色が鮮明に出ない状況に 

あった。色素デルフィニジンー3ーグリコサイド 

とアルミニウムの結合よって発色する 青色系 品種 

は、用土が酸性によって発色が高まり、加里の施 

用で青色は一層さえることを報告した。また、中 

性土では加里の多用 と アルミ 施用の効果が高く、 

赤色系品種は、アルカリ土における燐酸多用で花 

色が増し、窒素と燐酸の多用で生育を高められる
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ことを明らかにした。土壌酸度と肥料三成分によ 

る花色安定、施用時期と花色安定など、ハイ ドラ 

ンジア花色安定に関する一連の効果を確認し、そ 

の成果を普及に供した。(研報告7 昭 48)

f. 鉢花類の施肥濃度試験

計画的な施肥管理のもとに鉢花生産していく 

必要から、自動灌水装置利用の場合に問題とな 

る液肥管理を明らかにし、施肥のプログラム化 

を図った。供試の草花はプリムラ • マラコイデ 

ス、プリムラ•ポリアンサ、シネラリアで、肥 

料三要素が生育に与える影響を調査した。マラ 

コイデスは窒素と燐酸の施用効果が高いのに対 

し、ポリアンサは肥料要求量は小さく、低濃度 

で回数多い施用で生育が優れた。シネラリアは 

窒素多用で生育が優れるなど、一連の施用特性 

を明らかにし、生産安定、省力化を目標とする 

プログラム施肥技術を普及に供した。

(花き成績 昭 46)

g.鉢物の灌水自動化に関する研究

都内の鉢物生産は、一般に規模が小さく、一 

つの生産施設内に数多 く の種類や生育過程の違 

う植物を栽培しており、また、生育に伴って鉢 

を移動するなど、生産費の削減と灌水労力が大 

きな問題であった。そこで、昭和39年から6力年 

(43年より総合助成試験)鉢物の灌水自動化に関 

する研究を実施した。主な試験は、(1) 鉢土中 

の水分変化とそれに及ぼす環境要因、(2)異な 

る灌水方法と鉢花の生育、(3) ノズル及びチュ 

ーブ灌水の特性調査、(4)主な鉢花の灌水点、 

(5)自動制御装置による鉢花の灌水自動化など、 

多品目少量生産や複数の作型栽培を行う鉢花生 

産を想定したものも含み、生産プログラムによ 

る集中管理栽培を目指した。実験では、温度、 

光、水分条件を集中管理できる自動環境制御装 

置を開発し、装置が各種鉢花栽培に使用できる 

ことを実証した。

また、鉢花生産の自動灌水はノズルライン灌 

水方式とチューブ灌水方式を組み合わせ、小規 

模生産や単純な作型の栽培では水分張力検知に 

よる自動制御装置を利用し、大規模生産で作型 

も複雑な生産では、タイマー利用のプログラミ 

ングによる集中管理装置が能率的かつ実用的で 

あることを明らかにした。こうした一連の研究 

成果は、我が国鉢物栽培の灌水自動化の実用化 

に多大な役割を果たした。

(研報告5 昭和46)

自 動環境制御装置に よ る省力生産技術試験 (昭和45年)

h.花壇用花き施肥試験

花壇用花 き の栽培 は苗生産 を目的とする一次栽 

培の他に、公共花壇などに植栽して観賞を目的と 

する二次栽培もあって、前者は良質な苗生産を、 

後者は長期間開花を持続させるための 施肥管理 が 

重要である。こうした背景から、花壇用花き8種8 

品種についての肥料試験を行い、生育と 開花に及 

ぼす肥料三成分の影響を明らかにした。また、肥 

料三成分のバランスが、処理植物の体内無機成分 

の収割合に与える影響を解明し、主要花壇用花 

きの標準施肥量を決定、一連の成果を普及に供し 

た。

(研報告10 昭 52)

i. 生長調節剤の使用に関する試験

植物生長調節技術は、草姿の調節や育苗時の 

苗の徒長防止、開花期調節など、花き生産にと 

って重要である。特に、都内の花き生産が比較 

的小規模な温室に多品目少量生産の経営である 

ことから、開花期の調節や草姿をコンパクトに 

する植物生長調節剤の鉢花への利用研究は早く 

から重点が置かれた。

昭和 33 年、観賞植物に対するジベレリンの影 

響を目的に、シクラメン、ストック、べコニ 

ア ・ センパフローレンスなど12種類の花き類に 

取り組んだ。シクラメンに対するジベレリン処 

理は10-15日の開花促進を認め、ジベレリンの

-190-



実用的な使用技術として報告した。また、単子 

葉植物の球根類は、ジベレリンの影響がほとん 

ど認められず、あっても著しいものではないこ 

とを明らかにした。

昭和48年、「花き栽培におけるわい化剤の利用 

試験」を実施し、60種類・100品種に対するB- 

ナイン、CCC、 アンシミドールの処理効果を明 

らかにした。同50年には、より広範な種類の検討 

と使用方法の基礎的な調査を目的に、「物の高 

品質化試験」を実施し、昭和51年からは、農林省 

総合助成事業「鉢物におけるわい剤利用に関する 

試験」を鉢花 46 品目 • 68 品種で実施 し、Bナイン、 

cCC、 アンシミドールのわい化効果を明らかに 

した。研究は (1) 各種わい化剤の作用特性、(2) 

わい化処理効果、(3) わい化剤の実用性評価、(4) 
栽培行程の体系化’など、普及事業とのプロジェク

トチーム編成で取り組まれ、普及指導部門が現地 

で技術確認ほを設置 し て成果 を確認 し た。

特に、実験ではBナイン、CCC、 アンシミ ドー 

ルの作用特性に関する調査が進められ、キク及び 

ハイビスカスに対する品種、土壌の種類、処理濃 

度、処理部位、苗の大きさなどの違いがわい化剤 

の作用保持期間に与える影響、かん注処理後の土 

壌残留期間などが解明された。そして、一連の研 

究成果と農業改良普及所の試験展示成果は、昭和 

60年に「鉢花に対する生育調節剤使用指針」の冊 

子となり、わい化剤Bナイン、CCC、ア トリナー 

ル、スリー トーン、スミセブンの作用特性と主要 

な鉢花43種類の使用指針が取りまとめられ、現地 

指導者のための指導指針と して普及に供された。

.(花き成績 昭33)(鉢物におけるわい化剤利 

用に関する試験昭54)

(研報告15 昭 57)(花に対する生育調節剤 

使用指針 昭60)

i. 花壇苗に関する試験

昭和38年、花き研究室は、オリンピック開催 

に合わせた緊急課題として、夏•秋花壇苗生産 

に関する栽培試験に取り組んだ。その結果、9月 

上•中旬定植用の花壇苗として、サルビア、フ 

レンチ・マリーゴールド、 トレニア、 テランセ 

ラ、 ベコニア・センパフロレンス、 ダリア、力 

ンナ等を選択し、植え込み面積の大きさに合わ 

せた種類 ・ 品目別の播種期を明らかにした。

その後、都市の発展にともない、公園、道路、 

駅等公共施設、工場、遊園地、商店の装飾等に 

花壇苗の利用は普及し、その重要は急激に増加 

していった。

こうした背景の中、昭和38年度より建設省東 

京国道事務所は都内主要国道にフラワーポット 

600ヶを配置して街路花壇を管理した。当研究室 

は、これに5力年間協力して、都市環境に適応し、 

管理不十分な条件下で、長期間生育開花する草 

花の種類及び草花の栽培技術などを調査した。 

また、出荷及び輸送が容易で、フラワーポッ ト 

への植え込み作業がしやすい生産容器等の検討 

を行い、フラワーポットの作付体系の確立、植 

え込み材料の生育 • 開花特性、経費など を明 ら 

かに した。

昭和43年、一連の研究成果は「花壇用苗生産 

に関する資料」の冊子となり、秋播き1年草n品 

目 ・14品種、春播き 1 年草 15品目 • 45品種の播種 

時期及び育苗方法、出荷期、植栽方法などを明 

らかにし、普及に供した。

また、昭和43年、花壇苗に対する植物生長調 

節剤の利用試験を開始した。Bナイン (0.2～ 

0.4%溶液) は、アフリカン •マリーゴールド、 

ジニア、ペチュニア、ケイ トウ、 アゲラタムに 

対して優れたわい化効果があることを明らかに 

した。これに対し、コリウス、ナスタチューム 

は効果をまったく認めなかった。

昭和62年、サルビアの市販27品種を供試して 

播種期が異なる (2月、4月、7月) 場合の開花の 

早晩性、草丈伸長などに与える影響を品種・形 

態別に分類し、サルビアが消費者に渡ってから 

の生育特性を明らかにした。平成2年、大阪で開 

かれた「Expo'90国際花と緑の博覧会」(花の万 

博)は、花と緑への関心が趣味家から一般の多 

く の人々が楽しむきっかけとなり、ガーデニン 

グブームを起こし、花壇苗の需要は急速に高ま 

った。これを受けて、翌年には、パンジーの出 

荷期拡大を目的に、セル苗の播種期と冷蔵処理 

の有無が開花に与える影響を明らかにした。ま 

た、都種苗会の協力をもとにサルビア、ケイト 

ウ、 インパチェンス、マリーゴールドなどの品
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種に求められる形質要因を、量及び質的形質に 

よる品種評価法によって解析した。

(花き成績 昭38～41、平8)(花壇用菊生産

に関わる資料 昭43) (研速 昭62、平9)

花壇苗フラワーポット試験 (昭和38年)

k. シクラメンに関する試験

昭和30年、培養土の配合に関する試験に取り 

組み、粘質土と腐葉土を等配合したものにバー 

ミキュライ トを混合すると生育開花、根張りと 

も優れ、シクラメン用土に適すると報告した。

昭和35年、高冷地への苗移動によ る 開花促進 

の効果を明らかにし、開花時期の早晩に現地の 

気温が関係していることを報告した。これを受 

けて、大田区、昭島市と格原村によるシクラメ 

ンの高冷地育苗リレー栽培が開始された。

また、平地での夏越しは、遮光資材で覆う越 

夏したもので成苗率が高く、8月下旬〜9月上旬 

に鉢上げを終わらせば年内開花が可能になると 

し、夏の昼夜間の温度格差が生育環境要因の一 

つと して重要であることを解明した。

昭和40年、夏の高温時の水管理は、土壌水分 

エネルギーが低い状態が望ましく、シクラメン 

の灌水点 はpF2.0付近に なることを明らかにした。 

また、プラスチック鉢の市販直後、素焼鉢との 

栽培を比較し、プラスチック鉢は素焼鉢に比べ 

高温時の地温は5C、低温時においても1～1.5C 

高く、鉢内水分の乾燥ムラは、プラスチック鉢 

が少なく優れることを明らかにし、シクラメン 

へのプラス チ ッ ク鉢利用は実用的であ るとした。

昭和 55 年、シクラメンに対するGA (ジベレリ 

ン)とBA (ベンジルアデニン)処理の品種間差 

異を調査し、「バーバーク」「サーモンスカーレ 

ッ ト」「ボンファイヤーM」などの赤色系品種と 

「ビクトリ ア」「ディ ープサーモン」でGAよりBA 

に 開花促進効果 を認め、これに対し、「ラッフル 

ド」「ライラック」「カルメンスカーレット」は 

GAの効果が優ることを明らかにした。「サーモン 

ピンクウイズカーマインアイ」「ピュアホワイト」 

「スイートハートミックス」「カトレアローズ」 

の各品種は両薬剤間に差異を認めなかった。

平成元年、都下22戸のシクラメン生産農家の培 

養土による同一条件下栽培を試み、 生育状況を比 

較調査すると共に、培養土の実態を明らかにし、 

その成果を普及に供した。翌2年には西欧から導 

入したミニシクラメ ン55品種の特性を明らかに 

し、同4 年には ミニシクラメン、普通種及びF種 

別の消費嗜好についての形質解析を実施した。

(花き成績 昭30、38、40、41、55、平 8)

(研速平元年)

ポインセチアに関する試験

ポインセチアは、葉が折れやすく輸送性に劣 

りことから、都下の花き生産に適するとして昭 

和41年から栽培調査を開始した。46年に は繁殖 

方法、品種特性、抑制栽培技術などが明らかと 

なり、一連の成果は、「ポインセチアの新しい栽 

培法」の冊子となり、普及に供された。また、 

51年には、鉢のサイズ別の栽培スケジュールを 

組み立て、それまでの経験に頼った栽培を改め 

る生産プログラムを解析し、経営能力を高めた 

観点からの鉢花生産を提唱した。更に、63年に 

は、培養土の物理性と草姿のしおれ関係を調査 

し、ピートモスやバーミキュライトのような保 

水性が高い資材を使った用土は、全針物重量が 

45%に下がっても しおれが発生 しない こと を 明

らかにした。

(花き成績 昭41)(ポインセチアの新しい栽 

培法 昭46) (速報 昭51、63)

m. エラチオール・ベコニアに関する試験

昭和49年よ りエラチオール・ ベコ ニア に関す 

る試験を開始した。繁殖方法、用土、施肥方法、 

病害虫、新品種、栽培が難しい夏越し技術など、 

エラチオール • ベコニア栽培技術を明らかにし、 

普及に供した。
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また、繁殖後の花色に変異を起こしやすい

「オーロラ」と「アイーダ」を供試し、天芽挿し 

と 葉柄挿し 繁殖に よる違い が第1世代及び第2世 

代の花色に及ぼす影響を明らかにした。

(研報告21 昭62) (同24 平4)

(速報 昭49、51、53～57)

n. ガーベラ の切花栽培試験

昭和57年 よ り 切花用ガーベラ に関する栽培試 

験を開始した。ガーベラの根群分布、さし穂技 

術、灌水方法、ソイルヒーティングが株の生 

育・収量・品質に及ほす影響など、ガーベラの 

切花栽培技術を明らかにし、普及に供した。

(研報告23 平成3) (花き成績 昭和58) (速 

報 昭和57、59)

日本の花き生産のれい明期に関わった研究者として

花き研究の思い出を綴る
鶴島久男

1. はじめに

私が静岡県から 東京都の技術吏員 と して再入都したのは、昭和36 年の 4 月であった。3 年後の昭和 39 年に初めての東京 

オリンピックが開催されることになり、その会場や東京都内を花で飾る ため都内の花き生産者が花壇苗を増産する ため 

試験場の花き担当を1名増員する枠がとれたのである。当時、都農試には果樹花き研究室があって、その室長であった坂 

部氏や沢地氏らの強い誘いがあって来ることになったのだが、研究員として着任できたのも両氏のご努力によられるも 

のと感謝している。しかし坂部主任から指示された最初の仕事は東京オリンピックの際、都内に植栽するカンナの球根 

を200万球、大至急で増殖する こ であった。それは研究ではなく、単なる 球根増殖事業で研究職員 より 現業職員 を 採用 し 

たほうが正しかったようだ。すでに坂部主任自からこの増殖事業を数年前より開始しており、それを継続拡大する形で 

引継ぐことになったのである。

2. 東京オリンピックに向けてのカンナの増殖事業から研究への移行

カ ンナ球根の増殖事業は都農試圃場で 20 万球原種球 を増殖 し、それを東村山や東大和地区の農家に渡し200万球まで生 

産するもので、私の仕事は場内での増殖業務と委託農家の生産指導を現地普及員と行うことであった。場内生産圃場と 

しては現在の跨橋道の当たりから東側の0.5haほどを使用し、3〜4月にかけて植付け、降霜期に球根堀り上げ、寒気に弱 

いので旧冷蔵庫裏や旧加工室裏の横穴式地下防空豪に貯蔵させたのである。貯蔵は2月頃から球根の分割作業をしたり、 

植付け、堀上 げ作業 な ど数名の現業職の方々 と 重労働 を こ なしたことは忘れられない。現在の都農試 な ら 研究者 は想像 

も できないことだろう。当時のカン ナの球根生産 をしてき た農試の写真 を①に示すが現況か ら は推定で き な い懐か しい 

風景である。このよ うな重労働の作業に追われながら も新米の研究者としては、カンナの品種を集めて特性調査を行い、 

都内にも優れたカンナ育成家がいることを発見した。その一人細田梧郎氏は白蓮、右近、 ィーナスなど超わい性品種 

など素晴ら しい品種を育成されたが現在は生存していない。収集した内外のカンナ品種について島根農科大の吉田正温 

氏の協力を得て核型分析をお願いし2、3、4倍体品種があることもわかった。また、カンナ球根生産をより効率的に行う 

ためにカンナの生育・開花特性についての試験も行った。また、球根生産を手作業で行うと重労働でしかも多くの時間 

を要し最終植付けが初夏に及ぶので、植付けと堀り上げを小型管理機で行う機械化生産の試験も行い、省力 と 作業時間
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の短縮を実用化 (写真②及び資料参照)した。

3 .東京オリンピックを契機に都の花き生産の振興を

当時、わが国は戦後の経済復興が始まったばかりで農業は食料増産に集中されて花き生産は大都市近郊のほか限られ 

た暖地や高冷地だけであった。と く に集約な花き生産は東京都が中心の時代であった。そのため全国で花き研究に早く 

から取り組んだのは都農試だといっても過言ではない。

そこに花を使う東京オリンピック開催である。国も都も行政上げて花き振興に目を向けた好機でもあった。利用が予 

測された花壇用花きは当時江戸川区鹿骨町が産地であった。しかしオリ ンピックに使用す る花壇苗の供給は不足す る と 

見た行政は練馬区の野菜農家に花壇苗の生産委託を計画したのである。ここに新しい花き生産農家が誕生しオリンピッ 

ク後は鉢物生産者として都内の花き産地として発展した。さらに花への取り組みは旧三多摩地区、特に北多摩、西多摩 

地区 に も 花苗や鉢物生産農家への転作が拡大 した。このバックグランド が都農試の研究 を支え ることに なったこと は言 

うまでもない。当時、坂部主任は栽培部長に昇格し、後任の松本主任、筆者、工藤氏に加え、新人の寺門氏が投入され 

研究陣も強化された。同僚の工藤氏は欧州情報に詳しく先進的な研究情報を紹介するとともに、プリムラ・マラコイデ 

スの育種を精力的に行い多くの品種を育成している。

また、筆者と同時に入都された経営部の故橋本(貞)氏も、経営の立場から花き研究に取り組み、市場調査のほか、 

ポットマム、ボサギクや花木類の栽培研究や育種も行い、わい化剤に関するユニークな研究成果は、全国の研究者や花 

き生産者から期待されたことも思い出される。

4 . 当時の日本の花き生産と花き研究の背景

オリン ピック開催前後の 日本はまだ食糧難 を抜け出し一般の暮 ら しがこれから安定しよう と した時期でも あっ た。従 

って花き消費の期待は大きかったものの生産は依然と大都市近郊がリ - ド していた。このため花き研究を開始したのは 

都農試や神奈川園試や埼玉農試などで、中でも都農試が先行していたと思う。昭和40年代の後半に入って日本が経済の 

高度成長期 を迎え る ように なると 全国各地に切花生産地が育成 さ れ本格的な花き 生産時代に なり、花き の試験研究 も 発 

展す るこになるがそ れ以前 に は都農試の花 き 研究が先行 していたともいえよう。前述の よ う に他県の試験研究機関では 

花き の 試験研究 をしている場所は少なく、あっても 切花研究 があ ったく らい で鉢物 や花壇苗 について の 試験研究は 当 時 

と しては先行していたといってよい。都農試の花き試験は前述のカンナの増殖事業に見られるように学際的な室内試験 

中心の基礎試験より、生産現場の技術改善に直結する実証的応用研究がその後も継続されたことが特色になっている。 

現在とは花き生産の背景が異なり技術的にも経済的にも目に見えて急速に発展し、試験研究に対する生産者の期待度も 

大きく、試験研究、普及事業、生産者との関係が密接に機能している時期でもあったからであろう。

5 .花壇用花きに関する当時の研究

最近の ガーデニン グブーム は全国的に花壇苗生産が増加 し、試験研究課題 に取 り 上げる 試験場が増 えている。都農試 

では 37 年前に花壇用花き の生産、利用に関する研究を実施している。勿論オリンピックの花き需要に対応す る生産者支 

援の研究であった。その課題には「オリンピック花地用草花苗の生産に関する2、3 の知見と試験」(昭38年) や「花壇苗 

の生産容器について」(昭41年) などが見られる。種類、品種の特性調査から苗生産技術、苗生産上の潅水や施肥などの 

試験研究に拡大 してい る。「主要花壇用花き の生育と 開花に及ぼす窒素、燐酸、加里の影響」は園芸学会雑誌 (昭46年) 

と都農試研究報告の発表がある。苗生産に関しては温室内でピー トポットのジフ ィ ーポッ ト を用い、ノズルライ ンによ 

る自動潅水による省力生産技術研究も行っている。(写真⑥参照)また、花壇利用の研究として造園雑誌に発表した。 

「花壇用一年草花き生育開花と観賞効果に及ぼす植栽間隔の影響」(昭45年) がある。さらに、花壇利用の研究をするた 

め当時の旧本館の北側の圃場 10a を芝生を植え込みで囲んだモデル庭園を作成 し、この中に2mから18mまでの試験用花 

ﾡブロ ック を 8ヵ所設定 し(写真⑦参照)、各ブロック に春から 数回花壇用花き を デザイ ン して植え込み生育開花や観賞 

上の調査をほぼ10年間にわたって調査研究を行った。この研究成果はついに纏めて発表する機会がなかった。また、オ 

リ ン ピック 開催前か ら 建設省.東京国道事務所は東京都内の主要国道に600個の フラワーポット を配置 し草花を植栽 し た 

が、種類、品種の適応性と排気ガスなどによる環境公害の影響から問題を生じ、試験を依頼された。農試内と八王子市 

内の国道20号に沿いにフラワーポッ ト を3個づつ配置し、植栽花きの生育開花状況を 1 年間にわたって調査するなど、践 

的研究も実施した。

6 .他県の生産者も訪れた都農試の鉢物研究

今でこそ鉢物の生産は他県に移ったが当時(昭40年代)は東京都、神奈川県、埼玉県などがその中の中心であった。 

都農試では早く から鉢物研究に取り組み一歩先を リード していたと思う。その頃生産者間の技術レベルに大き な差が見 

られ、その最大の要因は栽培用土にあるとしてまず鉢物用土の試験を開始し、用土の物理性と化学性を究明し、赤土と 

ピートモスを組み合わせた都農試標準培養土を作成した。この用土の試験に関連して鉢物の施肥試験も行い、土壌肥料 

研究室のス タ ッ フの協力を得て基礎的な試験と して各種類の肥料3成分の影響を調査した。

鉢物生産ではﾡ水の労力が全労力の30～40%を占め大きなネックになっている。これを手ﾡ水に代わって半自動または
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自動的に行い、比較的経費も少なくできる方法を解明する鉢物の自動ﾡ水に関する研究に取り組んだ。昭和 40 年から昭 

和45年にわたる研究成果はすでに都農試研究報告第5報に報告したが、鉢物潅水の基礎的課題、 に給水する方法の試験、 

ﾡ水を自動化するための 土壌水分の検知 と 潅水制御 システム の研究 を 行い、ノズル や チューブ によ る 自 動潅水の システ 

ムを確立した

ノズルやチューブによる自動潅水は現在も生産者の間では行われているが、その後岐阜農試の渡辺氏が開発したC型鋼 

による低面給水ﾡ水が広く普及し、現在はプール潅水が普及し始め、この 30 年間に鉢物の自動潅水は大きく 発展して隔 

世の感が深い。東京都の鉢物では当時シクラメ ンが基幹作目で再重要であったためシクラメ ンの栽培技術に関わる試験 

は多岐にわたった。当時は栽培の難しい固定品種だけで品種比較試験も重要であり 用土や施肥管理は勿論、12月に出荷 

するためのGAやBAによる開花促進、夏の高温下に於ける病害防除、高冷地育苗などに及んだ。特に葉芽、花芽の分化発 

達過程の分析や、土壌の簡易診断によ る施肥管理などの試験は、現在、高品質なシクラメン生産や栄養診断技術のヒン 

トになっているものと推察される。

シクラメンの後作になるハイ ドランジアの試験も多くの生産者を刺激したものであった。それまでのハイ ドランジア 

は葉芽が多く、花色も不安定なものが市場に出荷されていた。都農試ではいち早くハイ ドランジアの栽培技術確立につ 

いて試験を行い、各分枝の頂芽を花芽にし、花房を大きく、花色を鮮明な青色または桃色に発色する技術を確立し、実 

際に農試で生産して花き市場に出荷し高い評価を得た。試験結果は農試研究報告第7号に報告したが、この技術を都内の 

昭島市の小室農園ほか数戸の生産者に技術移転を行い高品質なハイドランジアを生産出荷して一躍知名度を上げたので  

ある。この情報は隣接する埼玉県の鉢物生産者にも達し、この技術は拡大浸透したのである。

この他ポイ ンセチアも都農試がほぼ継続的に試験を行っている。また、経営部の故橋本氏は当時東京都や埼玉県で作付 

けの多かったポッ トマムの試験を意欲的に行い、特に米国品種から 日本の大輪ギクのポッ トマム化に成功し、新しい鉢物 

を開拓した。また、わい化剤処理 に よ る 試験で も 従来鉢物 に ならなかっ た種類の鉢物化 に成功 し て生産普及 している。

7 .これからの東京都農業試験場に期待する

それにしも我々が東京都農業試験場で試験研究に関わった時から既に15年以上の歳月を経過している。その間の花き産 

業や花き園芸学の発展はめざま しい。グローバルな花き産業は国際商品生産と して生産システムを進化させている。研究 

分野でも情報革命と分子生物学は研究手法を根本的に変えて想像を越えた発展を遂げている。昔の面影をとどめない都農 

試の建物や研究施設は私どもには救しい限りである。しかしそれも現在の進歩を見ればやむを得ないことであろう。私ど 
も既に古典的な研究者から見れば、当時は花き生産の発展期で情報に飢えた生産者は何でも受け入れて くれた時代であっ 

た。21世紀は生産者や業界も成熟してレベルも高く、研究対象も生産分野から流通、販売、利用まで拡大し、加えて地球 

環境に優しい農業生産 と 生産物が要求 される社会になっているこれから の研究機関は そ の研究方向 も 普及事業 も全く新し 

い方向転換 し な ければ存在価値が なくなるに違いない。100年 も の歴史 を有す る 東京都農業試験場 もこの節目に、21世紀 

に対応する新しい研究方針を構築して全国の地方研究機関のリーダーとしての新しい研究活躍を期待したい。

第4節 果樹に関する試験研究

1. 研究の変遷

(1) 中野時代

①場創設の初期

場創設の初期は、まだ産業としての果樹栽培 

が東京ばかり でな く 全国的に発達していなかっ 

た。 当時は、科学に立脚 した近代的な果樹園 

経営は始められたばかりで、明治政府は明治元 

年に初めてアメリカから各種果樹苗を輸入、明

治4年に東京に開拓使官園を設け本格的に試作 

し、明治6年には民間に配布し栽培を奨励してい 

る。そして明治末期頃、この中で日本の風土に 

適し、国民の好みに適した米国種ブドウ、中国 

中部系モモ ('水蜜桃’)、サクランボなどが、在 

来果樹と と も に盛んに栽培が始ま った。

明治 5 〜 6年に導入されたブドウの デラウェ 

ア’は、明治政府の開拓使により良品と報告さ 

れ、東京在住の小沢善平を通じて山梨に分譲さ

れた。これが山梨での デラウェア 栽培の始 

まりとなり、全国に普及した。また、明治21年
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には、文京区本郷の博学者田中芳男が大日本農 

会にビワ 田中 について公表しており、当時 

東京は、果樹情報の発信地的役割をしていたと 

いえる。

明治26年以降に、多摩川のなし、南多摩の生 

がきの市場出荷の記録があることから、東京で 

は、在来果樹の栽培が本格的な果樹栽培の始ま 

り と思われる。

このため、場では、将来生産者に普及すべき、 

果樹の種類、品種を選定する目的で、主として 

各種果樹類の試作を行った (第一分場 (現日野 

市)果樹及草花園 8畝 5歩 7合、第二分場 (旧金町、 

現葛飾区)果樹園並びに花卉園六畝歩)。

②明治43年以降

明治43年頃からは、本場だけでなく、3カ所に 

わたって、現地における各種果樹類(葡萄、梨、 

無花果、柿、梅、桃、李、その他小果樹類)の 

適否の検討と、模範栽培を目的として、委託試 

,験を開始した。

また、浅川村 (現八王子市)に委託母樹園(大正 

2年)を新たに設け、果樹特産地委託苗場 (大正5年) 

とともに、苗本の生産と配布につとめた (大正初期 

か ら 昭和15年までの配布総数約14万本、第1表参照)。

第1表 戦前の果樹苗配布量の記録

年度 配布本数
明治44年 1,282本
大正元年 2,610本

大正 3年 1,697本
大正 4年 3,397本

大正 5年 4,880本

大正 8年 2,418本

大正 9年 1,085本
大正13年 387本
大正14年 1,440本
昭和 3年 12,150本
昭和 9年 14,186本
昭和12年 8,234本
昭和14年 5,802本
昭和15年 480本
昭和16年 果樹苗配布の記載なし

③大正8年以降

この頃ナシを中心とした果樹栽培は、東京農 

業の中でも中心的作物の一つとなっていたと思 

われる。このため、果樹に関する試験研究は場 

だけでなく、東京府立園芸高校玉川果樹園でも 

実施され、菊池秋雄によりナシの交配育種が行 

われた。特に大正4年の交配実生には、昭和 2 年 

名称登録された 菊水、新高、八雲' など優良 

品種が含まれていた。

本場では、盆栽や露地での試作と配布用およ 

び母樹用苗本の育成が業務の中心であったが、 

大正8年からは、展示栽培、委託試験に加えて研 

究も本格化し、本場内約2反歩において梨、桃、 

李、柿、栗、無花果、葡萄、グーズベリーなど 

の整枝、剪定およびスモモの受粉、ナシ、モモ 

の袋かけ、緑肥の試作と深耕、各種病害虫の防 

除などについての研究が行われた。

委託圃場では大正3年に桃(上海および天津水 

蜜桃)炭疽病、大正8年にも桃と葡萄の炭疽病予 

防試験が行われ、この他本場内でも大正4年葡萄 

フィロキセラ圃地消毒試験、桃炭疽病予防試験、 

大正8年梨花鋸蜂防除試験が病虫部で実施されて 

いることから、当時の東京の果樹栽培は、病害 

虫防除が生産上の大きな問題点であることが伺 

える。これら試験の結果は生産者に普及し、相 

当の成果を収めた。

日露戦争や第一次大戦以後は、文化の向上、 

食生活の改善、国富の充実などとともに、果樹 

の栽培面積は急速に増大、生産技術も進歩した。

(2)立川移転後〜戦前

①立川移転後

大正13年立川に移転後、直ちに果樹圃場を新 

設し、各種果樹類(梨、桃、李、柿、栗、葡萄、 

グーズベリーなど)の試作を続行した

また、委託試験地 も、稲城村 (現稲城市) の 

ナシ、七生村(現日野市)のカキ、西多摩、北 

多摩のクリなどを新設し、現地における適否試 

験および展示栽培を行った。

これら試験結果を普及し、栽培法の指導につと 

めた結果、多摩川流域のナシ、モモ、南多摩の力 

キ、北多摩のクリ等の産地が出現するに至った。 

②昭和初期

昭和初期の経済不況時は、養蚕にかわって果 

樹が振興 され、第二次大戦前まで果樹面積は増
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加する。昭和2年に、東京においても、多摩川流 

域のなしは、神奈川の生産者とともに「多摩川 

なし」と名称統一され、京浜市場に多く出荷さ 

れている。この元祖は稲城市の川島家といわれ 

ており、石碑が建立されている。また、昭和12 
年には稲城市矢野口でナシの 吉野 が命名さ 

れ、多摩川なしの隆盛が伺える。

場では、昭和7年から、温室栽培でバナナ、パ 

インアップル、パパヤや、パッションなどの熱 

帯果樹を含めた多く の果樹 (日本ナシ15、洋ナ 

シ10、桃13、ﾡ荷15、李10、柿16、梅4、栗8、 

無花果9品種)の試作が行われた。このうち柿は、 

大正13年立川移転時に定植された株が数本現存 

している。

昭和12年からは委託試験圃場にスモモ(西多 

摩郡多摩村)、イチジク (足立区) が加わり、委 

託試験は一時 4 種類の果樹を扱っ た。

研究面では昭和H~13年にかけてナシ’二十 

世紀'の外観向上のための袋かけ試験、カキの 

開花、落果についての観察を実施した。

③戦争の始ま り

その後、太平洋戦争の始まりとともに、果樹 

は不急不要作物とされ、都内でもナシをはじめ 

とした果樹はほとんどが伐採され、跡地は水田 

や畑地となった。場での果樹研究も一時中断さ 

れ、昭和18年以降は、果樹の業務内容や苗木配 

布などの記述がなくなっている。

(3)戦後〜農基法前

①戦後の復興期

国民経済の復興により、果樹の需要は急速に 

伸びたため、昭和25、26年頃から農家の果樹新 

植熱が高まり、全国的に年々面積は増加した。

都内でも昭和24年頃から、多摩川流域のナシ 

面積は再び増加した。昭和27年には、民間育種 

の先がけとして話題を呼んだナシの 清玉 も 

名称登録され、生産者の意気込みが伺える。

当時、多摩川流域では、ナシとともにモモの 

新植も多かった。モモは結果年令が早いので、 

市場ではナシより早く、「多摩川もも (主品種は 

宿河原早生 (佐五平))」として もてはやされた 

が、病害や嫌地現象のため、すぐに衰退した。 

都内のモモについては、この他、昭和26年に目 

黒区で’倉方早生’が育成され、注目された。

多摩川流域の ナ シ は昭和25年頃か ら戦争中に 

切らずに済んだナシ園を利用してもぎ取り販売 

(直売の最初の形態)を開始した。

戦後、場でも荒廃した果樹圃場の復興につと 

め、昭和24年、果樹栽培試験事業を再開し、新 

植されたモモやナシ圃場での緑肥の間作試験な 

どを行った。また、昭和27、29年には、薬剤に 

よる ナシ の病虫害対策試験 を実施した。

②昭和30年前後

昭和30年に全国の果樹面積は、戦前を上回り、 

昭和31年には新農山漁村特別助成事業により適 

地適作が推進された。現在の多摩湖ナシ生産組 

合連合会(昭和 33 年設立)の生産者は、昭和27、 

28年頃、昭島市でのナシ生産を参考に武蔵村山 

市へナシを導入した。これを契機に、それまで 

の養蚕、麦、サツマイモ、茶畑へのナシの新植 

が始まり、東大和市、砂川町では、昭和30～31 
年に新植のピーク となった (品種は 長十郎、 

二十世紀、雲井、八雲、新興、早生赤 など)。 

また、東村山市では、稲城市のナシ生産を参考 

に 二十世紀 を導入した。

このころから、「多摩川なし」のもぎ取り販 

は順調になるが、市場では、東京では もぎ取り 

販売の残り物を市場に出しているといわれ、市 

場におけるナシ価格に下落傾向がみえだした。 

このため、昭和31～32年は、市場出荷を中心と 

する生産者のなし伐採が多かった。

この間も場では、試作のよって選定された諸 

品種の穂木お よ び母樹用苗木を それぞれ育成配 

布して、経済性の低い古い品種の更新を図った。 

昭和34～35年頃は、現在のナシの主力品種であ 

る 幸水、豊水’ の穂木が試験場から普及所を 

通じて各生産者に配布された。

また、昭和31 〜36年は都内ナシ生産者の袋か 

け経費節約を目的とした無袋栽培試験、ナシ外 

観を汚染するボルドー液に変わる薬剤検索、散 

布方法の試験が行われた。これらの成果のうち、 

無袋栽培は、 豊水 を中心とした単一品種栽培 

であった小平市で、特に普及した。
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写真1 ナシ試験圃場 (昭和30年代)

(4)農基法農政時代

①果ﾡ農業振興特別措置法制定 (昭和36年)

昭科36年には、果樹農業振興特別措置法が制 

定、「果樹と畜産は成長産業なり」として政府は 

果樹栽培の振興をすすめ、果樹の新植はますま 

す多くなった。都内でも果樹の増殖の機運が強 

く、新植希望者が多かったので、苗木の植え付 

け方法や樹の仕立て方、棚の建設法などについ 

て、今までの研究結果に基づき、実地指導の徹 

底につとめた。

試験研究では、昭和39～44年に、クリ、ウメ 

の品種関係試験、カキ苗の植傷み防止法、クリ 

の自家苗育成法など新植に関連する試験を多く 

行った。また、昭和38、39 年には、都内のブド 

ウの主品種である’デラウェア’の販売期間の 

延長と、モモ'大久保’(中生の主品種)を用い 

た無袋栽培に関しての検討を行い、ブドウ、モ 

モ面積の飛躍的拡大の可能性を示唆した。

②昭和36年以降のナシ生産と研究の変遷

a.ナシ価格の低迷

戦後できた全国の新興ナシ産地(鳥取、長野 

など) の台頭により、昭和30年から、 多摩川な 

しは、市場での占有率と評価の低下により競争 

力をなくした。特に’長十郎’の熟期である9月 

中旬は、各地の出荷が集中し、市場の価格が急 

落していた。また、都市化による労働力不足、 

労働賃金の上昇、諸資材の高騰、地価の上昇な 

どにより コスト高も問題化してきた。さらに、 

消費水準の上昇に伴い、これまでのナシ樹を優 

良な新品種に切り替える必要性が予測されるよ 

うになった。

場では、昭和34年より、能率的な更新法とし 

て、高接ぎでの穂木と台木の組み合わせを検討 

するとともに、昭和37年に高接ぎに起因するエ 

ソ斑点病(ウイルス病)が都内のナシ圃場でも 

発生していることを確認し、高接ぎ更新時の注 

意を促した。

昭和38年頃から、ナシ圃場面積は徐々に減少傾 

向になったが、品種更新は、赤ナシは’長十郎’ 

から'幸水、豊水'へ、青ナシは’菊水、二十世 

紀’から’新世紀、秀玉’へと進んでいった。

b.高度経済成長期

昭和30年代後半、都内では、都会の騒音を逃 

れ、多摩川河原や多摩丘陵(向ヶ丘遊園地、よ 

みうりランド、多摩動物公園、多摩テック、京 

王遊園地など)で休日を過ごす人が多くなった。

「多摩川なし」では、鉄道を利用してくるこ 

れらの人に沿道売り、もぎ取り販売を行った。 

昭和35年には、これまでの竹棚からコンクリー 

ト柱の鉄線、被覆線棚の導入により、行楽地と 

しての施設充実も計られた。

しかし、昭和30年頃からの都市化により、住 

宅が増加し、庭木として植えられたビャクシン 

類(赤星病の中間宿主)の増加が生産上の問題 

となり、昭和38年には赤星病の大被害があった。

c. ・長十郎 の衰退

昭和50年頃までは、「多摩川なし」の生産は順 

調に推移する。しかし、「多摩川なし」は、古い 

歴史を持つ産地のため、密植多肥多収栽培を行 

っており、土壌の老朽化現象が進行していた。 

また、直売、観光園のため、品質の向上がより 

一層望まれ、両極端の矛盾をいかに解決するか 

が、当時のナシ生産上の主要課題であった。こ 

のため、昭和45～56年にかけて多摩川流域16園 

の実態調査を行い生理学的に検討し、ナシの品 

質向上に寄与した。・

また、昭和41〜50年には、都内のナシ新興産 

地である北多摩地域の火山灰上地帯での栽培を 

考慮し、上壌別によるナシの生育、果実品質の 

違いについて検討し、高品質生産の方向性を示 

唆した。

昭和48、53年の干ばつにより、'長十郎’の価
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格は暴落し、これ以降急速に衰退していった。

また、電車から観光バス、マイカーと交通手 

段が変化(道路網の整備、ナシ園を二分する道 

路など)、宅地化の進行による自然環境の変化に 

より、もぎ取り販売もかげりが見え始めた。

環境の変化はナシ自体にもあらわれた。昭和41 
年頃からナシの葉に異常な症状が発生し、果実に 

はサビ状の汚染とともに奇形果が発生した。これ 

は、光化学スモッグと工場ばい煙によるナシ成葉 

への被害ではないかと考え、昭和47～52年にかけ 

て、主に葉の組織的観察から症状を調査した。

d. 豊水、幸水時代の始まり

長十郎 の衰退により、昭和40～46年に多 

くの生産者は 豊水 の導入をはじめた。そし 

て、栽培に不安を持ちつつ も、 豊水 が売れ出 

すと 幸水 も導入した。

昭和40年代 中頃から は販売形態 も変化した。 

従来の贈答品へのマンネ リ感を感じていた消費 

者が、自分たちの住んでいる地域の美味しいナ 

シを、発達著しい宅配便を利用 し故郷に送る と 

いう、新たな販売方法である。特に昭和53年の 

早態以降は、食味のいい 豊水 を中心とした 

宅配に、都全体のナシ生産者が移行した。

この後昭和 49 年には、ナシ生産者を中心とし 

た東京都果実生産団体協議会が発足した。この 

会は、’幸水、豊水’以上に直売用品種として人 

気の高かった 稲城 を、稲城市内だけから都 

全体のナシ生産者に分譲した。 これにより 稲 

城’ は東京を代表するナシ品種になった。場で 

は、それまで調査した 稲城 の特性を公表し、 

導入 した生産者に栽培上の助言 を行った。

③昭和36年以降のクリ生産と研究の変遷

a. ク リ タマバチ抵抗性品種の導入

東京のクリは歴史が古く、大正～昭和初期に 

小金井、国分寺、小平、府中、三鷹などでは、 

一年中の風呂焚きがク リ イ ガでできるほどの生 

産量があった。また、粗放的な管理でも市場価 

格が相応であったため、都内では東京特産種の

豊多摩早生、関野’ を中心に新植が増加した。

ところが、クリタマバチが昭和16年に岡山県 

で初めて発生確認された後、急速に蔓延した。 

クリタマバチに有効な薬剤防除法は確立されな 

かったが、抵抗性品種が作出 されたこと より、 

昭和35年頃には被害は回避されたかに見え、昭 

和39年はク リ タマバチ抵抗性品種の全国的な新 

植の傾向があった。

昭和27年頃には、クリタマバチ被害は関東で 

も大きな問題と なった。都内では、昭和30年か 

ら実施していたク リ 新品種試作試験の成果から、 

’丹沢、伊吹’などの抵抗性品種が各地域の畑地 

に新植された。

b.クリタマバチの再発生

昭和 47～48 年になると、クリの新しい産地で 

ある秋川など西部中山間地区全域で、抵抗性品 

種に再発生が、昭和53年には古くからの産地で 

ある北多摩平地まで再発生がみられ、被害面 

積が拡大した。このため、場では剪定による耕 

種的防除試験に よ る 被害軽減試験 を 昭和53- 60 
年に実施した。

その後昭和57年に農水省果樹試験場 (茨城県 

つくば市) で放飼 したチュウ ゴク オナガ コバチ 

(クリ タマバチの天敵昆虫)により、平成4年頃 

より東京の被害は沈静化している。しかし、平 

成 9 年頃から 若干の発生報告もあり、これからも、 

十分な検討が必要な課題である ・

④昭和36年以降のウメ生産と研究の変遷

a. 玉英 の種苗登録

青梅市は、戦時中の梅干し用、戦後の梅酒用 

のウメ 生産で さかえ、昭和36年、結実の安定し 

た品種として 玉英 がウメとしては初めて種 

苗登録を受けた(種苗名称登録第144号)。これ 

をきっかけに場では、結実の安定したウメの優 

良系統をさらに見出すために、昭和34～39年度 

か ら 青梅市旧吉野地区一帯の ウ メ の現地調査を 

行った。この後、昭和44年には 梅郷 が名称 

登録され (種苗名称登録第213号)、当時のウメ 

生産の勢いが感じられる。

b. 結実の安定化

果樹新植の気運が高まると同時に、都内では 

ウメの新植も増加した。しかし、ウメ、 スモモ 

などは結実不安定な果樹であることから、場で 

は昭和 37～41 年に様々 な条件と結実の関係を調 

査した。また、昭和 51 〜 53 年には、市街地に山 

間地域同様の品種構成で導入した場合に結実が
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写真 2 青梅市吉野でのウメ 委託試験 (昭和37年頃)

不安定になる問題についても調査した。

⑤昭和36年以降のブドウ生産と研究の変遷

a,これまでのブドウ生産

都内のブドウ生産は、場の品種試作試験の成 

果などを参考に導入され、昭和30年頃五日市で

デラウエア 栽培、’ 昭和35年に稲城市長尾での 

ブドウ導入の記録がある。また、湿地や田畑が 

多かった板橋区、北区でも、早くから 巨峰' 

を中心と したブ ド ウ栽培が行われていた。

b. 新品種 高尾 の作出

昭和45年頃までは、無核’デラウエア'が主 

力であったが、’巨峰' が品質のいいブドゥとし 

て評価され始めていた時期でもあった。そうし 

た中、場では昭和46年に大粒系無核品種の '高 

尾’を育成し、種苗登録した。

テラの5 if も

Iくて公 上か り)

写真 3 ブドウ '高尾' の系統名 立川1号' の新聞記事

高尾 の穂木は、昭和45〜46年にかけて普及 

員を通じて練馬区に持ち込まれ新植が進み、練馬 

ブドウ研究会が発足 (昭和53年設立) するに至っ 

た。石神井のブドウ も同様な経緯で始まり、Uタ 

ーンによる2代目 生産者に受け継がれている。

世田谷区のブドウは、昭和56年に野菜から 

'高尾'を主力としたブドウ生産へ転換し、直接 

消費者に収穫 して も ら う も ぎ取り販売を展開し

ている。

稲城市では、登録当初の時点から、無核で大 

粒である 高尾 を評価 し、生産者の一人が栽 

培を始めたことを契機に導入が始まり、昭和50 
年には稲城ブドウ組合が発足し、日野市にも導 

入が広がった。

いずれの地域も、剪定、摘粒、ジベ処理など 

の講習会に普及員とともに研究員が赴き、技術 

を高めた。

昭和60年代になり、味ナシ果の問題がとり あ 

げら れ、平成2年からウイルスフリー苗の育成に 

着手した。

⑥リンゴ生産と研究の変遷

昭和47 年から わい性台木 と 主要品種 ('王鈴、 

ふじ')の生育および品質に及ぼす影響を調査し 

た。東京を含めた暖地でのわい性リンゴ栽培で、 

糖度の高い果実を早期に収穫できる可能性を昭 

和62年示唆した。昭和45年頃から始まった八王 

子市恩方のリンゴは、この研究が基礎となり、 

産地形成がされた。また、これに先がけ、現在 

「東京リンゴ」として生産している北多摩の生産 

者が昭和53年にわい性の つがる、ふじ’ を導 

入している。このきっかけは試験中のわい性リ 

ンゴの結実状況を見たことと聞いており、展示 

栽培の重要性が伺いしれる。

⑦その他の試験研究

この頃からの試験研究には、時代や技術進歩 

に影響された課題がいくつか見られる。昭和40 
〜42年は、めざましく発達した除草剤を利用し 

て、果樹園における草刈り、除草の代替え利用 

を検討し、ブドウ園、ナシ園での利用の可能性 

と、問題点を示唆した。

昭和45年には、小笠原諸島が返還され、熱帯

果樹類の報告をした。
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昭和 51 年には、新しい分析機器であるガスク 

ロマ トグラフィ ーにより 温帯果樹13種25品種、 

熱帯果樹12種13品種の、糖の構成割合を分析し、 

種類品種別 の 分類 を 多変量解析 に よって行った。

昭和56、57年には、都市廃棄物の資源化の一 

環として、下水汚泥を農地へ還元することを目 

的として、下水道局が多摩ニュータウンの家庭 

雑排水を汚泥コンポスト化した。これを果樹に 

対す る 施用効果試験 も実施した。

⑧バブルと果樹生産

バブルにより、多種多様な食品が輸入、紹介 

されるようになり、様々な種類、品種が紹介、 

発表され、果樹は品種の戦国時代を迎えた。そ 

の中で、昭和53年頃から三鷹市のキウイ栽培、 

昭和61年からは同市でギンナン栽培 (東京ギン 

ナ ン)、昭和50年代から小平市、国分寺市の ブル 

ーベリー栽培が始まり、東京の果樹はナシ、ブ 

ドウの時代から、多品目生産時代へと変わり、 

各地城に独自の産地が形成された。特に三鷹市 

では黄色系品種'クリーミ三鷹'の種苗登録や 

ワイン生産を行い、独自の産地を形成した。

(5)バブル崩壊後から現在

①ウメ、クリ と生産緑地法

これまでの果樹新植により、都内ではウメ、 

クリ面積が増えた。一方、都市化による高齢化、 

労働力不足などがクリ、ウメ生産者の間で問題 

化した。これに対し、低樹高化を利用し適正管 

理する方法を昭和62年に検討した。しかし、ク 

リタマバチ被害や労働力不足などによる管理不 

十分なクリ 園は、農地による税金のがれのよう 

に見られ、 非難の的になった。その後バブルが 

崩壊 し、農地税制の見直し が叫ばれ、平成3年に 

生産緑地法が施行され、都内の果樹面積は減少 

傾向に変わった。

②ナシ、ブドウの高品質化

バブル崩壊後、都内の生産者には、販売単位 

の縮小や、顧客数の減少などが多少見られたも 

のの、他産業に比べ大きな影響はなく、販売は 

継続した。しかし、バブル経済はナシ、ブドウ 

などの直売を自家消費から贈答用への変化をさ 

らに加速した。これにより生産者は、一層品質 

重視の生産が求められるようになった。

ナシでは、直売での販売期間拡大のため、平成 

元〜 3 年に早生ナシの多収穫技術試験を、また、 

昭和63～平成2年には農水省登録の早生ナシ品種 

の特性調査を行い、新品種を紹介した。平成 4 年 

には東京を代表するナシに成長した 稲城 の高 

品質果実生産、平成8〜10年には、’稲城、新高’ 

の結果安定と品質を結果枝の状態から検討、平成 

9年には全国一の栽培面積となった 秀玉 の外 

観向上試験を行い、東京オリジナルのナシとして 

品質向上をめざした。さらに、今後の品種として

あきづき の特性を平成 4 〜 10 年に検討した。

ブドウでは、平成7年以降も漸増している北多 

摩地域での露地栽培参入者への技術的な援助の 

ため、平成5〜10年にかけて、ジベレリン処理を 

中心とした 高尾 栽培のマニュアル作成のた 

めの試験と、収穫期判定のための簡易酸度測定 

法の開発が行われた。

また、小面積の農地で高品質果実が生産可能 

な被覆コンテナ栽培試験が平成元～2年にかけて 

行われ、これは、省力をも考慮に入れた垣根仕 

立て栽培の方向に発展させ、平成3年より試験を 

継続している。

③対象果樹の多様化

バブルにより試験研究の対象品目は、リンゴ、 

ブルーベリー、キウイなどが追加され、多くは 

生産者の技術が先行していく中での試験研究と 

なった。特にキウイ は、無農薬で大果生産され、 

さ ら に ブルーベリ ーは消費者に収穫までしても 

らう新しい経営が展開されている。ブルーベリ 

一はその後も小平市や国分寺市だけでなく各地 

域に導入され、日野市も平成10年に生産組合が 

設立された。このような中、キウイでは、導入 

されたもののあまり都内に普及していない中国 

系品種の試作、ブルーベリーでは、暖地で比較 

的生育が良好と思われる南部系新品種を導入し、 

特性を検討している。

都の果実生産は、これまで築かれた直売によ 

る経営形態を維持しつつ、観光、省力をキーワ 

ー ドとする経営へ変わりつつある。平成8年から 

は、森林浴やグリーンツーリズムの流行、林業 

の衰退による山間地荒廃などを受け、中山間地
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域特産果樹栽培試験 を、クワ、ラズベリーなど 

の小果樹類やユズを対象に実施している。

④第三の主要果樹カキ

バブル以降、面積が大きく減少していない果 

樹にブドウとカキがある。カキは庭先に植えら 

れており、東京の生産者にもなじみの深い果樹 

である。また、農薬散布回数も少なく、栽培管 

理も比較的容易である。すでに普及した都育成 

の 東京御所 や農水省作出の新品種 '太秋' 

な どは東京特産の直売用品種 と し て有望であ る.

東京御所'は、平成7、8年に植調剤利用によ る 

着色向上試験を、’太秋’は、平成2～8年に特性 

を検討し、普及するための低樹高栽培試験を平 

成11年より実施している。

⑤異常気象と果樹

平成2年に実験施設が一新し、果樹苗が搬入で 

きる人工気象室が設置された。また、昭和50年 

代から顕在化し、平成になってから大きく問題 

化した異常気象は、果樹生産を不安定化した。 

これに対し、人工気象室を利用したナシ果実生 

育試験 (平成5〜7年)や、異常気象が果樹の生 

育に 及ぼす影響の検討 (平成5年) も行なった。

現在、果樹の試験研究は、園芸部の一研究単 

位として実施している。研究だけでなく、栽培 

上の諸問題についての相談に応じるとともに、 

各種果樹の模範展示栽培を行って、関係する 

人々の栽培技術の進歩向上を図っている。

2. 主な業績

(1) 品種にかかわる課題

①新品種 ・ 系統適応試験

戦前までは、都内に適する優良品種の選抜を 目 

的とした導入品種の試作試験が中心で、戦後は都 

育成の新品種を育成するとともに、昭和43年から 

農水省果樹試の系統適応性検定試験に参加し、都 

内での適応性を検討している。これまでに注目し、 

一部普及に移 した品種は次の とおりである。

a.ナシ

戦前は、大正9年以降定植の日本ナシ14品種、

西洋ナシ4品種を試作し、 長十郎、二十世紀、 

早生赤、菊水、八雲’などの収穫期、収量を報 

告した。また、'新高’を昭和15年に導入し、試 

作を開始した。

戦後は昭和31年より、雲井、新世紀、長十郎、 

新興、早生二十世紀'、農林水産省果樹試験場育成 

の 幸水、新水、豊水’ の都内での特性を紹介した。

昭和46年には、当場育成の’多摩’(祇園X幸 

水)が公表された。早生の中間色ナシで、選抜 

の過程では果実品質だけでなく、葉の大気汚染 

耐性も考慮された。昭和53年には民間育成の 

稲城 (八雲*新高) が、都内生産者に制限 し 

て公表され、特性を発表した。

写真 4 ナシ '多摩' の試食検討会 (昭和46年)

その後は、農水省育成の ’新星’(昭和 57年)、

’秀玉 (昭和61年)、筑水、八里、ゴールドニ十 

世紀(平成 2年)、あきづき (平成10年) の都内

での特性を紹介した。

(業務行程 大9～昭15年度、研報告 7、1973.
研速 昭 46、52、57、61、平 2 年度)

b. ク リ

戦前は、豊多摩早生、銀寄’ など 12品種、昭和 

16年からは '関野早生' を加え、特性を検討した。

戦後は、昭和30年以降に育成された23品種の 

特性検定を実施し、昭和37年に、’丹沢.、伊吹、 

筑波、森早生、豊多摩早生'を優良品種とした。 

昭和57年からは再発生したク リ タマバチへの抵 

抗性の有無と果実品質を生育特性、収穫期、果 

実比重、寄生率から判断し、供試した28品種• 

系統の中で、早生では 東早生、猪原栗研3号、 

国見、ク リ タマバチ多発地域では 猪原栗研7 
号、晩生では ﾡ原大果 (在来種)’ が期待の 

品種であるとした。昭和50年代中頃より、栗の
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食味の低下が指摘され始めた。そこで昭和58、 

59年にわたり、9 品種の果実特性、比重、食味を 

調査し、品質の優れた品種を早生は'東早生、 

秋月、全般的には 明神 とした。

(業務行程大9〜昭16年度.特報昭36、43 
年度. 研速 昭55、59年度)

c.カキ

戦前は、大正7年以降定植の 富有、次郎’、 

不完全甘柿14品種の計16品種を導入し、都内で 

の隔年結果、生理落果性を調査した。

戦後は、昭和38年より、松本早生富有、次郎、 

前川早生次郎 を有望品種として検討した。そ 

の後、農林省果樹試育成の 伊豆 (富有*A4) 
を有望な早生種とした。

昭和 59 年に は、観光向 き 新品種の育成 を めざし、 

品質の優れた早生で隔年結果性の少ない優秀な品 

種 東京御所 (登録申請時は東紅)の育成に成 

功 し、種苗登録 (種苗登録第1561号) した。

その後は、平成2年に農水省作出の 新秋、陽 

豊’、平成8年に 大秋 を都内直売用の有望品 

種と して紹介した。

(業務行程 大7〜昭 17年度. 特報 昭43年度. 

速報 昭58、平2、8年度)

d. ブドウ

戦前は、大正11年以降定植の デラウェア、 

キャンベルアーリー、 ナイヤガラ など15品種 

導入し、昭和 17年には9品種に絞り込んだ。

戦後は昭和 41 年より、 デラウェア、キャンベ 

ルアーリー、マスカット ベーリーA'、山梨果 

試育成の'笛吹’を都内での有望品種とした。

昭和 48 年発表の 当場育成 高尾 (巨峰実生選 

抜、昭和 50 年種苗名称登録第264号)は、消費者 

の嗜好にあった大粒の無核品種と して普及した。 

その後、・高尾 の兄弟品種として 白峰'、昭 

和59年に 黒曜 の命名があったが、登録には 

至らなかった。農水省果樹試育成品種は、平成3 
年に、’安芸クイーン’が、都内のような暖地で 

の赤色品種としては良い特性を もち、 ハニーシ 

ードレス'は、白黄色の豊産性無核品種であり、 

栽培も比較的容易な点で、都内での直売には有 

利であるとした。平成6年には、味なし果ウイル 

ス対策として平成2年からすすめていた 高尾 

のウイルスフリ ー苗を育成した。

(業務行程 大11〜昭17年度. 特報 昭42 年 

度. 研報告 7、1973.研速 昭59、平4、6年度)

e. 核果類 (モモ、ウメ、スモモ)

モモは戦前、大正10年以降に13品種を定植し、主 

力品種となる 大久保は、昭和12年に導入した。

戦後は、都内に適する品種として、 布日早生、 

倉方早生、大久保、砂子早生 を検討 した。ま 

た、昭和 51～56 年には、ネクタリン7品種・系統 

の特性調査し、食生活の向上に伴い、適熟果が 

直ち に消費 さ れる都市農業地域で栽培 されるべ 

き果樹の一つとした。

ウメは戦前、昭和2年定植の 白加賀 を含む 

4品種を導入したが、昭和10年以降は試作の記録 

がない。

戦後は、結実の安定した品種として、青梅市 

内で選抜された’玉英’(昭和36年種苗名称登録) 

および 梅郷 (昭和44年種苗名称登録)を優良 

とし、この他、昭和34年から東京都青梅市吉野 

地区一帯のウメ樹を調査し、市川小向、寛ウメ、 

持田白(受粉用品種)、大葉小向、川上ウメ、鈴 

木青、小次郎小向、親木のウメ(いずれも受粉 

専用品種) を優良とした。

スモモは、昭和7年に10品種導入し、昭和17年 

までに ソルダム、サンタローザ、バーバンク 

に絞り込んだ。戦後は、スモモの品種導入は行 

っていない。

(業務行程 大 10〜昭 12年度. 特報 昭39、

43年度. 研報告 3、1964.研速 昭55年度)

f.その他

明治 36 年に、グーズベリー ’チャンピオン' 

を試作した。

イチジク は 昭和 2年 に 8 品種導入 し 試作 したが、 

冬期に新梢枯死が多く、確実な収穫が得られず、 

昭和 10年以降 は 記録 がない。

(農事試験成績各報明36年度.業務行程 

昭2～9年度)

(2) ナシ栽培に関する課題

①ナシの袋かけに関する試験

a.青ナシの被袋試験

昭和11、12年に '二十世紀' を用いて袋材料
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と果皮色の季節的調査、被袋時期の早晩と成熟 

果の果点間コルク層発生の関係を調査し、外観 

のきれいな商品価値の高い果実生産は、パラフ 

イン紙とハトロン紙との二重掛けが必要で、そ 

の時期はできるだけ早く行うべきとした。

昭和39～44年には、青ナシの袋かけに要する 

労力確保が年々困難になると予想し、水溶性高 

分子化合物 (ポリビニルアルコール、 酸ビニ 

ル)を利用した小袋かけ省略試験、小袋の黒斑 

病薬剤処理試験、感圧接着剤を利用した留め口 

による小袋かけ能率化試験、時期別小袋かけ試 

験を行った。

平成9年には、’秀玉'の外観向上のための袋 

かけ方法の検討し、果実外観向上対策として手 

間はかかるものの満開20日前後の小袋かけが果 

点間コルク を減少させ外観を向上させる ことが 

認められた。

(特報 昭12、13、41 年度. 研速 平9年度)

b. 塗布剤の検討

昭和27 年に、被害の多いナシ ヒメシンクイへ 

のDDTの防除効果を確認し、塗布用乳剤の混用 

割合、塗布時期と効果の持続性について試験し、 

具体的な技術とした。これは急速に普及し、被 

害をほとんど皆無に近いものとした。

昭和29年、二十世紀で3～4割の被害を受ける 

黒斑病対策として、殺菌剤数種を塗布したパラ 

フイン袋の有効性を調査し、罹病率が低下する 

傾向と、塗布による果面への薬害などのないこ 

とを確認した。

これら成果は、都下の生産者に広く普及し、従 

来の黒斑病の被害 を 半減せ しめることができた。

昭和 46 年には、使用禁止となったDDTにかわる 

袋塗布薬剤 に よるコナカイガラム シ対策試験 を 行 

い、スミチオンの効果は高いが、被害の少ない地 

域ではエゴマ油灯油混合物だけでも良いと した。

(特報 昭26、28年度. 研速 昭45年度)

c.無袋栽培試験

ナシの生産費を低下させるために、昭和29年 

から赤ナシの無袋栽培を研究し、その成果を基 

にして、一部の生産者に普及して好成績を収め 

た。また、昭和 33 〜 35 年には、無袋栽培での収 

穫前落果防止対策について も検討し、NAA10-

20ppm、2,4,5-TP25ppmで効果が高いとした。

(特報 昭31〜35年度)

③高接ぎ(台木、中間台)試験

消費水準の上昇に伴い、これまでのナシ樹を優 

良な新品種に切り替える必要性が増大すると予測 

し、昭和34～39年にかけて、高接ぎによる能率的 

な更新法について検討した。台木とする従来品種 

と穂木として使う新品種の組み合わせ (台木品種 

4品種、穂木10品種) での、生育 と結実に及ぼす 

影響を明らかにした。3年後の結果では、台木品 

種の影響よりも穂木自体の品種特性が顕著である 

とした。また、昭和37年には高接ぎに起因する ウ 

イルス病エソ斑点病が都下の ナシ 圃場でみられ出 

し、高接ぎ更新時の注意を促した。

(特報 昭37年度)

④肥培管理の検討

火山灰土と沖積上の上壌別生態試験を、昭和 

41～43年に行った。沖積上と火山灰上での ’長 

十郎'の生態的な相違を実験的に明らかにし、 

火山灰土での地力維持の必要性を示唆した。昭 

和63年からは主力品種の 幸水、豊水、稲城、 

新高’を用いて、調査を継続している。

昭和51年には、品質の良いナシ生産のための 

肥培管理方法を検討した。ナシ園の実態調査か 

ら、品質に及ぼす要因を指摘し、適正着果、減 

肥、石灰による上壌改良が品質の良いナシ生産 

につながるとした。

(特報 昭43年度. 研速 昭50年度)

⑤果実の生理障害防止試験

昭和44〜54年にかけて、日本ナシ果実が著し 

く硬化する石ナシ、ユズ肌果について、原因の 

究明と防止対策を実施した。発生原因の究明は 

実態調査、樹および果実の発育調査、果実およ 

び葉内成分の変化、果実の呼吸作用根の活力な 

どから行った。

障害果発生樹は健全樹よ り 1果平均重および1 
樹当たり収量が劣っており、樹の生育もやや低 

下していた。果実内成分の変化は6月下旬頃から 

障害果のCa含量が低下し、果糖およびショ糖含 

量も減少した。一方、ブドウ糖およびデンプン 

含量は増加し、細胞壁成分としてのセルロース 

やリグニンの増加も認められた。これら果実内
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成分の変化は、果肉硬度の高まりと一致してお 

り、また、果実表面への障害の発現とも一致し 

ていた。障害果の呼吸作用は7月中旬頃から健全 

果より もCO.放出量が高ま り、収穫期まで続いた。 

その結果、障害果は1週間から10日熟期が促進さ 

れ、日持ちも悪く なり、ていあ部から腐敗した。 

障害果発生樹の根 は健全樹 よ り もCa吸収量が低 

下しており、根の活力低下も著しかった。これ 

らは土壌の酸性化や有毒物質の影響を受けたた 

めと思われた。以上の結果について、障害発生 

に関与する要因解析を行ったところ、 第一に果 

実中のCa、果糖、でんぷん、RQが選び出され、 

続いてN、P、K、ショ糖、ブドウ糖、土壌中の 

Ca、pHなどの順であった。

障害果の発生防止対策として、Caを果実およ 

び葉面に散布した結果、10〜25%程度の発生率 

低下がみられた。そこで、土壌改良試験をポッ 

ト で行った結果、2年次から発生率が20%まで低 

下した。また、圃場試験では、石灰を10a当たり 

200kgを施用した区では年次的に減少し、5年次 

に発生率が48%にまで低下した。これら発生率 

の低下と関連して、果実内成分のCa、果糖、シ 

ョ糖含量が増加し、ブドウ糖、ソルビトール、 

でんぷんおよび呼吸量は減少し、健全果に近い 

成分組成になっていることが明らかとなった。 

以上のように、石灰施用による土壌改良は、障 

害果発生防止効果が認められたものの、土壌が 

著しく 乾燥 した状態や過湿状態では石灰の不溶 

化や溶脱が起こるため、あまり期待できないこ 

とも明らかとなった。したがって、そのような 

土壌では排水対策や土壌の保水力の増強および 

かん水対策を講じた上で土壌改良を行う必要が 

あるよう に思われた。

(特報 昭44、45年度.研報告 9、1975 :11、 

1977 : 12、1978 : 14、1980 : 15、1981. 研速 

昭47、54年度)

⑥品質向上試験

a. 長十郎

昭和 45～48 年にかけて、 長十郎 の地域的な 

気象条件が果実へ及ぼす影響、糖分析法の相違 

による差異を、多変量解析により検討し、地域 

的果実特性の分類を行った。

(研報告 13、1979)
b. 稲城

稲城 は高品質な品種である が、消費者は 

大果を好むため、生産者は着果数を極端に少な 

く している。着果数の減少は果実生育や品質、 

新梢の生育に影響を及ぼすことから、平成4年に、 

最適1果重を明らかにした。600～700gで品質が 

良く、10a当たり 4,000～5,000果が収量、品質の 

面で適切とした。

(研速 平4年度)

⑦生産安定試験

a. 幸水 の花芽確保

幸水 は、花芽着生が不良 とい う生産上の 

問題点がある。このため昭和37年に、剪定の有 

無と新梢の生育状況、花芽の着生状況を調査し 

た。他品種との比較の結果、 新水 同様の特性 

があり、従来の剪定方法では、剪定強度が強い 

と指摘した。

(特報 昭40年度)

b. 早生ナシの花芽確保

昭和63～平成元年に、品質の良い早生ナシ品 

種 (長寿、多摩、幸水')を、洋ナシ ’バート 

レット を中間台にして花芽着生に及ぼす影響 

を検討した。3年生の 幸水 では、7月中旬頃 

にほぼ水平に誘引することで花芽を確保でき、 

洋ナシ中間台により、従来苗に比べ、幹周が太 

く、充実した枝が多く着く ことを確認し、大果 

生産には満開29日後に第一回摘果、その35日後 

に仕上げ摘果を行う と良いとした。4年生樹の生 

育は対照区に比べ、幹周が大きく、花芽の着生 

率は6～21%多く、短果枝の維持も可能となった。 

果実品質には大きな違いはなく、1樹当たり収量 

はやや増加した。

(研速 昭63、平元年度)

c.結果枝の状態と結果率、果実重の検討

平成8〜10年に、’稲城、新高’の結果率、収 

穫時の果実重を調査した。 稲城 では 3 年目側 

枝部分の2、3年生結果枝、新高 では2、3年目 

側枝部分の年齢の大きい結果枝で結果率が高く、 

どちら も4年以上の側枝を利用する と果実重が小 

さくなることを確認した。

(研速 平10年度)
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⑧その他試験

a.熟期促進試験

昭和46年に、’二十世紀、長十郎' を用いて工 

スレルの熟期促進効果を検討した。処理適期は 

収穫前 30 日、濃度は100ppmが適当とした。

(研速 昭45年度)

b.赤星病防除試験

昭和49、50年に、薬剤によ る赤星病の防除効 

果を検討した。モノックス水和剤の効果が高く、 

降雨直後散布 と 定期散布 によ りダイセ ン水和剤 

も 充分な効果があ る こ と を確認した。

(研速 昭50年度)

c. 気象とナシ

平成5年は記録的な異常気象となり、果樹生育 

に大きな影響が あった。そこで、過去20年間の気 

象の変化と’幸水、豊水’の生育、果実品質との 

関係を調査した。過去20年間のうち65%が異常気 

象であり、果樹への影響を考慮すると、今後は施 

設化 し た果樹生産 も 検討課題で あるとした。

平成5～7年にかけて、温度が 幸水 の果実 

生育におよぼす影響について調査した。生育期 

間中の温度が高いと、幼果期の果実肥大は良く 

なること、生育の前半期が短くなり収穫までの 

日数が短縮されることが確認できた。また、長 

果枝は短果枝に比べ、気温が高いと幼果期の果 

実肥大は良好だが、その後の生育には差が認め 

られなかった。

(レポート 平5年度. 研速 平7年度)

(3)核果類栽培に関する課題

①結実安定化試験

ウメ、スモモは、結実が不安定な果樹である。 

このため、結実安定化試験を昭和37〜41年に実 

施した。気象、土壌、品種、花粉の発芽率、早 

期落葉、結果枝の長さ、追肥時期の早晩と結実 

との関係を調査し、花粉の多い経済品種の栽培 

と、受精を確実に行わせることで、連年豊作が 

期待されるとした。

ウメの結実を安定させるため、昭和48〜50年に 

ウメの 開花結実およ び生産安定化試験 を 実施 し

• た。

開花期の早晩 と 開花 日数から 早咲き (低温開花) 

長期型、晩咲き (高温開花) 短期型、中間型に分 

け、それらが休眠と深い関係にあることを明らか 

にした。不完全花は、開花期が早いほど多発し、 

晩咲きの品種では気温が高く、開花が促進される 

よう な環境条件でその発生が多 く なり、結実不良 

の原因になると思われた。多くの品種は12月下旬 

以降の加温処理で花芽の肥大が促進 され、その後 

10～15日で開花したことから、この時期に休眠が 

完了していることを確認した。

開花の早晩は休眠と密接な関係にあり、休眠 

期間の短い品種は開花が早く、長い品種は遅く 

咲いた。加温による開花促進は処理時期が遅れ 

るほど開花までの日数が短くなり、加温処理が 

高い区ほど短く、品種間差も少なくなる傾向が 

認められた。気温と不完全花の関係では、日中 

気温が高く、夜温が低いと不完全花の発生は少 

ないが、日中気温が低く、夜温が高いと不完全 

花が多発した。

ウメとアンズとの類似性について、アンズ性 

の強弱から6型に分類することができ、アンズ性 

の強い品種ほど開花期が遅く なった。東京原産 

の品種はアンズ性の強い傾向が見られた。

市街地でのウメ栽培品種は花粉が乏しい'玉 

英、小向、白加賀’ などのため、山間地域で好 

適な組み合わせの花粉樹を導入したが、結実は 

不安定なままである。そこで、ウメの開花・結 

実生態試験 を 昭和 51 〜 53 年 にわたり実施した。 

これにより、西多摩山間部での品種組み合わせ 

では、市街地の場合受粉樹の 甲州最小 の開 

花が早く、 玉英 の開花が遅く なり 開花期が適 

さないこ とがわかり、市街地での受粉樹は 甲 

州黄熟’のような結実樹と休眠完了期が同一な 

品種が望ま しいと した。

(特報 昭 40 年度. 研速 昭51、54年度) 

②モモの無袋栽培試験

昭和38、39年に 8年生 ’大久保’ (中生の主品 

種)用いて、無袋栽培を検討した。無袋栽培に 

より農繁期における労力と資材を大幅に節約で 

き、モモ面積の飛躍的拡大が可能 と した。

(特報 昭40年度)

③ウメの低樹高化による生産性向上試験

青梅市を中心と したウメ栽培は樹齢の老化に
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伴い樹冠が拡大、高樹高化し、結果部位が樹冠 

上部のみになり、生産量が低下していた。結果 

部位の更新を目的とした低樹高化を行い、昭和 

61、62 年の樹形改造法後の収量を検討 した。樹 

高を3m以下にするには、亜主枝を更新して主枝 

全体の高さを下げる方が、主枝や亜主枝の先端 

を1/2カットバックするより、その後の収量の 

低下を最低限に抑えられるとした。

(研速昭62年度)

(4)ブドウ栽培に関する課題

①熟期調節試験

昭和 35～36 年に、 デラウェア へのジベレリ 

ン処理の利用で着色抑制効果は高く、収穫期間 

は1ヶ月となった。収量には差はないが、高濃度 

の使用は果肉を硬化させることを確認し、昭和 

37年には、収穫期の幅を広げ、販売期間の延長 

を図るため、アミドシンによる着色抑制効果を 

検討した。

(特報 昭37、38年度)

②施設栽培

昭和36〜43年に、ブドウのハウス栽培試験を 

行い、露地で栽培困難な品種の栽培を検討した。

昭和 63 〜平成 2 年には、 高尾 の被覆コンテ 

ナ栽培を実施した。’高尾’は、無核で品質良好 

なため消費拡大傾向にあるが、都下の火山灰土 

壌では樹勢が強すぎて着色不良や生産の不安定 

をきたしている。このため、502コンテナ栽培 

により根域を制限し、樹勢を安定させ、さらに 

施設栽培を組み合わせ、早期出荷をはかる試験 

を行った。昭和63年から開始し、用土と生育に 

ついて試験を行っている。また、露地栽培果実 

に比べ天候不順でも品質的な優位性を確認し、 

コンテ ナ栽培の有効性 を示唆 し た ・

2年目の枝の充実、根の生育状況から用土は川 

砂 •鹿沼土が良く、標準的な果実生産には1コン 

テナ当たり4房着果が妥当とした。

導入時の資材費を考慮すると赤土7 : 有機質3 
の用土をコンテナの半分量としたものがよいと 

した。仕立て方はあんどん仕立てが樹勢が旺盛 

で収量がやや多くなり適している。かん水方法 

は萌芽期から着色期までかん水を一定 (pF2.2) 

し、その後の乾燥状態 (pF1.8) にする ことで糖 

度が向上した。

平成3年か ら は垣根仕立て による 高品質 ブ ド ウ 

栽培方法の検討し、現在も継続している。平成9 
年までは、強樹勢品種(’甲斐路、 ザマート、 

黒曜、ロザリオ•ビアンコ')の垣根仕立てへの 

適応性を露地との比較から検討した。垣根仕立 

てにおいて、’甲斐路、黒曜は短ﾡ第定が可能 

だが、品質面で検討の余地が残った。 リザマー 

ト、ロザリオ•ビアンコ’は長梢剪定が適当だ 

が、 リザマート では、房重向上、裂果軽減対 

策が必要と した。

(研速 昭 63 ～平 2、平9年度)

③ 高尾" 栽培マニュアル化試験

平成4〜6年に、ジベレリン処理後3時間以前に 

降雨がある場合は効果が不十分になること、そ 

の場合の再処理は、翌日の処理で通常の処理と 

同じ効果があるとした。さらに、果実肥大と新 

梢長が関係する こと を示唆 した。平成7年は、開 

花期間中のジベレリ ンの最適処理時期を検討し、 

開花直後が良いとし、処理時期は果梗の大きさ、 

果粒長径と関係することを確認した。また、処 

理時の新梢長は、明らかな関係は見られないも 

のの、80cm以上が適当と思われ、100cm以上は 

収穫期が遅れる可能性を示唆した。平成8年は、 

母枝長および株元から新梢までの道のりが果実 

に及ぼす影響について検討し、これら条件より 

日射条件が果実品質に影響するとした。平成9年 

は、新梢長が花穂形および果房重に及ぼす影響 

について検討した。新梢長が長いと、花穂が長 

く、段数も多くなり、果房重が大きくなること、 

新梢長は発生する花穂の形状に関係する ことを 

示唆した。平成 10年には、3年間の酸度測定値と 

pH 値の関係から、生産者が利用できる簡易な酸 

度測定法を検討した。この結果、果粒6粒の果汁 

pH値か ら収穫時のおおよその酸度が推定でき る 

とした。

(研速 平3 〜5、7～10年度)

(5)カキ栽培に関する課題

①柿の開花及び落果に関する二、三の観察

カキの開花と落果についての観察の記録と考

-207-



察を昭和15年に行っている。

(特報 昭15年度)

②植物調節剤の利用試験

カキに対するジベレリン利用試験を、昭和35 
～36 年に行った。一部成果を見たものの、実用 

化 へ は解決すべ き点が少なくないと結論した。

都の オ リ ジナル品種と して注目されている 

'東京御所’ は、登録当時に比べ着色や成熟がや 

や遅くなったという 生産者か ら の指摘が あ り、 

直売で有利に販売しにくい状況であった。この 

ため、エチクロゼー ト (フィガロン) を利用し 

た着色向上試験を平成7, 8年わたり実施し、着 

色促進効果を確認した。

(研速 平 8 年度)

③カ キ苗の植え痛み防止試験

果樹ブームにより苗木の定植が盛んであった 

が、カキは移植に弱く植痛みが激しいので、新 

植の際の植痛みを防止する方法を検討した。昭 

和38～40年に、3種類のポリエチレンフィルムの 

マルチ試験を行い、地温の上昇、乾燥防止効果 

を調査し、年間の成長総増加量を比較した。

(特報 昭 38 年度)

写真 5 カキ苗定植試験 (昭和38年)

④ ・新秋、太秋' の摘蕾試験

富有に変わる品種として、都内生産者に注 

目されている 新秋、太秋 の、高品質、高付加 

価値果生産のため、摘蕾による果実肥大、品質に 

及ぼす影響について検討した。平成10年に、開花 

前に結果枝当たり 1花にした ところ、肥大効果が 

認められたが、連年処理 した場合の品質への影響 

や花芽確保対策も問題点と して指摘した。

(研速 平10年度)

(6)クリ栽培に関する課題

①クリの改良芽接法

都下で植栽増加に伴い、苗木の高価格、希望 

する品種の入手困難など問題が発生した。この 

ため、簡易な自家育苗法を検討し、接ぎ芽を大 

型化させて越冬を可能とする、改良芽接ぎ法を 

昭和38年に開発した。

(特報 昭 38 年度)

②栽植様式に関する試験

昭和31～39年の9カ年に、クリタマバチ抵抗品 

種の樹冠の拡大と収量を調査し、各品種ごとの最 

終植栽密度、収量、粗収益など の推定から、3つ 

の植栽例(高品質グリ収穫、多収栽培、省力栽培) 

を提示した。昭和55年から62年にわたり、粗放的 

管理のクリ園で適正な栽培管理を行えるように、 

樹形の改良法、施肥法、害虫防除法について検討 

した。短幹変則主幹形に適する品種、施肥の収量 

増加効果、アディオン乳剤の殺虫効果を明らかに 

した。アディオン乳剤1000倍液は成虫脱出直前に 

散布すると著しい効果がみられた。

(特報 昭39年度. 研速 昭62年度)

③クリタマバチ防除試験

昭和52～56年にかけて、クリタマバチ防除試 

験を実施した。クリタマバチ耐虫性品種の選抜 

と樹勢回復による被害軽減試験を実施した。こ 

れまでの抵抗性品種の中では、 大和早生 が罹 

虫性が高く、続いて’筑波、丹沢、伊吹、利平 

ぐり の順であった。 また比較的強い抵抗性が 

あるとみられていた 森早生、石鎚、有磨、銀 

寄、239-19 でもゴールの発生が多少認められた。

ク リ タマバチの変異性について調べた結果、 

寄生品種間、同一虫えい内でも幼虫のパーオキ 

シダーゼアイソザイ ム に変異がみられる ことが 

確認された。

施肥による樹勢回復試験では、ゴール形成の減 

少効果は得 ら れな かった が、収量が増加 し た結果、 

間接的な被害軽減効果が認められた。また、品質 

は適量の施肥で大果および粉質化が促進され、食 

味がすぐれていることを明らかにした。

(研速 昭和52～54、56 59年度)
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(7)わい性リンゴ栽培の検討

都内ナシおよびブドウ生産者が開始した、わい 

性台利用 リ ンゴ栽培に おける品種と台木の関係、 

土壌条件や肥培管理など栽培上の諸問題について 

検討 した。台木4品種、穂木 2 品種 (ふじ、王鈴’) 

の組み合わせを検討し、樹の生育、果実肥大調査、 

収量、品質調査を行い、樹がわい性に生育し、収 

量もやや多く、品質のよい 'M26、MM106 の2品 

種が適するとした。

(研報告 20、1987)

(8)その他

①土壌管理の省力化

昭和25〜28年に、合理的な土壌管理法として、 

未成木モモ 圃場で夏季 に おける被覆作物の 間作 

(大豆) を全面的に導入 し、地温および土壌湿度 

に及ぼす影響を調査した。また、日照条件の異 

なるナシ圃場とモモ圃場での緑肥と しての収量 

の比較も行っている。夏季緑肥間作が、土壌湿 

度に及ぼす影響を調査し、著しい乾燥がなけれ 

ば、間作を行っても土壌水分に影響はない。あ 

わせて、緑肥の栽植密度試験をおこない、肥料 

や除草労力の節約ができる合理的土壌管理の可 

能性を示唆した。

写真 6 モモ草生栽培試験圃場 (昭和34年)

昭和31年から、傾斜地利用委託試験を果樹間 

場の地力の維持増進のために、草生栽培や敷草 

等の土壌管理法を研究した。ラジノ クローバー 

と禾本科牧草を混播し、樹冠の下を敷き草とす 

る方法が、最も優れており、傾斜地の果樹圃場 

から順次普及された。

昭和39～41年には、めざましく発達した除草 

剤を利用して土壌管理の省力化試験を行い、草 

刈り、除草の代替え利用を果樹において検討し 

た。ブドウ園、ナシ園での利用による省力の可 

能性と、実施上の問題点を示唆 した。

(特報 昭 24、27、39、41年度)

②環境と果樹

a.大気汚染と果樹

昭和46〜48年に、大気汚染(光化学スモッグ 

と工場ばい煙)によるナシ成葉への被害につい 

て、顕微鏡による形態観察から被害状況を明ら 

かにし、大気汚染によ る今後の被害拡大を予測 

した。昭和41 年頃から梨の葉に異常な症状が発 

生し、果実にはサビ状の汚染と ともに奇形果が 

発生し、亜硫酸ガス、塩素ガス などの工場ばい 

煙被害の可能性を示唆した。また、主に業の組 

織的観察から症状を調査し、酸性物質散布試験 

により、工場ばい煙由米の0.1～0.5mol/2硫酸被 

害と推論した。この後、オキシダントとナシの 

異常落葉についても検討している。

(研報告 8、1974.研速 昭46、51年度)

b. リサイクル

都市廃棄物の資源化の一環として、下水汚泥を 

農地へ還元することを目的に、南多摩汚泥の利用 

試験を実施した。昭和54年には、ナシに対する汚 

泥の施用を検討し、樹の生育および果実収量を増 

加させること、また、果実品質(糖含量)を向上 

させ、果実中の硝酸根、亜硝酸根や重金属含量に 

も影響がなく、有効な土壌改良材として利用でき 

ることが明らかになった。昭和 55 年には、ウメ、 

クリについて検討し、樹の生育、果実収量を増加 

するとした。さらに、果実品質(糖、デンプン含 

量)も向上することを確認した。

平成 2 〜 3年にかけて、都市で発生するゴミを 

コンポス ト化したものをカキに施用し、生育、 

収量、品質に及ぼす影響を検討した。カキ栽培 

の肥に替わる有機質資材として、樹の生育、 

収量、果実の品質向上に有効とした。

平成10年からは、都庁生ごみコンポストの利 

用試験を、ブドウ、ブルーベリーを用いて検討 

している。

(研速 昭55、56、平3年度)
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③中山間地域特産果樹生産技術に関する試験

グリ ーンッーリ ズム や 自然志向 と 中山間部の 

環境保全、林業の荒廃、地域農業の衰退などに 

対する試験として、平成5年より検討中である。 

採桑用クワ品種他32品種の果実品質について調 

査し、生食用に ’多胡早生、とき ゆたか’ 他2品 

種を選定とした。この他、ユズ、ラズベリー、 

ブラ ックベリーなどについて検討中である。

(研速 平8、10年度)

崖の思い出
芦川孝三郎

果樹園で働いていると突然、「あしかわさん おでんわヨー」という声が聞こえてくる。崖の上を見ると、小さい人影 

が手を振っている。森田もっちゃん (元さん) である。私は脱兎の如く駆け出し、野菜畑を走り抜けて急な石段を登り、 

当時まだ木造だった本館へ突進する。受話器を取っても息が切れていて、とても言葉にならない。果樹園に電話が敷設 

されるまで、しばしばこのようなことを繰り返した。森田さんが美声の持ち主だったとはいえ、崖の上から果樹園まで 

よく 声が届いた ものである が、当時は世間が静かで空気も澄んでいたためだろうか。崖のみどり は何時眺めて もすばら 

しいが、木々の新芽の萌え出す頃の美しさは格別で、私の心に今も深く焼き付いている。農試百年の歴史の中で、私は 

昭和26年から35年間も在籍したが、ろくな業績を残せなかった。強いて挙げれば、ブドウ「高尾」の育成ぐらいである 

が、これとても東京都の特産物の一つにまで発展し得たのは長年研究生活を共にした土方智氏を始め、多くの関係者の 

ご協力の賜物である。「高尾」は種苗登録後、農林水産省の研究官の調査によって、珍しい異数体である ことが判明した。 

「巨峰」などふつうの4倍体の品種よりも、染色体が1個少ないのである。(染色体数75個)

私が品種の問題に特に関心を抱く ようになったのは、幸いなことに果樹園に古典的名品種のコレクシ ョ ンがあってこれ 

を大切に保管して行く過程で、品種というものに対する認識と理解を、自然に深めることができたためと思っている。 

これらのコレクションは、後に園芸界の大立て者となった野呂葵己次郎氏や森英男氏ら諸先輩の御努力で、収集保存さ 

れていたものである。これからは既にコメやイチゴなどの例で見られるように、農作物のどの分野において も各県、各 

産地ごとに、独自のブラン ド品種で勝負する時代に移行するものと思われる。私は幸い小面積ではあるが生産緑地を持 

っているので、地元の果樹農家との交流を楽しみながら、現役時代に果たせなかった夢を実現すべく、ブランド品種の 

開発に向けてささやかな努力を続けている。

第5節 植木に関する試験研究

1.研究の変遷

(1)江戸の植木の発祥

植木の栽培は、江戸幕府の安定にともなって各種 

の文化が栄えるようになると、各大名をはじめ寺院 

や豪商等が争うように庭園を作るようになった。当 

時、染井村(現在の豊島区駒込)に津藩 (三重県津 

市)の江戸屋敷の清掃人として出入りしていた伊藤 

伊兵衛は屋敷内の珍しい花や植木を殖やすうちに植 

木屋に変身していった。のちに伊藤家はッッジ・サ 

ツキの目録や花•植木の栽培書の出版までし、先駆 

者であり、江戸園芸文化の担い手であった。

ツッジの栽培は、やがて染井から大久保(現 

在の新宿区百人町) へと広がり、苗の生産地、花 

の名所として有名になっていった。明治の中期に 

は杉並区から田無市 •保谷市周辺と移り変わった。
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(2)明治以降の発展

帝都の発展、特に鉄道網の発展により都市が 

拡張していくにつれて、中野区、世田谷区、目黒 

区の大型の植木溜を持つ業者ができ、 樹形等の整 

え方にも発展をとげた。これにともなって新興産 

地ができ始め、現在の生産の中心である多摩地域 

にも浸透していった。多摩地域での植木生産の始 

まり は明らかではないが、明治20年代後半と推察 

され、現在の調布市、府中市、小金井市のごく一 

部で、アカマツや雑木の山掘りを仕立て、区内の 

植木屋に下入れしていた。

(3)立川移転後〜戦前

大正時代に入るとゴヨウマツの切り枝を中心に盆 

栽用のものや、庭木作りが起こる。調布市の深大寺、 

府中市の大国魂神社のく らやみ祭りや八王子市のお 

十夜などの縁日に植木を売る店も盛大になり、これ 

にともなう生産も副業であるが増大していった。当 

初、埼玉県の安行などから仕入れて販売し、残りを 

畑で栽培していた種類は、モチノキ、モッコク、モ 

クセイ、カエデ、ツバキ、 チャボヒバ、ッッジ、ア 

カマツなどで、樹種も次第に多くなった。ほんの一 

部であるがプラタナス、イチョウ、ニセアカシア、 

サクラ、ヤナギ等の落葉高木を都市緑化用の街路樹 

の生産も始められ、関西方面にも移出されるように 

なった。また、畑の防風垣として植栽されていた茶 

の代わりに田無ギリ、紅ギリが植栽され、根岸五葉 

松と共に枝物として大量に栽培され、取引の市も開 

かれた。大正 12年の関東大震災は、東京を焼き尽く 

し、その復興に多くの樹木が必要となった。東京市 

に復興局が設けられ、街路樹を中心とする生産圃場 

が現在の東京天文台の敷地内に設置 され、プラタナ 

ス、イチョウ、ヤナギ、ニセアカシア、アオギリ、 

ヒマラヤスギ等の大量生産が行われ、 周辺農家の 

植木に対する関心を高めた。その後、多摩霊園の建 

設が始められる と 公園墓地 と して大量の樹木が必要 

となり、多摩地域で生産された樹木では足りず、生 

産者の栽培意欲は高まり栽培地域も北多摩を中心に 

拡大していった。また、多摩地域は古くから桑苗産 

地で あった が、経済恐慌に続 く 繭の価格の低迷か ら、 

クリ、ウメ、カキ、ナシ等の果樹苗の生産に切り 替 

わり、個人庭園を中心とする需要であったが需要構 

造も多岐渡るようになった。

(4) 戦後〜農基法前

戦時 中 の需要の減退 と 食料増産の ため植木生産 

は中止され、多くの植木は伐採された。第二次大 

戦中は、帝都造園組合が結成され主に軍需工場や 

都市の偽装用に植栽された。戦後の食料難は植木 

生産に大きな打撃を与え生産は激減した。昭和23 
年、東京都樹苗生産組合が設立され、焼土と化し 

た首都の緑化の気運が高まり花木や果樹苗を中心 

として需要が発生し、また、荒れた山林の復興を 

図る目的にマッ、スギ、クヌギ等の山林苗の生産 

が始まり戦後の植木生産回復の第一歩となった。 

しかし、戦中、戦後の混乱期に都心部の植木屋は 

打撃を被り、戦後の急速な都市の膨張の中に消え 

て、植木の生産の殆どは多摩地域に移っていった。 

昭和30年代に入る と 社会資本の充実 と と も に庭木 

類を中心に安定的に売れるようになり、街路樹、 

公園樹の需要 も 一層増大 して大径木 までも求める 

までに至った。この頃、小金井市、調布市、国分 

寺市、府中市など北多摩を中心に植木栽培農家が 

増加し、戦前を凌ぐようになった。

(5)農基法農政時代

昭和 39 年の東京オリンピック大会を機に、その施 

設や道路の建設など都市の改造が大規模に行われ、 

植木の植栽方法も一変し寄せ植え方式がとられ需要 

が増大 し、生産地 も 三多摩全域 に及ぶ よ うになった。 

その後も高速道路、公園、住宅などの建設で高度成 

長とともに需要も増大していった。このような流れ 

の中で、昭和28年小金井市植木苗木生産振興会が生 

まれ、東京都全域に広がり、昭和39年2月に三多摩 

の植木生産組合17団体が中心 となっ て三多摩植木苗 

木組合連合会が結成された。昭和40年には各所に植 

木市場が開設され流通に一層の拍車がかかった。庭 

園樹が主であり、全国にも出荷が盛んとなり、イヌ 

ッゲの仕立物を中心として、ゴヨウマッ、モミジ、 

モッコク、モチノキ、ツバキ、ヒバ類、ウメなど多 

く 生産された。昭和41年には植木の生産振興と庭園 

樹の産地形成を図るため連合会にミスト繁殖室と母 

樹園が設置された。

昭和45年の万国博にはケヤキをはじめ、東京産の
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植木も大量に植栽され、生産意欲も高まってきた。 

樹種について も他産地と取引が増大するにしたが 

い、カイズカイブキ、マメッゲ、クルメッツジ、サ 

ザンカなどの苗木が移入、生産された。

昭和47年には三多摩植木苗木生産組合連合会 

が発展的に東京都植木農業協同組合となり植木 

生産の要となり、現在では30支部約800組合員から 

なり、その面積は約1,000haとなっている。

昭和48年、農業試験場では急速な都市環境の変化 

から、樹木の樹勢が衰退したり、新たに植栽した樹 

木の生育不良が問題となり、この問題解決のために 

新樹種開発試験 を プロ ジェク トチー ム編成 し検討 し 

た。このこ とが植木の試験研究の始まり であった。 

以前には花き研究室で花きの一環と して植木研究に 

も着手し、庭園樹の土質適応性試験、植木の施肥法 

に関する試験、サザンカに関する試験、イヌッゲの 

摘花試験、挿し木繁殖に関する試験など行った。プ 

ロジェクト 研究終了 とと も に昭和 54 年か ら都市樹木 

の生産技術と利用開発に関する試験が始まり、この 

ことが本格的な植木研究の始まりであった。

昭和48年、東京都は苗木の供給事業として、 

植木の苗木委託事業が始まった。一方、昭和48年 

のオイルショック は戦後順調に発展してき た 植木 

生産、特に街路樹を主とする公共用樹の生産に強 

い衝撃を与え、生産意欲を減じた。その後経済の 

立ち直り と共に需要は回復したが、一層の都市化 

により生産の中心が多摩西部地域に移っていった。 

昭和50年代になると、植栽後の管理が少ない樹種 

が要求されるよう になった。

高木では、ケャキ、クスノキなど強い需要があ 

った。また、植栽も高級化、多様化し、ササ類や 

ジャノヒゲ、ヘデラなどのグランドカバー植物の 

植栽が行われ、その栽培が注目されていた。

この時期、樹木の整枝、剪定に関する試験や植物 

調節剤の利用試験、有望樹種の繁殖育苗に関する試 

験、庭園、樹園地の雑草防除試験が行われた。昭和 

60年代になると、全国でも有数の産地としての地位 

を確保し、経済的立地条件を生かした生産者と流通 

業者の有機的結びつ き で海外か ら の新樹種の導入が 

多くなり、多種多様な品種、形状の成品の生産が求 

められた。また、緑化植物の容器栽培にみられる よ 

うに新しいニーズに対応した生産が盛んとなった。

試験課題も都市樹木の生産技術開発試験となり、植 

木の繁殖育苗に関する試験、ポット植木の生産技術 

に関する試験などの生産に直結した課題となった。 

平成元年には、埼玉県、千葉県、神奈川県と共同研 

究(地域重要新技術開発促進事業)で新しい都市型 

植物の選定と低コスト生産技術の開発の課題でコン 

テ ナ栽培緑化植物の生産技術の確立 を行った。

(6)バブル崩壊後から現在

経済活動の効率化を推進してきた結果、都市機能 

の一局集中化が進み、コンクリートジャングルなど 

といわれるような人間の精神衛生を無視した都市づ 

くり行われてきたが、その反省の上に立ち都市生活 

に"うるおい" を求め緑化を進める動きが広まり、 

都市緑化 は今日で は主要 な 政策課題 となった。また、 

都市環境の無機化は、人の精神的な潤いのみでなく、 

環境自体の物理的潤いまでも奪っており、その結果、 

環境の緩衝作用が低下したためヒー トアイラン ド現 

象などのよう に都市環境の気候 までも変化させてい 

る。しかし、経済の低迷により植木の需要も伸び止 

まった。住宅様式の洋風化や植栽スペースの狭小化 

の進行により、その反動のように身近な緑としての 

ガーデニングブームがみられるように都市生活者の 

関心は高い。屋上、ベランダや人工地盤など新たな 

植木需要の場面開拓と近年のカラーリーフ需要に向 

けた新たな緑化素材の開発が求められている。平成 

5年には、埼玉県、千葉県、神奈川県、三重県と共 

同研究(地域重要新技術開発促進事業)で屋上、べ 

ランダ等人工地盤向け緑化植物の生産と維持管理技 

術試験を実施した。需要に対応した新しい緑化植物 

では平成4年からコニファーの導入を行い、平成 5年 

1月には生産者 を 中心に東京コニ フ ア ー研究会が発 

足し、研究会とともに繁殖技術、生産技術、観賞性 

試験を実施し、平成10年からは日本植木協会との共 

同研究で新しい緑化樹(華の ある 植物)の特性調査 

を実施している。

2.主な業績

(1) 新樹種導入と特性検定に関する試験

急速な都市環境の変化の中で、従来からの緑 

化植物に加え、海外の優良樹種を導入を行い、都
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市における環境適応性の検討した。その結果導入 

し た 樹種31科63属 119種203 品種の特性が明かとな 

り、具体的に街路樹用 として 11 樹種、庭園樹用は 

12樹種、公園樹用は 10樹種を極めて有望な樹種と 

して取り上げた。本試験では、実際の都市緑化場 

面である千代田区役所をはじめ多くの関係機関の 

協力のもと現地適応試験を行った結果、乾燥害、 

潮風害、地下水位等の環境に適応できない樹種も 

みられたものの、導入した多くの樹種で実際の都 

市環境に対応できることがあきらかとなった。特 

に、33樹種については観賞性も高く評価された。

(新樹種開発試験成績書昭53)

(2) 植木の生産管理技術に関する試験

昭和50年代に入ると、公共緑化植物の需要の 

増加に伴って生産量が伸び、技術課題として整 

枝剪定等の省力化、連作障害、雑草防除など生 

産現場か ら の要望に よ り対策を講 じた。

①整枝剪定等の軽減対策では、クロマツ、マメ 

ッゲ、ドウダンッッジの観賞性を損なわず、剪定 

回数の軽減を図ることのできる剪定時期や程度を 

明らかにした。植物調節剤を利用し生育を抑制し、 

整枝剪定の 軽減対策 を 講 じた。

一方、観賞性向上対策ではツバキ、ハナミズキ 

の着蕾促進 を 植物調節剤利用に より向上され広く 

利活用された。

②連作障害はツッジ類、ツバキ、イヌツゲ、ジ 

ンチョウゲで発生していた。ツッジ類、イヌツゲ、 

ジンチョ ウゲの連作障害をクロルピク リ ンやサイ 

ロン等薬剤による効果はみられるもののいわゆる 

「いや地」現象を効果的に解決するまでに至らず、 

輪作による回避に止まった。

③雑草防除は除草剤14 種の処理時期、処理方法 

で高い防除の効果を得て、広く利活用された。

(年報 昭 54 〜 63) (研速 昭55 〜平 3)

(3)繁殖育苗技術に関する試験

緑化植物の繁殖技術は、植木生産の基本であ 

り、農業試験場で植木の研究が始まるとともに 

主要な課題として取り組まれた。昭和48年からの 

海外導入樹種の繁殖•育苗法では、挿し木繁殖方 

法や接ぎ木方法が検討され今日においても利活用 

されている。新しい挿し木繁殖方法である ミ ス ト 

挿 し 木技術 を確立し効率的な 繁殖技術 を 明らか と 

した。接ぎ木繁殖では、イギリスナラ やセイヨウ 

シデ、セイヨウ トチノキの親和性等明らか とし、 

当時 の 接 ぎ木樹木 を現在でも試験場展示圃場でみ 

ることができる。平成に入ると、狭いスペースに 

植栽でき、色、形等に従来の緑化植物になかった 

コニファーの効率的挿し木繁殖法が確立され、フ 

オ グ繁殖法な ど新 しい繁殖方法が確立 さ れた。

(新樹種開発試験成績書 昭53)(年報 昭54- 
62)(研速平成5～9)

(4)有望樹種の利用普及に関する試験

海外からの導入樹種を展示し、広く都民への 

PRを行い、また、生産者への母樹からの穂木苗木 

の配付を行った。昭和59年にみどりの展示園 (192 
樹種)、平成 4 年に耐陰性樹種園、香木園、平成5年 

にコニファー園、平成10年に花木園を整備した。 

セイヨウシナノキ、ベニバナトチノキ等の有望樹 

種を母樹として配付した。

(年報昭54～平3)

(5)新しい緑化植物の生産•維持管理技術に関 

す試験

都市の肥大化が進み、緑化スペースは狭くなる 

反面、都市生活者は "うるおい" を求めた。一方、 

生産現場では作業の省力化や周年出荷を要望が高 

まった。これらの解決のためコンテナ生産技術の 

開発と従来緑化されなかった屋上、屋内等の緑化 

維持管理技術の開発を行った。その結果、根を通 

さな い地下埋設不織布ポッ トを利用して生産する 

ことにより生育は10%抑制されるものの、省力化 

率は25%となることが明らかとなった。屋内緑化 

の場合、植物に十分な光が確保できない こ とから、 

屋内緑化用人工光を開発し、屋上等人工地盤向き 

樹種の選定や浄水場汚泥の リサイクルによる 人工 

地盤用土を可能とした。

(研究成果報告書 平7) (年報 昭61) (研速 

昭和62〜平成9)
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第6節 茶業に関する試験研究

1. 研究の変遷 あたりまで茶栽培が広がっていった。

(1) 東京の茶栽培のおいたち

茶は、わが国に古来から自生していた固有種である 

と言う説と、平安時代に中国の唐へ留学した日本人僧 

侶が種子を持ち帰ったと言う説とがある。いずれにし 

ても、喫茶の記録は平安初期 (800年頃) のさまざま 

な古文書に記述されており、栄西神師による「喫茶養 

生記」(1211)は我が国最初の茶書とされている。

東京における茶栽培の歴史は、鎌倉時代に栄西 

神師の弟子、明恵上人(高弁)が我が国各地に茶 

を植栽した時に、武蔵の地を選んだことに始まる。

東京府史行政編第 3 巻の、「往古、栄西神師がその弟 

子高弁をして、茶の種を全国に普く植栽させるため、 

適地5ヶ所を選択させたが、現在の川越市および埼玉 

県の入間郡、ならびに本府の西多摩郡、北多摩郡にま 

たがる丘陵地狭山は、実に高弁の選定した5ヶ所の一 

つである」の記述にも見られるように、東京狭山茶の 

発祥 は 今 から 約800年前 まで さかのぼる こと が できる。

(2) 室町時代の東京の茶業

こ う して最初は寺領の一部に植えられたと考え 

られ、その後、多摩地域を含む狭山丘陵一帯から 

生産された茶は、当時の関東有数の城下町で、物 

資の集積地として栄えていた河越 (現在の川越市) 

に集められ、河越茶の名で全国五場の一つとして 

知られるようになる。

こうした狭山茶の黎明期については「狭山茶場 

碑」(瑞穂町狭山神社)、「指田家所蔵品」(青梅市 

今井)、「重闢茶場碑」(埼玉県入間市)、「同後碑」 

(同)、「北狭山茶場碑」(埼玉県入間市)などから 

うかがい知ることができる。

室町時代 (1400年代)には茶の生産は全国的に 

増え、多摩地域でも相当量の茶が生産されるよう 

になった。これはこの時代は京都中心にさまざま 

な文化が繁栄し、茶寄合という茶遊びがはやり、 

鎌倉の関東武士の間でも闘茶といわれた茶の会が 

さかんにおこなわれるなど、茶の需要が増加した 

ことが背景にあり、関東地方では常陸(茨城県)

(3) 江戸時代の東京の茶業

室町時代に生産が急増した東京狭山茶は、戦国 

時代に移ると世の混乱のなかで茶園は荒廃し、需 

要の減少も重なりほとんど壊滅状態となる。

徳川幕府により江戸が繁栄し、茶の需要が回復 

しはじめても、当時は宇治茶(京都府)と嬉野茶 

(佐賀県)に名声を独占され、かつての銘茶全国五 

場の一つ、狭山茶は衰退したままであった。

その狭山茶が隆盛をとりも どすのは、文化 • 文政 

時代 (1800年代初期)になってからで、青木八郎衛 

門(立川市砂川)が武蔵野の茶を江戸に紹介したの 

に続き、郷の名主である村野盛政、吉川作右衛門、 

指田半右衛門(青梅市今井)らが製茶法、肥培管理 

法、製茶器具の改良、普及に力を注いだことによる。 

この間の苦心談は「霧乃花」(指田家所蔵) に詳し 

く述べられている。また当時の製茶品質を江戸の茶 

商・山本屋 (現在の山本山)が絶賛し、全量買い入 

れる契約を交わした例もある。このように、文政時 

代には狭山茶はかつての名声をとりもどし、多摩地 

域に再び茶栽培が増加した。

幕末に開国による外国貿易が始まると、当時の 

我が国の主要な輸出産品は茶と生糸しかなく、茶 

は急激な増産にせまられ、狭山茶は八王子に集荷 

され横浜港から船積された。

(4) 明治時代から戦前 (昭和20年) の東京の茶業

明治になると、茶の需要はますます高まり、東京 

に おける 茶栽培面積 は増加の一途 をたどる。

ちなみに、本場が設置された翌年、明治34年の東 

京の茶園面積は図1に示したとおりで、822haで全
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畑地面積の2%を占め、現在の3倍近い茶園面積を有 

していた。また当時の貿易統計をみる と茶の輸出量 

は毎年20,000t以上に達しており、現在の我が国の 

茶生産量の3分の1近く が輸出されていたことにな 
る。こうした好況は大正時代の末まで続くが、その 

後は世界恐慌と不況による茶価の低迷、都市化の進 

展な どにより茶園は減少の一途を た ど る ・

東京府史行政編第2巻の「府下には各市郡に茶業 

組合が在り、特に東京市茶業組合 (主に販売業者 

組織)と西多摩郡茶業組合(主に生産者組織)を 

鞭撻し、茶の改良•肥培•生産•技術の向上に努 

力しているが、都市の膨張と養蚕業の経営とに禍 

せられ、茶園面積と製茶産額は年々減少してい 

る・・・」から、昭和初期すでに都市化の波が多 

摩地域におよび、他の作目との競合なども重なり 

茶園が減少していったことがうかがえる。

さ ら に第二次世界大戦につながる 混乱 と 食料増 

産時代のなかで、茶樹は抜き取られ米麦畑へと変 

わり、終戦直後は200ha程度まで茶園は減少した。

このような混乱の時代のなかで、本場における製 

茶試験が産声をあげている。昭和15年、当時の農事 

試験場農機具部の一事業として小型製茶機(伊達式 

製茶機一式) を使用した製茶事業が始められた。し 

かし戦時下のこと、産地 も 試験場 も 人手不足、物資 

不足のなかで、若干の受託加工をおこなう程度で充 

分な試験研究がおこなえるような状況ではなかった。

内国勧業博覧会での出品煎茶の入賞 

(明治36年 提供 瑞穂町 森藤園)

樹齢300年 と言われた茶古木 と 牧野富太郎博士 
おいさきえん

(大正12年 提供 瑞穂町 老茶樹園)

(5) 戦後 (昭和20年) から農基法農政制定 

(昭和36年) 前頃まで

戦後世のなかが落ちつくと、再び茶の需要が増 

加 し、昭和29年には茶輸出量は戦後最高の17,000t 
を記録する。都内の茶園面積は昭和20年代後半か 

ら再び増加し、昭和30年代の中頃には530haとなり、 

茶産地として何度目かの隆盛を示すこととなる。

昭和15年に始まった本場の製茶事業は、昭和25年 

に本場内に設立された東京都農村工業指導所 (昭和 

25年〜30年:東京都農事試験場農産加工部と東京都 

種畜場畜産加工部を統合し、戦後急増した水飴、澱 

粉、味噌、醤油、搾油などの農村工業•副業の育成 

をはかる指導機関)に移管され主として自家用茶の 

受託製茶を行った。当時はまだ自家用手もみ製茶が 

盛んな時代であったが、昭和29年には加工手数料 

(原業生葉1Kgにつき) 27円で10tを受託している。

当時の東京の製茶工場の実態は、戦前から在っ 

た工場が23戸に対して、昭和21 〜25年設立21 戸、 

同26～30年18戸、同31～34年 15戸が示すように、 

まさに近代茶業の勃興期であった。しかし当時の 

製茶機は小型 (25kg型) で火炉燃料も コークス な 

どの固形燃料が主になるなど製茶品質は勘と経験 

に頼るところが大きかった。世の好況にささえら 

れ茶の生産は需要に追いつけない状態であった。

昭和31年、農村工業指導所が本場に再び統合さ 

れ、農芸化学部食品加工課 (32年から室制) とし 

て茶に関する試験研究を開始するとともに、現地 

指導、講習会を行うなど製茶品質の向上に努めた。 

また、都内の茶園も防風的な畦畔茶園から専用茶 

園の造成へと変わりつつあった。
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(6) 農基法農政時代(昭和 36 年)頃からバブ 

ル絶頂期 (平成3年) 頃まで

茶業の好況のもと、東京都産茶が活況を呈し始 

めた昭和33年、瑞穂町の茶産地が都県境界確定し 

たこ と が一つの契機 となり 昭和34年に本場食品加 

工研究室に茶担当研究員が配置され、製茶機械一 

式を104 万円 の予算で新型に更新 した。翌昭和35年 

7 月 に茶業研究室として独立 し茶樹栽培、製茶技術、 

貯蔵 • 包装技術など茶業全般にかかわる試験研究 

を行うとともに、茶生産者への技術指導に積極的 

に取り組んだ。とりわけ製茶工場を持つ茶生産者 

に は生葉生産か ら 製業工程 ま での一貫 し た技術向 

上にっとめ、直近に開催された全国茶品評会で農 

林大臣賞をはじめ多くの上位入賞をはたし、東京 

狭山茶の品質優秀性は全国に知れわたった。

この期間の我が国の茶業界の動向は、戦後の好況 

に支えられ生産が増加していくが、その後消費は成 

熟し、昭和45年頃から平成初め頃までは茶園面積 

60,000ha、生産量100,000t前後で推移している。東 

京では昭和37年の530haと昭和50年の578haを二つの 

頂点と した双耳峰的な増減ピークをたどっている。

この間の、当研究室の主要な試験研究課題は、前 

半は、製茶機の大型化、高度化や動力摘採機の普及 

など茶増産に対応するための大型製茶機械による製 

茶技術の確立試験や包装•貯蔵技術の開発試験。消 

費地に存在する東京都産茶の特徴を活かした再製仕 

上げ、火入れ技術の研究などが中心であった。後半 

の昭和50年代に入る と東京狭山茶は量より質の時代 

へと転換しつつあり、試験課題も優良品種普及のた 

めの品種選定試験、気象災害の防止、新芽特性の解 

明など 高品位原葉生産の た め の研究 が増えた。

茶業研究の歴史を語る う えで忘れる こ と ができな 

いのが三宅島産茶である。伊豆諸島の三宅島は温暖 

な気候を利用した茶栽培が昭和30年代から始まり昭 

和50年代には30ha以上の栽培面積となり多摩地域 

より1力月も早く摘採できる早出し新茶と して特産 

品となった。しかし当初の三宅島産茶は色沢、苦み 

などに改善すべき問題があったが、多摩地区の寒冷 

地茶作地帯の栽培、製造技術はそのままでは三宅島 

の暖地緑茶には適応出来ない点も少なくなかった。 

そこで当研究室では三宅島茶の品質特性の解明と原 

葉の品質改善ならぴに製茶工程管理に関する試験研

究を重ね、島産茶の品質向上に努めた。

茶業研究室の製茶工場 (昭和34年)

(7) その後 (平成3年頃) から現代まで

昭和50年代に我が国の緑茶の消費は頭打ちから 

ややマイナス傾向となる。これは食生活の一層の 

欧風化、嗜好性飲料の多様化、飲用形態の多様化、 

輸入茶の増加な ど緑茶をとりまく 環境が変化 し た 

ことによるところが大きい。そこで茶の需要拡大 

を目的に他県と共同で新香味茶(半発酵茶)の研 

究開発を行い(昭和63～平成2年地域重要新技術 

開発促進事業 東京農試、埼玉茶試、三重茶セ、 

農水省野業・茶試) 新たな需要の創出を試みた。

と ころで平成4年は緑茶の消費量が17年ぶりに上 

昇するという節目の年となった。そして、その後 

も今日まで増加傾向は続いている。 これは健康志 

向が高まるなかで、茶に含まれる機能性成分が注 

目 を集め、自然の健康飲料としての緑茶が見直さ 

れたことが一因である。平成3年に日本で開催され 

た「国際茶研究シンポジウム」で各国の茶関係の 

研究者から発表された課題の3分の2は茶の保健機

近赤外分光分析装置による茶成分分析 (平成5年)
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能に関するものであったことからもこの分野の世 

界的な関心の高さがわかる。

当研究室では平成3年の新研究施設の整備計画に 

合わサ最新の機器分析装置を整備し、機能性成分 

を中心とした研究分野への取り組みを始め、非破 

壊分析技術の確立試験、茶葉中の機能性成分含量 

の動態、茶葉からの機能性成分の抽出条件の解明 

などをすすめている。また栽培関係では、レール 

走行式茶園管理装置を使用した労働負荷軽減試験 

は、新技術導入促進対策事業で農業改良普及セン 

ター に よる現地実証試験をへて生産現場へ活用 さ 

れている。そのほか環境に配慮した農業生産活動 

は茶業についても今日的な重要課題であり、施肥 

合理化技術や循環型社会をめざす生ゴ ミコンポス

ト 利用技術の確立な ど に取 り 組んでい る。

(8) これからの東京の茶業

このように、東京の茶業の歴史を振り返ってみ 

ると、時代の移り変わり によ って、栄枯 さまざま 

な変遷をたどってきた。しかし、本場発足当時の、 

100年前の明治34年の都の茶園面積は822haで全耕 

地面積59,335haの1%であったが、昭和45年以降は 

今日まで茶園面積率は 3～4% で推移 し (図1)、地 

城特産物と して東京狭山茶はその名声を維持して 

いる。

こ れは茶が都市農業に きわめて適合 し た作物で 

あるからにほかならない。すなわち茶業は第 1 次産 

業としての生葉生産、第2次産業としての製茶加工 

(再製仕上加工を含む)、第3次産業としての小売を 

自園、自製、自販というかたちで大消費地の真っ 

只中で有利に展開できることで、これは他の茶産 

地にない経営上の利点である。もう一つは茶は元 

来あまり手の掛からない作物であるが、 茶園管理 

の省力化、軽労化技術が進み、特に摘採作業の省 

力化が著しく進歩したこと で兼業農家で も 茶園 を 

維持でき、再就労や年配の未熟練者に も 茶園管理 

が容易になり、製茶業者と上手に結びついている。 

また製茶機械の自動化、省力化、高度化は一層進 

み、良質茶の安定的生産が可能となってきている。

先人たちが築き上げた長い歴史と伝統のある東 

京狭山茶は、良質の生葉を原料とし、高度の加工 

技術で生産され、都民生活にうるおいとやすらぎ 

をもたらす東京ブランド農産物として、今後も東 

京農業を担う貴重な財産として継承していくこと 

が大切である。

［参考文献］

1) 東京府 (昭和10年) 東京府史行政編 第2巻
2) 東京府 (昭和10年) 東京府史行政編 第3巻

3) 塩野輝雄 (昭和38年) 東京都の茶業

4) 仲宇佐達也 (昭和53年) ［茶］ 東京農業普及三 

十年の歩み

5) 農林統計協会(昭和46年)茶その歴史と多摩 

地方

6) 東京都農業試験場 (昭和34年) 農試 60 年史

7)東京都農業試験場(昭和56年)農試80年史

2.主な業績

昭和 30 年代の初め か ら本場における茶に関する 

試験研究が始まるが、本格的な試験は昭和35年の 

茶業研究室の発足以降である。その後、それぞれ 

の時代背景を反映して、茶業界の研究需要の変遷 

に対応したさまざまな試験研究を行なってきた。

すなわち、昭和30年代から40年代は、製茶の機械 

化、高度化に対応した製茶技術に関する研究が中心 

で、再製加工、貯蔵•包装技術などもこれに含まれ 

た。昭和50年代は量より質の時代となり、優良品種 

の選定、気象災害の防止、新芽の生理 • 生態特性の 

解明 など 高品位原葉の 安定生産の ための研究が増え 

た。さらに平成の時代になると、茶の保健的機能が 

消費者の注目をあつめ、茶の機能性成分の利用、成 

分分析法の迅速化•精密化など化学成分や製品開発 

に 関係す る 分野が研究の中心となった。

さらに21世紀をむかえようとしている今日、東 

京狭山茶産地が当面している課題の一つは、環境 

と調和したなかでの持続的な茶業の維持、発展に 

ほかならず、こうした問題を今後着実に解決して 

いく ことが重要な技術的課題である。

(1) 製茶技術に関する研究

①緑茶製造法

昭和 30 年代前半は まだ手 も み製茶が相当程度 

残っており、機械製茶への転換期であった。そ 

のため機械製茶による製茶工程の能率化試験や
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製茶工程中の半製品の冷蔵 ・冷凍貯蔵試験など 

がおこなわれ、製茶の効率化や機械製茶の普及 

に成果が活かされた。

昭和50年代に製茶工程の諸条件と製茶品質との 

関係についてさまざまな試験が行われた。製造工 

程の粗揉、中揉の温度高低の制御では外観、内質 

は低温製が優れ、カテキンは高温製で浸出度が高 

くなるが、高温製は平均粒度は大きく、不均一で 

クロロフィルは減少し品質は低下した。粗揉工程 

に変温操作をおこなう方法は有効で、品質は工程 

前半を低温、後半を高温にすることにより外観、 

内質ともに向上した。品種茶葉の粗揉工程中にお 

ける品質と成分浸出度の関係は、早生種は晩生種 

に比べ変化が大きいことを明らかにした。

〔主な試験成績〕一部工程(粗揉)を機械製茶 

化することによる手もみ茶の能率化(特報 昭 

32年度)。製茶工程中の半製品の貯蔵によ る製茶 

期間延長 (茶業成績 昭39年度)。蒸度を異に し 

た茶葉の製茶工程中の変化(同昭51〜52年度)。 

茶葉の蒸熱条件が茶浸出成分におよぼす影響 

(同 昭52～54年度)。粗揉工程中の温度変化が 

茶の品質、成分におよぼす影響(同 昭53〜55 
年度)。品種を異に した茶葉の製茶工程中の変化 

(同 昭53～57年度)。

②大型機製茶法

昭和30年代後半から40年代前半、製茶機械は 

25K型か ら 35～60K型へ と 大型化 が進む と ともに、 

火炉性能の向上、各製茶機の性能向上が進み良 

質茶生産のためには標準使用法の設定が求めら 

れ、製茶各工程の応用程度を明らかにした。

粗揉温度の適温は、吹込口80～90C、排気温 

度60〜65℃、取出し茶温度40～43℃が良好であ 

った。粗揉取出しは重量減で50%が適切である。 

粗揉機内に 中胴を付設 し熱風方向、茶葉落下の 

制御に よ り 品質お よ び仕上げ茶歩留 り が向上 し 

た。中採工程適温は排気温度38～39°Cで40Cを 

越えると品質が低下する。中揉の重量減は68% 
が適切で、排気温度から重量減を推定する温度 

指示計を開発し実用に供した。

〔主な試験成績〕粗揉、中揉工程の製造温度に 

ついて (茶業成績 昭39,42年度)。蒸熱方法と 

茶品質の関係 (同 昭44〜45年度)。粗揉応用度 

と茶品質の関係(同 昭41～43年度)。中揉応用 

度と茶品質の関係(同 昭44年度)。中揉応用度 

と中揉葉の均一化(同 昭45年度)。投入量と製 

茶品質(同 昭46年度)。揉捻応用度と 茶品質の 

関係(同昭47年度)。

③再製加工法

東京の製茶業者は荒茶加工でおわらず、再製 

機械をそなえ、再製加工後、直売する自園 • 自 

製•自販の経営形態を持つ。従来、再製加工は 

商工分野とされ、当初は本場の他は他場所での 

試験業績はほとんどなかった。

昭和30年代の小型再製機による試験では、当 

時再製をおこなう場合、経験による熟練技術が 

最 も 必要であった第ー工程の平行篩分の応用度 

が茶の形態 に およぼす影響 を明らかにし、篩号 

数判別の基準を作成し、本機の使用法を確立し 

た。昭和40年代には大型総合再製機の試験がお 

こなわれた。篩目の大きさ と篩分時間の関係に 

ついて、篩目号数とそれに対応した篩分時間を 

荒茶の形質ごとに検討し、平均粒度、均等度、 

容積重、浸出成分などの分析結果から篩分応用 

度を確立し普及した。篩上茶の大きさと切断篩 

の関係については、切断茶の形態と製茶品質の 

解析から、供用茶ごとに平行篩分各号の篩上茶 

に対する切断号節の良否を明らかにした。

仕上茶の粒度の大小は、時の茶需要や消費の 

嗜好により変化するが、技術的配慮が必要な篩 

分と切断技術については本試験の成果が活用さ 

れ、茶生産者の再製技術の参考に供した。

〔主な試験成績〕平行篩分(抜篩)の篩目の大 

きさ と篩分時間(茶業成績 昭39年度)。御転崎 

分(廻篩)の篩目の大きさと反復回数の効果 

(同 昭39年度)。平行篩分の節目 と篩別分別量 

(同 昭44〜47年度)。篩分別による茶の形態と 

平均粒度、均等度(同 昭45～47年度)。廻転篩 

分茶の平均粒度、容積重(同昭46〜48年度)。 

週転篩分茶の可溶分浸出度と水色濃度(同 昭 

47～48年度)。篩上茶の大きさ と切断篩の関係 

(同 昭 45 〜 49 年度)。篩 目 の異なる 切断が製茶 

品質の外観におよぼす影響(同 昭48〜49年度)。 

価格別、産地別市販茶の粒度(同 昭35、46、 

58年度)。市販茶の月別の形態の変化(同 昭57
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～58年度)。

④火入れ法

狭山茶は古来から「狭山の火入れ」といわれ 

強い火入れに特徴があり、独特の強い香味が産 

地の特徴であった。東京の自園 • 自製 ・ 自販生 

産者に と って火入れは必須の製茶工程であ る が、 

2 〜 3の火入れ機を適宜選択して、温度と時間を 

経験的に調整するだけであった。火入れについ 

て も 再製加工法と 同様に他場所での試験の蓄積 

がとぽしかった。そこで本場では昭和30年代か 

らさま ざま な火入れ方法や荒茶の原料ごと に茶 

品質に関与する化学成分の経時変化を追跡し火 

入れ技術の体系化を図った。

棚式火入れ工程では葉温は4時間後に恒温とな 

り、緑色の減退は3時間後、水色濃度の増加は2 
時間後、可溶分 ・ ア ミ ノ酸の増加は 1 時間後に顕 

著にあらわれる。胴あぶり式火入れ工程は1時間 

後 に水分は恒量 となり退色と 水色濃度の増加 も 

大きい。透気式火入れ工程では25分応用で品質 

変化は少ない。 茶の火入れ温度と時間について 

は外観の劣化を防ぎ香味の発揚を図るには、透 

気式と胴あぶり式の併用が有効である。使用原 

料と火入れの関係は蒸度の高い荒茶で火入れ効 

果が大きい。茶の粒度との関連では透気式では 

荒茶、胴あぶり式では再製茶のほうが火入れ効 

果が大きいことなどを明らかにした。

〔主な試験成績〕棚式、透気式、攪拌式火入れ機 

による火入れの特性(特報 昭38年度)。赤外線 

連続火入れ機の試作と使用法確立 (同 昭39年 

度)。茶葉の蒸熱程度が火入れにおよぼす影響 

(茶業成績昭39年度)。茶葉の揉捻程度が火入 

れにおよぼす影響(同 昭40年度)。茶の火入れ 

温度と時間が品質におよぼす影響(同 昭41年 

度)。茶の粒度の大小 と 火入れ度の関係(同 昭 

43年度)。マイクロ波透電加熱火入れについて 

(同 昭44年度)。胴あぶり攪拌型火入れ機の攪拌 

回転速度が品質におよぼす影響(同 昭44〜46年 

度)。荒茶の乾燥温度が火入れにおよぼす影響 

(同昭49〜50年度)。素材(荒茶の性状)の違い 

が火入れにおよぼす影響(同 昭51～53年度)。

⑤貯蔵 ・ 包装

茶の貯蔵中における品質の低下をまねく最も

重要な要因は吸湿である。本場では昭和30年代 

から茶包装技術の改善、貯蔵条件の解明に取り 

組み、茶の品質維持技術の向上に寄与した。

包装資材の 防湿性 を推定する水蒸気分圧測定 

法から得られた結果は、温度 27 土 1℃、茶水分 

3.9%の吸湿等温特性から水分3.0～4.0%の範囲の 

茶が包装容器内で示す水蒸気分圧は2.0〜3.0%で 

あることを明らかにした。温度25士2Cで茶水分 

のことなる茶が容器内で示す水蒸気分圧との間 

にはy=8.56x3.18の関係があ り、茶水分含量3.0～ 
5.5%の範囲で水蒸気分圧推定に利用できた。こ 

の関係は透湿力 ッ プでも低湿度域では使用可能 

と判断された。これらのことから流通または貯 

蔵期間中の外気条件に最も適応した包装資材の 

選択が可能となった。

〔主な試験成績〕ポリセロ、アルミ箔ラミネート 

および窒素ガス充填と品質維持効果(特報 昭36 
年度)。緑茶の吸湿特性と 品質の関係(同 昭38 
年度)。茶箱およびダンボール箱貯蔵による品質 

保持効果(茶業成績 昭40年度)。各種光線下に 

おける緑茶の褪色について(同 昭41年度)。粗 

揉葉の冷凍貯蔵と製茶品質(同 昭39～41年度)。 

茶缶の構造による貯蔵効果(同 昭42～45年度)。 

茶の防湿包装設計(同 昭42年度)。異なる温度 

下 の 吸湿等温特性 と色相変化(同 昭 42 〜 46 年 

度)。茶が包装容器内で示す水蒸気分圧について 

(同 昭45年度)。茶包装資材の透湿係数について 

(同 昭45〜46年度)。茶の粒度と吸湿の関係(同 

昭47年度)。包装資材防湿性測定式の茶包装への 

応用(同 昭47年度)。茶の吸湿速度と吸湿量の 

関係について(同 昭48年度)。茶の水分活性 

(同 昭49年度)。BET理論に基づく茶の水分特性 

(同 昭49年度)。Henderson式による茶の水分解 

析(同昭50年度)。

(2)化学成分に関する研究

①製茶成分

生葉への ア ミ ノ酸散布などによる緑茶原葉の 

品質向上試験などが行われたが、製茶品質を化 

学的性質 か ら明らかにする 手法は昭和30年代 と 

しては斬新な取り組みであった。製茶や浸出諸 

条件と成分の溶出との関係についてもさ まざま
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な研究がおこなわれた。

浸出温湯の高低および浸出時間が成分浸出に 

およぼす影響は上級茶は下級茶にくらべ低温で 

浸出量は多く、下級茶は逆に高温浸出が多量で 

あった。特にうま味成分のアミノ酸は低温で容 

易に浸出されたが、苦渋味のタンニン類は温湯 

低下により 溶出量が少なく なること を認めた。 

これらのことから、おいしい茶の入れ方は、上 

級茶は65C温湯で60～90秒浸出、下級茶は95℃ 
前後の温湯で15～30秒の短時間で浸出すること 

が好ましいことを明らかにした。

〔主な試験成績〕尿素葉面散布が緑茶品質にお 

よぼす影響および茶葉アミノ酸組成との関係 

(特報 昭33年度)。ジベレリン葉面散布が茶芽 

生育および品質におよほす影響 (同 昭35年度)。 

機械製茶と手もみ製茶の窒素含有量の差異(同 

昭35年度)。アミノ酸の製茶工程中添加による品 

質改善効果(同 昭38年度)。ポリ燐酸塩添加に 

よる緑茶固形量の抽出効果(同 昭38年度)。力 

イネチン処理と茶芽品質の関係 (茶業成績 昭 

39〜40年度)。茶の蒸熱条件と成分浸出の関係 

(同昭54〜56年度)。茶の浸出温度が浸出液の 

性状におよぼす影響(同 昭57年度)。緑茶濃度 

と浸出液のpH値およびカテキン浸出率の関係 

(速研 平10年度)。

②香味成分の形成と代謝

緑茶製造工程における化学成分含量の変化お 

よ び半発酵 による 新香味茶の香気成分組成 と 呈 

味成分特性を明らかにした。

やぶきたを原料とした半発酵茶は(E) -2- 
へキセナール、リナロールなどの紅茶に多く含 

まれる香気成分とネロリドール、インドールな 

どのウーロン茶を特徴づける成分が含まれ、紅 

茶とウーロン茶の中間的な香気成分組成を示し 

たが、ウーロン茶の特徴的香気成分は台湾産 

ウーロン茶に比べて全体的に少なかった。香気 

形成の差異を明らかにするため、全香気成分に 

対するウーロン茶的成分、紅茶的成分、アル 

コール類、アルデヒド類の含量比による指標か 

らも、ウーロン茶と紅茶の中間的特性と考えら 

れた。こうしたことから 日本産半発酵茶はウー 

ロン茶的香気と紅茶的発酵臭や青臭を含む特有

の香気を持つ茶種として、消費者に嗜好の定着 

を図るよう留意点を提起した。

〔主な試験成績〕新香味茶の香気成分組成の解 

明(研究成果報告書 •地域重要新技術 平3年)。 

新香味茶の発酵過程で形成されるネロリドール、 

リナロール、ヘキセン含量比の品質指標(研究 

成果情報 ・ 農研セ 平3年)。新香味茶の遊離ア 

ミノ酸組成の特徴(研速 平3年度)。製茶工程 

および乾燥処理温度による茶含有成分量の変化 

(同 平9年度)。

③化学成分の分析法

茶の品質評価には従来から官能審査法が採用 

されてきたが、より迅速で客観性の高い品質評 

価法の開発が望まれている。そこで、非破壊分 

析法として注目されている近赤外分光分析法 

(NIR法) を用いた品質評価法を確立し、茶の品 

質管理、機能性成分の把握など多面的な利用に 

より都産茶の品質向上をはかることを目的に、 

都産茶を対象 とした全窒素、水分、カフェイン、 

アスコルビン酸などの検量線を開発した。

近赤外分光分析法による茶の非破壊分析法を 

検討し全窒素、水分、カフェイン、アスコルビ 

ン酸などの検量線を開発した。

〔主な試験成績〕茶成分公定分析法の設定試験 

(特報昭和37～38年度)。近赤外分光分析法に 

よる茶の品質評価(研速 昭5、7年度)。

(3)新需要開発に関する研究

従来の緑茶にない芳香とソフトな味をもち流通 

を刺激 し うる新しい タイ プの茶を開発するため、 

特に消費が低迷傾向にある夏茶 (二番茶) を原料 

とし、半発酵処理によ る新香味茶の製造技術を確 

立する ため、東京農試、埼玉茶試、三重茶セの3都 

県共同で地域重要新技術開発促進事業 と して昭和 

63年から平成2年までの3ヵ年「茶の高度利用のた 

めの新香味茶製造技術の開発」を行った。

本研究では、東京方式の萎凋および発酵技術の 

検討をおこない、茶葉発酵の急速化と均一化を図 

るため、液体窒素を冷媒とした茶葉凍結機を開発 

し、茶葉回転発酵機と組み合わせた結果、短時間 

に能率良く発酵を促進させることが可能となった。

緑茶カテキン類は抗菌•抗ウイルス作用など多
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くの機能性を持つことで注目されており、緑茶の 

感染症ケアへの有効利用を検討した。蒸留水で緑 

茶を抽出し、110Ppmのカテキン類を含む緑茶抽出 

液が褥瘡の改善に有効なことを明らかにし、緑茶 

の利用方法が飲用以外 に広が ること が期待で き る。

〔主な試験成績〕茶粉末を添加したブドウ酒の 

製法(茶業成績 昭40年度)。自然萎凋による特 

殊香気発揚(同 昭43年度)。ペース ト茶製造法 

の開発(同 昭62年度)。自然萎凋技術の解明 

(研速昭62年度)。凍結融解発酵技術の確立 

(同 昭62年度)。静置による発酵促進効果(研 

究成果報告書•地域重要新技術 平3年)。炒葉 

による殺青法の検討(同 平3年)。揉捻工程の 

最適条件(研速 平2年度)。新香味茶の缶ドリ 

ンク製造法 (同 昭63年度)。新香味茶の香味成 

分の特徴(研究成果情報•農研セ 平3年)。新 

香味茶の発酵度の嗜好性(研速平2年度)。新 

香味茶に対する消費者の嗜好性(同 平元年度)。 

感染症ケアへの緑茶の有効利用(レポート平 

10年度)。

(4)経営および流通に関する研究

製茶工場の経営実態や市販茶、都産茶の品質特性 

調査などの市況調査を行い、大消費地に立地する東 

京都茶業の有利性 を 発揮す る 経営の参考 に供 し た ・

〔主な試験成績〕都下の製茶工場の実態調査 

(特報 昭34年度、茶業成績 昭43年度)。東京都 

産茶の品質調査(特報 昭36年度、茶業研究 昭 

40、52〜58年度)。東京都内市販茶の品質調査 

(特報 昭40年度、茶業研究 昭43、51〜58年度)。 

東京都内市販茶の販売量目 調査 (茶業研究 昭 44 
年度)。東京都内市販茶の粒度分布調査(同 昭 

47〜48年度)。関東ブロック各都県産茶の品質特 

性(同 昭39、52、57年度)。市販の食べる茶の 

実態(研速平6年度)。

(5)栽培技術に関する研究

①品種選定

昭和 50 年代 は緑茶 は量 よ り質の時代となり上 

級茶指向が強まった。しかし都内の茶産地は他 

県の産地に比べて品種化率が低く、在来茶園の 

改植が遅れていた。そこで都内の茶園に適する 

生育、収量、耐寒性にすぐれ、かつ品質良好な 

品種を選定するとともに、摘採期の調節をはか 

る品種の組み合わせに資するため、品種の東京 

都における地域適応性を検討 し た。

緑茶用品種12種の成分特性について各成分含 

有量の品種間差異を葉数増加の影響を除いて検 

討したところ、全窒素、アミノ酸は一番茶期で 

は ゃぶきた ゃまかい するがわせ など 

が含量が多く、 かなやみどり'は少なかった。 

カフェイン、タンニンは おくむさし やまな 

み’ かなやみどり が多く、早生種は少なかっ 

た。可溶分は ゃまかい おくみどり'は含量 

が少ない。’やぶきた’はうま味成分のアミノ酸 

をはじめ各成分含有量ともすぐれていた。

〔主な試験成績〕緑茶品種の東京都における地 

域適応性(茶業成績昭52〜60年度)。東京都に 

おける緑茶用品種の成分特性 (同 昭52～55年 

度)。品種別の茶芽熟度と品質・成分の関係 (同 

昭56〜60年度)。

②栽培管理

多摩地域の寒冷地茶作地帯における整せん枝 

技術に関する研究やレール走行式茶園管理装置 

の利用 に よ る 省力化 と 労働負荷軽滅な ら びに収 

穫生葉の品質の解明に取り組んだ。

近年の緑茶消費動向は高級化志向が強まり、品質 

の向上が強く求められている。そのため栽培面では 

茶園の品種化が進み、良質生葉収穫のための早期摘 

み傾向も強まり、摘採作業、栽培管理作業が一時期 

に集中する傾向にある。また茶園管理作業には体力 

と熟練を必要とする作業も多く、高齢者や女性でも 

作業精度を低下させることなく、労働荷重を軽減で 

きる よう な作業体系 を確立す る必要がある。そこ で、 

茶園の う ね間に敷設 したレ ール上を走行する台車を 

利用 した茶圍管理作業の省力効果を検討 したとこ 

ろ、作業能率はレール走行は慣行法に比べて同程度 

であったが、作業精度は高く、得られる摘採葉は良 

質であった。作業強度については、レール走行方式 

は心拍数や呼気量などの経時変化から労働荷重の軽 

減に有効であった。本成果により、都の農業施策と 

して本システムの普及がはかられており、 東京狭山 

茶の生産維持に貢献している。

〔主な試験成績〕植物成長調節剤(カイネチン、
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ジベレリン、a ーナフタレン酢酸)が挿し木生育 

におよぼす影響(特報 昭38〜39年度)。ビニール 

ハウスを利用した挿し木安定生産(茶業成績 昭 

42〜44年度)。成木茶園の更新処理(同 昭59〜60 
年度)。茶芽熟度と新芽の諸形質の関係(同 昭59 
〜61年度)。二番茶不摘採茶園の仕立て法(同 昭 

60～61年度) : レ ール走行式茶園管理装置を利用 し 

た茶摘採作業の省力化 と 高度化 (研速 平3年度)。 

レール走行台車を利用した労働負荷軽減効果(レ 

ポート 平4年度)。レール走行台車を利用した農 

薬散布の効率化(研速 平4年度)。レール走行台 

車を利用 した茶摘採作業の省力化(同 平5年度)。 

レール化茶園の茶樹の根群形成と土壌物理性につ 

いて(同 平6年度)。

③生理 ・ 生態

茶芽の生育にともなう物理的、 化学的特性を 

明らかにした。茶葉中の重要な成分であるアス 

コルビン酸とカフェイ ンの茶葉外への溶出につ 

いて調査検討したところ、アスコルビン酸含量 

は生育にともない除々に減少するなかで、降雨 

後に大幅に減少した。また摘採前日に雨を受け 

ていない摘採葉からは浸漬処理で顕著に溶出し 

た。一方カフェインは生育により減少するが、 

降雨の影響は受けない。摘採葉の浸漬処理で溶 

出するが、前日に雨を受けた茶葉から多く溶出 

した。このよ うに同じ水溶性成分でも溶出傾向 

は全く異なり、茶葉洗浄する場合にはこうした 

現象を考慮する こと が重要である。

〔主な試験成績〕茶樹の新芽の理化学的特性の変 

化(レポート 平7年度)。茶樹の葉色測定によ る 

茶芽熟度の判定(速報 平7年度)。茶葉からのア 

スコルビン酸およびカフェイ ンの溶出と降雨の関 

係 (レポート 平 8 年度)。降雨 が摘採前の茶新芽 

の化学成分におよぼす影響(研速 平8年度)。

④気象災害

東京狭山茶は茶の経済栽培の北限に位置する 

ため凍霜害、寒干害などの気象災害を受けやす 

い。そこでこうした災害の発生機作の解明と軽 

減法、防止法を検討した。

1984年冬期は非常に寒く、加えて記録的な大雪 

も記録した。そのため都内の茶園は過去に記録の 

ない大きな寒干害被害を受け、一番茶生産にも少 

なからぬ影響を与えた。そこで冬期気象条件と寒 

干害発生との関係を解析し、当場における被害激 

発の限界条件を日最低気温の月平均値一2℃以下、 

日 最低気温一 2℃ 以下が 8 日 以上、最低極温-8G 
以下、連続無降水30日以上の条件で発生し、被害 

が拡大す る 条件 として 日 平均気温の 月 平均値2G 
以下、日平均気温0℃以下継続が5日以上、月降水 

量10m以下の月、月平均風速1.3m/s以上の月が 

あること とした。また寒干害(青枯)被害と一番 

茶収量の関係について、整枝後の摘採面青枯残存 

面積率から収量を推定する方法を明らかにした。

〔主な試験成績〕茶園の気象環境と寒干害発生の関 

係(茶業成績 昭52〜56年度)。被覆による寒干害 

防止対策(同 昭54年度)。防霜ファンによ る茶樹 

凍霜害防止試験(同昭57〜59年度)。1984年寒干 

害による茶樹被害の実態(同 昭59年度)。気象条 

件と被害発生の関係(同 昭59年度)。栽培条件と 

被害発生の関係(同昭59年度)。茶芽の生育制御 

と 冬期気象災害(年報 平6年度)。

⑤かぶせ茶栽培

茶芽の伸育期に、短期間わらなどで被覆し、直射 

日光をさえぎり、これを摘採製造した茶をかぶせ茶 

といい、その被覆技術について検討した。光質利用 

被覆資材(黄色、銀色の化学繊維を編み込んだ被覆 

網)をかぶせ茶栽培に利用したところ、摘採期が 3 
～4日早まるとともに、アミノ酸含量の増加や色沢 

の向上に効果が認められた。二番茶でも同様の効果 

がみられ特に銀色系の資材の効果が高かった。

〔主な試験成績〕被覆用化学繊維資材の検索と 

使用法(茶業成績 昭39〜45年度)。被覆期間の 

検討(同 昭41〜45年度)。被覆期間および方法 

と品質の関係(同 昭42～46年度)。かぶせ茶覆 

掛固定施設について(同 昭42年度)。被覆資材 

の光質が茶品質におよぼす影響(同 昭52〜56 
年度)。

(6)三宅島産茶に関する研究

三宅島の茶業は、温暖な気候に恵まれ多摩地区 

に比べて摘採期が早く、早出し新茶としての有利 

性を持っている。しかし暖地茶樹としての栽培、 

製造技術は未検討の部分が多く、古くからの慣行 

によるところが多かった。そこで島産茶の品質特
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性を明らかにし、品質向上に資した。とくに昭和 

62年から平成元年まで茶業専門研究員が三宅島園 

芸技術センターに赴任したことにより、栽培、製 

茶技得の確立ををみた。また島の自然環境を活か 

し た 東農薬栽増の可能性 を実証した。

昭和62年か ら平成元年まで暖地茶樹(三宅島産茶) 

の良質多収技術の確立に関する試験がおこなわれ、 

三宅島茶の栽培特性から過度に芽数型化した茶園の 

改善策と して整せん枝と更新仕立て法の改良が試み 

られ、せん枝時期や程度、老朽茶園の更新法を確立 

した。また施肥や摘採方法の省力化が試みられ、肥 

効調節型肥料や摘採機などの利用がはかられた。ま 

た島の自然環境を活かした無農薬栽培試験では、炭 

値病の耕種的防除や鳥類などの天敵相の解明がおこ 

なわれ、総合防除体系を検討した。また同時に製茶 

工程管理技術の改善も検討され、島産茶の欠点とさ 

れる苦渋味と色沢の黄色味の改善のための蒸熱や粗 

揉•中揉工程の温度管理の適正化がはかられ、島産 

茶の製茶技術として定着した。

〔主な試験成績〕三宅島産茶の品質特性(茶業 

成績 昭51〜54年度)。被覆によ る暖地緑茶の品 

質改善(同昭53〜54年度)。三宅島産茶の栽培 

特性(三宅島成績 昭 62～平元年度)。摘採方法 

の改善(研速昭62年度)。茶園土壌中EC値動態 

(同 昭 63 年度)。炭疽病の耕種的防除 (三生島 

成績.昭62〜平元年度)。整せん枝法の改善(研 

速 昭63年度)。三宅島茶園の天敵相(寄生性昆 

虫、天敵微生物、鳥類)(三宅島成績昭62～平 

元年度)。三宅島茶園の天敵生物としての鳥類に 

ついて (同 昭62〜平元年度)。三宅島産茶の無 

農薬 •有機栽培の可能性について(同 昭62～ 
平元年度)。暖地緑茶の製茶工程管理技術の改善 

(レポート 平5年度)。

(7) 病害虫に関する研究

昭和50年代後半からチャハマキの性フェロモン 

を利用した発生予察、交信攪乱法などの試験を行 

った。また都内茶園の寄生性天敵に関する研究で 

は、チャハマキ類の寄生蜂について都内各地の寄 

生状況が調査されている。1985年に瑞穂町の茶園 

から採集したチャハマキ幼虫から昆虫ポックスウ 

イルス (EPV) が九州以外の茶園で始めて確認され 

た。また 糸片虫 (Mermithidae) の 寄生をチャ ハマ 

キで初めて確認した。また糸状菌についてはErynia 
radicansが都内の広い茶園で認められた。

〔主な試験成績〕カンザワハダニ防除試験(茶 

業成績 昭40年度)。チャノミドリヒメョコバイ、 

チャノホソガ、チャハマキ防除試験(同昭56 
年度)。チャハマキ、チャノコカクモンハマキの 

性フェロモン利用による発生消長調査 (同 昭 

55～61年度)。チャハマキ、チャノコカクモンハ 

マキの性フェロモン利用による交信攪乱法につ 

いて(同 昭57～58年度)。チャハマキに寄生す 

る昆虫ポックスウイルス (EPV) および顆粒病ウ 

イ ルス(GV) について(同 昭60年度)。チャハ 

マキに寄生する線虫(Mermithidae)について 

(茶業技術協会 茶研報65号 1987)。東京都の 

茶園におけるチャハマキの天敵(関東病虫研報 

34号 1987)。

(8) 土壌肥料に関する研究

昭和 30～40 年代は茶生産の拡大期で、化学肥料 

の肥効、施肥体系に関する試験を行った。平成年 

代では不耕起栽培、施肥削減などの省力化、環境 

負荷低減化の課題に取り組んでいる。

レール化茶園では施肥、耕うん作業が従来の栽 

培慣行とは異なり、うね間の耕起作業が充分でき 

なくなる。そこで不耕起栽培に おける茶樹の地上 

部、地下部の生育、新芽の品質•成分および土壌 

の物理性を検討したところ、茶樹の生育や土壌物 

理性に は特に障害 とな るよう な問題点は認め ら れ 

ず、不耕起によって茶樹根が根域の拡大を阻害さ 

れる状況にはなく、レール化にともなう常法の土 

壌管理作業で 問題 ないことを実証した。

〔主な試験成績〕緩効性肥料 (CDU化成) の肥 

効 (S40-42)。緩効性肥料の挿し床利用 (茶業成 

績昭40〜42年度)。肥料(3要素)成分と施肥 

体系(同 昭41〜44年度)。都内茶園の土壌実態 

調査(特報 昭37年度、茶業成績 昭43年度)。 

硝酸化抑制肥料(ジシアン化成)の肥効 (茶業 

成績昭45年度)。不耕起栽培茶園の茶樹の根群 

形成と土壌物理性について(研速7年度)。茶 

園の標準施肥量の削減 (平8年度〜). 都庁生ゴ 

ミコンポストの施用法(平11年度～)。
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新香味茶開発の思い出

塩野 輝雄

鳥龍茶の輸入は、1980年代後半から急速に増大し、年間26,000tが国内消費されている。

このよ うに 日本人に も半発酵茶が嗜好に定着している ことから、国産鳥龍茶風の開発を目的に1960年から新しい香味茶 

を試製した。中国式の日干萎凋、発酵の烏龍茶に変わる茶芽の凍結融解発酵による新しい製法で、機械化と製造時間の 

短縮を図った。出来た製品の新香味茶品質は、日本食糧新聞社に中国科学院の食品関係者が来訪した時、試飲批評を求 

めたところ「淅江省の山奥でできる茶の香り と味がする。また福建省の白牡、台湾の白毛茶のような味わいもある」 

との評価を受け自信を強めた。

当時テレビ、ラジオ、新聞等で新香味茶が報道紹介されたこと から東京都の庁議で試飲するとのこ と。労働経済局長 

に新香味茶の概略を報告して、女子職員に茶の入れ方を教え、庁議で飲用した結果について、鈴木知事が旨いと言われ 

たかどうかは不明。

またこのようなこと が。ある日突然、中国新華社通信の記者3 名 と 科学院の技術者 2 名の方が来場 され、新香味茶につ 

いて質問を受けた後、飲用したところ、会話中の和やかな雰囲気は一変して5人の顔色が変わり、中国語で何やら話をし 

た後、通信記者が「このような半発酵茶の研究をされては困る。直ちに中止して欲しい。中止しなければ日中友好上問 

題がある。」とのこと「なぜですか」と尋ねたところ「このような烏龍茶を 日本で造られては中国から 日本への烏龍茶輸 

出に影響する。」とのことに困惑してしまい、新香味茶は烏龍茶とは違う こと を説明して、ようやく納得して貰い、まさ 

に冷汗三斗の思いをしたことも、今は懐かしい思い出である。

第7節 土壌肥料に関する試験研究

1. 研究の変遷

(1) 中野時代

(明治時代)

設立当初は独立した土壌肥料部門はなく肥料試 

験は種芸部、園芸部の所管となっていたが、江戸 

時代から、農家の肥料に対する関心は高く、明治 

34 年の資料 に よると 設立当初か ら 肥料試験は積極 

的に行われている。

米 (水陸稲) 麦類を中心に、藍(アイ)、甘ﾡ、 

馬鈴薯、サトイモ、大根、カブ、ニンジン、ネギ、 

ナス、カボチャ、スイカ、シロウリ を 対象 に、在 

来肥料(人糞尿、米糠、わら灰) と 農事試験場普 

通肥料(堆肥、人糞尿、過リン酸石灰、わら灰) 

の比較試験。大豆粕、菜種粕、闘 (いわし) /柏、 

大豆、人糞尿の窒素の肥効を比較する試験、アホ 

ウドリの/相肥料の肥効試験、大根干葉とﾡ(に 

しん)片粕をベースに、金51銭に相当する人糞尿、 

過リ ン酸石灰、重過リ ン酸石灰、細末骨粉、遠益 

(トーマス)リン肥の同価リン酸肥料試験などが行 

われている。

当時の流通肥料は高価で経済性が重視 されたた 

め (明治30年頃の肥料費は反当り米生産費の3割を 

超えていた) 同価肥料試験が多く行われている。 

試験区の肥料価格や肥料1円に対する収量が記載さ 

れ、割安な肥料を選ぶことが農家経済にとってい 

かに 重要 であったかがわかる。

レンゲを単用した場合と過リン酸石灰を加用し 

た場合の比較、生草と乾草の比較が行われ、自給 

肥料 と してレンゲが主要な位置を占めていたこと 

を示 している。

三要素試験•三要素適量試験も多く行われてい 

る。このあとも繰り返し行われるが、この試験は施 

肥試験の基礎であり、三要素の天然供給量が土壌に 

よって異なること、また、作物によって養分要求量 

が興なることを意識していたことを示している。

石灰連用と堆肥な ど有機質に富んだ肥料 との関 

係。人糞尿の適度な施用回数を知る試験 (今でい
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う室素分施試験か)、醤油粕や硫安を人糞尿の代用 

とする試験、作物別に肥料の適量をみる試験、肥 

料配合法試験として、人糞尿、堆肥、わら灰の在 

来肥料に過り ン酸石灰を配合した効果を見る試験、 

人糞旅施肥量の半量 を栽植以前に施 した場合の生 

育収量への影響をみる試験、三要素のうち、一要 

素 を 多量に施す試験な ど が行われて いる。

当時の肥料は、窒素肥料は人糞尿 (東京では大 

正7年ころまで販売されていた)、リン酸肥料は過 

リン酸石灰 (明治21年木から国内生産されている)、 

カリ肥料はわら灰 (一部販売されていた) が中心 

的につかわれ、人糞尿は貴重な肥料であり、入手 

が困難な地域のため、代用試験が行われている。

ちなみに硫安が国内で初めて使用されたのは明 

治29年、国産開始は明治34年である。その後、硫 

安の使用は急激に増えたが、大正10年の販売肥料 

の内訳を窒素消費割合でみる と、化学肥料は25% 
で、昭和4年に逆転するまで安価な大豆粕を中心と 

した有機肥料の全盛が続いた。したがって、この 

時期は硫安、チリ 硝石、カイニッ ト(硫酸カリ) 

の試験も行われているが、人糞尿、窒素質有機肥 

料、過リン酸石灰、わら灰を中心とする肥料試験 

が主流となっている。上記の肥料以外に自給肥料 

として堆肥、緑肥、草木灰、販売肥料として骨粉、 

グアノが使われていた。

明治34年の冬作では、大麦、小麦、裸麦、油菜 

が加わり、さらに数地域の未耕地•耕地土壌をポ 

ッ ト (1/2000a)に充填し、大麦を栽培し、無窒素 

区、無リン酸区、無カリ区、三要素区を設定し、 

三要素の天然供給量を調べる試験や未耕地土壌の 

リ ン酸の天然供給量を調べる試験が行われている。 

供試土壌の種類も第4紀新層、古生層等の区別がな 

されており、土壌分類も進んでいたと思われる。

第一分場 (日野) でも大麦、小麦、裸麦、エン 

ド ウ の同様な肥料試験が行われている。

翌明治35年にはキウリ、ゴボウ、山東菜、食用 

落花生、油用落花生が加わり、36年にはショウガ 

の肥料試験が行われている。

黒川計氏著作の「日本における明治以降の土壌 

肥料考」によれば、政府が明治27年に制定した 

「府県農事試験場規程」で試験事項と試験方法は本 

省農事試験場 と 打 ち 合わせ実施す ることになって 

おり、他県では米麦の試験が7〜8割を占めていた 

と記されているが東京府は他県と異なり、早くか 

ら野菜の肥料試験が行われていた。

明治40年、中野本場に化学部が設けられ、翌41 
年か ら は肥料取締法の改正に よ り 肥料分析 も 農事 

試験場で行うこととなった。(明治43年、府庁内に 

肥料分析室が設置されるまで担当した)

明治42年の成績略報によると、各種三要素試験、レ 

ンゲなどの緑肥試験、人糞尿の分施試験、人糞尿、硫 

安、チリ硝石、大豆粕、醤油粕、魚粕類、堆肥、菜種 

粕の窒素肥効試験、石炭殻による土質改良試験、各種 

リン酸質肥料効果試験、わら灰や本灰のカリ効果試験、 

人糞尿の追肥試験、追肥の時期や量に関する試験、マ 

ンガン施用試験など多岐にわたって行われている。ま 

た、肥料の同価試験も引き続き行われている。供試作 

物も米麦のほか、甘語、馬鈴薯、サトイモ、カボチャ、 

キウリ、ショウガ、ダイコン、コンニャク、ネギ、エ 

ンドウ、キャベツなど多岐にわたっている。

明治 43 年に は化学部は肥料、土壌、農産物の分 

析を担当するとともに、この年から府内の酸性土 

壌調査お よ び酸性土壌の改良試験 を開始している。

中野本場でも、水陸稲で石灰施用試験や炭酸石 

灰、石炭殻、貝殻粉末、石灰石粉末を施用 した酸 

性土壌改良試験が行われている。

明治44年に大工原銀太郎博士が酸性土壌に関す 

る研究で世界的な反響を呼び、以後各地の県農事 

試験場で酸性土壌調査が開始されているが、これ 

らの結果は特別報告として、時々発表すべしと記 

されていて、土壌酸度が作物の生育に及ぼす影響 

を重要視していたことを示している。

明治44年の業務功程によると、化学部が設置さ 

れても肥料試験は種芸部、園芸部が引き続き担当 

したようである。種芸部では水陸稲の無機質窒素 

肥料(硫安、石灰窒素)の分施試験、酸性土壌中 

和試験、麦類の石灰施用試験や数種のリン酸肥料 

効果比較試験が行われ、園芸部ではキャベツの肥 

料試験も開始されている。

化学部の分析は件数で102件、うち、肥料88件、土 

壌13件、農産物 1 件で、すべてが公的機関の依頼と場 

内試験に関する分析で、半数づつを占めている。

酸性土壌調査および試験は精力的に取り組まれ、 

府内の広範な地域を調査し、さらに各地より採取
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し た 酸性土壌で塩基性 に 配合 した肥料や中 和物 を 

施用して試験を行っている。

肥料試験に関しては、種芸部、園芸部がすでに栽 

培していた作物以外の試験は新設の化学部が担当し 

たよう で、イチゴの三要楽試験が開始されている。

(大正時代)

大正元年の業務功程によると、水陸稲、麦類、野 

菜等の肥料試験は依然として種芸部、園芸部が担当 

し、化学部は酸性土壌調査と改良試験を担当し、石 

灰や塩基性肥料の使用 で大きな成果を上げている。

種芸部、園芸部の肥料試験では、人糞尿やわら• 

木灰も多く使われているが、硫安、過リン酸石灰、 

硫酸 カ リ が利用 される 肥料試験が増 えている。

大正 2 年に は水稲で石灰施用試験、陸稲で酸性土 

壌中和試験と ともに、肥料反応試験として化学肥 

料の配合にあたり、酸性、中性、塩基性にわけて 

そ の効果 を陸稲で試験 している。

大正3年の業務功程によると、種芸部の陸稲試験 

で「連作と肥料反応との関係試験」がくまれ、陸 

稲の連作にあたり、窒素、リン酸、カリの単肥化 

学肥料を中性、酸性、塩基性にわけ、それぞれの 

影響をみる試験が行われている。

化学部は引き続き酸性土壌調査と改良試験に取 

り組むとともに、大麦•小麦の肥料試験を開始し 

ている。分析は分析件数185件のうち、肥料の依頼 

分析が173件を占め、依頼先は肥料商が161件を占 

めている。

大正 4 年の業務功程によ る と、甘請で「リン酸質 

肥料と品味との関係試験」が行われ、堆肥、米糠、 

過リン酸石灰、わら灰の標準肥料と、米糠、過リン 

酸石灰、過リ ン酸石灰倍量区で比較が行われている。

米麦、野菜では三要素適量試験や各品種別に肥 

料試験が行われ、また、肥料反応試験として塩基 

性肥料、中性肥料の試験が行われ、酸性土壌の改 

良が生産力向上に大きな影響を与えていたことを 

示している。

大正8年度の業務功程によると、化学部では、土 

壌酸性調査に代わり、「肥料に関する試験」が行わ 

れている。内容は米麦につき、肥料の酸性、中性、 

塩基性肥料の影響を知る、さらに三要素量の適量 

を知る三要素試験、豆科植物連作試験、陸稲、大 

麦の石灰施用量を知る試験、陸稲 •大麦で窒素質 

肥料の硫安、チリ硝石、大豆粕の効果を比較した 

もの、水•陸稲、大麦の窒素、リン酸、カリの吸 

収率に関する試験からなっている。また、この年 

度から、農務省助成による「施肥標準調査」が開 

始されている。この調査は大正13年まで6年継続 

(当初予定) の調査で、府内各地で、現地の施肥慣 

行調査および土壌調査•分析を行い、地域的な土 

壌の分布および理化学性を明らかにし、さらに、 

それぞれの代表的な土壌で作物別の肥料試験をお 

こない、各地の慣行施肥量を調査するとともに、 

各土壌の生産力を検定し、作物が必要とする成分 

と肥料の標準施用量を明らかにするしようととす 

るものである。

以後、6haの調査密度で現地調査を行い、土壌 

900点について理化学分析を行い、さらに、府内の 

代表的土壌や行政区画を斟酌し、29ヶ所で、水陸 

稲、大麦、小麦、甘諸、馬鈴薯の試験が行われた。

(2) 立川移転〜戦前

大正14年度の業務功程によると、種芸部•園芸 

部とも品種比較試験に取り組み、肥料関連の試験 

は園芸部が委託試験で現地で取 り 組んでい るのみ 

で、化学部の業務は分析(移転直後で施設が未完 

成のため実施されていない) と施肥標準調査とな 

っている。

施肥標準調査は現地調査が実施 された (移転直 

後のためか土壌分析は行われていない)。三要素試 

験と簡易肥料試験は13年度で終了し、この試験で 

算定 された施肥標準 を 在来区 と 比較す る 試験 を、 

米麦、甘諸、馬鈴薯で開始している。

昭和3年度の業務功程によると、化学部は分析と 

施肥標準調査のほか、圃場試験の項目 が加わり、 

本格的に肥料試験を開始している。分析は肥料が 

37件中、29件で、依頼先は農家と 町村農会が67% 
である。施肥標準調査は現地65ヶ所を調査し、土 

壌96点の分析を行い、肥料試験は現地試験が前年 

度に終了したが、場内の沖積 •火山灰の両土壌で、 

ダイコン、ニンジン、ゴボウ、サトイモの三要素 

(土壌の天然供給量および適量)試験および慣用肥 

料の試験を行っている。

圃場試験は水稲、小麦の三要素試験、甘諸、大 

麦、陸稲、小麦、馬鈴薯の慣用肥料(硫安、大豆
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粕、人糞尿、石灰窒素、堆肥、米糠、緋片粕、鯛 

パ粕、過リ ン酸石灰、硫酸カ リ、木・ わら灰の肥 

効を検討計するものである。

昭和4年を境として硫安を主体とする化学肥料に 

よる窒素の消費量が大豆粕などの有機肥料のそれを 

上回る状況となったが、昭和4年秋に起こった世界 

恐慌が農村を直撃した。このため、農林省は昭和5 
年度から、農家経済を圧迫していた肥料費を軽減す 

るため肥料配給改善奨励事業に着手し、翌6年には、 

緑肥種子購入助成、緑肥種子原採種圃設置助成、緑 

肥根粒菌培養配布事業 を、さ ら に、昭和7年か ら は 

自 給肥料の増産奨励 と 施肥改善事業 を開始した。

昭和7年度の業務功程によると、分析、施肥標準 

調査、圃場試験、土管試験が行われている。

施肥標準調査は現地調査 とそれに 連動す る 土壌 

調査が終了し、場内と現地での肥料試験のみが行 

われている。

圃場試験は水•陸稲、小麦の三要素試験や三要 

素適量試験、ダイコン、サトイモ、ゴボウ、ニン 

ジン、ネギの硫安 •大豆粕、人糞尿の肥効比較試 

験、関東府県農事試験場連絡試験として、水稲 

小麦を対象に協定設計で堆肥と硫安の合理的施用 

試験、甘諸に対する米糠、大豆粕、硫安の窒素質 

肥料の違い、わら•木灰と硫酸カリのカリ肥料の 

違い、施用窒素量の違いが甘諸の収量、品質に及 

ぼす試験、さらには緑肥「ルーピン」の播種期お 

よ び播種量の試験が行われて いる。

土管試験では関東府県農事試験場連絡試験とし 

て埼玉、栃木、茨城、長野県と連絡試験で鶏糞の 

施用法試験が水陸稲、小麦の土管試験で行われて 

いる。この試験は鶏糞が遅効性と考えられている 

が、硫安をどの程度併用すればよいか、また、鶏 

糞施用によりどの程度金肥を節減できるかを試験 

するものである。

昭和9年度は分析、施肥標準調査、圃場試験、土 

管試験を行っているが、ダイズに対する根粒菌接 

種試験に取り組んでいる。

昭和12年度の業務功程によると、依頼分析は肥料 

が主体で、外部機関からの依頼が168件中160件とな 

っている。施肥標準調査は現地での三要楽試験にネ 

ギ、コンニャクが加わり、現地応用試験のほか、緑 

肥及根粒菌試験としてルーピンの試験とともに、根 

粒菌の培養無償配布が行われている。「その他」と 

して水 •陸稲の三要素•適量試験や堆肥により硫安 

の肥効を高める試験、甘諸の収量品質に関する試験、 

鶏糞の施用法改善試験が行われて いる。

この頃には、野菜の栽培面積が増加 し、肥料消 

費額のうち、化学肥料の占める割合が7割となり、 

地力維持と農家経済の両面から、また、中国大陸 

での 日支事変勃発 (昭和12年) もあり、戦時肥料 

対策として自給肥料を見直す動きがあり、堆肥、 

緑肥、人糞尿、草木灰の増産•施肥改善が図られ 

たが、府内では特にルーピンの導入が奨励された。

昭和15年度の業務功程によると、 化学部は分析 

お よ び現地 における 三要素試験 を主とする 施肥標 

準調査、緑肥及根粒菌試験、場内における肥料試 

験が行われている。

日支事変以後、物資輸入が窮屈となり、昭和14 
年に は肥料配給割 り 当て制度が実施 さ れ、、昭和16 
年の大平洋戦争の開戦とともに、大正初期から増 

産が続いていた化学肥料の生産 • 輸入が激減し、 

試験研究の方向は肥料不足克服に向け られるよう 

になった。

昭和18・ 19年度の業務功程によると化学部は分 

析と三要素適量試験に取り組んでいるが、戦争の 

激化のため人および物資の不足が原因か、試験数 

は減り、しかも米麦の試験が中心となっている。 

記録に残っている試験はいずれも硫安、過リン酸 

石灰、硫酸カリが使用され、各成分の最小量区が 

設定され、最も合理的な施肥法が試験されている。

また、未利用資源の活用や焼土ならびに乾土効果 

など土壌の潜在地力を活用する試験が行われている。

(3)戦後〜農業基本法布告

戦後 は敗戦に よ る 国土の狭小化や海外か ら の帰 

国者による 人口増加 な ど に伴 う 食料不足か ら 食料 

増産が緊急の課題となり、未耕地の開拓と低位生 

産地の生産力改良が国家的課題と して取り上げら 

れた。低位生産地改良事業は農林省の助成事業で 

昭和22年から全国で取り組まれた事業で、低位生 

産の原因を究明し改良方策をこうじ、生産力を高 

位にする事業である。

事業内容は、20haに1点の割合で約1200地点の土 

壌調査および営農状況調査を行い、これにより明
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らかになった低位生産地について、特殊調査と改 

良試験を行うものである。

特殊調査の内容は主に酸性土壌調査と秋落ち水 

田分布調査である。

開拓地調査は昭和23年から24地区約1,100haにつ 

いて土壌調査を行い、土壌理化学性を明らかにす 

るとともに地区ごとに施肥試験を行い、具体的改 

良対策を明らかにした。

こ の結果は直ち に現地指導に活用 さ れ開拓地増 

産の基礎技術となった。

昭和24年には化学部から技術研究部土壌肥料係 

となり、この年度の業務内容は肥料試験に関する 

事項、緑肥並びに根粒菌に関する事項、低位生産 

地改良施設事業に関する事項、依頼分析に関する 

事項となっている。

肥料に関する試験は、熔成苦土リン肥肥効試験、 

秋落ち水田防止試験、火山灰土壌を各種リン酸肥 

料で改良する試験や粘土•沖積土の客土により改 

良する試験、開拓地施肥試験、緩効性の固形肥料 

の月'巴効試験、肥料節減試験、三要素試験、三要素 

適量試験が水陸稲、大麦、小麦、甘諸、馬鈴薯で 

行われている。

また、緑肥並びに根粒菌に関する事項としてル 

ーピンの畑作導入や甘諸への効果の試験と根粒菌 

の培養 • 配布が続けられている。

依頼分析は肥料149件、土壌27件の176件の分析 

を行っている。

昭和 28 年に は農林省助成により、施肥合理化の 

指針確立調査事業が全国で実施され、東京都では 

水田の土壌調査、水質調査、農家施肥の実態調査 

および地力の判定と施肥標準量を知るため、施肥 

標準試験に取 り組んでい る.

昭和31年4月 か ら は土壌肥料課は食品加工課な ど 

ともに新設の農芸化学部の所属となった。

昭和 34 年から は国庫補助事業として、都内の主 

要な農耕地土壌の基本的性格•土壌生産力阻害要 

因 など を 把握 し 地力保全対策指針 を明らかにする 

ため、地力保全基本調査事業が開始され、昭和53 
年まで取り組んだ。

(4)農業基本法以降

時代の流れがますます加速化•複雑化する中で、 

試験研究にたいする要求もめまぐるしく変化し、多 

様化してきた。東京における都市農業を土壌肥料の 

面からみると、野菜など養分収奪型作物の作付けが 

増加し、また一方では地力維持に必要な堆肥が材料 

や労力の不足から充分に施用できない状況におちい 

った。このため、化学肥料に依存した施肥にな り、 

土壌養分の過不足や物理性の悪化など、地力低下の 

きざしが急激にあらわれるようになってきた。また 

同時に東京が大都市であるために、都市廃棄物や産 

業廃棄物による土壌汚染など、農作物の安全性にか 

かわる問題も発生してきた。このような背景のもと 

で施肥基準設定試験、地力保全基本調査事業、重金 

属汚染 ・ PCB汚染対策事業、土壌環境基本調査事業 

等について取り組まれている。

施肥基準というものは肥料の種類•品種の変 

遷 • 土壌の状態の変化 ・消費者ニーズによって変 

化する ものであり、対象作物が水稲から野菜・花 

へとウェイトが移ってきたが、適正施肥量を設定 

するた めの試験は随時行われている。

地力保全基本調査事業では、土壌状態の把握が行 

われ、管理•改善方法について検討が加えられ、事 

業の成果としては土壌図等の作成も行われている。

重金属汚染• PCB汚染は都市化の進行、高度成長 

期の副産物として発生がみられた。カドミウムに汚 

染 さ れた水稲については当時は新聞記事に も 取り 上 

げられ、-大センセ ーション と なった。これに対し 

ても様々な調査•対策試験が行われている。

高度成長期には大量消費の結果、ごみを増大さ 

せた。ごみ処理の一環として都市ごみコンポス 

ト・ 下水汚泥コンポス トの作成 • 頒布がおこなわ 

れている。この事業に対しても製造に対する問題 

点を明らかにし、施用方法 •連用によ る土壌への 

影響等も明らかにしている。

(5)バブル期崩壊後から現代

消費者からの安全な食品をもとめる声とともに、 

化学肥料万能の反省から有機物を効果的に利用 し 

ていこうという流れが起こり、有機農法等の新し 

い取り組みが行われるようになってきた。 さらに 

近年になると、地球環境を守るという観点から、日 

本政府が汚染を減らすという公約を世界に向けてす 

るに至って、農業にもその対策が求められるように
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なってきた。肥料成分が土壌中でガス化して大気に 

放出され温室効果を引き起こすという問題、肥料の 

流亡によっ て地下水が硝酸性窒素に汚染 されるとい 

う問題等が議論されるようになった。硝酸性窒素に 

ついては規制をともなう法律の施行も行われ、肥料 

ばかりでなく有機質資材について も施用をコン ト 

ロールしていく ことがもとめられている。

このような流れに対応する形で、 有機農業推進 

事業・事業系生ごみのリサイクル事業 (地域リサ 

イクル推進事業)等が行われ、土壌肥料では有機 

物の効果 • 問題点、肥効コント ロール法等につい 

て検討計が加えられている。さらに施肥基準の改訂 

と併せ、環境問題では温室効果ガスの発生状況を 

把握し、硝酸性窒素の流亡抑制対策調査♦試験等 

が行われている。

2. 主な業績

(1) 中野時代

①窒素質肥料試験(農事試験成績略報第二)

明治34年夏作水稲で行われた大豆粕、菜種粕、 

闘 (いわし)ヌ粕、大豆、人糞尿の窒素質肥料 

肥料比較試験では、大豆粕が最も優良で、しか 

も価格が安いことに注目している。日清戦争 

(明治27～28年)以後、大豆粕の輸入が急激に増 

加し、明治36年には、販売肥料消費量の第一位 

になっており、価格の安さとともにこれらの試 

験結果がその普及を促進したと思われる。

②三要素試験 (農事試験成績略報第二)

各種作物の三要素適量試験やに取り組み、三 

要素の施肥標準 を 定め ることに寄与 した。

同年の馬鈴薯の試験では、「当場のごとき土壌 

(火山灰土壌)にありては第一にリン酸、次に窒 

素の施給すること肝要なるか如し」と記し、火 

山灰土壌における リ ン酸施用の重要性を示した。 

過リ ン酸石灰が国内で本格的に生産され始めた 

のは明治21年末であるが、これらの試験でリン 

酸の有効性が示されたため、この時期、過リン 

酸石灰は大豆粕、菜種粕についで第三位の消費 

量となっている。

さらに、当時、人糞尿、米糠、わら灰の在来 

肥料に対し、堆肥、過リン酸石灰を加えた農事 

試験場普通肥料の有効性も示した。

③同価肥料試験

肥料価格の高騰が農家経済を圧迫していたため、 

肥料の同価試験にも多く取り組み、効果に比し価 

格の安い肥料を示し、肥料経費の低減に努めた。

④酸性土壌調査

明治40年に化学部が独立し、明治43年から開 

始された酸性土壌調査は大正4年までの6ヵ年に 

渡って続けられ、府内の酸性土壌の分布が明ら 

かに さ れた。

土壌は利根川、荒川、中川より潅水し、もし 

くはこれらの河川の堆積土の酸性が強いと断じ、 

現在の足立区、葛飾区、江戸川区に酸性土壌の 

多いことを明らかにした。特に当時の南足立郡 

では農会と共同で精密調査を行い、共同購入し 

た石灰施用で酸性土壌の改良 を指導 した。

酸性矯正資材の比較試験では炭酸石灰が効果的 

であること、酸性土壌に対する反応は作物によっ 

て異なること、施肥は塩基性、中性肥料を施用す 

ることが肝要であり、肥料の反応を考慮した肥料 

配合が必要であることなどを明らかにした。

これら の成績は明治 45 年か ら 大正7年に かけて 

3回にわたって配布され参考に供された。

⑤施肥標準調査

大正8年、増大傾向にあった肥料消費額は大正 

元年の約 4.5 倍に達した。この年、農務省の助成 

により、土壌ならびに作物に適応した肥料三要 

素の配合と標準施肥量を確立する ための施肥標 

準調査が開始され、府内各種土壌の三要素供給 

量および水稲、陸稲、大麦、小麦、馬鈴薯の標 

準施肥量を明らかにした。この成果は「東京市 

土性図」および「三多摩土性図」ならびに「施 

肥標準調査肥料試験報告書」として関係者に配 

布され、府内農家の施肥法改善に寄与した。

(2)立川移転後〜農基法農政前まで

①緑肥品種試験(農事試験場業務功呈)

昭和7年から開始されたルーピンの試験は、東 

京府の風土には黄花ルーピンの春播が適し、収 

穫期は枝花開花期から結実期までがよく、その 

肥効は硫安に勝ることを明らかにした。この成 

果は自給肥料増産の基礎技術となった。
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②低位生産地調査事業

昭和23年か ら取り 組んだ低位生産地調査事業の 

成果は、都内農業の実態をまとめて上梓された 

「東京都の農業図説」(昭和27年発行) に掲載され、 

都内の不良土壌として、酸性土壌、漏水過多 •浅 

耕土による秋落ち水田、軽鬆火山灰土、重粘土、 

塩害地な どが分布する ことを明ら かに した。

酸性土壌に関する研究では、地表下20～25cm 
までは塩基の流亡により酸性になるが、それ以 

下は微酸性になり、さらにその下は塩基の移行 

がみられること、石灰による酸性矯正効果は4年 

間持続することを明らかにした。

水田調査では、秋落ちの原因は漏水過多、浅 

耕土に由来すること、対策として、窒素の施肥 

を基肥重点から分施に改めるこ と を指導した。 

さらに、多摩川水系の水稲は珪酸含量が都平均 

の70%以下で収量も低く、いもち病も多発してい 

ること、対策として珪酸石灰の施用が効果的で 

あることを明らかにした。

畑土壌調査では西多摩郡の古生層地帯の麦の 

生育不良はマンガン欠乏によるもので、土壌中 

のマンガン量は少なくないが、土壌のpHが高く、 

有機物が少ない こ とが原因であるこ と を明らか 

にして、その改良法を提起した。

区内の野菜の苦土欠乏は化学肥料の連用によ 

るカリ過剰が原因である こと、3～4kg/aの硫酸 

苦土の施用が効果的であ ること を明ら かにした。 

③施肥改善合理化指針調査事業

昭和 28 年か ら取り 組んだ施肥改善合理化の指 

針確立に関する調査事業では、透水性のよい酸 

化的水田は窒素肥料の分施、有機物の施用が必 

要であること、還元的で腐植の多い水田はカリ 

肥料の施用が重要であること、農家の施肥慣行 

は一般的に過剰施肥で特に リ ン酸肥料の多施と 

追肥をする傾向を明らかした。これらの結果は 

印刷物として関係方面に配布し、施肥の合理化 

を図った。

作物の増収と施肥法に関する試験では、畑地 

の約70%を占める (当時)火山灰土壌のリン酸肥 

料の肥効は過リン酸石灰と堆肥の混合施用が効 

果的であることを明らかにした。

また、トマト、ナス、キウリの果菜類につい

て、窒素、カリ、石灰の吸収は結果期にさかん 

になるが、リン酸と苦土の吸収は全期にわたり 

緩慢な吸収が続くこと、これらの吸収は土壌水 

分 と 日照の影響を受けることを明らかにした。

(3) 農業基本法以降

①地力増進のための研究

都内全農地の土壌について、耕土培養法に従 

って昭和34〜53年の20年間にわたって地力保全 

基本調査を行った。各地の土壌は土壌統という 

単位で分類され、その生成、堆積様式、物理性、 

化学性の特徴をあきらかに した。この調査結果 

は『東京都農耕地土壌の基本的性格と生産力特 

性』という総合成績書および20万分の1の東京都 

耕地土壌図として印刷され、地力の等級、地力 

阻害要因 とその改良対策などが示された。

こ の地力保全基本調査が面的な調査であっ た 

が、土壌は管理によって日々変化するものであ 

る。そこで昭和54年から平成11年の20年間には、 

営農活動 に伴 う 地力の推移 と 都市化 によ る 土壌 

環境の変化という時間的なファクターを加え、 

地力を維持•増進させるための土壌管理対策に 

反映させることを目的とした土壌環境基礎調査 

を実施した。この調査では現地調査とアンケー 

ト調査および場内に対照となる調査区 (有機物 

連用区 •土壌改良資材添加区 ・化学肥料区 • 無 

窒素区)を設け総合的に実態を把握することに 

務めた。この結果、化学肥料の使用が一般的と 

なり肥料•土壌改良資材の施用によって生産も 

増加する時代、その後の肥料施用と生産とのバ 

ランスが安定してとれていた時代を経て、近年 

になると肥料•土壌改良資材施用量が過剰とな 

っている状況が明らかとなってきた。例えば平 

成にはいる と、火山灰土壌の地力阻害要因の1つ 

であるリン酸欠乏もあいかわらず低い地点も残 

ってはいるが、トルオーグリン酸で200〜 

300mg/100gという過剰な地点も多くみられるよ 

うになってきた。このよ うに肥料等の施用が過 

剰期をむかえると、作物には今までみられなか 

った生育障害を引き起こすばかりでなく、営農 

活動が環境に負荷をあたえている こ ともわかっ

てきた。また ロータリー耕耘機の馬力もアップ
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したことに起因して、耕耘層の浅層化と次層の 

硬度が硬く なっている状況も示された。

この流れをふまえ平成12年からは、環境と調 

和レ次世代の生産を維持•増進させられる農業 

をあざす観点から、土壌•環境への負荷を低減 

する目的で有機物の施用基準を明確にするため 

の調査が開始されている。有機物は保肥力の増 

進と肥料成分の供給という効果を併せ持ってい 

る が利用法を誤る と 化学肥料 と 同様に環境汚染 

の原因ともなりうる。成果としては正確な有機 

物の利用方法を確立 • 普及することがもとめら

れている。

②環境への影響に関する試験

農業は環境に対して正負両面の影響を併せ持 

っている。高度成長期までは正の影響に観点が 

注がれ、農業の環境保全機能を解明するための 

試験がおこなわれてきた。この成果としては水 

田の水質浄化機能等を明らかにしている。その 

後バブル期 ♦ バブル崩壊期以降になると観点が 

負の影響に注がれるようになってきた。東京の 

農業 日本の農業という規模ではなく地球環境 

にあたえる影響が議論され、日本の現代農業に 

対して世界から変革を求める動きが起こってき 

た。この分野の試験では、まず肥料・肥の施 

用にともなう温室効果ガス と しての亜酸化窒素 

の発生状況を明らかにした (平成3～6年)。また 

地下水中の硝酸性窒素が環境負荷影響項目とし 

て指定されたことにともなって、営農活動と地 

下水中の硝酸性窒素含量との関連について現状 

を把握している。この結果をふまえ試験最終年 

には管理マニュアルを作成して対応策を提言す 

る予定である(平成7年〜)。

a.廃棄物利用のための試験

不足しがちな肥にかわる有機物資材と して、 

都市ごみコンポストや家庭下水汚泥、し尿処理 

汚泥が着目 さ れ事業化 と 併行 して試験が行われ 

た。この試験は昭和35年から行なわれたが、昭 

和52年からは全都的なプロジェクトチームがつ 

くられ、衛生研究所 ・清掃研究所 • 農業改良普 

及センター等とともに試験を推進した。多摩二 

ユータウンの下水汚泥については、効果と安全 

性について一定の確認が得られたので、昭和55 

年より約10年にわたって南多摩おでいという名 

前で都内全域で流通した。流通段階においても 

有効成分が窒素 ・リン酸・ アルカ リ分である た 

め、土壌への累積効果を判定するための試験を 

行い、効果および安全性の両面から成分•重金 

属の挙動について製造が中止される昭和63年ま 

で検討が加えられた。都市ごみコンポストは実 

験プラ ン ト・ 実用プラ ン ト での検討が進め られ、 

窒素飢餓等の問題点•改良方法についてを試験で 

明らかにした結果、実用に耐えうるものとして有 

償(一部は無償)でとうきょうユーキという名前 

で都内全域に流通した。しかし、ごみという性格 

上製品に含まれる夾雑物 (ガラス • 金属 • 重金属 

等)をすべて取り除けないことや、処理と製造と 

のコストを比較した結果、平成6年の清掃工場拡 

張時に製造を中止した。都市ごみコンポス ト につ 

いては平成5年まで安全性確認・ 効果判定試験を 

行い連用による土壌改良効果等も示したが、製造 

の中止とともに試験も終了した。(東京都におけ 

るユニポストの農業利用に関する調査報告書 昭 

和54～63年)

経済のバブル期をすぎると環境問題への関心 

が高まり、ダイオキシン・環境ホルモンの問題 

等が クローズア ップされるようになってきた。 

ごみを燃焼させるときに発生するダイ オキシン 

は温度との関連が強い。低温条件下では発生が 

増え、高温になるほど発生は少なくなる。ごみ 

の中で 比率の高い生 ごみ は燃焼温度 を下げる方 

向に作用する。またごみ処理の区への移管等か 

らもごみの減量化が求められ、生ごみをリサイ 

クルする試みが学校給食を手始めとして行われ 

るようになってきた。このような背景のもとで 

平成9年から生ごみを優良な堆肥•有機肥料とす 

る試験を開始した。このなかで各事業所で用い 

られる生ごみ処理機は堆肥製造機ではなく、塩 

分 ・ 油分も高いことから再処理が必要なこと等 

がわかってきた。この状況をふまえ都庁という 

大規模事業所の生ごみ•中小事業所の生ゴミを 

地域に、家庭からでる生ごみを家庭菜園にリサ 

イクルする試みにむけてデータを蓄積している 

段階である。
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③水田に関する試験

国の施策にしたがって水田転作を円滑にすす 

めるため、昭和54〜56年の3年計画で、水田高度 

利用可能性判定鯛査を実施したが、灰色低地土 

の 水田 で は地下水位 も低いためも 一筆転換 も 可 

能であるのに対し、黒ボク土の水田では地下水 

位も高く、横浸透も著しいことから地域ぐるみ 

の排水をしないと、転換不能であることが明ら 

かになった。また水田は都市や産業からの廃棄 

物による農地土壌の汚染を受けやすい性格を持 

っている。これら廃棄物中のカドミウムは玄米 

を汚染するが、土壌汚染に関する調査試験(昭 

和46～平成10年) の結果、カドミ ウム0.4ppm以 

上の玄米が見出されたが、対策試験として熔リ 

ン • 石灰施用効果試験(昭和 56 〜 60 年)等が行 

われた。この結果を踏まえ湛水栽培や客土 •あ 

るいは転作等の対策が進み、カドミウム汚染米 

は見出されなくなった。土壌の透水性と玄米の 

カドミウム濃度の間には関連があり、透水性の 

大きい土壌はカドミウムがよく吸収されて玄米 

中に集まりやすいが、透水性の小さい土壌中に 

カドミウムが多くても、吸収されにくいことを 

明らかにした。40年代にはこのほかにPCB汚染 

対策等についても検討が加えられている。

都市化の進展にともなう宅地化および重金属汚 

染問題•国の政策による転作奨励•換金作物への 

転換によって、水田が徐々に減少し土壌肥料分野 

の試験 も 平成 に なると 米の重金属分析を残すのみ 

となり、重金属汚染も長年検出されなくなったこ 

とから 平成10年にはこの事業も終了した。

④施肥法確立のための研究

野菜は吸肥性が強く、いきおい多肥栽培とな 

るため、土壌を悪化させやすい。各種野菜の生 

育時期別養分吸収を調べた結果(昭和33〜45年)、 

適正施肥水準がおおむね明らかとなったが、実 

際に農家が行っている施肥は過剰で、このため 

土壌中の養分が過剰集積しがちである。施肥法 

試験(昭和40年〜昭和50年代)の結果をまとめ 

ると、土壌中3要素の野菜に対する適濃度は、無 

機態室素は20～40mg/100gであるが、トルオー 

グリ ン酸は20mg〜100数十mg/100gと適濃度の 

がきわめて広いこと、交換性カリ は、他の成分 

とくに苦土の濃度と関連して適正濃度は変るが、 

おおむね100mg以上は過剰と考えて良いことが示 

された。この後(昭和60年～現代)になると、 

施肥過剰が問題となり、窒素 ・リン酸・ カリに 

ついて土壌蓄積との関連で試験がおこなわれて 

いる。トルオーグリン酸については、各種作物 

で検討した結果、それぞれ適正域は異なるが、 

60～80mg/100gで充分であること、多量に土壌 

に残存していてもスターターとしての若干の施 

肥が必要な ことがわかってきた。

肥効調節型肥料の試験 も 昭和40年代か ら行わ 

れてきたが、当初は省労力化をめざした技術開 

発であったが、平成5年以降におこなわれた試験 

では減肥の方法の1つと して技術開発がおこなわ 

れている。このなかでマルチと肥効調節型肥料 

と を併用する ことで一部の作物で施肥基準の2割 

の減肥が可能であること、葉菜類の1回の施肥で 

3作取 り が可能で ある ことを明らかにした。

この分野の試験は施肥基準の改定の指針とす 

るために行われる試験であるが、昭和56年、平 

成7年のそれぞれの改訂時には基礎資料として利 

用された。

施肥の理想は必要量を必要な時期に施用する 

ことであり、これを可能とするには土壌 •作物 

栄養診断が しっかり していなければならない。 

新 しい診断手法の開発に 関して は作物栄養診断 

基準設定調査試験 (昭和55〜57年)、新手法(土 

壌溶液分析)によ る土壌悪化解析試験 (昭和60 
～63年)、リアルタイム土壌•作物栄養診断手法 

の開発(平成io年〜)というかたちで行われて 

いる。土壌診断の基本は跡地土壌分析に主眼が 

置かれてきたが、簡易診断機器の精度の向上が 

進み、必要量を必要な時に施肥することが環境 

サイドからも求められる現状ではこの分野の試 

験はますます重要になってく るであろう。

⑤有機物利用 ・有機農業に関する研究

有機物を用いた肥料は古くから存在していた 

が、時代の流れとともに新しいものも誕生する。 

菌体肥料•有機配合肥料等の肥効を比較する試 

験(昭和 59 〜 61 年)等が行われ、それぞれの特 

性を示した。また微生物を有効に利用する試み 

として、古くはマメ科植物の根粒菌の利用程度
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であった ものが近年では微生物資材等 も広く出 

回るようになってきた。微生物資材の特性につ 

いても検討が加えられている。(研速 平2年)

近年になると消費者ニーズの多様化にともな 

っ て一部の生産者が行 ってき た有機農業が広 く 

求められるようになってきた。都内で先進的に 

有機農業を営んできた農地の状況について調査 

(平成元年～11年) を行った結果、有機物施用量 

は年間4～12t/10aほどであ り、肥料成分 • 塩基成 

分 と もに良好な状態で維持されていることがわ 

かってきた。都産堆肥を用いた有機農業モデル 

生産団地を育成するために行った試験では、都 

産堆肥の品質の安定化•改良化についてデータ 

を示し堆肥センター•畜産試験場に還元した 

(平成4〜11年)。また実証展示圃•モデル生産団 

地の土壌変化をみると、連用によって土の膨軟 

化等の改善点も認められたが、塩基バランスの 

崩れなどの欠点も指摘された。 この結果は栽 

培指針の作成に反映された。畜産廃棄物中心で 

っく られる都産肥を用いた場合、施用量は年 

間 1～2t/10a程度に制限される。

さ ら に有機認証制度の開始に ともなって栽培 

指針を都内で流通している堆肥に適応させる必 

要が求められている。流通地肥の品質・成分 

量•無機化特性等の把握を調査し、適正な施用 

方法を提案していく予定である。

⑥各種の障害対策に関する試験

耕耘機の性能の向上*大型化にともなって土 

壌物理性の悪化が問題になって きた。スキ床の 

形成、施設土壌の粉状化等である。それぞれ、 

重い機器で同一の深さを繰り返しロータリ ー耕 

耘するため、施設内の乾いた土壌条件下で堆肥 

の施用をせずに高速ロータリー耕耘するためと 

いう ように原因はわかっている。だがなかなか 

解決は簡単でない。スキ床については平成5～8 
年に影響を把握するための試験を行い、作物ご 

とに影響が異なることを示した。また粉状化に 

ついては平成5~n年に現状把握に始まり、団粒 

促進剤等を用いた改善試験を行っている。

このほか時代の流れととも に新しく発生する 

生育障害についても順次取り組み、トマト条ぐ 

され(昭和48〜49年)•ブバルジア急性葉枯れ 

症(昭和61～62年)•ダイコン赤心(昭和62〜 

64年) • レザーファン黄化症(昭和60〜63
年)•ツッジ黄化葉対策等に対して土壌肥料か 

らの改善点を示している。
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農事試験成蹟略報 (大正3年11月、大正 8年3 月、

大正9年3月)

東京府農事試験成蹟 (10巻 (明治39年)〜 12巻 

(明治42年)

業務工程(大正13年〜昭和19年)

東京都の農業圖説(昭和27年)

東京都農業試験場研究報告

研究速報

東京都農業試験場60年史、80年史
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第8節 病害虫に関する試験研究

1.研究の変遷

(1) 中野時代 (明治33～大正12)

当初は所管の部門がなく、種芸部、園芸部など 

の課題の中で病害虫に関する試験が行われていた 

が、明治43年に病虫部が設置され、それ以降、本 

格的に試験研究が進め ら れた。

①病害

作物関係ではムギ類黒穂病の種子消毒法の開 

発、イネいもち病の耐病性品種選定などの試験 

が実施された。また、野菜、果樹の導入を背景 

として、キュウリベと病やインゲン炭疽病、モ 

モ炭疽病の防除試験が行われた。

②虫害

作物関係ではニカメイチュウの発生状況調査 

や貯穀の二硫化炭素薫蒸試験な どがなされた。 

果樹ではブドウフィロキセラ、野菜ではキスジ 

ノミハムシに対する防除試験が行われた。果樹 

および馬鈴薯では砒素剤加用ボル ド-液の効果 

試験や薬害調査が行われた。また、野鼠防除を 

目的と して野鼠チフス菌の無償配布が明治44年 

より 開始され、初期は 1500ヘクタール、大正7年 

には5500ヘクタールの面積で防除が行われた。 

本防除は昭和22年まで継続された。

(2) 立川移転後〜戦前 (大正13～昭和20)

都市の発展に伴い、近郊野菜地帯として野菜の 

作付けが広がり、安定生産のための野菜病害虫に 

関する試験が増加した。この時期以降、野業病害 

虫の生態 と 防除 に 関す る 研究は病害虫研究室の 中 

核的な課題となった。この研究方針は一貫して守 

られたが、国策による食料増産の目的からコムギ 

の病害なども取り上げられた。

①病害

作物関係では、コムギ縞萎縮病と品種の関係、 

ムギ類さび病防除などの試験が実施された。野 

菜では、ウリ類ベと病、ダイコン黒腐病などの 

防除試験が行われた。

②虫害

特産地練馬のダイコンで問題となったダイコ 

ンシンク ムシの生態と防除法の研究が行われた。 

また、野菜害虫と してヨ トウムシの防除試験も 

行われた。農薬が野菜害虫防除の中心になって 

きたことから、各種害虫に対する販売薬剤の効 

果試験が盛んに行われた。

③発生予察

昭和16年から普通作物の病害虫発生予察に関 

する調査研究が全国ネッ トの事業と して開始さ

れた。本課題は国庫補助事業に基づく もので、 

病害虫の現況、気象、農作物の生育状況などを 

調査し、病害虫の発生とそれによる農作物の被 

害を予測し、防除に関する情報を関係者に提供 

することを目的とした。

(3)戦後〜農基法前(昭和21～35)

戦後の混乱が収 ま るととも に野業生産が復活し、 

野業病害虫の分野で多くの研究がなされた。戦前 

の農薬は砒素や水銀などの無機化合物やデリスや 

除虫菊などの天然物に限られていたが、戦後は有 

機塩素剤や有機リン剤など多くの有機合成農薬が 

出現し、合成農薬万能時代が到米した。これら新 

農薬の効果について多くの試験が行われる一方で、 

アブラムシの物理的防除など将来の総合防除につ 

ながる研究もなされた。

①病害

連作障害回避を目的とし、ムギ類立枯病、アブ 

ラナ科野菜モザイク病、ツケナ根こぶ病、トマト 

萎凋病などの防除試験が実施された。モザイク病 

防除対策として寒冷紗被覆栽培が確立された。

②虫害

作物ではイ ネ カラバエの防除に関する試験が 

行われた。野菜ではキュウリにおける被害が問 

題となったメクラカメムシ類に関する詳細な研 

究が行われた。新殺虫剤については主として野 

菜害虫 に 対する 効果が試験 された。
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(4) 農基法農政時代 (昭和36～平成3)

前項から引き続き、野菜の作付けが増加し、産地 

が確立された。生活の安定による消費の増加に支え 

られ花卉栽培も順調に増加した。植木の生産も昭和 

39年に開催 さ れた東京オ リ ン ピック を機に一気に拡 

大した。このような栽培作物の多様化に伴い、病害 

虫のテーマも花や植木に広がりを見せた。更に、都 

市環境を保全する機運が高まり、街路樹保全、光化 

学スモッグと植物被害に関連するプロジェクト研究 

が実施された。環境問題に関する意識の高まりとと 

も に、病害虫の防除法に関しても大きな転機が訪れ 

た。戦後に登場した合成農薬は病害虫の問題をほと 

んど解決するかに見えた。農薬はできるだけ多くの 

病害虫に長い期間効果があるものが求められた。し 

かし、人畜に対する毒性、地下水あるいは農薬残留 

による食物や母乳の汚染、猛禽類を代表とする稀少 

生物の減少など予期せぬ問題を引き起こした。その 

た め、昭和 40 年代後半か ら 50年代に かけて戦後の生 

産安定 に寄与した多く の農薬が使用禁止 となった。 

また、各種の薬剤耐性菌や薬剤抵抗性害虫が出現 し 

た。そこで、総合防除の必要性が認識され、寄生蜂 

や天敵微生物による生物的防除や生理活性物質によ 

る防除試験が行われた。農薬については急性および 

慢性毒性が低く、速やかに分解し、しかも天敵など 

標的 とする 害虫以外の生物 に優 しい製剤の実用化 に 

向け、各種薬剤の防除試験が行われた。

①病害

各種の土壌病害が連作障害の主因 となり産地崩 

壊が危惧されたことから、トマト萎凋病•半身萎 

凋病、キャベッ萎黄病 •根こぶ病、ダイコン根部 

異常症状、ウド菌核病•萎凋病、イチゴ萎黄病な 

どの試験研究が実施された。土壌病害対策の最終 

目標を抵抗性品種による被害回避と位置づけ、特 

にキャベツ萎黄病、トマト半身萎凋病などでは全 

国に先駆けた成果が得られ、実用面での防除に寄 

与した。 イチゴウイルス病対策として、ウイルス 

フリー苗配布事業に関連した試験が行われた。キ 

ユウリつる割病防除に関連して、クロルピクリン 

剤による土壌消毒の基礎的、応用的な試験が行わ 

れた。コマツナ萎黄病対策として、拮抗菌を利用 

した防除方法が検討 された。野菜花卉類の新品 目、 

新品種の導入に伴い、多数の新病害及び東京都で 

の新発生病害について原因究明試験と防除対策が 

行われた。野菜•花卉類の殺菌剤の実用化試験が 

行われ、各種灰色かび病、キク白さび病などに対 

する有効薬剤が選定された。また、トマト灰色か 

び病、キュウリうどんこ病、ナシ黒星病、キク白 

さび病などで薬剤耐性菌が問題となり、その対策 

試験 も実施された。島嶼地域の 農業振興の ために、 

特産花卉•果樹類の病害診断•防除試験が行われ 

た。八丈島や小笠原諸島で壊滅的な被害を もたら 

したパッショ ンフルーツの急性立ち枯れは疫病に 

よることが明らかにされた。

②虫害

東京都の主要野菜であるキャベツやコマッナで 

最も防除が困難な害虫はコナガである。本種の防 

除方法に関して、殺虫剤抵抗性の実態、有効殺虫 

剤、殺虫剤のローテーショ ン散布、生命表の作成、 

死亡要因の解析、有力天敵の探索、顆粒病ウイル 

スによる微生物的防除、フェロモン を利用 した交 

信攪乱、防虫網による物理的防除など多方面にわ 

たり検討された。植木や庭木で問題となるカイガ 

ラムシ、アメリカ シロヒ トリ、コガネムシ類など 

都市環境に適応した害虫についての発生生態調査 

と防除試験も行われた。オンシッコナジラミやミ 

ナミキイロアザミウマなどの侵入害虫が問題とな 

り、これらの害虫の発生生態や有効薬剤の検討が 

なされた。1973年頃より 西多摩地域などクリ の栽 

培地域でクリタマバチの被害が問題となり、発生 

生態調査が行われ、防除法が検討された。島嶼の 

害虫についても、利島のツバキに大発生したハス 

オ ビエ ダシャク の防除試験が行われた。

③発生予察

病害虫発生予察事業が拡充された。本事業は 

当初は対象がイ ネやムギなどの普通作物のみで 

あったが、昭和46年から果樹病害虫の発生予察、 

55年から野菜病害虫の発生予察及び農薬耐性菌 

検定を開始した。体制は本庁を主管とし、調 

査・試験研究を各地域の病害虫防除所 (当時) 

と農業試験場が実施した。また、各地区に予察 

員と防除適期決定圃などを委託し、情報の収集 

を行った。本事業の主体は昭和63年に病害虫防 

除所の統合独立にともない、同所に移行された。
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(5) バブル崩壊後から現在 (平成4～11)

地球環境や生態系の維持、食料に対する安全指 

向などから、試験研究の主体が環境保全型農業、 

有機農業関連に移行した。防除手段も多様化し、 

害虫の行動を制御する紫外線カットフィルムや黄 

色蛍光灯等の利用が検討されている。また、平成5 
年頃より生物農薬の登録が増加し、病害虫の生物 

的防除が実用化の段階に来ている。農薬も天敵や 

環境に影響の少ない新剤が開発され、総合防除の 

考え方を更に進めた総合的病害虫管理の実用化を 

目指した研究が行われている。

病害

有機農業栽培指針作成のため、耐病性•抵抗 

性品種の検定、雨よけによる病害回避の検討、 

ウイルス病防除資材や硫黄など天然由来農薬の 

効果試験などが実施された。拮抗菌を利用した 

ナス半身萎凋病防除が試みられた。オゾン層保 

護のため、臭化メチルに替わる土壌消毒技術の 

開発が行われている。ガーデニングブームを背 

景 と して生産が増加したカジュアルフラワーや 

緑化用グラ ン ドカバープラ ンツの病害発生実態 

調査と防除対策が行われた。その他、キャベッ 

株腐病、リンゴくもの巣病、パッションフルー 

ッ円斑病 な どの新発生病害 に 関 して試験研究が 

行われた。また、全国的に問題となっている ト 

マト黄化えそウイルスによるウイルス病などの 

研究が進められている。

②虫害

キャベツの重要害虫であるコナガでは、導入天 

敵である Diadeguma semiclausumに よ る 生物的防 

除や散水によ る物理的防除の圃場 レベルでの効果 

実証試験が行われた。新たな侵入害虫であるタバ 

ココナジラミ、マメハモグリバエ、ミカンキイロ 

アザミウマの防除試験が行われた。オンシッコナ 

ジラミの防除ではハウスにおける黄色粘着トラッ 

プによる成虫発生量の推移や寄生蜂に対する農薬 

や気温の影響が調査された後、農家の実際の作型 

で天敵農薬の効果実証試験が行われた。アザミウ 

マ類では総合的害虫管理を目指した防除法の検討 

が進められている。施設栽培のコマツナでは総合 

的病害虫管理の実証的研究が開始 さ れた。

③発生予察

予察の対象が更に広がり、平成10年からは花 

卉類病害虫の発生予察も実施されている。

2.主な業績

(1) 病害

①特産野菜の病害に関する試験

a. ダイコン モザイ ク病防除試験 (昭和 22 ～ 26) 
本病は昭和11〜12年及び昭和22年に練馬地区な 

どのダイコン産地に大発生し、大きな被害を与え 

た。実態調査および各種試験により以下の結果を 

得た。練馬地区には年間を通じてアブラナ科野菜 

が作付けされており、病原ウイルスを媒介するア 

ブラムシ類が常時確認され、モザイク病が連続し 

て発生していた。症状は春から秋に顕著となり、 

また、品種間で感受性に差異があ り、美濃早生系 

は強く、宮重などは弱かった。ダイコンをオカボ 

や ミ ッバと混作する と有翅アブラ ムシの飛米を抑 

え、発病を減少させることができた。また、アブ 

ラムシに対する数種薬剤の有効性を確認した。本 

研究を基礎に、各種の試験を実施し、ハクサイな 

どのモザイク病対策として、寒冷紗被覆栽培法 

〔植物防疫 15:402～404 (昭和36)〕、シルバー 

スト ライ プマルチによる有ﾡアブラムシの飛来防 

止〔関東病虫研報 25： 47 (昭和 53)〕などを実 

用化し、これら の成果は現在の有機栽培 • 減農薬 

技術としても利用されている。

(研報告1号 1953)
b.ッケナ根こぶ病防除試験 (昭和24～31)
本病は昭和23年のアイオン台風に伴う出水以 

後、江東地区を中心に多発したため、病原菌の 

生態的特徴などを調査し、防除対策を講じた。 

病原菌は水田、川底、庭などの土にも分布し、 

発病畑では地表か ら 10～30cmの部位で病原菌密 

度が高かった。病原菌の生存期間は土中で4年以 

上、水中で1年7力月以上であった。本病菌は高 

温に耐えるため、被害株の肥混入は危険であ 

り、普通の焼土法では完全に死滅しないと考え 

られた。発病には平均気温は13～14C以上、土 

壌水分60%が適した。数種薬剤の効果を確認し、 

練床苗の利用や輪作などの耕種的防除の有効活
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用を論議した。本研究の成果は、後出のキャベ 

ツ根こぶ病などの対策にも応用した。

(研報告2号 1960)
c. トマト病害に関する試験

(a) 萎凋病防除試験(昭和33〜38)
本病は区部及び北多摩地域で多発 し、南・西多 

摩地域へも拡大傾向にあったため、対策試験を実 

施した。病原菌の種、分化型、生態型を同定し、 

病原菌はトマトのみに病原性を示すが、キュウリ、 

ナスなどの野業やオオムギ、リク トウの茎や根に 

も潜在していることを明らかにした。苗床の汚染 

率が高く、苗床感染の多いことを確認した。病原 

菌は畑土壌においては地表～30cmに多く存在し、 

土壌水分 60% 以上のと き に多発 した。品種により 

感受性の差異が顕著であり、ネグサレセンチュウ 

は本病の発生を助長した。対策として、苗床及び 

本圃の土壌消毒の効果と薬剤の処理方法、抵抗性 

品種の有効性を明らかにした。本試験などを基礎 

に、実用品種には本病抵抗性が付与され、本病の 

被害が回避でき るようになった。

(研報告3号 1964)
(b)トマト半身萎凋病防除試験(昭和46〜57)
本病は昭和 46 年に北多摩地域で発生 し、その分 

布は数年のうちに都全域及び全国に拡大した。抵 

抗性品種による防除を目的として、検定法の開発、 

病原菌の生態調査などを行った。その結果、抵抗 

性検定を的確に、効率的に実施するために磨砕菌 

叢液または分生子懸濁液による浸根接種法を確立 

し、本病抵抗性品種の育成 (野業研究単位との共 

同)に貢献できた。また、病原菌種名の変更や系 

統の区分を行い、各種植物の感受性などを明らか 

にし、総合的な防除対策を構築した。本試験など 

を基礎に、現在の主要品種には本病抵抗性が付与 

され、本病の被害が回避できている。

(研報告10号 1977)
d.キュウリつる割病防除試験(昭和37～39)
本病が主産地で拡大したため、 その対策とし 

土壌消毒が不可欠であることから、クロルピク 

リン剤の使用方法と効果を検討した。その結果、 

処理前の耕耘は畑土壌が非常に固い場合以外は 

不要であった。適正な薬量及び注入の深さを明 

らかにした。被覆資材はポリエチレンがビニル 

よりも劣化が少なく適した。被覆期間は低温時 

で注入後10日間、高温時では3日間で高い防除効 

果が得られた。本試験のデータ は野菜畑での本 

剤処理の基礎データと して現在まで全国の野菜 

産地で広く利活用されている。

(研報告3号 1964)(関東病虫研報11集 昭 

45)
e. キャベッ病害に関する試験

(a)萎黄病防除試験(昭和41〜45)
本病は昭和41年以降、練馬地区を中心に発生面積 

を拡大し、産地の崩壊が危惧された。そこで、普 

及•行政と一体となり現地圃場での当面の防除対策 

を図るとともに、最終的には抵抗性品種による被害 

回避を目的として本試験を実施した。病原菌のアブ 

ラナ科野菜•雑草に対する寄生性や土壌中での分 

布、発病温度などを明らかにした。本畑での蔓延は 

被害茎葉の 移動 に よって起こる場合が多いと考えら 

れた。これらの知見から、発生時期などの予測が可 

能となった。クロルピクリン剤による防除効果は高 

かった。在来品種の大部分は感受性であり、高度抵 

抗性の実用品種は認められなかったため、抵抗性検 

定法を確立 し、拡抗性品種の育成に協力した。本成 

果をもとに現地の作型に あ った品種が育成 さ れた。 

昭和44年以降は抵抗性品種の作付けにより本病によ 

る被害を防止できている。

(研報告5号 昭 46)
(b)根こぶ病防除試験(昭和49〜平成7)
本病は主産地における連作障害と して問題と 

なっている。その対策として、輪作による被害 

軽減、有効薬剤の選抜、病原菌の生態的性質な 

どの試験を行い、現地での防除対策を講じてき 

た。近年の成果ではPCNB剤の代替え薬剤として 

フルアジナム粉剤及びフルスルファミ ド粉剤の 

有効性を確認し、施用薬量軽減のための畦処理 

法を確立し、両剤の新規登録を図った。また、 

セル成型苗での業剤処理方法、抵抗性品種の実 

用性などについても検討を加えた。

(関東病虫研報22 昭50、同38 平3)
(c) 株腐病防除試験(平成3〜7)
本症状は以前から散見されていたが、平成3年 

以降、多摩地域において初夏どりの作型で収穫 

期の結球表面に多発し、とくに高湿度になりや
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すい圃場で潰滅的な被害を与えたため、 その対 

策を講じた。被害実態、発生消長、病原菌の寄 

生性•系統•宿主範囲などを明らかにし、病名 

を新たに付与した。担子胞子の飛散を調査し、 

本病の発生には収穫直前の長時間の連続降雨が 

密接に関与することを示した。防除には結球期 

のトルクロホスメ チル水和剤散布が有効であ り、 

薬剤の処理適期 を明らかにした。

(研報告27号 1997)
f.コマツナ病害に関する試験(昭和49平成元)

コマッナの主産地である江東地区で下記の未 

記録病害が多発して大きな問題となり、次いで 

多摩地域にも発生が拡大した。そこで、その原 

因と生態的特徴を明らかにし、対策を講じた。

(a) 白さび病防除試験

本病は昭和49年に突如大発生 して大き な被害 を 

与え、その後、毎年発生するようになり、露地の 

コマツナ栽培では重要病害の一つとなった。調査 

の結果、本病の多発時期は4～6月、10～11月であ 

り、病原菌の感染には連続降雨と気温5〜 18℃が 

適し、分生子の病原性は感染適温下で5カ月間維 

持された。病原菌の系統はアブラナ系であった。

防除対策として雨よけが有効であり、また、 

スルフェン酸系剤の効果を明らかにし、同剤の 

適用拡大を図った。

(研報告13号 1980)
(b)炭疽病防除試験

本病は昭和49年に夏季から秋季の連続降雨に伴 

い、初めて大発生した。その後も夏季に低温 •降 

雨が連続する年に壊滅的な被害を与え、露地コマ 

ツナ栽培の重要病害と なった。調査の結果、多発 

生期間の平均気温は20〜28℃で、これは病原菌の 

生育適温25Cと一致した。病原菌の分類学的所属 

を決定し、本菌が広範囲のアブラナ科植物のみを 

侵す炭ﾡ病菌であることを明らかにした。防除に 

は雨よけが有効であり、また、防除薬剤としてス 

ルフェン酸系剤を適用拡大した。

(研報告21号 1988)
(c) 萎黄病防除試験

本病は昭和62年に初確認された土壌伝染性病害 

で、露地、施設ともに、夏季に多発する。病原菌 

密度が高い圃場では苗立ち枯れを起こし、あるい 

は株が黄化萎凋 し、壊滅状態となる。病原菌 は ア 

ブラナ科野菜•花卉(キャベツ、カブ、ハボタン、 

ストックなど) を侵すことからキャベツ萎黄病と 

同一系統であると同定した。品種間に感受性の差 

異が認められたことから、農業改良普及センター 

と共同し、実用的な耐病性品種を選抜した。土壌 

消毒は有効であり、ダゾメット粉粒剤の適用拡大 

を図った。この結果、耐病性品種の作付けと土壌 

消により本病の防除が可能となった。本成果に 

より、最近のコマツナ品種の育種では本病の耐病 

性の付与が重要視されている。

(研報告26号 1995)
g.ウド疫病防除試験(昭和63〜平成4)
昭和58年頃からウ ド抑制軟化栽培において軟 

化茎が褐変腐敗し、収穫皆無となる障害が発生 

し、「夏うど」産地の崩壊が懸念された。当初は 

生理的障害と考えられていたが、調査の結果、 

病原菌 は 多 犯性 の疫病菌で あ ることを結論した。 

発病適温は軟化室の温度とほほ一致する20Cで 

あった。銅•メタラキシル剤による根株浸漬処 

理が卓効を示すことを明らかにし、同剤の登録 

拡大を図った。耕種的防除対策としては根株伏 

せ込み時に健全根株を選別し、軟化室の芽土を 

定期的に交換することが有効であった。本成果 

により現在では本病の被害を回避できている。

(研報告25号 平 5)
②特産果樹・ 花の病害に関する試験

a. ブドウ晩腐病防除試験(昭和22〜26)
ブドウ生産上の大きな障害となっていた晩腐 

病の防除対策を講じるために、伝染機構の解明 

を目的として実施した。病原菌は枝には常時潜 

在感染し、果梗、果房、顆粒表皮、葉などには 

成熟期に高率に潜在することを確認した。ヒメ 

コガネによる病原菌伝播の可能性 を 実験的 に認 

め、成熟期の殺虫剤散布による被害軽減を図っ 

た。調査結果から、病原菌の伝染機構として、 

病原菌は枝の組織内で越冬し、組織を移行して 

果実に達し、成熟期に至り、昆虫などによる外 

傷部に発病し、あるいは茎葉、果実などの病斑 

部から昆虫の媒介による外傷接種により発病す 

ると結論した。

(研報告1号 1964)
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b. パッションフルーッ疫病防除試験 (昭和61 
～平成3)

昭和40年代後半から八丈島、小笠原諸島で多発 

したパッ シ ョ ンフルーツの急性立ち枯れ及び輸送 

中あ果実腐敗の原因を究明し、対策を講じた。被 

害症状を明らかに し、主原因は疫病 (新病害)で 

あると結論した。病原菌は多犯性で、他の観葉植 

物やアシタバなどにも発生していた。立ち枯れ対 

策として、メタラキシル剤などの薬剤や雨よけ栽 

培の効果を明らかにした。果実腐敗は疫病菌が感 

染していた果実が輸送中に発病するものであ り、 

健全果実の収穫•出荷及び保冷輸送することによ 

り腐敗発生が大幅に軽減できた。

(研報告24号 1992)
c. 直売用切り花 (カジュアルフラワー)の病 

害対策試験 (平成5～10)
生産圃場と消費者が密接する環境を生かし、 

切り花の庭先売り、摘み とり 販売が増加 し、一 

方で病害の発生が生産阻害要因と して問題とな 

った。調査の結果、切り花類 21 科 59 種 に 106 病害 

の発生を確認し、そのうち30種類を新病害とし 

て報告した。野菜圃場での花卉栽培への転作例 

が多いために、土壌病害としてはキク科植物を 

中心に半身萎凋病の発生が顕著であり、10以上 

の品目で壊滅的な被害が認めれた。また、一部 

では果樹園後作と して栽培されたシュ ッ コンア 

スターなどに白紋羽病の発生を確認した。また、 

菌核病、白絹病、灰色かび病などの多犯性病原 

菌による病害も多種の品目に認めた。調査結果 

をもとに、防除対策と問題点を明らかにした。 

特に、前作で発生 した病害が多犯性であ る 場合 

には、本調査をもとに品目を選択すること、種 

苗の移動には十分な注意を払う ことなど を喚起 

した。これらの成果は「栽培マニュアル」に反 

映させた。

平成 10 年度関東東海新技術 (平11)
③環境保全型 ・ 有機農業関連の病害防除試験

(平成4～現在)

有機農業栽培指針策定のために、新技術の開 

発、既存技術の再評価、臭化メチル代替技術の 

検討などの目的で実施した。ダイコンモザイク 

病対策と してシルバーマルチの有効性を確認し 

た(レポート 平4年度)。ネギさび病に対し、 

薬剤施用回数 を削減 した防除体系を検討 し た 

(研速 平9年度)。① ト マ ト 褐色根腐病および根 

腐萎凋病に対する台木品種の抵抗性検定を行い、 

抵抗性台木の実用性を明らかに した(研速 平9 
年度)。臭化メチル代替技術として床土消毒にお 

けるダゾメット粉粒剤の効果を明らかにした 

(レポー ト 平10年度)。

都市緑化樹木の病害に関する試験 (昭和8 57年)

街路樹、緑化樹木の保全や苗木生産場面での 

病害対策を目的として、病害の発生状況調査と 

防除試験を行った。在来の緑化樹木50科 194種に 

at31 1種類、また、海外からの導入樹種16科51 
種に計46種類の病害を確認した。これらのうち、 

半数以上はわが国では未記録の病害であったた 

め、主要樹種で被害の激しい47病害については 

病名を付して新病害として公表した。また、特 

に被害の顕著なバラ科樹木のごま色斑点病、ハ 

ナミズキ輪紋葉枯病、トウカエデうどんこ病• 

首垂細菌病などについて、病原菌の生態的特徴 

や防除対策などを検討した。

(研報告 13号 1980、16号 1983、18号 

1985、19号 1986) 
④その他の成果

以下の病害に関して、原因究明試験、防除試 

験などを実施し、成果を還元した。

a.野菜•イモ病害

キュウリ炭疽病(関東病虫研報 14集 昭 

42)、根こぶ線虫病 (関東病虫研報 39 集 平4)、 

キャベッ菌核病 (関東病虫研報 16集 昭44)、 

ダイコン根くびれ病 (研報告 13号 1980)、イ 

チゴ灰色かび病 (関東病虫研報 32集 昭60)、 

スイートコーンさび病(関東病虫研報35集 昭 

63)、ナス 褐色斑点病 (研報告 22 号 1990)、ア 

シタバ白網病 (関東病虫研報 42 集 平 7)、疫病 

(日 植病報 60 平6)、青枯病(日 植病報 62 
平8)、サッマイモ紫紋羽病 •つる割病 (関東病虫 

研報 33 集 昭61)
b. 果樹病害

ナシ赤星病 (関東病虫研報 23 集 昭51)、パ 

ッションフルーツ円斑病(日植病報62平8)
c.花卉病害ほか
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キク白さび病 (研報告 10号 1977) (関東病 

虫研報 25集 昭53)、フリージア菌核病(関東 

病虫研報 34集 昭62)、ケイ トウ根腐病(関東 

病虫研報 36集 平元)、ハボタン萎黄病(関東 

病虫研報 37 集 平2)、ブーバルジアモザイク 

病(関東病虫研報 37集 平2)(研報告26 
1995)、光化学スモッグによる植物被害

(東京公研年報 4 昭48) (関東病虫研報 

21集 昭49)

(2) 虫害

①野菜の虫害に関する試験

a. ダイコンシンクイ ムシの生態および防除 

(昭和9～15)
ダイ コンの特産地である練馬においてダイ コン 

シンクイムシの被害が問題となり、生活史、被害 

実態および防除法に関する研究が行われた。その 

結果、本種は年3回から4回発生し、被害は7月下 

旬頃より顕著となり12月上旬まで生じること、防 

除法としてはダイコンの生育初期に煙草粉やデリ 

ス 粉の散布 が有効で あることを明らかにした。

b. メクラミドリガメ類の防除(昭和29〜31)
昭和 29年に キウ リ に大きな被害をもたらした ミ 

ドリメクラガメ類の生態と防除法を研究した。都 

下に発生するのはウスミドリメクラガメとコミド 

リメクラガメであることを確認した。これら2種 

とも年4回発生し、このうちコミドリメクラガメ 

がキュウリに加害する事を明らかにした。農薬は 

ディルドリンとエンド リ ンの効果が高かった。

(研報告 2号 1960)
c. ネコブセンチュウの生態ならびに防除 (昭 

和31～39)
戦後各種蔬菜類にネコブセンチュウによる被 

害が増大した。そこで、生態及び防除法を全国 

にさきがけて研究した。東京におけるセンチュ 

ウの種類相を調査した結果、サッマイモネコブ 

センチュウとキタネコブセンチュウが多いこと 

を明らかにした。ネコブセンチュウは陸稲やム 

ギでも寄生繁殖し圃場のセンチュウ密度を増加 

させたのに対し、ダイコンの栽培は圃場のセン 

チュウ密度を減少させた。防除剤としてはDDや 

EDBなどの殺センチュウ剤の効果が高かった。 

殺センチュウ剤の施用によりネコブセンチュウ 

の被害が減少し、ニンジンやゴボウでは商品価 

値が高まり、トマトやキュウリ では収量が増加 

する事を明らかにした。

(研報告 3号 1966)
d.センノカミキリの防除(昭和52～60)
ウドの重要害虫であるセンノカミキリの生態と 

防除法を昭和52年より研究した。人工飼料による 

幼虫の飼育法を確立し、生活史を明らかにした。 

本種は ウ ドのみをサイクルと した年1化性の生活 

環を持つことが解明された。防除法として成虫脱 

出から産卵までの後食期間にスミチオン乳剤を散 

布すること、成虫の発生 •飛来源である軟化後の 

廃棄株のEDBやメチルブロマイドによる薫蒸処 

理が有効であ ることを明ら かに した。

(研報告 12号 1979、同18号 1985)
e.コナガ農薬抵抗性研究(昭和52〜平成元)

キャベツの重要害虫であるコナガの合成ピレ 

スロイ ド系殺虫剤に対する抵抗性とその特徴を 

調査した。抵抗性の発達には地域差が認められ、 

ピレスロイド系殺虫剤との接触から遮断するこ 

とで感受性が徐々に回復すること、この抵抗性 

は遺伝的に は不完全劣性で ある ことなどが明ら 

かになった。

(研報告 25 号 1993)
f. ネギハモグリ バエ(昭和 61 〜平成 3)
ネギハモグリバエ成虫は黄色系の色に誘引さ 

れ、雄の誘因が強いことが明らかになった。こ 

の性質を利用し、黄色粘着トラップによる成虫 

誘因数の推移を調査した。その結果、本種の成 

虫は4月下旬から11月上旬まで発生し、7月上旬 

から9月下旬の高温期に多いこと を明らかに し 

た。結果はネギハモグリバエの防除資料として 

活用された。

(関東病虫研報 35集 平元、同 36 平2) 
②特産果樹・ 花類の虫害に関する試験 

a.クリタマバチ防除試験(昭和50～54)
秋川のク リ栽培地帯を中心に 48 年頃より ク リ 

タマバチの被害が問題となった。50年より発生 

実体を明らかにし、施肥および薬剤による対策 

を行った。

(研速 昭53、54)

-240-



b. タバココナジラミ (平成元～6)
1989年夏以降東京都において侵入害虫である 

タバコ コナ ジラ ミ の発生がポイ ンセチアで確認 

され、東京都における発生実態調査、発生原因 

の考察、生活史の解明、近縁種であるオンシッ 

コナジラ ミ との形態的および生活史の比較およ 

び有効業剤の検討計が行われた。さらに、寄主植 

物の探索、コマッナでの白化症状の確認も行わ 

れた。その後、寄生蜂による生物的防除も試み 

られた。これらの結果を基にしてポインセチア 

やトマトなどにおけるタバココナジラミ の防除 

法が構築された。

(関東病虫研報 37集 平2、同 41集 平6) 
③都市緑化樹木の虫害に関する試験

a. カイガラムシ の種類相 (昭和37～48)
植木生産が増加 し カイガラ ムシ の被害が問題 

になってきた昭和37年頃より研究に着手し、庭 

木や観葉植物な どのカイガラムシを中心 に種類 

相や発生生態の調査を行った。そして、東京都 

に発生する268種を同定し、寄主植物、寄生部位、 

発生時期および分布等を明らかにした。重要種 

について は薬剤の検討 も行った。

(研報告 6号 1972)
b. 庭木の主な害虫類と防除(昭和38〜50)
1960年代後半より、都市化の進展に伴い庭木 

生産が盛んとなった。庭木は一般に多数の種類 

が混植されることから、害虫の種類相が複雑で 

あるという特徴があった。そこで、庭木に発生 

する害虫相を丹念に調査し、それぞれの害虫の 

生活史を基本とした防除法を明らかにした。鱗 

超目では、モッコクハマキ、クロネハイイロヒ 

メハマキ、ホタルガ、マツカレハ、 チャドクガ、 

半翅目のアブラムシ類ではマツノカサアブラム 

シ、キョウチク トウアブラムシ、ニワトコフク 

レアブラムシ、カイガラムシ類ではイセリアカ 

イガラムシ、クワコナカイガラムシ、サルスベ 

リフクロカイガラムシ、ツバキワタカイガラム 

シなどの多く の害虫の生態と防除法が明 ら かに 

された。これらの研究は都市環境に適応した害 

虫の防除という新しい視点で行われた。

(植物防疫25巻昭46)

④環境保全型農業 ・有機農業関連の試験

a•天敵微生物による野菜鱗翅目害虫の防除

(昭和 37～53)
各種害虫の天敵微生物を探索し、ヨトウやコ 

ナガをはじ め4科22種の害虫で角多角体病 ウイル 

ス、細胞質多核体病ウイルス及び顆粒病ウイル 

スを発見した。これらのウイルスについてカイ 

コへの影響、感染試験、増殖法の検討など を行 

った。この中でコナガの顆粒病ウイルス をキャ 

ベッ畑に散布したところ、コナガに高い防除効 

果を示した。(研報告 12号 1979)
b.コナガの発生消長と生命表 (昭和57～61)
コナガのフェ ロモントラッ プによる誘殺数か 

ら年間の発生変動を考慮し、キャベッ畑で生命 

表を作成した。卵期の死亡要因は卵寄生蜂のメ 

アカタマゴバチによる寄生とアリによる捕食及 

び物理的な死亡であった。基本要因分析の結果、 

変動主要因は卵期にあった。この試験によりコ 

ナ ガの卵寄生蜂の重要性が 明 らかになった。

(応動昆 29 巻 昭60)
c. 散水によ る コナガ防除(昭和62〜平成5)
降雨が多い年はコナガの発生が少ない傾向に 

ある。本種の産卵 日周性 と産卵量の関係を明 ら 

かにし、産卵時間帯の散水が産卵に及ぼす影響 

を調査した。産卵は真夜中が最も多く、産卵時 

間帯である夜間の短時間の散水は産卵行動を抑 

制することが明らかとなった。

(研報告24号 1992)
d. 導入天敵Diadeguma semiclausumに よるコ 

ナガ防除(平成3～6)
台湾 よ り 導入 したコナガ 幼虫寄生Diadeguma 

semiclausumの増殖法を確立し、野外での効果 を 

実証するためにキャベツ畑に放飼した。放飼回 

数および放飼時期を変えた試験を行い、高い時 

期は70%の寄生率を得た。土着性天敵に対する 

影響 も 調査 された。ブェロモントラップの成虫 

個体数の推移よ り 密度抑圧効果が示唆 さ れた。

(関東病虫研報 39 集 平4、同42、平7、同 

43、平8)(応動昆4巻平9)
e. 天敵農薬によ るオンシッ コナジラミ の防除 

(平成7～10)
平成5年にオンシッコナジラミの天敵農薬であ
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るツヤコバチ剤が農薬登録され、農家自身が生物 

的防除を行うことが可能となった。しかし現場で 

の利用はなかなか広がらなかったため、施設トマ 

トにおけるオンシッコナジラミの天敵農薬を組み 

入れた害虫防除体系を作成し、農家の施設でその 

効果を実証した。生物的防除を成功させるために 

は、害虫の発生調査を基本とする適切な殺虫剤の 

使用、害虫侵入の防止や雑草防除など施設および 

そ の周辺の管理お よ び天敵導入時期の決定が重要 

であることが明らかになった。

(レポート 平10年度)

⑤島嶼害虫対策

a.アヤニジュウシトリバの防除(昭和38～39) 
大島においてクチナシを加害し切り花生産に 

大きな被害をもたら したアヤニジュウシト リバ 

の形態、被害状況および発生生態を調査し防除 

のための指針と した。

(植物防疫 18 巻 昭和39)
b. ハスオビオダシャクの防除 (昭和 47～53 年)

島嶼では害虫が突発的に大発生しやすいこと 

が経験的に知られている。伊豆諸島でも種々の 

事例が報告されているが、昭和47年に伊豆諸島 

の利島でハスオビエダシャク大発生し同島の基 

幹作物であるツバキに大きな被害をもたらした。 

そこで、本種の生活史、死亡要因と異常発生の 

機構及び薬剤の効果を調査した。そして、昭和 

50年より3年間へリによる農薬散布を中心とした 

孵化幼虫期の防除を行い、本種を被害がでない 

密度 に低下 させることに成功 し た.

(研報告11号 1978)

(3)発生予察

病害虫事業関連(昭和16～現在)

予察方式の検討を、イネいもち病•ニカメイ 

チュウ •イネ ットムシ、ムギさび病・うどんこ 

病、ジャガイモ疫病、キュウリベと病•炭疽 

病 •黒星病、トマト疫病、ナシ赤星病、アブラ 

ムシなどについて行い、その成果は調査や予察 

方法の改善などに応用した。薬剤耐性菌検定に 

ついては、イネばか苗病菌、ナシ黒星病菌、ト 

マ ト灰色かび病菌、キュウ リベと病菌 • う どん 

こ 病菌、キク白さび病菌など、薬剤抵抗性害虫 

の検定についてはコナガ、アブラムシなどで実 

施し、これらの成果は予察情報や関係機関を通 

じて周知され、現場の防除に利活用されている。 

また、農薬による防除の適期を決める試験(要 

防除水準確立試験)をキュウリ ベと 病、ネギさ 

び病などで実施し、減農薬を目指したマニュア 

ルを作成している。

わが研究を振り返って
阿久津喜作

私は、昭和32年 (1957年) から平成6年(1994年) までの36年間、農業試験場に奉職させて頂いた。振り返ってみれば、 

当時の試験研究に取り組んだ思いが脳裏に鮮明によみがえり、懐かしさに暫し呆然とする。

奉職した当時は、病害虫対策は農薬対応の全盛期で毎日薬剤試験に追われていた。

当時は薬品会社も売ら込みに必死だった。研究情報を知る学会誌もなく、これから何を どのように研究 したら よいか 

悩み迷ったものである。野菜や果樹ではネマトーダ、ヨトウムシ、アブラムシの被害が大きかった。自分は農薬一辺倒 

の試験研究に疑問を抱き、ネマ トーダの作物ごとの被害を調べて、ダイ コンに寄生が異常に少ないことに気がついた。 

その原因は、ダイコンに含まれるイソチシアーネートというカラシ油成分であることを突き止めた。学会で発表を と纏 

め始めた時、 イギリスの学会誌に同じような論文が掲載された。 遅かったと思うと同時にショ ックを受けたのを覚えて 

いる。

天敵によ る害虫防除の取り組み、とくにウイルスなど微生物利用の研究は日本でも先端の研究であった。農薬に頼ら 

ず、害虫を天敵で防ぐ研究は、大変な注目を浴びた。自分が行ったアオムシ、ヨトウムシの核多角体ウイルスの研究は、 

マスコミ にも大きく取り上げられ、中でもNHKの朝7時のニュースの後の生出演には戸惑ったことを思いだす。この成果 

は、日本とアメリカとの共同セミナー開催 (九州大学) の日本側代表として選ばれ、英語で講演させられた。今から30 
年前のことである。立川基地近くの外人に特訓を受けたのを思いだす。

-242-



昭和50年代は、カミキリムシの研究に没頭できた。この虫は、長い幼虫期間を木の中で過ごすため研究しにく く、敬 

遠されてきた。東京では特産ウドにセンノカミキリが大発生し、都議会でも解決策が取り上げられた。幸いにも、ウド 

は草本類なので、茎や葉を砕いて人工飼料を造る ことに成功し、虫を大量に飼育することが出来た。その結果、この虫 

の生態が日本で初めて明らかにされ、髭の長い謎の解明や接触性フェロモンの発見も出来た。これら一連の研究は、果 

樹や松の カミキリ ム シ研究の進歩 に大き く 貢献す ることとなった。研究生活 も 振りかえ れば短い が、日本の先端 を ゆく 

研究が出来た ことに今も 深い喜び と 感謝の気持ち が よみがえって くる。

試験場は土壌病害研究の トッ プラ ンナー
飯嶋 勉 (病虫0B)

私が赴任した当時 (昭34)、研究室には病理 5, 昆虫 4 の研究員が在職し、発生予察や新農薬の効果、野菜等病害虫の防 

除試験に取り組んでいた。主任研究員の本橋精一氏(47〜53場長)は既に野菜のウイルス病や根こぶ病研究の権威者で 

あり、この頃は トマト萎凋病やクロルピクリンの実用化試験を実施していた。本橋元場長の研究手法は、徹底した発生 

状況調査、病原菌の性状解明、環境 •栽培法 と 発病 との関係追求、考えられるすべての防除法の効果検討からなり、有 

効な成果は直ちに現地で実証し、普及するという ものであった。氏は「土壌消毒によ る 野菜土壌病害の防除」の業績に 

より、昭和43年に第24回農業技術功労者表彰を受賞された。クロピクといえば、現在全国に普及している床土や本畑の 

消毒法の基礎は、氏と阿部善三郎氏、平野寿一氏らが確立した技術である。農家に農薬の神様と尊敬されていた横浜正 

彦氏が分場でクロピク連用の経済性を検討し、学会で「江東農家の最近の話題は草加次郎(爆弾魔)かクロピクか」と 

その効果を讃えたのも懐かしい。

昭和41年9月7日、高井戸の農家細渕正雄氏らがキャベツの病株を持ってきた。文献上の知識から一目で萎黄病と診断 

し、これは一大事と発生状況調査と防除試験を直ちに開始した。当時都議の加藤源蔵さんの尽力により都に「本病対策 

協議会」が設置され、緊急予算も組まれた。本病の防除は、試験開始の当初から最終の対策を抵抗性(YR)品種におい 

て試験を進め、その間は前記研究手法を実践し、蔓延防止に努めた。この試験は、YR品種の実用化により完全防除に成 

功 し、予定 より 1年早い4年間で完了 した。そ の後行政当局か ら 試験場の業績を金額で評価せよ とい う 宿題が時々 あった 

が、その 1 例として、本病では総額200万円の研究予算で1年間に5億円の経済効果をあげていると回答した。

YR 品種の育成について も思い出があ る。大使館に電話して導入した米国のYR品種を、場内 と現地畑数カ所に栽培展示 

した。当時は扁平球でなければキャベッとして通用しない時代であったが、導入品種は球型か筍型。収穫期が近づく に 

つれ不安になった。しかし、展示効果は抜群、農家は「こんな激発畑でもキャベツができた」と大喜びし、本病対策に 

熱が入った。更に喜んだの は種苗会社の育種家であり、翌 43 年から は協和、サカタ、タキイ、日本農林社等全国の キャ 

ベッ大手種苗会社が、育成中の品種を練馬、杉並の激発畑で試験し、YR品種の作出にしのぎを削った。これら品種を農 

協に持ち寄り、農家のほか種苗 •市場関係者も交えて評価する検討会は、現実に役立った年中行事であった。その後YR 
品種は全国に普及しているが、現在でも抵抗性崩壊などの問題は生じていない。 ・

トマ ト 半身萎凋病の試験は昭和  46 年から 行った。キャベツでは自前の育種ができず悔しい思いを したので、この時は 

野菜研究室と共同で抵抗性育種を行い、前田速雄氏が 39 年に育成 した “NFR” に 本病抵抗性 を 入れて、中間母本 ・東京 

NFVR" と実用品種 “東農交配ふじみ” を作出した (第1回都知事表彰)。この仕事が民間における本病抵抗性育種の契機 

となった。また、この頃から全国で各種作物の本病が問題化し、本試験はバーティシリウム病の先駆的研究として評価 

され、57 年に北大の学位、62年には日本植物病理学会賞をいただいた。

その他、全国的問題であったダイコン根くびれ病の試験や、八丈島で菊池健三郎・浮田実氏、橋本貞夫氏、私と3代に 

わたって確立したフリージア菌核病の防除対策も特筆に値する。

当場が土壌病害研究の最先端 を走 り 続け られたのは、連作など都農業の現実が他県よ り 何年 も 早く 問題病害の発生 を 

招き、これを察知して的確に対応した場の研究体制にあった。また、各病害発生の当初から普及所、農協、農家と連携 

して現場で試験を進めた こと が、全国に波及する成果の達成に大きく役立った。実際の試験は現業の方々の努力に負う 

ところが決定的に大きく、講習生や各大学の病理の学生も貴重な戦力であった。「人と人のつながりで良い仕事」ができ 

たが、退職時の率直な感想であった。この思い出話が、新世紀を担う研究員の参考になれば幸いである。
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第9節 農薬残留に関する試験研究

1.研究の変遷

戦後、科学技術の進展は 目ざましく、有機水銀 

剤、パラチオン剤、BHC、DDT、 ドリン剤等の効 

果の高い農薬が次々に開発された。 我が国では食 

料増産を目指すためこれらの化学農薬を積極的に 

水稲や野菜、果樹などの栽培に導入される一方で、 

昭和23年に農薬取締法が施行され、農薬の品質の 

適性化と安全使用の確保が図られてきた。その後 

これらの薬剤による中毒事故や土壌•作物等への 

残留が明らかになりその対策が急がれた。このた 

め農林省は、昭和44年から全国各地の農作物と土 

壌の農薬残留実態を把握するために、農薬残留対 

策事業を(46年から環境庁に移管)発足させ、国 

と各県の調査研究体制の整備を図った。都では、 

昭和45年にこの補助事業で農薬残留分析機器を農 

業試験場に整備し、農薬残留対築の試験研究を開 

始した。当時新たな水稲のカドミウム汚染間題が 

発生し、その調査を農業試験場で行っていたこと 

もあり、担当は、農芸化学部土壌肥料研究室とな 

った。昭和 46 年、農薬取締法が改正 され、従来か 

らの病害虫の防除効果や急性毒性に加え微量な農 

薬の作物残留性、土壌•水系における環境汚染性 

及び慢性毒性等の対策が講 じられていった。

分析調査は、都単の残留農薬調査分析事業の中 

でBHC、DDT、ドリン剤等の有機塩素系殺虫剤か 

ら始まった。殆どの畑土壌から これらの有機塩素 

系殺虫剤が検出されたが、作物への吸収残留量は 

残留基準未満であった。その後、有機リン系殺虫 

剤、カーバメート系殺虫剤、除草剤等と調査を広 

げ、農薬の安全使用の資料を提供してきた。この 

事業は、現在も継続されている。

環境庁委託の農薬残留対策事業は、昭和46年か 

ら実施し、他県農試と協力して既設定の安全使用 

基準のモニタリングをすすめてきた。これまで、 

作物一農薬62組合せの試験をしてきた。農水省補 

助事業の農薬安全追跡調査事業は昭和48年から現 

在まで、土壌残留調査事業は、昭和50年から現在 

まで、生鮮農産物安全使用推進対策事業は昭和53 

年から57年まで実施した。

さらに、農水省の継続事業として、昭和58年から 

農業安全使用技術向上事業 を、昭和62年か ら は農薬 

安全使用推進特別対策事業を、そして平成4年から 

は、農薬安全使用推進・啓発事業を実施してきた。

昭和63年12月、組織改正により担当部署は環境 

部農薬残留研究単位 となった。

以下各事業の実施内容に触れる。

2.主な業績

(1) 残留農薬調査分析事業

昭和45年の分析機器設置事業の運営事業として 

この事業が発足し、都内産農作物、土壌などの農 

薬残留実態の早急な把握 とそれに対する 農業安全 

使用対策がもとめられていた。

①有機塩素系農薬の残留調査

昭和 45 年から の調査で、BHC、DDT、ドリン 

剤等の有機塩素系殺虫剤の広範な残留が、土壌 

及び作物で確認 された(研速 昭46年度、昭51 
年度)。作物では、レタス、キュウリ、イチゴ、ト 

マト、バレイショ、ホウレンソウ等ほとんどの作 

物からBHCが、バレイショ、サッマイモ、キュウ 

リからデイルドリンが、キュウリからエンドリン 

がそれぞれ検出された。それらの残留はほとん 

どが基準を下回るものであったが、キュウリの 

デイルドリン、エンドリンは基準を越えるもの 

があった。これらの残留は、土壌に残留してい 

る成分の吸収によるものであり、作物間の吸収 

性の違い、栽培法の違いを検討し、栽培作物を 

限定するなどの指導をしていった。

②有機リン系農薬の残留調査

白菜、キャベツ、ダイコン、シュンギク、ナス、 

カブ、コマツナ、ホウレンソウ等の有機リン系 

農薬の残留調査をした。いずれも基準を下回る 

残留程度であり、安全使用基準を遵守していれ 

ば基準 を越える残留の ない こ と も証明された 

(研速 昭60年度)。
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③洗剤による残留農薬除去試験

トマトーマラソンで洗浄試験したところ、洗 

剤も水も除去効率に大差はなく、 イチゴーマラ 

ソンぶどう-Cu. キュウリーDDVPでも洗剤の 

使用による有効な洗浄効果が期待できない(年 

報 昭47年度) ことから野業類の農薬除去のた 

めに洗剤を使用する こ と を控え るよう指導した。 

④コマツナにおける各種農薬の残留試験

登録農薬のなかから有望と思われる農薬を選び 

だし、病害虫防除効果試験とセットで作物残留試 

験を行い、キャプタン、クロルタロニルの 2 殺菌剤、 

メソミル、ピリミホスメ チル、DDVPの3殺虫剤を 

スクリーニングした。さらに、農薬の使用条件、 

作物肥大性 と 作物残留性の関係 も明らかにした 

(年報 昭52〜53年度)。

③茶の加工過程 に おける 農薬残留消長

栽培期間中の農薬散布から生葉摘採までの残 

留農薬の減少、摘採から蒸熱•粗揉•揉捻♦中 

様・ 精様・ 乾燥を経て荒茶が出きる過程での農 

薬残留変化、荒茶から湯に溶出されてくる残留 

農薬を調査した。その結果、チャの生葉中の農 

薬残留量はすでに基準値を下回っていたが、さ 

らに、生葉から荒茶の過程で減少し、湯に溶出 

してくるのはほとんどなく、農薬残留の点で問 

題はないことを明らかにした (研速 昭56年度、 

平4年度)。

⑥キヌサヤエンドウの農薬残留

農薬の登録適用拡大を図るため、大島、三宅 

島でキヌサヤエン ドウの農薬残留試験を試みた。 

その結果、ペルメ トリンとカルタップがハモグ 

リバエ、ウラナミシジミの防除効果もEPNと同 

様の効果があり、有望な薬剤として選抜された 

(研速昭61〜62年度)。

⑦残留農薬の多成分分析法開発

農産物の農薬分析の効率化を図るために、同 

時に多種類の農薬を分析できる方法を確立した。

平成 6 年か ら 9年に かけて都内産果菜類に 多 く 

使用される10農薬、都内産キャベツに多く使用 

される9農薬、茶に適用のある8農薬、有機農業 

一般栽培指針に掲載されている15農薬の同時分 

析法を確立した(レポート 平6～8年度)。公定 

法とほぼ同水準の感度と回収率を維持しつつ、 

分析の効率化を図る ことができ、残留農薬調査 

分析事業等で広範囲の農薬分析結果を迅速に出 

すことが可能になった。

⑧有機農業農産物の モニタリン グ調査

平成 6 年か ら 開始 し た有機農業モデル生産団地 

で生産さ れた農産物と使用堆肥の農薬残留調査を 

実施した。その結果、調査農産物及び使用堆肥に 

は、農薬が含まれていないことを明らかにした 

(年報平6〜n年度)。

(2)農薬残留対策事業

登録農薬の なかから 既設定の農作物の農薬残留 

基準、農薬安全使用基準や環境汚染性(土壌•水) 

等に問題が考えられる農薬について環境庁の指導 

のもとに気象、栽培等条件の異なる都府県が分担 

協力して農薬残留試験を実施してきた。

これまで、作物一農薬62組合せの試験を実施し 

ている。事業当初は、例年作物一農薬3組合せを実 

施してきたが、他の事業が増えつづけるなかで近 

年では分析労力面か ら 1 組合せに仕事 を減少 さ せて 

きた。試験農薬は、使用量の多いもの(マラソン)、 

土壌施用によ る水質汚濁が考えられる もの (CAT)、 

急性毒性の強いもの(メソミル)、新たに発癌性が 

懸念されたもの (キャプタン)、薬害が出やすいも 

の(プロシミドン)、ダイオキシンの発生が考えら 

れるもの (PCNB) 等々、その時代に問題性の高い 

ものであった。試験材料も茎葉菜、果菜、根菜、 

果物、茶、土壌等と多種類試験した(年報 昭46 
～平11年度)。

平成 6 年に とり く んだニンジンーホスチアゼー ト 

では、登録保留基準を越える残留値が得られ、基準 

が後年0.02ppmから0.2ppmに改正 さ れた事例 もある 

(研報告 29 2000)(研速 平6年度)。

この事業は、全国規模の基礎的データーを集積した 

ということ ばか り でなく 全国の担当者が毎年、設計・ 結 

果内容の議論、情報交換をするなかで農薬問題に対し 

ての見識、分析技術を高め る機会を作っ た事業であ る ・

(3)農薬安全追跡調査事業

既設定の農薬安全使用基準の地域モニタ リ ング 

をする事業で、都の試験希望も取り入れられた。 

この間、キャベツ で 7 農薬、キュウリで17農薬トマ
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トで5農薬の外ナス、ピーマン、キヌサヤ、チャ等 

17種類の野菜類の追跡調査を実施した(研速 昭 

61、63年度、平4、5、8年度)。

(4)農薬土壌残留調査事業

使用量、残留性から土壌残留が問題となる農薬 

の残留試験を行った。ダイアジノン、アセフェート、 

イプロジオン、フルアジナム、ケルセン、EDB、 

ESP、クロル タロ ニル、PCNB、キノキサリン系な 

ど17種類の農薬の土境残留性の半減期を試算した 

(研速 昭56〜57年度、平2、5、8年度)(研報告 

29 2000)。

(5) 特産作物病害虫防除対策事業

東京特産のコマツナ、キヌサヤエンドウ等の生 

産量の少ない作物は、マイナー作物といわれ登録 

農薬も少なく、農薬による病害虫防除に困難を来 

していた。そこで、都独自で、特産作物を対象に 

農薬の病害虫防除効果、薬害、作物残留性等の試 

験を実施し、登録農薬の適用拡大を図ってきた。 

毎年、作物一農薬2から3組合せについて試験を実 

施してきたが、これまでコマツナで トラ ロメ トリ 

ン (平成元年)、シペルメトリン (平成6年) ダゾ 

メット (平成 9年)、ピリミホスメチル (平成11年) 

の4農薬について、ウドでメタラキシル(平成6年)、 

アシタバで XMC (平成6年) の登録適用拡大を図る 

ことができた。全国的にみても単独でこれだけの 

成果は上げた事例は少ない(年報 昭54～平11年 

度)(研速 平6年度)。

(6)生鮮農産物農薬安全対策事業

生鮮農産物の産地を中心に、地域で農薬の安全 

使用について組織的かつ効果的な指導を確保する 

ための管理指導、農産物の安全性確認のための残 

留農薬分析及び農薬試験に関する試験検討等を実 

施し、安全な農産物の生鮮流通を図る事業である 

キャベツ、ナシ、チャについてそれぞれ3か年継続 

して農薬の使用実態、問題点を明らかにし、合わ 

せて生産物の農薬残留調査を実施した。初年度は、 

散布回数、収穫前の散布日に問題がみられたが、2 
年、3年と改善されていった。農薬残留は、キャべ 

ッ(練馬、三鷹)では特に問題はなく、ナシ(稲 

城、小平)ではスミチオンが比較的高い残留量を 

示すことが明らかになり、チャ(瑞穂)ではダニ 

剤の土壌残留がみられた(年報 昭53〜57年度)。

これらの結果をもとに、生産者は、普及所、農 

協指導員の指導で薬剤防除暦を記録し、農薬安全 

使用基準の徹底に努めており、各生産組合ごとに 

安全な農産物の生産をめざし、農薬残留基準を越 

えない生産に励んでいる。

(7) 農薬安全使用技術向上対策事業

農薬残留及び農作物安全の面か ら 優れた施設栽 

培用新散布技術について展示するとともに、生産 

物の農薬残留、室内気中濃度を調査し農産物及び 

作業者の安全対策を期す る 事業で あ る.

施設栽培の新しい薬剤散布法として

く ん煙法 キュ ウ リ (クロルタロニル、DDVP)
青梅市、瑞穂町

蒸散法 トマト(スプラサイド、イプロジオン)

八王子市

常温煙霧法 キュウリ (クロルタロニル、DDVP)
町田市

トマ ト (スプラサイ ド、 イプロジオン) 

八王子市 

の農薬残留、ハウス内気中濃度、薬害、防除効果 

等の実態調査を行い問題点 と 普及の有効性 を明ら 

かにした (研速 昭58〜平元年度)。

それぞれの薬剤散布法に使用可能な登録が少な 

く、生産者には今一つ普及が遅れた。しかし、作 

業者の安全性、作業能率性に優れた防除法である 

ことから、その後施設栽培における病害虫防除法 

として普及している。

(8)農薬安全使用推進特別対策事業

農薬散布などの防除作業に従事する作業者の安 

全性を検討するとともに、生産者や消費者に農薬 

に対する理解を深めても らうことを目的とした。 

露地でチャの農薬散布作業に従事する人、トマト 

ハウスで蒸散法で作業に従事する人それぞれの体 

への農薬付着量を調査した。その結果、作業者に 

は膝部分の農薬付着が多かった。安全性からは、 

蒸散法の優位性が 明 らかになった (研速 昭 60 〜 

61年度)。
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(9) 農薬安全推進 ・ 啓発事業 都産の主要作物のキャベツ、コマツナ等の通常

農薬の分析過程を明らかにする ことにより消費 利用 されて いる 農薬の分析 を行って きた (年報 

者に農薬の安全性についての理解を深めてもらう 平4〜6年度)。

ことを目的と した事業である。

第10節 大気汚染、緑の効用に関する試験研究

1.研究の変遷

1970年7月、東京 •杉並区の高校生が突然目の痛 

み、呼吸困難、手足のしびれなどを訴え、45名の 

生徒が都内6力所の病院に収容された。そして、そ 

の夕方警察、消防、保健所、都公害局等関係者に 

よる調査の結果「その原因は光化学スモッグによ 

るものであり、 光化学反応で生成されたものはオ 

キシ ダン ト以外に硫酸ミス ト生成の疑いがある。」 

との公式見解が発表された。

従来、大気汚染と言えば亜硫酸ガスを中心とし 

て一酸化炭素、粉塵等固定的な発生源によるもの 

と思われており、光化学反応により生成、濃縮さ 

れる光化学オキシダン トのようないわゆる第二次 

汚染質についての認識はきわめて弱かった。

これら光化学オキシダントについての調査、研 

究は主にアメリカで進められており、1950年代に 

はその基礎的な発生機構が解明されていた。

一方、我が国における光化学オキシダントによ 

る植物被害と して最初に問題となったのはタバコ 

の生理的斑点病と言われ、1965年頃から大阪、岡 

山、高松地方を中心として香喫味原料主産地に多 

発し、1967～1969年には全国的に発生していた。

1970年の人体被害発生時には周辺のケャキの異 

常落葉が注目され、東京都全域にわたる緊急調査 

の結果、被害は予想以上に広域にわたり、種類や 

地域により大きく異なる等、複雑な様相を呈して 

お り、光化学オ キシ ダント によ る各種植物被害の 

立証が急がれるようになった。

(1) 大気汚染に対する指標植物群開発研究

光化学オキシダント発生条件(濃度最高値、累 

積値、延発生時間等)と植物被害程度ならびにそ 

の特徴との関係が大気汚染に対する有効な指標に 

なり得ることから、標記研究が緊急に要請される 

こととなった。

そこで昭和48年より、計器測定では感知し、納 

得し得ないものが生物指標を通して始めて認識し 

得る点に期待し、植物被害の大きさ(生長抑制、 

落葉、斑点の発生程度、枯死、収穫量等)を日常 

生活の中で誰もが把えられる よ う な視点を重視し、 

検討を進めることとなった。

その結果、アサガオ、ペチュニア、サトイモな 

どが有力な指標植物であることを提案し、各種の 

マスコミでも紹介されることとなった。そして、 

環境庁が進める 関東地域全域にわた る植物被害調 

査に採用され、その調査は現在まで継続されてい 

る。また、各地の市民運動や学童たちの理科実験 

等にも利用され、大気汚染に対する啓発活動に大 

きく貢献することとなった。

(2) 大気汚染による被害発生限界の解明に関す 

る研究

前述の研究の結果、大気汚染に対する指標性植 

物群(敏感に反応する一被害が発生する一発生し 

やすい植物群) の多く が東京の農林業を支える栽 

培植物の中に多くあることが明らかになった。こ 

れらの経過と背景のもとに、昭和 53 年より「大気 

汚染による農園芸作物の被害発生限界の解明」を 

目的にした研究が開始された。この研究は日本で 

も緒についたばかりであり、実験の手法、実験機 

器等が無いなど難問を多く抱えていたが、都市農 

業が直面している避けられない緊急課題であるだ 

けに、その成果が急がれた。
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包括される課題としては、①大気汚染発生程度 

と農園芸作物の被害量の把握、②それらの品目別 

特徴、③各種農園芸作物の大気汚染抵抗性品種の 

有無および検索などである。

その結果、光化学オキシダント濃度最高値が 

lOpphm 未満で被害発生 が見 られる 感受性の高い農 

国芸作物として15品目、同10～15pphmで被害発生 

が見られる感受性中程度のものとして16品目、同 

15～20pphmで被害の確認 さ れた感受性の低い も の 

として10品目を分類した。また、キュウリ、ホウ 

レンソウ、インゲンサトイモ、トマトなど品種間 

の抵抗性、感受性の有無について検討し、生態特 

性との間に感受性、抵抗性関係の存在を確認した。 

こうした関係を利用した被害の軽減、回避策の検 

討に着手することとなった。

(3)大気汚染に対する農園芸作物の被害軽減な 

らびに回避に関する検討

これまで10年間の研究成果をふまえ、被害対策 

試験として標記課題に取り組むこととなった。包 

括される課題として、①抵抗性品種の系統分類と 

それらの利用、再現性の確認、②施肥法など耕種 

的視点からの被害軽減策の有無とその可能性(限 

界など)について検討することとなった。

(4)都市における緑の効用の解明と利用と技術 

に関する試験

昭和 63 年度 か ら 都市環境下における 植物の効用 

機能についての研究が開始された。この研究は、 

それまでの悪化した都市環境が植物に与える影響 

を調べるのとは逆に、植物が環境を改善している 

所に注目したものである。当初は悪化した大気環 

境下において、樹木の光合成や蒸散による効用機 

能がどのように変化するのかを調べ、都市緑化に 

適する樹種のタイプ分けなどを行った。次に、そ 

れら植物が群落と して存在する と き に発揮する効 

用機能を調べ、緑の量的なものから質的な研究に 

移行していった。

平成3年度からは、都市におけるヒートアイラン 

ド現象が問題視されていることから、効用機能の 

中でも気候緩和機能に注目して研究を行った。各 

種気象観測 により 都市 に おける 熱環境の実態を把 

握し、植物による気候緩和機能の実際を調べた。

平成7年度 から現在に至って は緑の 効用機能 を 限 

りある資源 (環境資源機能)として捉え、環境的 

な面だけでなく経済や教育など多面的にその機能 

を評価し、都市の中における緑のあり方について 

模索し、行政施策に反映できるような成果をあげ 

ることを目的に研究を行っている。

2. 主な業績

(1) 大気汚染に対する指標植物群の開発研究 

①研究施設 (FAC・フィルタード・エアー・

チャンバー) の建設と機能について

大気汚染による被害の実証試験の手法には、 

特定の大気汚染質を人工的に暴露させる方法と 

野外で 自然に光化学合成 さ れて濃縮 さ れた複合 

の大気汚染質を隔離された温室に吸入暴露させ 

る方法がある。それぞれの方式には何れも長所、 

短所があ る が、長期的な生長抑制 (慢性的被害 

など) なども解析する必要から、東京では後者 

の方式を取り入れた。

FACの本体は普通のアル ミ 鉄骨製ガラス室を 

一部改良したものを利用した。調査測定室 (常 

時発生す る 大気汚染質 や気象条件 をモニターし 

記録•解析する)を挟んで、西側に浄化空気室、 

東側に非浄化空気室を配置した。(両室とも5mX 

5m-2室、5mX10m-1室で構成)

大気汚染質の浄化には、三種類のフィルター 

が使われ、目標と していた浄化能力は達成された。 

また浄化の持続期間についてもシーズン中 (特 

に発生時期は 4 〜 10 月)は常に90%の除去率を維 

持可能であった。(研報告 14号 昭56)
②FACによる 大気汚染被害の実証

人工による単体ガスの暴露試験と併せて被害の 

実証を確認した植物は、20科、43種、144品種で 

立証された。これらの内東京で栽培される農園芸 

作物は20種類含まれており、光化学オキシダント 

による農業へ与える影響の大きさを表している。

被害症状の特徴はアサガオ、ヒマワリ、ラッ 

カセイ、イネ、 トウモロコシなどのように葉の 

表面に各種の斑点症状を表すものと、 ペチュニ 

ア、ハコベ、フダンソウ、サラダナのように葉
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の裏面に光沢症状 を表す もの と に大別 さ れた。 

また、 アサガオ、ペチュニア、インゲンでは品 

種により被害程度に明らかな差が認められ、こ 

う レた光化学オキシダン ト に対する感受性の差 

興を利用した植物指標も可能であ ることを明ら 

かにした。(同上)

③植物被害の特徴と分類

アサガオ、キュウリのように葉の表面に斑点 

上の被害を生じるものは、開葉後急速に葉面積 

は拡大し、こうした拡大が停止する成熟葉位で 

はじめて被害が発生する。

一方、葉の裏面に光沢状の被害を生じるペチュ 

ニア、ハコベなどは葉面積拡大の停止した葉位で 

は被害は発生せず、葉面積の拡大が旺盛な未熟葉 

で被害が発生することちょうが、その場合、被害 

は葉の先端部から順次葉の基部に向かって被害が 

バン ド状に移行することが明らかとなった。

また、被害発生部位の顕微鏡観察もおこない、 

主に葉の表面に被害を生じるアサガオなど11種 

類の植物は柵状組織の崩壊が認められた。一方、 

葉の裏面に光沢状の被害を生じるペチュニアな 

ど3種類の植物は、海面状組織の崩壊が認められ、 

明らかに異なっていた。(同上) 

①大気汚染質と植物被害

こう した植物被害の発生と自動分析機器によ 

る大気汚染の汚染質別測定データーとの関係か 

ら、葉の表面に被害を生じる植物は42種が観楽 

され、いずれも光化学オキシダントの内約90% 
前後を占めるオゾンの被害であること、その場 

合、一時間当たりの濃度最高値が7pphmを超え 

た時に発生することが明らかとなった。

一方、葉の裏面に被害を生じる植物は9種類観 

察され、光化学オキシダントの内約5%前後含ま 

れるPAN (パーオキシアシルナイ トレート) に 

よるものであること、その場合の一時間当たり 

の濃度最高値は 2ppb を超えた と き に被害の発生 

が生じることが明らかとなった。

このように植物被害は大気汚染質に特異的な 

選択的感受性が存在する こと、また、それぞれ 

の選択的感受性に品種に よ る 感受性の差が あ る 

ことが明らかとなり、大気汚染に対する植物指 

標になり得ることが明らかとなった。(同上)

⑤アサガオの被害程度と光化学オキシダント

発生量の関係

これまでの光化学オキシダントに感受性を示す 

植物の内、一定期間に渡り指標植物として利用で 

きるものとしてアサガオが最も有望であることか 

ら、標記関係について詳細に検討した。一時間当 

た り の濃度最高値7pphm以上が発生す る 時間帯、 

および濃度累積値、その場合の延べ時間などによ 

りアサガオの被害発生量(被害指数)が異なるこ 

とが明らかとなった。

発生時間帯で言えば、植物の光合成の最も盛ん 

な時間帯と符合しており、大気汚染質の植物体内 

への取り込みと大きく関係していることを明らか 

に示唆している。

一方、一週間当たりの光化学オキシダント発生 

量とアサガオの被害発生程度との関係についても 

検討した。この場合には、毎日の関係より もより 

相関は高く、指標植物として利用する場合、被害 

調査も週に一回で済み「市民による観察」などの 

材料と して大いに有望であることが明らかとなっ 

た。(研報告 14号 昭 56)
⑥アサガオの品種と被害発生程度について

8品種を供試し、被害発生程度について検討し 

た。被害は殆どの品種で発生し、アサガオは全 

体的に感受性が高い種であること、それでも品 

種間に明らかな差異が見られ、感受性の存在が 

認められた。

最も感受性の高いものは、スカーレッ トオハ 

ラで被害の再現性もよく、指標植物として最も 

優れていた。(研報告 14号 昭 56 ほか)

⑦被害の再現性と気象条件との関係

大気汚染 に 対す る 指標精度 を左右させる大き 

な要因として気象条件がある。被害発生程度と 

気象条件の関係について検討した。

アサガオ、ラッカセイは最高気温が高いほど被 

害を大きくした。一方、サトイモは最高気温との 

関係は弱く、日照時間ならびに照度が強い程被害 

を大きく受けた。この場合、サトイモは展開葉が 

少なく、一度大きな被害を受ける と次の被害の発 

生は、光化学オキシダント発生程度に対して低め 

になることも明らかになり、この場合には修正が 

必要となる。(研報告 昭 56)
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⑧施肥条件 と 被害発生程度について

植物指標精度を左右する要因として、栽培時 

の施肥条件がある。アサガオ、ハッカダイコン 

を使いこれらの関係を検討した。

いずれの場合 も 標準施肥量が安定 し た被害の 

発生が認められ、窒素、燐酸の欠乏ならびに過 

剰施用、カリの過剰施用が被害の再現性を低く 

することが明らかとなった。(研報告 21号 昭 

63ほか)

⑨PAN (パーオキシアシルナイトレート)に 

対する植物指標について

a. 発生動向

PANは1950年代にアメリカで発見され、1961 
年には構造式が明らかにされ、同時に生成機構 

も解明された。その結果光化学反応の最終サイ 

クルに形成される 大気汚染質 で オ ソンより 安定 

な物質である。

農業試験場における PAN の発生は 2、3月頃から 

始まる。その頃の一時間当たり最高濃度は3ppb 
前後である。その後気温の上昇とともに最高濃度 

は上がるが、絶対濃度が低いため、気象条件、特 

に風速の影響を受けやすく、発生はするが高濃度 

となる場合はオゾンに比べてやや少ない傾向であ 

る。しかし、高濃度のオゾン発生時には必ずPAN 
の発生は認められた。(研報告 17号 昭59ほか)

b. PANに感受性を示すペチュニアの特徴

未熟葉の裏面に光沢状の不定形の斑点症状を生 

じる。激しい場合に は細胞が陥没 し、ネクロシス 

症状となる。

品種による感受性の差が明らかに見られ、最も 

感受性の高いのは白花系で、次いで紫花系であ る。 

赤花系は最 も 感受性は低 く 被害は受け にくい。

これら の感受性の差異 を利用 し た植物指標の 

実用化を検討した。つまり、3品種を同ープラン 

ターに植栽し、品種ごとの被害発生の観察に基 

づきPANの発生動向 (発生程度、など) を把握 

しようとした。(同上)

c. PANの発生程度とペチュニアの被害

毎年の初発被害は 4 月初旬前後である。また、 

最も遅い被害は11月中下旬である。被害は、 

PAN濃度が3ppb以上になると80%以上の被害発 

生率となる。

被害はPAN日累積値、日濃度最高値が高いほど 

大きくなることが明らかとなった。

また、ペチュニアがナス科植物であるため品種 

間相互に接ぎ木が可能であり、これらの特徴を利 

用して台木、穂木の影響を検討したところ、感受 

性特性は台木の影響を殆ど受けず、穂木の感受性 

の変化は見られなかった。(同上)

(2) 大気汚染に対する農園芸作物の被害発生限 

界の解明

①光合成に対するオゾンの影響

大気汚業によ る 影響は葉の表裏に発生す る 各種 

の斑点症状で確認できるが、低濃度域で長時間晒 

さ れても被害の発生が認められない場合が多い。 

しかし、こうした場合でも何らかの影響を受けて 

いることが推測される。そこで、それの指標とし 

て、植物の光合成への影響についてアサガオ、ト 

マト、キュウリ、コカブ、オクラ、イネ、ナシ、ポプラ、 

ケヤキなどの測定を行い、予想以上の低濃度オゾ 

ン暴露下で影響が認められた。こうした非可視被 

害は生長の抑制、果実の肥大抑制(トマト、キュ 

ウリ、ナシなど)、根部の生育不良(コカブ、イモ類 

など)、収量の減収(イネ、トーモロコシ、オクラ、 

ナシなど)等の形で影響が認められる。こうした 

影響は気象条件と重複され、単独の影響と区別を 

付けがたい場合が多い。(大気汚染発生限界の解 

明に関する試験成績書 昭53、54、56)
②樹木の生長に与える光化学オキシダントの

影響

ポプラ、シラカシ、コナラ、クワ、シイを FAC 
で比較栽培 し、生長への影響を検討したところ、 

ポプラ、コナラはオキシダントによって大きな生 

長抑制を うけ、クワ、シラカシは中程度の影響に 

とどまり、シイは僅かな影響しか受けなかった。

ポプラによる詳細な実験によれば、 樹高・樹径 

で 40% 前後の減、乾物重で 60% 前後の減、展葉数 

で20%強の減少が認められた。光合成速度につい 

ても、開葉後20日以降の葉で次第に低下し、50% 
前後の減少率となった。

こうしたな影響(被害)は他の樹木でも強弱の 

差はあるものの受けていることが予想され、長期 

的には、永年性樹木全般に影響をあたえるなど、
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目に見えない樹勢の衰退につながっていることが 

多く示唆された。(研報告 21号 昭63ほか)

③オゾン累積値、濃度最高値と被害の関係

自然界で通常起こ り得る濃度レベルを想定し、 

ホウレンソウ、ハツカサイコンを供試し、被害発 

生へ の オ ゾン 累積値 と 濃度最高値の寄与度 につ い 

て検討した。重回帰分析の結果、被害の発生程度 

は、温度•光条件よりも累積値、濃度最高値に強 

く影響を受け、この二要因で被害量(指数)をほ 

ぼ説明できることが明らかとなった。

これらの寄与度を検討したところ、 オゾン濃度 

最高値一に対し、オゾン累積値の影響は約二倍の 

影響を受けることが示唆された。(研報告 16号 

昭58ほか)

④果実への影響

梨の異常落葉が各地で発生し、大気汚染による 

被害が指摘 された。facを利用した実験の結果、 

梨の異常落葉がオ ゾン に よる被害であ ることが明 

らかとなった。一方落葉以前の影響について も詳 

細に検討したところ、かなりの低濃度オゾン状況 

下で光合成機能の低下が認められ、果実の肥大に 

大きな影響があることが示唆された。これらの影 

響は品種間で差が見られ、相模、早生二十世紀、 

幸水などで激しい被害を受け、長十郎、新高、雲 

井などは被害は少なく、明らかに品種間差が認め 

られた。(大気汚染発生限界の解明に関する試験 

成績書 昭53、54、56ほか)

⑤葉菜類、根菜類への影響

落葉な ど農作物に と って致命的な影響を受け 

ない各種葉菜類、根菜類への影響についても詳 

細に検討した。 トマト、キュウリ、コカブ、ス 

イート コーンなどについてfacを使って検討した 

ところ、いずれの場合も、光合成機能の低下に 

よる、果実、根部の肥大に影響が認められた。 

また、スイート コーンの場合は、雄蕊、雌蕊の 

生育バランスの崩れによる受粉への影響もあら 

われ、先端不稔の原因が示唆された。(大気汚染 

発生限界の解明に関する試験成績書 昭53、54、 

56ほか)

⑥水稲への影響

水稲の生育期と光化学オキシダント発生時期 

が重なるため、収量への影響が懸念された。こ 

れらの影響について、facを使った実証試験が実 

施された。被害はオキシダントの発生が水稲の 

生育ステージにより異なることが明らかとなっ 

た。7 月の被害では、株あたり の穂数、一穂当た 

りの籾数への影響が見られ、8月になると粒重や 

粒径に影響が表れ、9月になると稔実歩合などへ 

影響が広がり、複雑な様相を示した。これらの 

影響は、光合成機能の低下による生育抑制が全 

体的に認められ、全国的に大きな影響を受けて 

いることが示唆された。(大気汚染発生限界の解 

明に関する試験成績書 昭 53、54、56ほか)

(3) 光化学オキシダン トに対する被害軽減対策 

①被害 と植物の体内成分などとの関係について

光化学オキシダントによる被害は、まず葉内 

クロロフィル含量の低下となって表れる。その 

結果、光合成機能の低下、呼吸量の増大により 

生育抑制が全体的に進行する。それは、葉内還 

元糖の増加 と 蔗糖含有率の低下な ど の現象を見 

せ、生長量抑制を裏付ける結果となった。

また被害の発現には、葉内タンパク質、sh基 

および sod 活性、アスコルビン酸、グルタチオン 

などの動向が大きく影響していること が示唆 さ 

れた。(研報告 16号 昭 58 ほか)

②抵抗性品種について

a. ホウレンソウ

被害は葉のきざみが多く、葉肉の薄い東洋系 

品種 (う城、豊葉、治郎丸、日本在来種など) 

で受けやすく、丸葉系の西洋系品種(キングオ 

ブデンマーク、ノーベル、ビロフレーなど) で 

はsod活性も高く、明らかに抵抗性を示した。交 

配種はその中間的な性質を示した。これらの遺 

伝様式 を見る ため感受性品種 と 抵抗性品種 を 親 

とし、正逆交雑を した種を用いて光化学オキシ 

ダント によ る よる 被害 を 比較検討 したところ、 

母親の影響を強く受けており、抵抗性は細胞質 

遺伝を している ことが示唆された。(研報告 21 
号 昭63ほか)

b.キュウリ

15品種について検討した。その結果、低温伸 

長性を示す春キュウリ 系で (節成系) で抵抗性 

を示し、高温伸長性示す夏キュウリ系(ときわ
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系)で感受性を示した。影響は成熟葉表面の可 

視被害のほか草丈、葉面積にも抑制的に働き、 

光合成機能の低下も確認された。(大気汚染発生 

限界の解明に関する試験成績書 昭53、54、56 
ほか)

c. トマト

26品種について検討した。被害は成熟直後の 

葉位を中心に発生し、水浸状を呈した。光化学 

オキシダント抵抗性と各種病害抵抗性(斑点病、 

ネコブセンチュウ、葉かび病など)との関係が 

示唆され、今後の課題とされた。(同上)

d. サラ ダナ

温度と日長に対する生態特性の異なる7品種で検 

討。オキシダント発生時期に抽台を抑制する系統 

で抵抗性を示し、促進系統で被害を大きく受ける 

傾向を示した。また、抵抗性系統でも抽台開始と 

ともに急激に被害を受けるようになった。(同上)

e. その他

スィー ト コーン (16品種)、サトイモ (13品種)、 

ダイコン(25品種)、ダイズ(8品種)、ペチュニア 

(30品種) を供試し、光化学オキシダント抵抗性、 

感受性系統について整理、提案した。(同上) 

③植物生長調節剤による 被害軽減 について

ホウレン ソウ、キュウリ、ダイズ、ペチュニ 

アなどを供試し、ジベベリン、ビーナイン、糖 

エステルなどの光化学オキシダン ト 被害軽減効 

果について検討した。

これら の生長調節剤は それぞれの作用機作が 

発揮され、伸張抑制、開花促進などに影響をも 

たらしたが、生長を抑制された場合に被害軽減 

の傾向が見られたが、その効果の持続性は短く、 

収量の軽減効果は認められなかった。(同上) 

④施肥管理 による 被害軽減効果について

ホウレンソウを供試し、施肥量と活性酸素防 

御系酵素活性および活性酸素防御物質の動向に 

ついて検討した。その結果、窒素、加里施用量 

と葉内グルタチオン、アスコルビン酸含有量と 

の関係が見られ、多施用することにより活性酸 

素防御系酵素の活性化が明ら かに認め ら れた。 

これらの効果は人工オゾンの暴露試験で実証さ 

れた。この傾向は追肥の場合に も 発揮 され、同

時追肥はさらに被害軽減効果が大きい こと も 実

証された。(研報告 21号 昭63ほか)

(4)都市における緑の効用解明と利用技術に関 

する試験

①緑化樹の生理的特徴および効用機能

樹木が本来持っている光合成作用や蒸散作用 

によ る効用機能 (炭酸ガスの吸収や気化熱によ 

る気温の低下、大気中の汚染物質を吸着する作 

用)は葉面拡散コンダクタンスに従うことが、 

最近、解明されてきた。そこで、樹木が本来持 

っているこれらの機能の特徴を明らかにする と 

共に、樹木が都市の大気環境下においてどの様 

な影響を受けているか様々な検討を行った。(研 

速平2)
a. 都市の大気環境下における樹木の効用機能 

の特徴および緑化樹の選定

汚染大気下における樹本の光合成、蒸散速度 

と 葉面拡散コンダク タ ンス等の変化を調べた結 

果、樹本は大きく 3つに分類された。高い光合成、 

蒸散速度と葉面拡散コンダクタンスを持ち、大 

気汚染物質 による 光合成の低下 は みられる が、 

蒸散と葉面拡散コンダクタンスは高い値を維持 

するタイプIと、高い光合成能力と中程度の蒸 

散速度 と葉面拡散コンダクタ ンスを持つ樹木で 

これらの3つの値が同時に低下するタイプI と、 

もともと低い光合成、蒸散速度と葉面拡散コン 

ダクタンスを持つ樹木ではあるが、汚染大気に 

よりほとんど影響されないタイプ田である。都 

市緑化に適した緑化樹を選定する場合、都市の 

悪化した大気環境下にも生育し、しかもその浄 

化•改善機能に効果が期待できるという点でみ 

た場合、本来の生理特性があまり高すぎないか、 

あるいは、本来高くても気孔の閉鎖などによっ 

て大気汚染を過剰に吸収 しないタイプIが適し 

ている と思われた。また、落葉樹は常緑樹より 

も、全般的に高い効果を期待できる ことが示唆 

されたが、落葉樹は落葉後に効果を期待できな 

いこと、葉面拡散コンダクタンスが高くでも、 

ポプラの例にみられるように汚染物質耐性が低 

い場合には、樹本が早く枯死してしまうことが 

考えられる。また、温度、二酸化炭素濃度等の 

生育条件等が、効用機能に影響することも示唆
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されており、安定した大気汚染物質浄化能力と 

いう観点での選定が必要であると思われた。(研 

速昭63)
b.高温、乾燥条件と緑化樹の光合成•蒸散速 

度の関係

都市は燃焼機関からの熱の排出や密集する建 

造物 と 道路の舗装化 による 放射熱の増大お よ び 

降雨の土壌への浸透の減少が、高温化と乾燥化 

を促進している。植栽に際しては、これらの条 

件に耐性の大きい樹種を選定する必要がある。 

樹木の光合成速度および蒸散速度と温度、土壌 

水分条件との関係について幾つかの樹種におい 

て比較した。高温、乾燥に耐性のある樹種は落 

葉樹ではポプラ、コナラ、クヌギ、エノキ、イ 

チョウであり、常緑樹ではスダジイ、ヤマモモ、 

ヤブツバキ、マテバシイ、クスノキ、サンゴジ 

ュであった。これえら の樹種は高温乾燥条件に 

おいて蒸散量が増大するため、周辺気温を下げ 

る 効果 を もち、都市環境改善に役立つ もの と 推 

察される。一方、耐性の弱い樹種はクルミ、ケ 

ヤキ、シラカシ、シヤリンバイであった。(研速 

平3)
c.熱赤外画像計測法による植物温度と生理活 

性の関係

熱赤外画像計測法は、植物から放射される熱 

赤外域の電磁波を計測し、植物温度などを画面 

として得ることができる。植物温度と熱環境と 

の関係は植物と大気とのガス 交換量や気候反応 

などの情報を提供する。ここでは、植物の生育 

状態の診断、 大気浄化に適した樹種の選定およ 

び土壌の乾燥化 によ る 生理活性の診断な ど に必 

要な解析を行った。植物の大気汚染被害による 

生理活性の低下は高温状態となって現れ、また、 

同じ環境下でも樹種により大きな差異が見られ 

た。生理的活性が高い程熱赤外画像から得られ 

た温度は低く、熱赤外画像計測法を用いること 

により、蒸散量などの樹種による生理的な特徴 

が簡単に把握でき、大気浄化などに適した樹種 

の選定に利用できることが分かった。植物体温 

度と光合成、蒸散速度との関係をみると、葉温 

度 と 光合成温度 お よ び蒸散速度 は直線関係 に あ 

り、土壌の乾燥化による樹木の生理活性への影 

響は赤外画像から明らかに判定でき、野外環境 

への応用も可能であろうことが分かった。(研速 

平3)
②緑化樹の群落と しての効用機能

近年、都市緑化に対する社会的関心は、地球 

的規模の環境問題など により、その"質的"部分を 

中心に高まりをみせ、慢性化した大気汚染や、 

都市域の異常な高温化(ヒートアイランド現象) 

に対する方策として、緑のもつ大気浄化•気候 

緩和 な ど の環境保全機能 に大きな期待がかけら 

れている。しかし、それら諸機能の実態はいま 

だ十分に把握されておらず、群落としての研究 

例にいたっては極めて少ないのが実状である。 

今後、都市緑化のあり方を模索するにあたり、 

量的のみならず質的充実をめざした調査♦研究 

が益々重要となってくると思われる。そこで緑 

化樹の群落としての効用機能について次のよう 

な実験を行った。

a. 樹木のモデル群落におけるオゾンと炭酸ガ 

スの吸収量および蒸散量の特徴

樹木の種類や植栽密度の異なる群落の大気浄 

化能や蒸散量などの特徴を明らかにするために、 

数樹種によるモデル群落を設定し、群落内の風 

速、気温、水蒸気密度、オゾン、二酸化炭素濃 

度を測定 し、それぞれの垂直分布、水平分布の 

特徴について検討を行った。樹木の群落による 

大気浄化能や蒸散 によ る 気温低下 な どの環境改 

善の効用は、樹種により異なり、常緑樹より も 

落葉樹の方が大きく、また、群落の葉面積が大 

きいほど効果が大きいことが明らかとなった。 

(研速平元)

b. 野外における人エコナラ林のもつ大気浄 

化 • 気象緩和機能

野外に生育する樹木の機能を把握するために、 

人工コナラ林について、大気浄化機能及び気象 

緩和機能について幾つかの実験を行った。気温 

の低下率および水蒸気密度差は葉面積密度およ 

び群落密度の増加にともない高くなり、気温の 

低下には、群落の蒸散による潜熱輸送が大きく 

関わっているものと思われた。水蒸気密度差と、 

オゾン濃度差との関連は、群落の蒸散量が大き 

いものほどオゾンの吸収量も多かった。水平分
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布をみる と、地上1.5mにおいて林北側→林内→ 

林南といくにつて、100%→91.2%→88.3%とオ 

ゾン濃度の減衰がみられた。二酸化炭素および 

窒素酸化物は、それぞれ、100%→102.1%→ 
96.9%、100%→102.1%→97.1%と林内でやや高 

い傾向を示したが、林南側では低下した。林内 

の地上6m地点は、全ての汚染物質において、最 

も低い価を示した。また、風上側よりも風下側 

のほうがオゾン濃度は低く、人エコナラ林によ 

って大気が浄化されることがわかった。林内の 

気温は、林外に比べ 日中常に低く、地上1.5mで 

は最大約8℃の差があったが、夜間は林内のほう 

がやや高い傾向がみられた。地温は、林外に比 

較して林内では、22Cを中心にほどんど変化は 

みられず、日較差は小さかった。林内の温度は、 

林外に比べ日中高く推移し、相対湿度にして最 

大約25%の差がみられた。また、林南および北 

側の湿度は裸地よりも高く、コナラ林内微気象 

が周囲へ波及していることがわかった。気温同 

様、林内湿度の日較差は小さかった。(研速 平 

3)
c.人工モデル雑木林における気候緩和機能の 

熱収支的解析 -

人工 モ デル雑木林 に お いて微気象学的手法 を 

用いたモデル実験を行った。純放射量は12時に 

最大値483.6W/mを示し、その約66%が潜熱伝達 

により蒸発熱源として周囲の気層や土層の加熱 

を抑制していることがわかった。また、 ボーエ 

ン比は 日 中平均で約045とな り、若齢な雑木林は、 

牧草地やモ ミ林よ り も高い気候緩和機能を有す 

ることが示唆された。また、季節的変化をみる 

と、春季の 日中における純放射量の上昇は、顕 

熱、潜熱ともにほぼ同量の熱輸送に配分される 

が、正午付近から午後にかけては、蒸発散によ 

る潜熱輸送の割合が大きくなった。しかし、15 
時を境に逆転し、顕熱輸送が優位と なった。夏 

季に入ると潜熱輸送が純放射量の約66%を占め 

るようになり、蒸発散能の高さを示している。 

15時以降になると潜熱輸送は減少し、顕熱輸送 

の割合がやや高くなった。秋季には、日射量も 

春•夏季に比べ、最高値で約22%減少し、その 

結果純放射量も低下した。潜熱輸送量 は午前 中 

高い値を示したが、正午を境に低下し、顕熱輸 

送量とほほ同量となった。冬季に入る と 日射量 

はさらに低下し、それにともない純放射量も低 

下した。また、アルベドの上昇により、純放射 

量の低下割合は他の季節に比べ大きかった。午 

前中は潜熱輸送が見られたが、午後には顕熱輸 

送が優勢となった。地熱伝導熱量は、冬 •春季 

は低く、夏•秋季にはやや高い傾向を示したが、 

その較差は小さかった。さらに、サーモグラフ 

イーによって撮影した雑木林とその周囲の裸地 

との表面温度のヒス トグラムにおいて、雑木林 

では、春季•夏季ともに裸地よりも低温側に分 

布した。平均気温の較差は、春季に比べ夏季の 

方が気温差に して約2倍、比率に して 8.6% の差を 

示した。これは、夏季における雑木林の蒸発散 

による潜熱輸送が、春季のそれに比べ非常に大 

きいことによるものと思われる。以上のように、 

雑木林では季節により熱収支の配分に多様な変 

動が見られ、水の相変化にともなう周辺大気と 

の熱交換が、能動面(群落表面)の温度変化に 

影響を与えていることが明らかとなった。(研速 

平4、レポー ト 平4)
d. 立川市内の雑木林に おける大気浄化 • 気象 

緩和作用

都市緑地の環境保全機能を調べるために、立 

川市郊外にある川越道緑地を都市近郊の中規ﾡ 

緑地として設定し、その大気浄化および気象緩 

和機能について測定を行った。その結果、川越 

道緑地は、緑地内の気温を約7%下げ、相対温度 

を約7%上げ、さらに、オゾンを6.4%浄化した。 

しかも、緑地外風下においては"に じみ出 し効果" 

によって気温が0.7C低下し湿度は1.6%上昇、オ 

ゾンを34%浄化した。(研速 平3) 
③都市環境の実態調査

大都市への人口と経済活動の集中により、都市 

の生活環境の悪化は顕者となってきた。都市は大気 

汚染のみならず、車、工場、ビル等による熱汚染と 

ともに、コンクリートやアスファルトの増加が、 

太陽エネルギーを蓄えるため、気温は下がらずヒー 

トアイランドを形成している。中でも東京の夏期に 

おける熱帯夜日数の増加が著しい。そこで、都市環 

境の実態と農地 ・緑地による改善効果に関する試験
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研究を行った。主な成果は次の通りである。

a. 東京のヒートアイランド現象と農耕地面積

緑農地面積率が高いほど気温の上昇率は小さ 

く、建造物面積率が大きいほど大きくなった。 

緑農地面積率が約30%以下になると気温の上昇 

は直線的に増大するが、80%以上の青梅と奥多摩 

の気温はほとんど上昇していないことがわかった。 

(研速平3)
b. 練馬、杉並、世田谷各区における夏季の気 

温分布について

日中の気温が最も高かったのは練馬区の土支 

田で、低かったのは世田谷区船橋や太子堂で、

土支田とは1.5〜1.8Cの気温差があった。最低気 

温は、日中とは逆に太子堂で高く、土支田や喜 

多見で低かった。日 最低気温が 25℃ (熱帯夜) 

を下回ったのは、土支田と喜多見のみであった。 

(研速平6)
c.練馬、杉並、世田谷各区における夏季の気 

温分布と緑被率との関係

熱帯夜 (<25C) が見られなかったのは土支 

田及び喜多見の2地点で、共に緑被率が最も高い 

地域であった。逆に、最低気温が最も高かった 

太子堂は、緑被率が8.1%と最も低かった。気温 

分布と緑被率との間には、最低気温において最 

も高い負の相関関係がみられた。(研速 平6、 

レポー ト 平6)
d.立川市における夏季の気温分布と土地被覆 

形態との関係

立川市 においても ヒー トアイラン ド現象がみ 

られることが明らかとなり、それは日中よりも 

早朝において顕著であった。市内の日最低気温 

分布は、緑被率との相関が高かった。(研速 平 

5)
e. 農耕地、裸地及びアスファルト上における 

熱収支の比較

植木畑や茶畑では気温上昇を引き起こし難い 

熱収支であることが明らかとなった。また、農 

耕地は作物が栽培されていない裸地の状態であ 

っても、アスファルト より は気温上昇を も たら 

し難い地表面とであることも明らかとなった。 

(レポート平8)

f. 樹木畑及び茶畑におけるO3、CO2、NO2ガス 

フラックスの測定

汚染ガスは植木畑、茶畑に吸収されているこ 

とが明らかとなった。吸収量は、それぞれ143 
g0: ・ 100cm-2 ・ h-1、11.9ug0: ・100cm-2 ・ 
h一1であった。また、輸送係数は日射量と風速 

に比例 し、植木畑>茶畑の傾向が認められたが、 

これは主に、個体の生理機能や群落構造の違い 

によるものである。(レポート平8)
g.東京都立川市の市街地化と郊外における熱 

収支の観測

緑被率の 異な る 市街地 と 郊外 における 熱収支 

を測定したところ、郊外では潜熱が大きく、市 

街地では顕熱が優勢していた。これは、緑被率 

の違いにより地域の蒸発散量や熱伝導率が異な 

ることが主な原因と考えられた。(レポート 平 

8)
h. 高層タワーからの リモートセンシングによ 

る地表面熱画像の解析.

日中の表面温度が最も高かったのは「駐車場」 

で49.08°Cを示し、最も低かったのは「森林」で、

31.82Cであった。また、「野菜(サトイモ)畑」や 

「植木畑」も低温となっていた。夜間から早朝にか 

けては日中同様に「駐車場」等の人工物が最も高 

く、「野菜畑」や「植木畑」等農地の表面温度が最 

も低かった。農地は、森林同様に都市のクールア 

イランドとなっていることが明らかとなった。(研 

速 平7、レポー ト 平 7)
i. 同一市内の緑被率の異なる3地域における広

域的な熱収支の解析

緑被率の異な る 3 地域に おける 熱収支を測定 し た 

結果、緑被率の大きい地域ほどBowen比(顕熱/潜 

熱)が小さく、緑被率の大きい地域で気温が低い 

のは、緑(植物)の蒸発散能により地域の気候が 

緩和されたためであることが明らかとなった。(研 

速平7)
j. 農耕地(野菜畑)における熱収支 •蒸発散量 

の季節的変化

春季•夏季•秋季とでは、植栽率に大きな差 

はないが、作物の種類の違いや作物個体の蒸散 

量が季節によって異なることが、熱収支の変化 

をもたらしたものと考えられた。野菜畑におい
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ては夏季の日中において5mの降雨に相当する蒸 

発散が行われていることが明らかとなった。(研 

速平7)
④東京都における農耕地の公益的機能の評価 

に関する研究

東京都における農耕地の役割について、大気 

浄化機能、気候緩和機能、水涵養機能およびオ 

ープンスペース機能 (防災空地機能) 等の公益 

的機能を地理情報システム (GIS) の手法を用い 

て定量的に評価し、さらにそれをより理解しや 

すい形で表示する可視化 (マップ化) を行った。 

主な成果は次の通りである。(研速 平9、レポ 

ート平9)
a.評価システムの構築

現在市販されているパソコンをベースに外部 

記憶装置を増設し、Windows用のGISソフ トを組 

み込んだ。基準投影法に は位置 •面積表示に優 

れている (東京都全域を対象とする場合)19座 

標系第9系を用いた。データ形式は、精度、デー 

タ容量、取り扱い安さ などを考慮して50mのメッ 

シュが適当と思われた。メッシュ総数は 

1,674,000個となった。データ ベース は国土地理 

院「50mメッシュ標高」「1/10細分区画土地利用 

分類」「メッシュ気候値」などを用いた。これら 

各種地図デー タ はUTM座標系のため19座標系第9 
系に投影変換し、さらにメッシュ化を行った。 

(研速 平9、レポート 平9)
b. 雨水貯水量 と 水涵養機能の評価

機能評価式は雨水貯水量のについては農林水 

産省がOECDの農業環境指標の一つ「水流出調整 

機能」として提案している手法を、水涵養機能 

については同じく農林水産省の「農林水産業の 

持つ国土資源 と環境の保全機能及びその機能増 

進に関する総合研究」を参考とした。これらの 

機能評価式を用いて島しよ部を除く東京都全域 

について雨水貯水量と水水涵養機能をそれぞれ 

算出した。森林、水域を除いた東京都の中で、 

農耕地の面積は10.7%であったが、地表面部分に 

一時的に貯水される水量は72.2% (500万m) を 占 

めた。水涵養機能は農耕地のほとんどのが6段階 

評価の最高評価であるのに対して、非農耕地の 9 
割以上が3以下の低い値となった。(研速 平9、

レポー ト 平9)
c.大気浄化機能の評価

植生 ごと の総光合成速度 (CO吸収速度)によ 

り汚染物質の吸収量を推定し、大気汚染濃度値 

により大気浄化能力を評価した。植生によるNO. 
吸収量を50mメッシュごとに算出した。対象範囲 

は多摩地区とした。この範囲における年間総N02 
吸収量を積算すると959トンとなった。この値は 

東京都全域(島嶼を除く)におけるNOx排出量 

(64,300 ト ン/年 : 平成7年度 (環境保全局)、船舶、 

航空機は除く)の約1.5%であった。また この範 

囲での農耕地における年間総NCh吸収量は162ト 

ン となり、多摩地区の年間総NO,吸収量の16.9% 
となった。今回算定にふくめた全植生面積に占 

める農耕地面積の割合は13.6%であった。農耕地 

(田•特殊田、普通畑、樹園地、牧草地)におけ 

る植生集団の総生産量の値が樹木に比べて低く、 

また全植生面積に占める農耕地面積の割合に比 

べて、農耕地の NOx 吸収量の割合が大き く なっ 

たのは、NO。濃度の高い多摩東部に農地が多く 

分布しているからであると思われる。(研速 平 

10)
⑤その他

a.キュウリの急性萎ちよう症発生原因の解明 

試験

キュウリの急性萎凋症発生の原因を明らかに 

するために、水耕栽培にて水温、通気量、液肥 

濃度などの実験区を設定し、水分吸収量の測定 

および萎凋の発生の有無を調査した。また、各 

実験区の蒸散速度および根のTTCの活性、養分 

吸収量を測定し、萎凋症発生の生理的要因を検 

討した。その結果、キュウリ は根量が減少した 

り、根の活力が低下した場合でも、地上部の蒸 

散量が大きいために、水分吸収が間に合わなく 

なり急性萎凋が生じることが、発生原因の一つ 

と推察された。(研速 平3)
b.オオムラサキの葉枯れ症原因究明対策試験 

八王子市中野の育苗畑における調査結果よ り、 

葉枯れ症発生は土壌の凍結や乾燥が原因ではな 

く 気温の低下により生じることが考えられた。 

また、障害発生畑での気象観測から は、周囲の 

環境が冷気湖や逆転層を形成しやすい条件のた
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め、夜間から早朝の厳しい低温と、微気象的に 

は強い低温層が苗の樹冠層に発達する気象条件 

が葉枯れ症発生 に大きく影響したものと思われ 

た。また、前年の冬から早春にかけて発生した 

葉枯れ症による葉や根の活力低下は冬期の耐寒 

性を著しく低下させると考えられた。さらに、 

葉枯れ症発生は系統による違いもみられた。わ 

い化剤処理による被害軽減対策については、無 

処理区の障害葉率は59.4%であったのに対し、わ 

い化剤 (スミセブン) 10、25、50、100ppm処理 

区でそれぞれ31.8%、32.5%、22.3%、36.7% と軽減 

効果が見られた。しかし、同時に50、100ppm処! 

理区で春期における新葉の展開が遅延し、高濃 

度処理による生長抑制も見られた。(研速 平3)
c.東京都における農•園芸作本の光化学スモ 

ッグ被害実態調査

関東地区における光化学スモッグによる植物 

影響に関する調査は1973年から開始され、現在 

では1都9県の広城調査体制に発展している。東 

京都のサ ト イ モ とアサガオの被害について、 

1983年 か ら 1989年 について の 年次変化をみた。 

東京都内における光化学スモッグによる農 • 園 

芸作物への影響をアサガオとサ ト イ モの7年間の 

被害調査からみると、異常気象の年には被害程 

度は低下するものの、都内全域に被害が発生し 

ており、青梅、立川などの西部地域で被害が大 

きく、東部でやや低い傾向であった。また、山 

間部の檜原でも相当量の被害が生じており、平 

野部から汚染空気が山間部にまで流入している 

ことがうかがえた。(研速 平2)
d. リモートセンシング技術を用いたトビモン 

オオエダシャクの食害解析

1997年4月 か ら 八丈島島三原山南東部およ び南 

斜面において ト ビモンオオエダシャクの幼虫が 

大発生し、スダジイ の天然林が広範囲にわたり 

食害された。この被害進行およびその後の回復 

状況等を衛星リ モー トセシング技術を用いて比 

較することを試みた。衛星画像解析により食害 

を受けたと推測される地域は、三原山東部から 

南東部にかけてみられた。これら は、被害報告 

(八丈支庁産業課調査) の被害程度中 および大の 

地域 と 酷似 した。被害面績 を 読みとった結果、 

192.4haとなった。植物活性指数 (RVT) を見る 

と食害を受けた地域に植物活性の増減が多く見 

られ、植生が攪乱 された こと が読みとれた。(研 

速 平10)
e. 八丈島に おける農業気候資源の解明

八丈島における気温のメッシュ化(メッシュ 

気候値の作成) を図り、それを用いて八丈島に 

おける農業気候資源評価をすることを目的と し 

た。8月 の最高気温分布より、坂下地域の平野部 

を中心に、特に西見 •夕日ヶ丘 •三根の神湊港、 

神止山付近で気温が高く なりやすいことがわか 

った。また、末吉等の島の南東部付近も高温化 

しやすい場所である。これらの地点では、温度 

要求度の高い植物の栽培には適しているが、施 

設内や過密防風林内での高温障害、農作業状で 

の暑熱障害には注意が必要である。一方、八丈 

富士と三原山山頂付近、三原山の東側付近は高 

温化しにくい地域であることがわかった。また、 

西見•三根付近は最低気温においても高くなり 

やすい地域である。8月 と 同様に、大賀郷西見地 

区等の島の中部西側や三根地区神湊港付近の島 

の中部東側沿岸部は12月においても最高気温が 

16.3°C以上の温暖な地域であることがわかった。 

また、末吉・ 中之郷 • 樫立の島南部沿岸部付近 

も同様に気温が高い地域である。一方最低気温 

が低い地域は、両山頂部付近と夕日ヶ丘付近さ 

ら に は坂上地域の樫立付近な ど島内に散在する 

傾向が見られた。これらの地域では降霜や低温 

に対する注意が必要となる。(研速 平10)
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